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はじめに 

 

電気通信事業紛争処理委員会は、電気通信事業者間の紛争を迅速、円滑かつ公正に

処理するため、総務省の許認可部門とは独立した専門的機関として、平成１３年１１

月３０日に発足しました。 

 電気通信分野では、昭和６０年に競争原理が導入されて以来今日まで、累次の電気

通信事業法の改正により、規制緩和が進められる一方で、事業者間の公正競争確保の

ための環境整備が進められてきているところです。 

電気通信分野における公正かつ有効な競争条件の確保は、電気通信サービスの円滑

な提供と電気通信の健全な発達の基礎となるものであり、このための政策としては、

電気通信事業者間の事前の競争ルール整備とともに、紛争が生じた場合にこれを円滑

かつ迅速に解決する事後の紛争処理制度の整備が行われています。 

  

昨年８月に本マニュアル第７版を公表後、当委員会の活動に係る制度改正が実施さ

れました。 

昨年１２月の放送法等の一部を改正する法律により電気通信事業法の一部が改正

され、電気通信事業者の事業の運営が適正かつ合理的でなく、同法の目的として掲げ

る「電気通信の健全な発達」及び「国民の利便の確保」に支障が生ずるおそれがある

と認めるときは、当該電気通信事業者に対し、利用者の利益又は公共の利益を確保す

るために必要な限度において、業務の方法の改善その他の措置をとるべきことを命ず

ることができるよう業務改善命令の対象が一部拡大されました。 

併せて、電波法の一部が改正され、免許人等以外の者が設備の貸与等を受けて無線

局を運用できる制度を創設したことに伴い、電気通信事業法施行規則が一部改正され、

免許人等と実際の運用者との双方が電気通信事業者である場合の無線局の運用に係

る双方間の契約に関する紛争についても、当委員会によるあっせん及び仲裁の対象と

なりました。 

 

この「電気通信事業紛争処理マニュアル～紛争処理の制度と実務～」は、①紛争解

決のために設けられている制度の利用手続についての解説及び②実際に発生した事

例とその解決についての紹介並びに③関係法令や指針等の関係資料からなるもので

あり、今般、制度改正に応じた記述の見直しのほか、前版以降の諮問及び勧告事例を

追加するとともに、関係資料の現行化等を行っております。 

 

関係各方面において、このマニュアルがさらに有効に活用され、新たな制度の下で

一層円滑な紛争解決が図られることを切に期待しております。 

 

 

 

平成２０年１１月●日 

 

電気通信事業紛争処理委員会 

委員長  龍岡 資晃 
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序 

 

１ 制度の沿革 

 

（１）電気通信事業分野においては、昭和６０年に競争原理が導入され、複数

の電気通信事業者が参入することとなった。ところが、電気通信事業は、

ネットワーク産業であり、ネットワークの経済性を享受するためには、そ

の電気通信設備同士の接続等が必要とされるが、接続相手の電気通信事業

者は、大抵の場合、競争相手でもあることから、新規参入を妨害し競争を

制限する手段に用いられやすい産業構造を有している。 

 

（２）このような電気通信事業分野において、より円滑なサービス提供を実現

するためには、電気通信事業者間の競争ルールを定めるとともに、電気通

信事業者間に紛争が生じた場合、これを公正かつ迅速に解決する必要があ

る。そこで、電気通信事業法では、事業展開に不可欠な設備の開放をはじ

めとする接続ルールや、紛争を円滑に処理するための制度の整備が順次進

められてきた。 

その概略をまとめると、次のとおりである（括弧内に記載した条項は、制定・

改正後当時の電気通信事業法の条項）。 

 

① 昭和６０年４月１日に施行された電気通信事業法（昭和５９年法律第

８６号）においては、第一種電気通信事業者（当時）の制度として、協

議不能又は不調時のために電気通信事業者の設備の接続・共用に関する

命令・裁定の制度（第３９条［現第３５条及び第３８条］（以下、「序」において、

現行法の条項番号を［ ］内に付記する。））が創設され、また、業務改善命令

の制度（第３６条［現第２９条］）及び他人の土地及び工作物の使用権設定等

に関する制度（第７３条から第８８条まで［現第１２８条から第１４３条まで］）

も設けられた。1 

 

② 続いて、約款外役務の制度を導入する電気通信事業法の一部を改正す

る法律（昭和６２年法律第５７号）によって、約款外役務契約締結の命

                                                  
1 電気通信事業法制定以前の他人の土地等の使用に関する規定としては、公衆電気通信法

（昭和２８年法律第９７号。昭和６０年４月１日廃止。）第８１条から第１０４条まで、更

にそれ以前には、旧電信線電話線建設条例（明治２３年法律第５８号。昭和２８年８月１

日廃止。）があった（事業法第１２８条から第１４３条までの規定は、認定電気通信事業者

の制度として設けられている。）。 
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令の制度が導入され 2、同時に接続・共用の制度が第二種電気通信事業者

（当時）にも適用されることになった。 

 

③ 接続制度の整備を行う電気通信事業法の一部を改正する法律（平成９

年法律第９７号）により、電気通信回線設備との接続について、第一種

電気通信事業者（現行法では、電気通信回線設備を設置する電気通信事

業者）の接続の義務が明定された（第３８条［現第３２条］）。当該電気通信

回線設備との接続に関して接続命令を前置とせずに裁定が行い得るもの

とされ（第３９条第３項［現第３５条第３項］）、業務改善命令の発動要件に、

接続について不当な業務運営を行っている場合が加えられた（第３６条第

５項［現第２９条第１項］）。 

  また、接続ルールを加重的に設定する指定電気通信設備（現行法では、

第一種指定電気通信設備）の制度の導入に伴い、これとの接続に関して

定められる接続約款につき、接続約款変更命令（第３６条第３項及び第４項

［現第３３条第６項及び第８項］）の制度が新設された。 

 

④ 料金認可制を原則として届出制に移行させる電気通信分野における規

制の合理化のための関係法律の整備等に関する法律（平成１０年法律第

５８号）では、不当な競争を引き起こすことにより利用者の利益を阻害

すること等を要件として料金変更命令を発動できる制度（第３１条第２項

［現第１９条第２項及び第２０条第３項］）が新設された。また、サービス提

供による不利益等があった場合に、サービスの提供条件や業務方法を事

後的に是正する契機とするための意見申出の制度（第９６条の２［現第１７

２条］）も併せて新設された。 

 

（３）更に近年、電気通信事業分野において急速な技術革新を背景として料金

の低廉化とサービスの多様化がますます進展してきており、電気通信事業

の展開に際しての紛争についても、次のとおり新しい動きが見られるよう

になってきた。 

 

① 加入者回線や光ファイバ設備の細分化（アンバンドル）が行われる等

により接続の形態が多様化してきたことに加え、移動体通信やＩＰネッ

トワークに関して従来の固定網とは異なる様々な論点が出てくると共に、

接続等の条件について、サービスの提供条件との関係で一層の公正性が

求められるようになり、接続等に関する電気通信事業者間の紛争も多様

かつ複雑なものとなってきた。 

                                                  
2 現在は、卸電気通信役務契約締結の命令の制度に引き継がれている。 
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② また、ＩＰ化により高速ネットワークへの需要が顕在化する等の中で、

電気通信事業者が円滑にネットワークを構築するためには、電気通信事

業者以外の公益事業者等の設備を利用する必要性も高まってきた。この

ため、紛争は、従来のような電気通信事業者間のみならず、電気通信事

業者と他の公益事業者等との間でも発生するようになってきた。 

 

③ さらに、競争構造の変革に対応して、公正な競争を確保するために事

前の競争ルールを整備する一方、これと両輪となって競争を促進する事

後の紛争処理手続を整備し、競争ルールを担保・補完する必要が出てき

た。また、紛争解決を通じて得られた知見を競争ルールへ円滑にフィー

ドバックさせるスキームも有用と考えられるようになってきた。 

 

（４）このような動きに対応して、電気通信事業法等の一部を改正する法律（平

成１３年法律第６２号）では、次の諸点について規定整備が行われた（括弧

内は、同法による改正後の電気通信事業法の条項）。 

 

① まず、電気通信事業者間の紛争処理のための手続として、卸電気通信

役務の提供に関する命令・裁定（第３９条の６において準用する第３９条第３

項、第４項及び第３９条の４第１項［現第３９条において準用する第３５条第３項、

第４項及び第３８条第１項］）、契約約款の変更の命令（第３１条の４第２項［現

第１９条第２項及び第２０条第３項］）、市場支配力を有する事業者の禁止行為

に係る停止・変更命令（第３７条の２第４項［現第３０条第４項］、第３７条の

３第４項［現第３１条第３項］）、第二種指定電気通信設備との接続に関する

接続約款の変更の命令（第３８条の３第３項［現第３４条第３項］）等を創設し

た。 

そして、接続協議の不調等の紛争事案に対する簡易で迅速な紛争処理

手続として、あっせん及び仲裁の手続（第８８条の１２から第８８条の１７ま

で［現第１５４条から第１５９条まで］）を新設した。 

 

② また、第一種電気通信事業者（現行法では、認定電気通信事業者）に

よる他人の土地・工作物の使用に関して、従来からの手続を整備した（第

７３条第１項、第４項等［現第１２８条第１項、第４項等］）。 

 

③ さらに、総務省の許認可部門と分離して電気通信事業紛争処理委員会

を創設（第８８条の２から第８８条の１１まで［現第１４４条から第１５３条まで］）

し、同委員会があっせん及び仲裁を自ら行い、また、総務大臣が命令や

裁定等の行政処分を行う際に、諮問を受けて審議・答申を行うこととし
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た（第８８条の１２から第８８条の１９まで［現第１５４条から第１６１条まで］）。

この他、同委員会において、その権限に属せられた事項に関し、必要な

ルール整備等について総務大臣に必要な勧告をすることができることと

した（第８８条の２０［現第１６２条］）。 

 

（５）上記法改正を受けて平成１３年１１月３０日に発足した電気通信事業紛

争処理委員会では、その運営や手続について、電気通信事業紛争処理委員

会運営規程（平成１３年電気通信事業紛争処理委員会決定第１号）を決定

した。また、電気通信事業紛争処理委員会運営規程の一部を改正する決定

（平成１４年電気通信事業紛争処理委員会決定第２号）では、委員会の情

報開示に関する手続を定め、委員会運営の透明化と紛争当事者の情報の慎

重な取扱いとの調和を図った。 

 

（６）平成１５年には、電気通信事業法及び日本電信電話株式会社等に関する

法律の一部を改正する法律（平成１５年法律第１２５号）により、第一種

電気通信事業及び第二種電気通信事業の区分を廃止し、従来の第一種・第

二種を問わずすべての電気通信事業者間において、接続及び共用に関する

命令並びに接続、共用及び卸電気通信役務の提供に関する裁定の申立が可

能となった［現第３５条、第３８条及び第３９条］とともに、認定電気通信事業

者への業務改善命令が新設された［現第１２１条第２項］。 

   また、市場支配力を有する事業者に対する規制として、指定電気通信役

務に関する保障契約約款制度[現第２０条第１項]、特定電気通信役務に関する

基準料金指数制度[現第２１条第１項]が導入されたことに伴い、保証契約約款

及び特定電気通信役務に関する料金の変更命令が新設された。 

またこれに加えて、料金及び約款の届出制の原則が相対契約可能な制度

に移行されたことから、接続約款の認可又は届出、並びにこれらの変更命

令の対象が、第一種指定電気通信設備及び第二種指定電気通信設備関係変

更命令の対象が第一種指定電気通信設備関係に限定され［現第３３条、現第３

４条］、卸電気通信役務の契約約款の変更命令が廃止されるとともに、料金

変更命令及び契約約款変更命令の対象が限定され［現第１９条第２項］、これ

に対応して業務改善命令の対象が一部拡大された［現第２９条］。 

 

（７）なお、司法制度改革の中で仲裁法（平成１５年法律第１３８号）が制定

されたことを受けて、電気通信事業の仲裁についても手続規定の整備を図

り、電気通信事業紛争処理委員会運営規程の一部を改正する決定（平成１

５年電気通信事業紛争処理委員会決定第２号）で、委員等に関する事実の

開示等を定めるとともに、電気通信事業紛争処理委員会仲裁準則（平成１

５年電気通信事業紛争処理委員会決定第３号）を決定した。 
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（８）平成１６年１２月１日には、電気通信事業紛争処理委員会が、第１期３

年目を迎えることから、これまでの活動を振り返り、その実績を検証する

とともに、今後の更なる発展を目指して紛争処理の在り方について問題提

起を行い、また、当委員会を利用する電気通信事業者をはじめとする外部

の意見を広く募り、ＡＤＲ機能の更なる改善に向けて総括を実施し、「電気

通信事業紛争処理委員会第１期３年間を総括して ―ＡＤＲ機能の更なる

改善に向けて― 」を取りまとめた。 

また、この総括文書の提言に基づき、電気通信事業紛争処理委員会運営

規程（平成１３年電気通信事業紛争処理委員会決定第１号）及び電気通信

事業紛争処理委員会仲裁準則（平成１５年電気通信事業紛争処理委員会決

定第３号）の一部を改正する決定を行い、当委員会の公正中立性の確保の

観点から、あっせん委員・仲裁委員を指名する際の欠格事由をより具体的

にするとともに、あっせん手続・仲裁手続の改善を行った。 

 

（９）平成１８年１０月には、委員会事務局において、我が国における近年の

急速なＩＰ化の進展により、電気通信市場の競争構造も大きく変化してき

ていることに伴い、事業者間の紛争についても従来想定されなかった形態

での紛争が発生するものと考えられることから、このような状況を踏まえ、

平成２２年頃までに想定される市場環境の変化、それに伴い発生が想定さ

れる紛争とその対応の方向性、さらに、今後の委員会の在り方について報

告書「電気通信事業における紛争処理等の将来像」をとりまとめ、公表し

た。 

 

（10）平成１９年には、放送法等の一部を改正する法律（平成１９年法律第１

３６号）により電気通信事業法が改正された。改正前の同法第２９条第１

項第９号においては、総務大臣が「電気通信事業者の業務の方法が適切で

ないため、利用者の利益を阻害しているとき」に該当すると認める場合に

業務改善命令を発動することができる旨定められていた。したがって、利

用者の利益が現に阻害されるまでは、同号の規定による業務改善命令を発

動することができなかった。そこで、同法が改正され、総務大臣が「電気

通信事業者の事業の運営が適正かつ合理的でないため」、電気通信役務が安

定的かつ継続的に提供されなくなるなど「電気通信の健全な発達又は国民

の利便の確保に支障が生ずるおそれがあるとき」に該当すると認める場合

には、利用者の利益が現に阻害されていなくても業務改善命令を発動でき

るようになった（同法第２９条第１項第１２号）。この業務改善命令を発動

するに当たっては、当委員会への諮問が必要とされており（同法第１６０

条）、本改正に伴い、総務大臣から諮問される事例が拡大された。 



 Ⅰ－6

   併せて、電波法（昭和２５年法律第１３１号）の一部が改正され、周波

数のひっ迫による無線局の開設希望者等と既存無線局の免許人等との間の

調整の長期化を踏まえ、両者間で行う混信その他の妨害を防止するために

必要な措置に関する契約の締結の協議に関し生じた紛争について、委員会

によるあっせん及び仲裁の対象として追加した（第２７条の３５，第２７

条の３６）。 

また、登録制対象の無線局（ＰＨＳ用小型基地局等）等について、免許

人又は登録人（以下「免許人等」という。）以外の者が設備の貸与等を受け

て無線局を運用できる制度を創設した（第７０条の７，第７０条の８［現第

７０条の９］）ことに伴い、免許人等と実際の運用者との間の無線局の運用に

係る契約に関する紛争（双方が電気通信事業者の場合）についても、委員

会によるあっせん及び仲裁の対象に新たに加えられた（電気通信事業法施

行規則（昭和６０年郵政省令第２５号）第５４条の２第４号）。 

 

(11) 平成２０年には、高層ビル、マンション、住宅内や地下街等、免許人の

立入りが困難な場所での携帯電話の不感エリア解消が課題となっているこ

とを受け、電波法の一部を改正する法律（平成２０年法律第５０号）によ

り、電気通信業務の無線局（フェムトセル基地局）について、一定の要件

の下で、免許人以外の者（ビル管理者、再販事業者、利用者等）に当該無

線局の簡易な操作による運用ができる制度が創設された（第７０条の８）。

これに伴い、免許人等と実際の運用者との間の無線局の運用に係る契約に

関する紛争（双方が電気通信事業者の場合）についても、委員会によるあ

っせん及び仲裁の対象となった（電気通信事業法施行規則第５４条の２第

４号）。 
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２ 制度の俯瞰 

 

 現行の制度においては、図表１のとおり、１）電気通信事業者間、２）電

気通信事業者と土地等の所有者・使用者との間、３）電気通信事業者とその

サービスの提供に関する利害関係者との間の別に、紛争解決の手続が異なっ

ている。 

 

 そこで、第１章から第３章までにおいては、これらの主体別の紛争の場面

ごとに紛争解決制度の解説を行うこととする。 

 

図表１ 紛争の場面と紛争解決制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電気通信

事業者
※  

電気通信

事業者 

 

土地等の 
所有者・使用者 

 

サービス提供に 
関する利害関係者 

第１章 

第２章 

第３章 

※ 他人の土地・工作物の使用に関しては、認定電気通信事業者に限られる。 

接続・共用・卸電気

通信役務等 
 契約等  

他人の土地・工作物

の使用 
 契約等  

役務提供条件・業務

方法の是正 
 利害関係  
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第１章 電気通信設備の接続等 

 

 電気通信事業者間で接続等に関する紛争が生じた場合に、その解決を求める

制度として、電気通信事業法では、あっせん、仲裁、協議命令、細目裁定及び

意見申出の制度を設けている。このうち、意見申出については後述するが、  

あっせん、仲裁、協議命令及び裁定の概略は、次のとおりである。 

 

図表２ 接続等の主な紛争処理制度の概略 

 あっせん 仲裁 協議命令 裁定 

対  象 

①電気通信設備の接続 

②電気通信設備の共用 

③卸電気通信役務の提供 

④接続用の電気通信設備の設置・保守 

⑤接続用の土地・工作物の利用 

⑥接続用の情報の提供 

⑦電気通信役務提供に関する業務の委託 

⑧電気通信役務提供のための設備の利用 

⑨電気通信役務提供のための設備の運用 

⑩免許人以外の者に運用させる電気通信業

務用無線局の無線設備の利用又は運用 

①電気通信設備の接続 

②電気通信設備の共用 

③卸電気通信役務の提供 

申 請 ・ 

申 立 て 

協議当事者の一方又

は双方 

協議当事者の双方 協議当事者の一方 協議当事者の一方

主  体 

電気通信事業紛争処

理委員会のあっせん

委員 

電気通信事業紛争

処理委員会の仲裁

委員（３人） 

総務大臣 

（電気通信事業紛争処理

委員会へ諮問） 

総務大臣 

（電気通信事業紛争処

理委員会へ諮問） 

当事者に 

係  る 

主な手続 

・意見聴取 

・あっせん案提示 

・答弁 

・審尋 

・事実関係調査 

・和解案提示 

・仲裁判断 

・聴聞 

・命令 

・答弁 

・裁定 

本手続の 

結 果 に 

不服等の

場 合 に 

採り得る 

手 続 

・あっせん案受諾の

拒否等 
― 

 

・異議申立て(聴聞

の通知を掲示によ

り受け、聴聞に出

頭しなかった当事

者等) 

・取消訴訟 
（６月以内） 

・民事訴訟（金額の

増減（６月以内）） 

・異議申立て 

（上記以外） 

・取消訴訟 

（６月以内） 

 

 本章第１節から第４節まででは、これらの処理を求める手続ごとにその制度

を解説する。 
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第１節 あっせん 

 

１ 趣旨 

 

あっせんの制度は、電気通信事業者間に紛争が生じた場合において、電気通

信事業紛争処理委員会（以下「委員会」という。）のあっせん委員が両当事者

の間に入り、あっせん案を提示する等両当事者の合意の成立に向けて協力する

ことにより、紛争の迅速な解決を図る制度である。 

 

あっせんは、当事者が互いに譲歩をすることが期待できるような紛争をその

対象とするものであり、裁判及び後述する仲裁の手続よりも簡易な手続により

行われる。あっせん委員が提示するあっせん案は、その受諾を当事者に強いる

ものではない。あっせんの手続を経た上で当事者の合意が成立した場合には、

民法（明治２９年法律第８９号）上の和解が成立したこととなる。  

 

２ 対象 

 

  電気通信事業紛争処理委員会のあっせんは、次の①～⑩⑨に掲げる事項に

関する協定及び契約の締結について、 

１）締結を申し入れたにもかかわらず相手方がその協議に応じないとき場合 

 ２）協議をは開始したものの協議が調わないとき場合 

 ３）協定等の細目について当事者間の協議が調わないとき場合 

において、申請することができる（電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号。以

下「事業法」という。）第１５４条第１項（第１５６条第１項、第２項で準用する場合を

含む。）、第１５７条第１項）。 

 

① 電気通信設備の接続（事業法第１５４条第１項） 

② 電気通信設備の共用（事業法第１５４条第１項（第１５６条第１項で準用）） 

③ 卸電気通信役務の提供（事業法第１５４条第１項（第１５６条第２項で準用） 

④ 接続に必要な電気通信設備（接続のための伝送路やコロケーション設備、

その他）の設置・保守（事業法第１５７条第１項、電気通信事業法施行令（昭和６

０年政令第７５号。以下「施行令」という。）第７条第１号） 

⑤ 接続に必要な土地及びこれに定着する建物その他の工作物（局舎、管路、

とう道、遠隔収容装置（ＲＴ）設置施設、その他）の利用（同上）  

⑥ 接続に必要な情報（伝送路設備等の設置場所や仕様・状況、局舎の設置

場所・状況、接続料・調査費用・工事費等の負担額やその算定根拠、その

他）の提供（同上） 
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⑦ 電気通信役務の提供に関する業務（利用者への料金の請求や回収、各種

販売や注文取次、その他）の委託（事業法第１５７条第１項、施行令第７条第２

号） 

⑧ 電気通信役務の円滑な提供の確保のための設備（利用者に関するデータ

ベース、コロケーション設備のための電源・空調設備、クロージャ、ダー

クファイバ、専用線等）の利用（一方が他方の設備を利用）（事業法第１５７

条第１項、施行令第７条第３号、電気通信事業法施行規則（昭和６０年郵政省令第２

５号。以下「施行規則」という。）第５４条の２） 

⑨ 電気通信役務の円滑な提供の確保のための設備（利用者に関するデータ

ベース、優先接続登録センタの設備等）の運用（一方が自らの設備を運用

し、他方の利害に影響）（同上） 

⑩ 無線局の免許人等（電波法第６条第１項第９号に規定する免許人等をい

う。）が当該免許人等以外の者に運用させる電気通信業務用無線局の無線設

備の利用又は運用（同上） 

 

 ただし 

１）事件がその性質上あっせんをするのに適当でないと委員会が認める場合

（例えば、当事者の一方があっせんを拒否するなどあっせんの手続を進め

ることができないことが明らかな場合、当事者間の対立が激しく、当事者

の互譲による妥協の余地が全くないことが明らかな場合等） 

２）あっせんの申請が紛争の解決を求める形式をとってはいるが、実質的に 

は別の不当な目的（例えば、嫌がらせ、相手の社会的信用を低下させるこ

と、契約の締結の引き延ばし等）でみだりにあっせんの申請をしたと委員

会が認める場合 

には、あっせんは行われない（事業法第１５４条第２項（第１５６条第１項、第２項、

第１５７条第２項で準用する場合を含む。））。 

 

３ 手続 3 

 

あっせんの手続の概要は、図表５（Ｉ－１７）のとおりである。 

 

（１）あっせんの申請 

あっせんを申請しようとする者は、図表３（Ｉ－１２）の様式（接続に関

するものの場合）の申請書に必要事項を記入の上記載して、これを提出し

なければならない（電気通信事業紛争処理委員会手続規則（平成１３年総務省令第

                                                  
3 以下の参照条文を示す括弧書では、接続協定に関するものに限っているが、あっせん対象

となるその他の協定及び契約についても、同様の準用規定が設けられていることに注意（事

業法第１５６条第１項及び第２項、第１５７条第２項） 
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１５５号。以下「手続規則」という。）第４条第１項、様式第１）。（申請書の記載に

おける留意点については、図表４（Ｉ－１３）を参照。） 

 

証拠となるものがある場合においては、それを申請書に添えて提出しな

ければならない（手続規則第４条第３項）。 

 

申請書の提出は、総務大臣（総務省総合通信基盤局総務課公正競争推進

室。地方においては、当該地方申請しようとする者の住所を管轄する総合

通信局又は沖縄総合通信事務所の電気通信事業課等を窓口とすることもで

きる。）を経由して行うわなければならない（事業法第１５８条、手続規則第６

条）。 

 

委員会は、事件がその性質上あっせんをするのに適当でないと認めると

き、又は当事者が不当な目的でみだりにあっせんの申請をしたと認めると

きであって、あっせんをしないものとしたときには、当事者に対し、遅滞

なく、その旨を書面により申請者に通知する（事業法１５４条第２項、電気通

信事業紛争処理委員会令（平成１３年政令３６２号。以下「委員会令」という。）第６

条前段、手続規則第１条第１項）。 

 

（２）答弁 

あっせんの申請がなされたときは、委員会は、その写しを添えて、その

相手方の当事者に対し、遅滞なく、その旨を書面により通知しする（委員会

令第５条、手続規則第１条第１項）、一方当事者があっせんを求めた事項に対す

る自らの答弁の提出を求める。委員会は、この通知をするときは、相当の

期間を指定して適宜の様式により答弁書を提出すべき旨の指示をすること

ができる（電気通信事業紛争処理委員会運営規程（平成１３年電気通信事業紛争処理

委員会決定第１号。以下「運営規程」という。）第４条の２）。 

 

（３）代理人及び補佐人の参加 

当事者は、弁護士、弁護士法人又は委員会の承認を得た適当な者を代理

人とすることができる。が、代理人の権限は、書面で証明しなければなら

ない。また、当事者又は代理人は、あっせん委員の許可を得て、補佐人と

ともに出頭することができる（運営規程第３条の３）。 
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図表３ あっせん申請書（接続に関するものの場合） 

 

あっせん申請書 

年  月  日 

 

電気通信事業紛争処理委員会委員長 殿 

 

郵便番号 

（ふりがな） 

住  所 

（ふりがな） 

氏  名（自筆で記入したときは、押印を省略できる。

法人にあっては、名称及び代表者の氏名を

記載することとし、代表者が自筆で記入した

ときは、押印を省略できる。）     印 

登録年月日又は届出年月日及び登録番号又は届出番号 

連 絡 先（連絡のとれる電話番号等を記載すること。

担当部署等がある場合は、当該担当部署名等

を記載すること。） 

 

 電気通信設備の接続に関する協定に関する協議が不能（不調）のため、電気通信事業法

第１５４条第１項の規定により、次のとおりあっせんを申請します。 

当事者の氏名（法人にあっては、名称及び

代表者の氏名）及び住所 

 

あっせんを求める事項 

 

 

協議の不調又は不能の理由及び協議の

経過 

 

その他参考となる事項 

 

 

（用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。） 
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図表４ あっせん申請書の記載における留意点 

 

 

あっせん申請書 

平成○○年○○月○○日 

電気通信事業紛争処理委員会委員長 殿 

 

郵便番号 

（ふりがな） 

住  所 東京都○○区××町△－△－△ 

（ふりがな） 

氏  名 株式会社 ○○ネットワーク 

代表取締役社長 ○○ ○○ 印 

登録年月日及び登録番号 

平成○○年○○月○○日 第××号 

連 絡 先 ○○企画部  

電話番号 

 

電気通信設備の接続に関する協定に関する協議が不調のため、電気通信事業法 

第１５４条第１項の規定により、次のとおりあっせんを申請します。 

 

当事者の氏名（法人にあっては、名称及び

代表者の氏名）及び住所 

 

あっせんを求める事項 

 

 

協議の不調又は不能の理由及び協議の経過

 

 

その他参考となる事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

代表者が自筆で記
入したときは、押印
が省略できます。 

登録事業者は登録
年月日及び登録番
号を、その他の事業
者は届出年月日及
び届出番号を記載
してください。 

連絡のとれる担当
部署名、電話番号等
を記載してくださ
い。 

両当事者の住所、氏
名を記載してくだ
さい。 

次の区分により、該当する協定又は契約、電気通信事業法の関連条項を記載してください。 

協定又は契約 関連条項 

電気通信設備の接続に関する協定 第１５４条第１項 

電気通信設備の共用に関する協定 第１５６条第１項 

卸電気通信役務の提供に関する契約 第１５６条第２項 

電気通信役務の円滑な提供の確保のためにその締結が必要な協定又は契約 第１５７条第１項 

それぞれ別紙とす
ることもできます。

用紙の大きさは、日
本工業規格Ａ列４
番です。 

相手方が協議に応
じないときには「不
能」と、協議に応ず
るもののその協議
が調わないときに
は「不調」と記載し
てください。 
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（４）あっせん委員の指名 

委員会は、事件ごとに、あらかじめ指定するされた委員及び特別委員（資

料－１～３頁参照）のうち中からあっせんを行うあっせん委員を指名する（事

業法第１５４条第３項、委員会令第１条第１項）。 

 

委員会は、委員又は特別委員のうち、事件の当事者たる法人の役員であ

るとき等事件の当事者との特別なの利害関係 4にがある者をあっせん委員

にに対して指名しはされない（運営規程第３条第１項）。委員会は、既にあっ

せん委員の指名をされた委員又は特別委員が事件の当事者と特別な関係に

あることが判明したときは、速やかに当該指名を解除する（同条第２項）。委

員及び特別委員は、自己の公正平性又は独立性に疑いを生じさせるおそれ

のある事情がある場合には、事件の担当を回避すべき旨を委員会に申し出

なければならない（運営規程第３条の２）。 

 

 

あっせん委員は、１人の場合も複数の場合もあり得る。複数のあっせん

委員が指名された場合は、あっせんの審理の指揮を行う者を、あっせん委

員の互選により選任する（運営規程第４条の３）。 

 

あっせん委員は、当事者間をあっせんし、双方の主張の要点を確かめ、

事件が解決されるよう努める（事業法第１５４条第４項）。 

 

（５）手続の分離又は併合 

あっせん委員は、適当と認めるときは、当事者全員の合意を得て、あっ

せんの手続を分離し、又は併合することができる（運営規程第３条の４）。 

 

（６）あっせんの開始 

あっせん委員は、当事者間をあっせんし、双方の主張の要点を確かめ、

                                                  
4 あっせん委員指名の欠格事由（運営規程第３条第１項） 
① 委員若しくは特別委員又はその配偶者若しくは配偶者であった者が事件の当事者、当
事者の子会社、当事者を子会社とする親会社又は当該親会社の子会社（当事者を除く。）
の役員であるとき。 

② 委員若しくは特別委員が事件の当事者、当事者の子会社、当事者を子会社とする親会
社又は当該親会社の子会社（当事者を除く。）の役員の四親等内の血族、三親等内の姻族 
若しくは同居の親族であるとき。 

③ 委員又は特別委員が事件について当事者の代理人又は補佐人であるとき、又はあった 
 とき。 
④ ①から③までに掲げる場合のほか、委員又は特別委員が事件の当事者と特別な関係に

あるとき。 
これらは、仲裁委員の指名についても同じ。 
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事件が解決されるよう努める（事業法第１５４条第４項）。 

 

（６７）あっせん手続の非公開 

あっせん委員の行うあっせんの手続は、非公開とする（委員会令第１３条）。

ただし、あっせん委員は、相当と認める者に傍聴を許すことができる（委員

会令第１３同条ただし書）。 

 

また、あっせんの手続においてあっせん委員又は委員会の事務局（以下

「委員会事務局」という。）が作成し、又は・取得した資料はも、非公開と

する（運営規程第１９条第１項）。ただし、委員会は 

１）あっせんの当事者がその公開を承諾する場合 

２）その公開が委員会の運営又は紛争の公正かつ円滑な解決の妨げになる

ものではなく、当事者の事業運営に支障をもたらさないものとして、委

員会が公開を適当と認める場合 

には、当該資料をは、委員会事務局において一般の閲覧に供することがで

きるされる（同条運営規程第１９条第１項及び第２項）。 

 

（７８）あっせん案の提示 

あっせん委員は、両当事者から意見を聴取し、又は両当事者に対し報告

を求め、事件の解決に必要なあっせん案を作成し、これを当事者に提示す

ることができる（事業法第１５４条第５項）。これに応ずじるか否かについては、

両当事者の任意である。 

 

（８９）あっせんの終了・打切り 

両当事者間においてに解決のための合意が成立した場合には、民法上の

和解が成立したこととなり（民法（明治２９年法律第８９号）第６９５条、第６９

６条）、権利関係が確定し（民法第６９５条、第６９６条）、あっせんは終了する。 

当事者間に合意が成立する見込みがなくなったとあっせん委員が認める

場合（事業法第１５４条第２項）や、及び当事者が協議開始命令の申立て、裁

定の申請又は仲裁の申請協議開始命令の申立て又は裁定・仲裁の申請をし

た場合（事業法第１５４条第６項）においては、あっせんは打ち切られる。委

員会は、あっせんを打ち切ったときは、当事者に対し、遅滞なく、その旨

を書面により当事者に通知する（委員会令第６条後段、手続規則第１条第１項）。 

 

（９１０）あっせん手続に関する事実の公表 

委員会では、あっせんの申請の受理及び手続の終結の年月日を公表する

ことができる（運営規程第２０条第１項）。 
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委員会では、事件の性質を勘案し、処理の終結後の適当な時点において、

次の場合にあっせんの手続に関する主な経過、当事者の氏名（当事者が法

人であるときは、その名称）、当事者の主な主張及び結果の概要を公表する

ことができる（運営規程第２０条第１項、第２項及び第３項）。 

① あっせんの当事者がその公表を承諾する場合 

② ①の場合のほか他、その公表が委員会の運営又は紛争の公正かつ円滑

な解決の妨げになるものではなく、当事者の事業運営に支障をもたらさ

ないものとして、委員会が公表を適当と認める場合 
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あっせんに適しない場合 ※１（事業法154Ⅱ）

あっせんの実施 

（意見の聴取、あっせん案の提示）
（事業法 154Ⅳ・Ⅴ） 

自主的解決等 

電気通信事業者からの申請 
（事業法 154Ⅰ） 

申請取下げ 

他方当事者からの答弁書の提出

他方当事者への通知 

（委員会令 5） 

※３ ・あっせん案の受諾を拒否したとき 

   ・両者の意見の隔たりが大きく、妥協点を見いだす 

ことが困難な場合 など 

※１ ・事件がその性質上あっせんをする 

    のに適当でないと認めるとき（一 

方当事者があっせんを拒否等） 

・不当な目的でみだりにあっせんの 

申請をしたと認めるとき（社会的 

信用の低下を目的等）  

あっせん委員の指名 

（事業法 154Ⅲ） 

図表５ あっせんの手続の概要 

あっせんに適する場合 

申請書の様式は 

１ ２ 頁 図 表 ３

（接続に関する

ものの場合） 

※４ 仲裁の申請等があった場合にも、 

あっせんの手続は打ち切られる。 

 
※ 括弧内は、事業法及び委員会令の関連条項 

※２ 当事者間に合意が成立 

する見込みがない場合 

あっせん案受諾

･･･委員会の手続 

･･･当事者の手続 

打切り ※４ 不実行 
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第２節 仲裁 

 

１ 趣旨 

 

仲裁の制度は、電気通信事業者間に紛争が生じた場合において、その解決

が円滑に図られるよう、委員会の仲裁委員がに仲裁判断を行う委ねることに

よりで紛争の解決を図る制度ろうとするものである。 

 
仲裁判断には、当事者間において確定判決と同一の効力が発生する。し、

また、仲裁判断が命ずる給付については、執行決定により強制執行の対象と

なるものである。このため、仲裁については、あっせんと異なって厳格な手

続がとられることになる。 
 
２ 対象 

 

委員会の仲裁は、次に掲げる事項に関する協定及び契約の細目について協

議が調わないとき場合に、当事者の双方がこれを申請することができる（事業

法第１５５条第１項（第１５６条第１項及び第２項で準用する場合を含む。）、第１５７

条第３項）。 

① 電気通信設備の接続（事業法第１５５条第１項） 

② 電気通信設備の共用（事業法第１５５条第１項（第１５６条第１項で準用）） 

③ 卸電気通信役務の提供（事業法第１５５条第１項（第１５６条第２項で準用）） 

④ 接続に必要な電気通信設備（接続のための伝送路やコロケーション設備、

その他）の設置・保守（事業法第１５７条第３項、施行令第７条第１号） 

⑤ 接続に必要な土地及びこれに定着する建物その他の工作物（局舎、管路、

とう道、ＲＴ、その他）の利用（同上） 

⑥ 接続に必要な情報（伝送路設備等の設置場所や仕様・状況、局舎の設置

場所・状況、接続料・調査費用・工事費等の負担額やその算定根拠、その

他）の提供（同上） 

⑦ 電気通信役務の提供に関する業務（利用者への料金の請求や回収、各種

販売や注文取次、その他）の委託（事業法第１５７条第３項、施行令第７条第２

号） 

⑧ 電気通信役務の円滑な提供の確保のための設備（利用者に関するデータ

ベース、コロケーション設備のための電源・空調設備、クロージャ、ダー

クファイバ、専用線等）の利用（一方が他方の設備を利用）（事業法第１５７

条第３項、施行令第７条第３号、施行規則第５４条の２） 

⑨ 電気通信役務の円滑な提供の確保のための設備（利用者に関するデータ
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ベース、優先接続登録センタの設備等）の運用（一方が自らの設備を運用

し、他方の利害に影響）（同上） 

⑩ 無線局の免許人等（電波法第６条第１項第９号に規定する免許人等をい

う。）が当該免許人等以外の者に運用させる電気通信業務用無線局の無線設

備の利用又は運用（同上） 

 

 

  なお、申請に先立ってあっせん等の手続がとられている必要はない。 

 

３ 手続 5 

 

仲裁の手続（以下「仲裁手続」という。）の概要は、図表８（Ⅰ－３７）のと

おりである。 

 

（１）仲裁の申請 

仲裁の申請は当事者間で契約の締結について協議不調の場合、当事者の

双方がこれを行わなければならないは、委員会に対して仲裁を申請するこ

とができる（事業法第１５５条第１項）。申請に先立ってあっせん等の手続がと

られている必要はない。 

 

具体的には仲裁の申請は、 

  １）当事者の双方が同時に申請するの連名による場合のほか、 

２）予め当事者の双方に、紛争が生じた場合に法による仲裁に付する旨の

合意（以下「仲裁合意」という。）があらかじめ得られており、当該合意

に基づき当事者の一方のみが先に申請し、他方の当事者も後に間で合意

された仲裁契約条項に基づき一方から申請するされる場合、 

３）２）に掲げる場合のほか、当事者の一方のみが先にから申請し、はさ

れたが後に他方の当事者も後に申請が応諾する場合 

がある。２）及び３）の場合におけるは、他方の当事者からの申請（答弁

を含む。）については、（２）において言及するを待って手続が進められる

ことになる。 

 

仲裁のを申請をしようとする当事者は、図表６（Ⅰ－２１）の様式（接続

に関するものの場合）の申請書に仲裁判断を求める事項（結論として、ど

のような仲裁判断を求めるか。）等の必要事項を記載して記入の上、これを

                                                  
5 以下の参照条文を示す括弧書では、接続協定に関するものに限っているが、仲裁対象とな

るその他の協定及び契約についても、同様の準用規定が設けられていることに注意（事業

法第１５６条第１項及び第２項、第１５７条第４項）。 
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提出しなければならない（手続規則第５条第１項、様式第２３）。（申請書の記載

における留意点については、図表７（Ⅰ－２２）を参照。） 

 

証拠となるものがある場合においては、それを申請書に添えて提出しな

ければならない（手続規則第５条第３項）。 

 

仲裁合意を証するものがある場合においては、それを申請書に添えて提

出しなければならない（手続規則第５条第４項）。 

 

申請書の提出は、総務大臣（総合通信基盤局総務課公正競争推進室。申請

しようとする者の住所地方においては、当該地方を管轄する総合通信局又

は沖縄総合通信事務所の電気通信事業課等を窓口とすることもできる。）を

経由して行わなければならないう（事業法第１５８条、手続規則第６条）。 

仲裁手続は、一方の当事者が他方の当事者に対し書面をもって仲裁手続

に付する旨の通知をした日又は一方の当事者の申請を受けて委員会が他方

の当事者に仲裁の申請があった旨の通知をした日のうち最も早い日に開始

され、仲裁手続における請求は、（仲裁手続が仲裁判断によらずに終了した

ときを除き）時効中断の効力を生ずる（仲裁法（平成１５年法律１３８号）第２

９条第２項、電気通信事業紛争処理委員会仲裁準則（以下「仲裁準則」6という。）第

８条）。 

 

委員会は、当事者の一方から仲裁の申請がなされた場合、その相手方に

対し、相当の期間を指定して、仲裁に付することについて同意するかどう

か書面で回答すべきことを求めることができる（仲裁準則第８条の２）。 

 

（２）答弁当事者の一方のみから申請がなされた場合の措置 

当事者の一方のみから仲裁の申請がなされたときはあった場合、委員会

は、他方の当事者に対し、当たる者に仲裁の申請があった旨の通知をする

行う。 

 

委員会は、前段落の通知をするとき（当事者の双方に、仲裁合意がある

場合を除く。）は、その相手方に対し、相当の期間を指定して、当該申請に

係る事件を仲裁に付することについて同意するかどうかを書面で回答すべ

きことを求めることができる（電気通信事業紛争処理委員会仲裁準則（平成１５

年電気通信事業紛争処理委員会決定第３号。以下「仲裁準則」という。）6第８条の２）。 

 
                                                  
6 仲裁準則は、当事者間で別段の合意がない場合に限り、適用する（仲裁準則第１条）。 
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図表６ 仲裁申請書（接続に関するものの場合） 

 

仲裁申請書 

年  月  日 

 

電気通信事業紛争処理委員会委員長 殿 

 

郵便番号 

（ふりがな） 

住  所 

（ふりがな） 

氏  名（自筆で記入したときは、押印を省略できる。

法人にあっては、名称及び代表者の氏名を

記載することとし、代表者が自筆で記入した

ときは、押印を省略できる。）     印 

登録年月日又は届出年月日及び登録番号又は届出番号 

連 絡 先（連絡のとれる電話番号等を記載すること。

担当部署等がある場合は、当該担当部署名等

を記載すること。） 

 

 電気通信設備の接続に関する協定に関する協議が不調のため、電気通信事業法第１５５条

第１項の規定により、次のとおり仲裁を申請します。 

当事者の氏名（法人にあっては、名称及び

代表者の氏名）及び住所 

 

仲裁判断を求める事項（協議の相手である当事

者が当該協議に関して既に仲裁の申請を行ってお

り、その旨の通知が電気通信事業紛争処理委員会か

らあった場合には、当該協議の相手である当事者の

仲裁判断を求める事項に対する答弁を記載するもの

とする。） 

 

協議の不調の理由及び協議の経過 

 

 

その他参考となる事項 

 

 

 

（用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。） 
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図表７ 仲裁申請書の記載における留意点 

 

 

仲裁申請書 

平成○○年○○月○○日 

電気通信事業紛争処理委員会委員長 殿 

 

郵便番号 

（ふりがな） 

住  所 東京都○○区××町△－△－△ 

（ふりがな） 

氏  名 株式会社 ○○ネットワーク 

代表取締役社長 ○○ ○○ 印 

登録年月日及び登録番号 

平成○○年○○月○○日 第××号 

連 絡 先 ○○企画部  

電話番号 

 

電気通信設備の接続に関する協定に関する協議が不調のため、電気通信事業法 

第１５５条第１項の規定により、次のとおり仲裁を申請します。 

 

当事者の氏名（法人にあっては、名称及び

代表者の氏名）及び住所 

 

仲裁判断を求める事項 

 

 

協議の不調又は不能の理由及び協議の経過

 

 

その他参考となる事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

代表者が自筆で記
入したときは、押印
が省略できます。 

登録事業者は登録
年月日及び登録番
号を、その他の事業
者は届出年月日及
び届出番号を記載
してください。 

連絡のとれる担当
部署名、電話番号等
を記載してくださ
い。 

両当事者の住所、氏
名を記載してくだ
さい。 

次の区分により、該当する協定又は契約、電気通信事業法の関連条項を記載してください。 

協定又は契約 関連条項 

電気通信設備の接続に関する協定 第１５５条第１項 

電気通信設備の共用に関する協定 第１５６条第１項 

卸電気通信役務の提供に関する契約 第１５６条第２項 

電気通信役務の円滑な提供の確保のためにその締結が必要な協定又は契約 第１５７条第３項 

協議の相手方当事
者が当該協議に関
し、既に仲裁の申請
を行っており、その
旨の通知が委員会
からあった場合は、
当該協議の相手方
当事者の仲裁判断
を求める事項に対
する答弁を記載し
てください。 

それぞれ別紙とす
ることもできます。

用紙の大きさは、日
本工業規格Ａ列４
番です。 
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当事者の一方から仲裁の申請がなされた場合において、他方の当事者が

当該申請に係る事件を仲裁に付することに同意して仲裁の申請をするとき

は、当該他方の当事者は、図表６（Ⅰ－２１）記載の様式の申請書に、一方

当事者が仲裁判断を求めた事項に対する自らの答弁（結論として、どのよ

うな仲裁判断を求めるか。）等の必要事項を記載して記入の上、これを提出

しなければならないする（手続規則第５条第１項、様式第３２）。当該他方の当

事者が当該事件を仲裁に付することに同意しないときは、委員会に対し、

適宜の様式により、その旨の通知をする。 

 

（３）仲裁手続の開始 

仲裁手続は、一方の当事者が他方の当事者に対し書面をもって特定の紛

争を仲裁手続に付する旨の通知をした日又は一方の当事者の申請を受けて

委員会が他方の当事者に仲裁の申請があった旨の通知をした日のうち最も

早い日に開始する（仲裁準則第８条）。 

 

仲裁手続における請求は、仲裁手続が仲裁判断によらずに終了したとき

を除き、時効中断の効力を生ずる（仲裁法（平成１５年法律１３８号）第２９条

第２項）。 

 

（３４）代理人及び補佐人の参加 

当事者は、弁護士、弁護士法人又は委員会の承認を得た適当な者を代理

人とすることができる。代理人の権限は、書面で証明しなければならない。

当事者又は代理人は、仲裁廷の許可を得て、補佐人とともに出頭すること

ができる（運営規程第３条の３）。 
 

（４５）仲裁委員の選定・指名 

委員会は、事件ごとに、あらかじめ指定する委員及び特別委員（資料－１

～３頁参照）のうちから次の手続により、仲裁を行う３人の仲裁委員を指名

する（事業法第１５５条第２項及び第３項、委員会令第１条第１項）。指名の手続は、

次のとおりである。 

 

ア① 名簿の写しの送付 

委員会は、あらかじめ指定しされた委員及び特別委員の「氏名及び職

業」、「経歴並びに」、「任命及び任期満了の年月日を」が記載するされた

名簿（以下単に「名簿」という（（名簿については、資料－１～３頁参照）。）

の写しを両当事者に送付する（委員会令第８条第１項、手続規則第２条）。 

 

イ② 公正性等に疑いを生じさせる事実の開示 
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両当事者の申請を受け、委員会は、仲裁の申請がなされた場合におい

て、あらかじめ指定したされた委員及び特別委員について当該申請に係

る事件申請事案に関し公正性又は独立性に疑いを生じさせる事実がある

とき場合は、その事実を当事者に対して①の名簿の写しの送付の際等に

開示する。（運営規程第４条の４第１項）。この開示は、名簿の写しを送付す

る際に行うほか、仲裁委員について該当する事実の存在が判明したとき

に速やかに行う（同条第２項）。 

 

 

ウ③ 当事者の合意による選定に基づくよる仲裁委員の指名 

両当事者は、名簿に記載された委員及び特別委員のうちから仲裁委員

となるべき者を合意によって選定する（事業法第１５５条第３項本文）。両当

事者の双方が共同にで選定する場合においては共同で選定した者につい

て、各当事者が別々に選定する場合においては各々が選定した者のうち

一致したもの者について、それぞれ合意があったと解される。ただし、

３人を超える者について合意があった場合については、全体として無効

となる。 

 

両当事者が合意によりは、仲裁委員となるべき者の選定をしたときは、

書面により、その者の氏名を名簿の写しの送付を受けた日から２週間以

内に委員会に対し通知しなければならないする（委員会令第８条第２項）。

この通知が期間内になかったときは、当事者の合意による選定がなされ

なかったものとみなされる（同条第３項）。 

 

委員会は、両当事者が合意によりで選定した者につき、仲裁委員にの

指名するを行う（事業法第１５５条第３項本文）。 

 

委員及び特別委員は、自己の公正性又は独立性に疑いを生じさせるお

それのある事情がある場合には、事件の担当を回避すべき旨を委員会に

申し出なければならない（運営規程第３条の２）。 

 

エ④ 当事者の合意による選定がなされない場合におけるによらない仲裁

委員の指名 

上記通知が期間内になかったときは、当事者の合意による選定がなさ

れなかったものとみなされる（委員会令第８条第３項）。 

 

当事者の合意による仲裁委員となるべき者の選定がなされない場合に

は、委員会は、独自に、名簿に記載された委員及び特別委員のうちから、
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事件の性質、当事者の意思等を勘案して、仲裁委員をの指名するを行う（事

業法第１５５条第３項ただし書、委員会令第９条第２項）。 

 

前段落の場合において、各当事者は、仲裁委員に指名されることが適

当でないと認める委員及び特別委員があるときは、あらかじめ、その氏

名を名簿の写しの送付を受けた日から２週間以内に限り、委員会に対し、

書面により、その者の氏名を理由を付して委員会に通知することができ

る（委員会令第９条第１項、手続規則第１条第１２項）。この通知には、仲裁委

員に指名されることが適当でないとする理由を付さなければならない（手

続規則同条第２項）。委員会は、仲裁委員の指名に当たっては、必要に応じ

てこの通知の内容を勘案するが、これに拘束されるものではない。 

 

委員会は、前々段落に記載するところにより仲裁委員をの指名する場

合においてはに当たっては、委員又は特別委員のうち、事件の当事者た

る法人の役員であるとき等事件の当事者と特別な関係 7にある者を仲裁

委員に指名しない（運営規程第３条第１項）。また、委員会は、既に仲裁委

員の指名をされた委員又は特別委員が事件の当事者と特別な関係にある

ことが判明したときは、速やかに当該指名を解除する（同条第２項）。同段

落の場合においても、これを勘案することとなるが、必ずしもこれに拘

束されるわけではない。また、当事者たる法人の役員である等、当事者

と特別の利害関係がある者に対しては、指名はなされない（運営規程第３

条第１項（電波法第２７条の３５第４項で準用する場合。））委員及び特別委員は、

自己の公正平性又は独立性に疑いを生じさせるおそれのある事情がある

場合には、事件の担当を回避すべき旨を委員会に申し出なければならな

い（運営規程第３条の２）。 

 

 

オ⑤ 仲裁委員の指名の通知 

委員会は、仲裁委員を指名したときは、当事者に対し、遅滞なく、そ

                                                  
7 仲裁委員の欠格事由（運営規程第３条第１項） 
① 委員若しくは特別委員又はその配偶者若しくは配偶者であった者が事件の当事者、当
事者の子会社、当事者を子会社とする親会社又は当該親会社の子会社（当事者を除く。）
の役員であるとき。 

② 委員若しくは特別委員が事件の当事者、当事者の子会社、当事者を子会社とする親会
社又は当該親会社の子会社（当事者を除く。）の役員の四親等内の血族、三親等内の姻族 
若しくは同居の親族であるとき。 

③ 委員又は特別委員が事件について当事者の代理人又は補佐人であるとき、又はあった 
 とき。 
④ ①から③までに掲げる場合のほか、委員又は特別委員が事件の当事者と特別な関係に

あるとき。 
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の氏名を書面により通知する（委員会令第９条第２項、手続規則第１条第１項）。 

 

カ⑥ 仲裁委員が欠けた場合の措置手続 

委員会は、仲裁委員が死亡、罷免、辞任その他等の理由により欠けた

場合においては、委員会は、当事者に対し、遅滞なく、その旨を書面に

より通知する（委員会令第１０条第１項、手続規則第１条第１項）。 

 

仲裁委員が欠けた場合におけるし、後任の仲裁委員の指名の手続も、

アからオまでのとおりである（委員会令第１０条第２項）。 

 

（５６）仲裁廷の長の指名議事 

委員会は、仲裁委員のうちから仲裁廷（３人の仲裁委員の合議体をいう。

以下同じ。）の長を指名する（仲裁準則第１７条第１項）。仲裁廷の長は、仲裁

の審理の指揮を行うい、仲裁手続における手続上の事項を決する（同条第２

項及び第４項）。 

 

仲裁廷の議事は、仲裁廷を構成する仲裁委員の過半数で決する（仲裁準則

第１７条第３項）。ただし、仲裁手続における手続上の事項は、仲裁廷の長が

決することができる（同条第４項）。 

 

（６７）仲裁委員の忌避 

当事者は、仲裁委員に次に掲げる事由ついて仲裁の公正を妨げる事情が

あるときは、当該仲裁委員を忌避することができる（仲裁法第１８条第１項）。 

１）当事者の合意により定められた仲裁委員の要件を具備しないとき。 

２）仲裁委員の公正性又は独立性を疑うに足りる相当な理由があるとき。 

ただし、仲裁委員を選定し、又は当該仲裁委員の指名について推薦その

他これに類する関与をした当事者は、当該選任後に知った事由を忌避の原

因とする場合に限り、当該仲裁委員を忌避することができる（同条第２項）。 

仲裁委員の忌避の申立ては、仲裁委員の指名があったことを知った日か

ら１５日以内に、忌避の原因を記載した申立書を仲裁廷に提出することに

より行わなければならない（仲裁準則第３条第２項）。 

 

仲裁委員の忌避についての決定は、当事者の申立てにより、仲裁廷が行

う（仲裁準則第３条第１項）。仲裁委員の忌避の申立ては、仲裁委員の指名が

あったことを知った日から１５日以内に、忌避の原因を記載した申立書を

仲裁廷に提出することにより行わなければならない（同条第２項）。 

 

仲裁廷は、申立てに係る仲裁委員について、忌避の原因があると認めると
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きは、 

１）当事者の合意により定められた仲裁委員の要件を具備しないとき、 

２）仲裁委員の公正性又は独立性を疑うに足りる相当な理由があると認め

るとき 

は、当該仲裁委員を忌避をすることに理由があるとする決定をする（仲裁

法第１８条第１項、仲裁準則第３条第２項）。 

 

仲裁委員の忌避を理由がないとする決定がされた場合には、その忌避を

した当事者は、当該決定の通知を受けた日から３０日以内に、裁判所に対

し、当該仲裁委員の忌避の申立てをすることができる（仲裁法第１９条第４項

前段）。この場合において、裁判所は、当該仲裁委員に忌避の原因があると

認めるときは、忌避を理由があるとする決定をしなければならない（同項後

段）。ただし、仲裁廷は、当該申立てに係る事件が裁判所に係属する間にお

いても、仲裁手続を開始し、又は続行し、かつ、仲裁判断をすることがで

きる（同条第５項）。ただし、仲裁委員を選定し、又は当該仲裁委員の指名に

ついて推薦その他これに類する関与をした当事者は、当該仲裁委員の指名

の後に知った事由を忌避の原因とする場合でなければ、当該仲裁委員を忌

避することができない（仲裁法第１８条第２項）。 

 

（７８）仲裁委員の解任の申立て 

当事者は、仲裁委員が、 

１）仲裁委員が法律上又は事実上その任務を遂行することができなくなっ

たとき、 

２）仲裁委員がその任務の遂行を不当に遅滞させたときは、 

は、裁判所に対し、仲裁委員の解任の申立てをすることができる（仲裁法第

２０条前段）。この場合において、裁判所は、当該仲裁委員にその申立てに係

る事由があると認めるときは、当該仲裁委員を解任する決定をしなければ

ならない（同条後段）。 

 

（８９）手続の分離又は併合 

仲裁廷は、適当と認めるときは、当事者全員の合意を得て、仲裁の手続

を分離し、又は併合することができる（運営規程第３条の４）。 

 

（９10）仲裁廷の仲裁権限の有無についての判断 

仲裁廷は、仲裁合意の存否又は効力に関する主張についての判断その他

自己の仲裁権限（仲裁手続における審理及び仲裁判断を行う権限をいう。

以下（10）において同じ。）の有無についての判断を示すことができる（仲

裁法第２３条第１項）。 
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仲裁廷が仲裁権限を有しない旨の主張は、その原因となる事由が仲裁手

続の進行中に生じた場合にあってはその後生じた後速やかに、その他の場

合にあっては本案のしなければならない（当該事由が仲裁手続の進行前に

生じた場合には、最初の主張書面の提出の時（口頭審理において口頭で最

初に本案についての主張をする時を含む。）までに、これをしなければなら

ない（仲裁法第２３条第２項本文及び第３項）。ただし、仲裁権限を有しない旨

の主張の遅延について正当な理由があると仲裁廷が認めるときは、この限

りでない（同項ただし書）。 

 

 

仲裁廷は、適法な前段落上記の主張があったときは、自己が仲裁廷に仲

裁権限を有する旨のがあると判断を示すする場合にあっては、仲裁判断前

の独立の決定又は仲裁判断により、自己がその判断を示す。仲裁権限を有

しない旨のがないと判断を示すする場合にあっては、仲裁手続の終了決定

を行うことにより、当該主張に対する判断を示す（仲裁法第２３条第１項及び

第４項）。 

 

仲裁廷が仲裁判断前の独立の決定により仲裁権限を有すがある旨の判断

を示したときは、当事者は、当該決定の通知を受けた日から３０日以内に、

裁判所に対し、当該仲裁廷が仲裁権限を有するかどうかについての判断を

求める申立てをすることができる（仲裁法第２３条第５項前段）。この場合にお

いて、当該申立てに係る事件が裁判所に係属する場合であっても、当該仲

裁廷は、仲裁手続を続行し、かつ、仲裁判断をすることができる（同条後段）。 

 

（1011）暫定措置又は保全措置 

仲裁廷は、当事者の一方の申立てにより、いずれの当事者に対しても、

紛争の対象について仲裁廷が必要と認める暫定措置又は保全措置を講ずる

ことを命ずることができる（仲裁準則第４条第１項）。この際、仲裁廷は、こ

の暫定措置又は保全措置を講ずるについて、相当な担保を提供することを

命ずることができる（同条仲裁準則第４条第１項及び第２項）。 

 

（1112）審理・調査 

 

ア① 審理 

 

(ｱ) 当事者の平等待遇 

仲裁手続においては、当事者は、平等に取り扱われ、事案について説
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明する十分な機会が与えられる（仲裁法第２５条第１項及び第２項）。 

 

(ｲ) 仲裁手続の方法 

仲裁廷は、仲裁準則に反しない限り、適当と認める方法によって仲裁

手続を実施することができる（仲裁準則第５条前段）。 

 

(ｳ) 異議権の放棄 

仲裁手続においては、当事者は、委員会の行う仲裁手続に適用される

法令、委員会による決定又は当事者間の合意により定められた仲裁手続

の準則（いずれも公の秩序に関しないものに限る。）が遵守されていない

ことを知りながら、遅滞なく異議を述べないときは、異議を述べる権利

を放棄したものとみなすされる（仲裁準則第６条）。 

 

 

(ｴ) 仲裁地 

仲裁地は、東京都とするが、（仲裁準則第 7条第１項）。ただし 

１）仲裁廷の評議、 

２）当事者、鑑定人又は第三者の陳述の聴取、 

３）物又は文書の見分、 

４）２）及び３）このほか、事実関係につき行う調査 

は、仲裁廷が適当と認めるいかなる場所においても行うことができる（同

条仲裁準則第７条第１項及び第２項）。 

 

(ｵ) 言語 

仲裁手続のうち、１）口頭によるもの手続、２）当事者が行う書面に

よる陳述又は通知及び、３）仲裁廷が行う書面による決定（仲裁判断を

含む。）又は通知においてでは、日本語を使用する（仲裁準則第９条）。（仲

裁廷は、すべての証拠書類について、日本語による翻訳文を添付するこ

とを命ずることができる。）（仲裁準則第９条、仲裁法第３０条第４項）。 

 

(ｶ) 当事者の陳述 

仲裁廷は、すべての当事者に対し、仲裁申請書に記載した事項に加え

て、自己の主張、主張の根拠となる事実及び紛争の要点を、仲裁廷が定

めた期間内に陳述することを命ずじることができる（仲裁準則第１０条第

１項前段）。この場合において、当事者は、取り調べる必要があると思料

するすべての証拠書類を提出し、又は提出予定の証拠書類その他の証拠

を引用することができる（同仲裁準則第１０条第１項後段）。また、代理人

がいる場合には、代理人に審尋することがある（大判明治３８年６月１９日
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民録１１輯９８７頁）。 

 

すべての当事者は、仲裁手続の進行中において、自己の陳述の変更又

は追加をすることができる（仲裁準則第１０条第２項前段）。ただし、これ

が時機に後れてされたものであるときは、仲裁廷は、これを許さないこ

とができる（同仲裁準則第１０条第２項後段）。 

 

(ｷ) 口頭審理 

仲裁廷は、当事者に証拠の提出又は意見の陳述をさせるため、口頭審

理を実施することができる（仲裁準則第１１条本文）。仲裁廷は、一方の当

事者が口頭審理の実施の申立てをしたときは、仲裁手続における適切な

時期に、口頭審理を実施する（同仲裁準則第１１条ただし書）。意見の聴取

又は物若しくは文書の見分を行うために口頭審理を行うときは、仲裁廷

は、当該口頭審理の期日までに相当な期間をおいて、当事者に対し、当

該口頭審理の日時及び場所を通知する（仲裁法第３２条第３項）。 

 

イ② 証拠の扱い 

 

(ｱ) 証拠に関する判断の権限 

仲裁廷は、証拠に関し、証拠としての許容性、取調べの必要性及びそ

の証明力についての判断をする権限を有することができる（仲裁準則第５

条後段）。 

 

(ｲ) 仲裁廷に提供した記録の取扱い 

当事者は、主張書面、証拠書類その他の記録を仲裁廷に提供したとき

は、他の当事者がその内容を知ることができるように措置しなければな

らない（仲裁法第３２条第４項）。 

 

(ｳ) 証拠資料の閲覧 

仲裁廷は、仲裁判断その他の仲裁廷の決定の基礎となるべき証拠資料

の内容を、当事者が委員会事務局において閲覧できるようにする（運営

規程第８条の２）。当事者は、この閲覧により知り得た相手方当事者の秘

密を漏らしてはならない（仲裁準則第１２条）。 

 

(ｴ) 不熱心な当事者がいる場合の取扱い 

仲裁廷は、一方の当事者が、正当な理由なく口頭審理の期日に出頭せ

ず、又は証拠書類を提出しないときは、その時までに収集された証拠に

基づいて、仲裁判断をすることができる（仲裁準則第１３条第１項）。 
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ウ③ 事実関係の調査 

 

(ｱ) 文書及び物件の提出 

仲裁委員は、必要があると認めるときは、当事者の申出により、相手

方の所持する当該仲裁に係る事件に関係のある文書又は物件を提出させ

ることができる（委員会令第１１条）。 

 

(ｲ) 不熱心な当事者がいる場合の取扱い 

仲裁廷は、前段落文書又は物件の提出の申出を行った当事者の相手方

の当事者が、正当な理由なく当該申出に係る上記文書又は物件を提出し

ないときは、当該文書又は物件に関する当該申出を行った当事者の主張

を真実と認めることができる（仲裁準則第１３条第２項）。 

 

(ｳ) 仲裁廷による鑑定人の選任等 

また、仲裁廷は、一人又は二人以上の鑑定人を選任し、必要な事項に

ついて鑑定をさせ、文書又は口頭によりその結果を報告させることがで

きる（仲裁準則第１４条第１項）。この場合において、仲裁廷は、当事者に

対し、次に掲げる行為をすることを求めることができる（同仲裁準則第１

４条第２項）。 

・鑑定に必要な情報を鑑定人に提供すること。 

・鑑定に必要な文書その他の物を、鑑定人に提出し、又は鑑定人が見分

をすることができるようにすること。 

 

当事者の求めがあるとき、又は仲裁廷が必要と認めるときは、鑑定人

は、上記報告をした後、口頭審理の期日に出頭しなければならない。当

事者は、この口頭審理の期日において、次に掲げるの行為をすることが

できる（仲裁準則第１４条第３項及び第４項）。 

・鑑定人に質問をすること。 

・自己が依頼した専門的知識を有する者に当該鑑定に係る事項について

陳述をさせること。 

 

(ｴ) 裁判所により実施する証拠調べ 

上記に加え、仲裁廷又は当事者は、裁判所に対し、調査の嘱託、証人

尋問、鑑定等、書証（当事者が文書を提出してするものを除く。）及び検

証（当事者が検証の目的を提示してするものを除く。）であって仲裁廷が

必要と認めるものの実施を求める申立てをすることができる（仲裁準則第

１５条）。当事者がこの申立てをするには、仲裁廷の同意を要する（仲裁法

第３５条第２項）。 
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この申立てについての決定に対しては、即時抗告をすることができる

（仲裁法第３５条第４項）。 

 

申立てにより裁判所が証拠調べを実施するに当たり、仲裁委員は、文

書を閲読し、検証の目的を検証し、又は裁判長の許可を得て証人若しく

は鑑定人に対して質問をすることができる（仲裁法第３５条第５項）。 

 

（12）和解案の提示 

仲裁廷（又は仲裁廷が選任した１人又は２人の仲裁委員）は、当事者双

方の書面による承諾がある場合には、仲裁を求める事項の全部又は一部に

ついて、両当事者に和解案を提示することができる（運営規程第７条、仲裁準

則第１８条）。 

 

仲裁を求める事項の全部又は一部について和解が成立し、かつ、当事者

双方の申立てがあったときは、仲裁廷はその和解の内容を仲裁判断とする

ことができる（運営規程第８条第２項）。 

 

（13）仲裁手続の非公開 

仲裁委員の行う仲裁手続は、非公開とする（委員会令第１３条本文）。ただ

し、仲裁委員は、相当と認める者に傍聴を許すことができる（委員会令第１

３同条ただし書）。 

 

仲裁手続において仲裁委員又は委員会事務局が作成し、又は・取得した

資料は、非公開とする（運営規程第１９条第１項）。ただし、委員会は 

１）仲裁の当事者がその公開を承諾する場合、 

２）その公開が委員会の運営又は紛争の公正かつ円滑な解決の妨げになる

ものではなく、当事者の事業運営に支障をもたらさないものとして、委

員会が公開を適当と認める場合 

には、当該資料をは、委員会事務局において一般の閲覧に供すされること

ができる（同条運営規程第１９条第１項及び第２項）。 

 

（14）和解 

仲裁廷（仲裁廷は、必要があると認めるときは、仲裁廷が選任した１人

若しくは２人の仲裁委員）は、当事者双方の書面による承諾がある場合に

は、仲裁手続のいかなる段階であっても、仲裁を求める事項の全部又は一

部について、当事者に対し和解の勧告を行うことができる（運営規程第７条、

仲裁準則第１８条）。 
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仲裁廷は、仲裁手続中に仲裁を求める事項の全部又は一部について和解

が成立し、かつ、当事者双方の申立てがあったときは、その和解の内容を

仲裁判断とすることができる（運営規程第８条第２項）。 

 

（1514）仲裁判断 

 

(ｱ) 仲裁判断の実施 

仲裁廷は、仲裁判断をするための審尋その他必要な調査を終了したと

きは、速やかに、仲裁判断をする（委員会令第１２条）。 

 

(ｲ) 仲裁判断において準拠すべき法 

仲裁廷は、仲裁手続に付された紛争に最も密接な関係がある法令であ

って事件に直接適用されるべきものを適用する（仲裁準則第１６条）。ただ

し、仲裁廷は、当事者双方の明示された求めがあるときは衡平と善によ

り判断する（仲裁法第３６条第３項）。 

 

仲裁廷は、仲裁手続に付された紛争に係る契約があるときはこれに定

められたところに従って判断し、当該紛争に適用することができる慣習

があるときはこれを考慮しなければならない（仲裁法第３６条第４項）。 

 

(ｳ) 仲裁判断書の記載事項 

仲裁判断に当たっては、次に掲げるの事項を仲裁判断書にが記載し、

仲裁委員がこれに署名する（仲裁法第３９条第１項、運営規程第８条第１項本

文）される。ただし、④及び⑤については、当事者がこの記載を要しない

旨を特に合意している場合及び当事者間で仲裁を求める事項の全部又は

一部について和解が成立し、かつ、当事者双方の申立てがあった場合に

は、記載されない（同運営規程第８条第１項ただし書及び同条第２項）。 

① 当事者の氏名（当事者が法人であるときは、その名称及び代表者の

氏名）及び住所 

② 代理人があるときは、その氏名及び住所 

③ 主文 

④ 事実 

⑤ 理由 

⑥ 仲裁判断の年月日及び仲裁地 

 

(ｴ) 仲裁判断の通知 

仲裁廷は、仲裁判断がされたときは、仲裁委員の署名のある仲裁判断
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書の写しを送付する方法により、仲裁判断を各当事者に通知しなければ

ならない（仲裁法第３９条第５項）。 

 

(ｵ) 仲裁判断の効力 

仲裁判断の通知は、仲裁人の署名のある仲裁判断書の写しの送達によ

ってなされ（仲裁法第３９条第５項）、その成立後は、当該仲裁手続内では

取り消されることはなくなる（不服申立て等の手続はない。）。 

 

仲裁判断には、その内容が公の秩序又は善良の風俗に反する等の場合

を除き、確定判決と同一の効力を有するが発生し、後の訴訟においても

判断の基準となる（仲裁法第４５条第１項及び第２項）。 

 

仲裁判断が命ずじる給付については、確定した執行決定（仲裁判断に

基づく民事執行を許す旨の決定をいう。）を得ることにより強制執行の対

象となる（仲裁法第４６条第１項、民事執行法（昭和５４年法律第４号）第２２条

第６号の２）。 

 

（1615）仲裁手続の終了 

仲裁手続は、廷が仲裁判断又は仲裁手続の終了決定があったを行ったと

きに、仲裁手続きは終了する（仲裁法第４０条第１項）。 

 

仲裁廷は、次の事由がある場合には、仲裁判断を行うことなく仲裁手続

の終了決定をする（仲裁法第４０条第２項）。 

 

① 自己仲裁廷が仲裁権限を有しない旨の判断を示すとき。 

② 当事者のうち先に仲裁申請を行った者が、仲裁廷に、仲裁申請書に記

載した事項に加えて、自己の主張、主張の根拠となる事実及び紛争の要

点を、仲裁廷が定めた期間内に陳述することを命じられたのにもかかわ

らず、正当な理由なくこれに従わなかったとき。 

③ 当事者のうち先に仲裁申請を行った者が申請を取り下げたとき（他方

の相手方当事者が取下げに異議を述べ、かつ、仲裁手続に付された民事

上の紛争の解決について当該他方の相手方当事者が正当な利益を有する

と仲裁廷が認めるときを除く。）。 

④ 当事者の双方が仲裁手続を終了させる旨の合意をしたとき申請を取り

下げたとき。 

⑤ 当事者間に和解が成立したとき（和解の内容を仲裁判断とするときを

除く。）。 

⑥ ①から⑤まで掲げる場合のほかその他、仲裁廷が、仲裁手続を続行す
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る必要がなく、又は仲裁手続を続行することが不可能であると認めたと

き。 

 

仲裁手続が終了したときは、仲裁廷の任務は、終了する（仲裁法第４０条第

３項本文）。 

 

（1716）仲裁手続終了後の手続 

仲裁手続の終了後も、仲裁廷は、仲裁判断の訂正、仲裁判断の解釈、追

加仲裁判断をすることができる（仲裁法第４０条第３項ただし書）。 

 

ア① 仲裁判断の訂正 

仲裁廷は、当事者が仲裁判断の通知を受けた日から３０日以内に行う

申立てにより又は職権で、仲裁判断における計算違い、誤記その他これ

らに類する誤りを訂正することができる（仲裁法第４１条第１項、仲裁準則第

１９条）。 

 

当事者は、仲裁判断の訂正の申立てをするときは、あらかじめ、又は

同時に、他の当事者に対して、当該申立ての内容を記載したの通知を発

しなければならない（仲裁法第４１条第３項）。 

 

当事者からの申立てがあった場合には、仲裁廷は、当該申立ての日か

ら３０日以内（必要に応じて延長する。）に、仲裁判断の訂正の決定又は

当該申立てを却下する決定をする（仲裁法第４１条第４項及び第５項）。 

 

イ② 仲裁判断の解釈 

仲裁廷は、当事者が仲裁判断の通知を受けた日から３０日以内に行う

申立てにより、仲裁判断の特定部分の解釈をする（仲裁準則第２０条第１項

及び第２項）。 

 

当事者は、仲裁判断の解釈の申立てをするときは、あらかじめ、又は

同時に、他の当事者に対して、当該申立ての内容を記載したの通知を発

信しなければならない（仲裁法第４２１条第３項において準用する同法第４１条

第３項（第４２条第３項で準用））。 

 

当事者からの申立てがあった場合には、仲裁廷は、当該申立ての日か

ら３０日以内（必要に応じて延長する。）に、仲裁判断の解釈の決定又は

当該申立てを却下する決定をする（仲裁法第４２１条第３４項において準用す

る同法第４１条第４項及び第５項及び第５項（第４２条第３項で準用））。 
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ウ③ 追加仲裁判断 

仲裁廷は、仲裁手続における申立てのうちに仲裁判断において判断が

示されなかったものがあるときは、当事者が仲裁判断の通知を受けた日

から３０日以内に行う申立てにより、追加仲裁判断をする（仲裁準則第２

１条）。 

 

当事者は、追加仲裁判断の申立てをするときは、あらかじめ、又は同

時に、他の当事者に対して、当該申立ての内容を記載したの通知を発し

なければならない（仲裁法第４３１条第１３項において準用する同法第４１条第

３項（第４３条第１項で準用））。 

 

当事者からの申立てがあった場合には、仲裁廷は、当該申立ての日か

ら６０日以内（必要に応じて延長する。）に、追加仲裁判断の決定又は当

該申立てを却下する決定をする（仲裁法第４３条第２項において準用する同法

第４１条第５項、第４１条第５項（第４３条第２項で準用））。 

 

（1817）仲裁手続に関する事実の公表 

委員会では、仲裁の申請の受理及び手続の終結の年月日を公表する（運営

規程第２０条第１項）。 

 

委員会では、事件の性質を勘案し、処理の終結後の適当な時点において、

次の場合に仲裁手続に関する主な経過、当事者の氏名（当事者が法人であ

るときは、その名称）、当事者の主な主張及び結果の概要を公表する（運営

規程第２０条第１項、第２項及び第３項）。 

① 仲裁の当事者がその公表を承諾する場合 

② ①の場合のほか他、その公表が委員会の運営又は紛争の公正かつ円滑

な解決の妨げになるものではなく、当事者の事業運営に支障をもたらさ

ないものとして、委員会が公表を適当と認める場合 
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当事者に通知 
(委員会令 9Ⅱ) 

一方当事者からの申請 
(事業法 155Ⅰ) 

審理・調査 

仲裁委員の選定 

【 当 事 者 間 で 仲 裁 合 意 締 結 】

他方当事者への通知 
（仲裁準則 8-2） 

不応諾 

不実行 

仲裁委員の指名 
（事業法 155Ⅲ） 

和解勧告 
（運営規程 7） 

和解不成立 和解成立 申請取下げ 

自主的解決 

和解内容の履行

仲裁判断 
（委員会令 12） 

強制執行 仲裁判断内容の履行 

他方当事者への通知 
(仲裁準則 8) 

【当事者間で仲裁合意なし】 

一方当事者からの申請
（事業法 155Ⅰ）

両当事者からの申請 
（事業法 155Ⅰ） 

（和解内容を仲裁判断とする場合（運営規程 8Ⅱ）） 

申請書の様式は

２１頁図表６

（接続に関する

ものの場合） 

※ 括弧内は、事業法、仲裁法、仲裁準則、委員会令又は運営規程の関連条項 

図表６８ 仲裁の手続の概要 

他方当事者からの申請 他方当事者からの申請 

申請書の様式は２１ 

頁図表６（接続に関す

るものの場合） 

 

･･･委員会の手続 

･･･当事者の手続 

終了決定 
(仲裁法 40Ⅱ） 
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第３節 協議命令 

 

１ 趣旨 

 

協議命令制度は、電気通信事業者間において一方からの接続等に関する協

定等の締結の申入れに対して他方が協議に応じない、又は協議が調わないが、

当該接続等が行われるべきものである場合に、総務大臣が協議の開始・再開

を命ずじる制度である。 

 

２ 申立ての要件対象 

 

総務大臣の協議命令は、電気通信設備の接続及び、電気通信設備の共用に

関する協定並びに卸電気通信役務の提供に関する協定及び契約の締結につい

て、 

１）締結を申し入れたにもかかわらず相手方がその協議に応じない場合 

２）協議をは開始したものの協議が調わない場合 

において、申し立てることができる（事業法第３５条第１項及び、第２項[接続に係

る申立て]、第３８条第１項[共用に係る申立て]（第３９条[卸電気通信役務の提供に係

る申立て]で準用する場合を含む。））。 

 

この場合において申立てができるのは、次の場合である。 

① 電気通信設備の接続に関する協定の締結の申入れが電気通信回線設備を

設置する事業者に対してあった場合（事業法第３５条第１項）。 

② ①以外の場合で、電気通信設備の接続に関する協定の締結の申入れがあ

った場合（事業法第３５条第２項）。 

 

図表９－１ 協議命令の対象（接続に関する協定の締結の場合） 

 名あて人 

電気通信回線設備を

設置する事業者 

その他の事業者 

 

申立人 

す べ て の 

電 気 通 信 

事 業 者 

○ 

（第３５条第１項） 

○ 

（第３５条第２項） 
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③ 電気通信設備の共用に関する協定又は・卸電気通信役務の提供に関する

協定又は契約の締結の申入れがあった場合（事業法第３８条第１項（第３９条で

準用する場合を含む。））。 

 

図表９－２ 協議命令の対象 

（共用に関する協定・卸電気通信役務を提供する契約の締結の場合） 

 名あて人 

すべての電気通信事業者 

申立人 

す べ て の 

電 気 通 信 

事 業 者 

○ 

（第３８条第１項（第３９条で準用する場合を含む）） 

 

３ 手続 

 

  協議命令の手続の概要は、図表１２（Ｉ－４６）のとおりである。 

 

（１）命令の申立て 

当事者間で協議が不能・不調の場合、当事者の一方は、総務大臣に対し

て協議命令を申し立てることができる（事業法第３５条第１項、第２項、第３８

条第１項（第３９条で準用する場合を含む。））。 

 

命令を申し立てしようとする者は、図表１０（Ｉ－４０）の様式（接続に

関する協定の締結の場合）の申立書に必要事項を記載して記入の上、これ

を提出しなければならない（施行規則第２３条の１４・様式第１７の５[接続に係

る申立て]、第２５条の３・様式第１７条の６[共用に係る申立て]、第２５条の９・様

式第１９の２[卸電気通信役務の提供に係る申立て]、様式第１７の５、様式第１７の

６、様式第１９の２）。 

 

申立書の提出は、総務大臣（総合通信基盤局料金サービス課又はデータ

通信課。申立てをしようとする者の住所を管轄する総合通信局長（沖縄総

合通信事務所長を含む。）を経由して行うことができる（施行規則第６９条第

１項）。）地方においては、当該地方を管轄する総合通信局又は沖縄総合通信

事務所の電気通信事業課等において申し立てることもできる。）に対して行

う（施行規則第６９条第１項）。 
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図表１０ 命令申立書（接続に関する協定の締結の場合） 

 

接続協定に関する命令申立書 

年  月  日

総務大臣 殿 

郵便番号 

（ふりがな） 

住  所 

（ふりがな） 

氏  名（自筆で記入したときは、押印を省略できる。

法人にあっては、名称及び代表者の氏名を

記載することとし、代表者が自筆で記入した

ときは、押印を省略できる。）     印 

登録年月日又は届出年月日及び登録番号又は届出番号 

連 絡 先（連絡のと取れる電話番号等を記載すること。

担当部署等がある場合は、当該担当部署名等

を記載すること。） 

 

 電気通信設備の接続に関する協議が不能（不調）のため、電気通信事業法第３５条第１項

（第２項）の規定により、次のとおり協議の開始又は再開の命令を申し立てます。 

当事者の氏名（法人にあつては、名称及び

代表者の氏名）及び住所 

 

接続しようとする電気通信設備 

 

 

締結又は変更しようとする協定の概要 

 

 

予定する協定の期間 

 

 

協議の不調又は不能の理由 

 

 

当該接続が公共の利益を増進するために必要

であり、かつ適切であると認められる理由 

 

その他参考となる事由 

 

 

 

（用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列 4 番とすること。） 
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（２）聴聞 

総務大臣は、協議命令をしようとするときは、その名あて人たるべき当

事者から聴聞を行う（事業法第１６１条第１項）。 

 

① 主宰者の指名 

総務大臣は、委員会がその委員のうちから推薦をした者を聴聞の主宰

者として指名する（事業法第１６１条第２項、行政手続法（平成５年法律第８８

号。以下「行手法」という。）第１９条第１項、総務省聴聞手続規則（平成１２年総

理府/郵政省/自治省令第３号。以下「聴聞規則」という。）第７条第１項）。 

 

② 当事者への通知 

総務大臣は、聴聞の主宰者を指名した後に、聴聞の名あて人となるべ

き当事者に対し、次の事項を書面で通知する（行手法第１５条第１項）。 

ア 予定される命令の内容及び根拠となる法令の条項 

イ 命令の原因となる事実 

ウ 聴聞の期日及び場所 

エ 聴聞に関する事務を所掌する組織の名称及び所在地 

 

上記の書面では、次の事項が教示される（行手法第１５条第２項）。 

ア 聴聞の期日に出頭して意見を述べ、及び証拠書類又は証拠物を提出

し、又は聴聞の期日への出頭に代えて陳述書及び証拠書類又は証拠物

を提出することができること。 

イ 聴聞が終結する時までの間、当該命令の原因となる事実を証する資

料の閲覧を求めることができること。 

 

③ 関係人の参加 

当該命令につき利害関係を有するものと認められる関係人は、主宰者

の許可を受けた上で聴聞に参加することができる（行手法第１７条第１項）。

関係人は、その氏名、住所、及び当該聴聞に係る命令につきいて利害関

係を有することの疎明を記載した書面を主宰者に提出する（聴聞規則第４

条第１項）。主宰者は、利害関係人が当該聴聞に関する手続にへの参加する

ことを求めたときは、これを許可する（事業法第１６１条第３項）。 

 

④ 代理人の選任 

当事者及び参加人（主宰者の許可を受けて聴聞に参加する関係人）は、

聴聞手続に当たって代理人を選任し、聴聞に関する一切の行為をさせる

ことができる。代理人の資格は、書面により証明される必要がある（行手

法第１６条第１項、第２項（同法第１７条第３項で準用する場合を含む。）、第３項
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（同法第１７条第３項で準用する場合を含む。）、第１７条第２項）。 

 

⑤ 補佐人の同行の許可 

当事者又は及び参加人は、聴聞の期日に出頭する際に補佐人を同行さ

せることについて、主宰者の許可を得ることを要する。許可の申請は、

補佐人の氏名、住所、当事者又は参加人との関係及び補佐する事項を記

載した書面を主宰者に提出して行う（行手法第２０条第３項、聴聞規則第８条

第１項本文）。 

 

⑥ 参考人の参加 

主宰者は、必要に応じて、学識経験者等を参考人として、聴聞に関す

る手続に参加することを求めることができる（聴聞規則第５条）。 

 

⑦ 資料の閲覧 

当事者及び当該不利益処分がされた場合に自己の利益をが害されるこ

ととなる参加人は、処分の原因となる事実を証する資料の閲覧を事前又

は聴聞当日に求めることができる（行手法第１８条、聴聞規則第６条第１項）。 

 

⑧ 聴聞の開催 

主宰者は、当事者又は参加人の一部が出頭しないときであっても、聴

聞の期日における審理を行うことができる（行手法第２０条第５項）。 

 

最初の聴聞の期日においては、審理の冒頭において、総務省の職員は、

協議命令の内容及び根拠となる法令の条項並びにその、原因となる事実

等を説明する（行手法第２０条第１項）。 

 

当事者又は及び参加人は、聴聞の期日に出頭して、意見を述べ、及び

証拠書類又は証拠物を提出し、並びに主宰者の許可を得て総務省の職員

に質問することができる（行手法第２０条第２項）。 

 

主宰者は、必要に応じて当事者若しくは又は参加人に質問を行い、意

見の陳述や証拠書類又は証拠物の提出を促し、又は総務省の職員に対し

て説明を求めることができる（行手法第２０条第４項）。 

当事者又は及び参加人は、聴聞の期日への出頭に代えて、聴聞の期日

までに陳述書及び証拠書類又は証拠物を主宰者に対し提出することがで

きる（行手法第２１条第１項）。この場合、主宰者は、聴聞の期日の出頭者

がこれを求めた場合、これら提出されたものを当該出頭者に示すことが

できる（行手法第２１条第２項）。 
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⑨ 聴聞審理の非公開 

聴聞の期日における審理は、総務大臣が公開することを相当と認める

ときを除き、非公開となる（行手法第２０条第６項）。公開の場合には、総

務大臣は、その聴聞の期日及びと場所を公示し、当事者及び、参加人及

び、参考人に対し、その旨を通知する（聴聞規則第１０条）。 

 

図表１１ 聴聞の際の座席配置例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩ 聴聞の終結 

主宰者は、聴聞期日の審理の後、必要に応じて新たな期日を定めて聴

聞を続行することができる（行手法第２２条第１項）。 

 

当事者が聴聞の期日に出頭せず、かつ、陳述書若しくは及び証拠書類

又は証拠物も提出しないときは、主宰者は、次の場合には、改めて当事

者に意見陳述等の機会を与えることなく、聴聞を終結することができる。 

ア 聴聞の期日に出頭しないことに正当な理由がない場合（行手法第２３

条第１項） 

イ 主宰者の定めた期限までに陳述書若しくは及び証拠書類又は証拠物

を提出しない場合（行手法第２３条第２項） 

 

参加人が聴聞の期日に出頭しないときは、主宰者は、改めて参加人に

意見陳述等の機会を与えることなく、聴聞を終結することができる（行手

法第２３条第１項）。 

 

主宰者は、聴聞終了後、調書（各期日ごとに審理の経過を記載し、当

事者及び参加人の陳述の要旨を説明。）及び報告書（協議命令の原因とな

る事実に対する当事者等の主張に理由があるかどうかについての意見を

記載。）を総務大臣に対して提出する（行手法第２４条第１項及び第３項、聴

当事者席 参加人席 

職 

員 

席

主宰者席
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聞規則第１２条）。当事者又は及び参加人は、この調書及び報告書の閲覧を

求めることができる（行手法第２４条第４項）。 

 

（３）電気通信事業紛争処理委員会の審議と答申 

総務大臣は、協議命令について委員会に諮問する（事業法第１６０条第１号）。

委員会は、審議（必要と認めるときは、利害関係者その他の参考人から意

見の聴取を行う（運営規程第１１条）。）の上、協議命令について総務大臣に答

申を行う。 

 

（４）総務大臣の協議命令 

総務大臣は、委員会の答申を受け、聴聞の調書の内容及び報告書に記載

された聴聞主宰者の意見を十分に参酌し、次の要件を充たす場合に命令を

行う。ただし、当事者から仲裁の申請がされているときは、命令は行われ

ない（事業法第３５条第１項、第２項、第３８条第１項（第３９条で準用する場合を

含む。）、行手法第２６条）。 

 

① 他の電気通信事業者が設置する電気通信回線設備との接続に関する協

定締結の申入れが当該他の電気通信事業者に対してあった場合（事業法第

３５条第１項）にあっては、次の場合に該当しないと認められること。 

ア 電気通信役務の円滑な提供に支障が生ずじるおそれがあるとき（事業

法第３２条第１号）。 

イ 当該接続が当該電気通信事業者の利益を不当に害するおそれがある

とき（事業法第３２条第２号）。 

ウ 接続を請求した電気通信事業者がその電気通信回線設備の接続に関

し負担すべき金額の支払いを怠り、又は怠るおそれがあるとき（事業法

第３２条第３号、施行規則第２３条第１号）。 

エ 接続に応ずるための電気通信回線設備の設置又は改修が技術的又は

経済的に著しく困難であるとき（事業法第３２条第３号、施行規則第２３条

第２号）。 

② ①以外の接続、電気通信設備の共用又は卸電気通信役務の提供が、公

共の利益を増進するために特に必要であり、かつ、適切であると認めら

れること（事業法第３５条第２項、第３８条第１項（第３９条で準用する場合を含

む。））。 

 

当事者及び参加人は、協議命令に対して異議申立てをすることができな

い（行手法第２７条第２項本文）。ただし、聴聞の通知が、当事者の所在が不明

であるために掲示によりなされ、かつ、当事者が聴聞の期日に全く出頭し

なかった場合には、当該当事者は、異議申立てをすることができる（行手法
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第２７条第２同項ただし書）。 
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図表１２ 協議命令の手続の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協議命令の申立て（事業法
35Ⅰ･Ⅱ、38Ⅰ） 

委員会への聴聞主宰者推薦

の要請 

委員会による主宰者の

推薦（事業法 161Ⅱ） 

利害関係人
の参加の申
請（事業法
161Ⅲ、行手
法 17Ⅰ、聴則
4Ⅰ） 

委員会の答申 

協議命令（事業法 35Ⅰ･Ⅱ、
38Ⅰ） 

聴  聞
（事業法 161Ⅰ） 

当事者への通知
（行手法 15） 

委員会への諮問
（事業法 160） 

聴聞主宰者の指名（事業法
161Ⅱ、行手法 19、聴則 7） 

※ 括弧内は、事業法、行手法又は聴聞規則（聴則）の関
連条項。 

（協議の開始又は再開の命

電気通信事業者 総務大臣 電気通信事業紛争処理委員会 

参 加 許 可
の通知（行
手法 17Ⅰ、
聴則 4Ⅱ）

協議不能 
又は不調 

代理人の選任 
（行手法 16） 

補佐人の同行の許可申請
（行手法 20Ⅲ、聴則 8Ⅰ）

許可の通知（行手
法 20Ⅲ、聴則 8Ⅱ）

文書等の閲覧 
（行手法 18、聴則 6） 

聴聞調書及び報告書の
閲覧（行手法 24Ⅳ、聴
則 13） 

聴聞主宰者による聴聞調書
及び報告書の作成 

（行手法 24、聴則 12）

申立書の様式は
３８３９頁図表
１０ 
（接続に関する
も 場合）
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第４節 細目裁定 
 
１ 趣旨 

 

細目裁定制度は、電気通信事業者間におけるいて接続等に関し、当事者が

取得し、若しくは負担すべき金額等その他協定等の細目について当事者間の

関する協定等の細目についての協議が調わない場合において、当事者の一方

から申請があったときに、総務大臣においてこれを裁定し、その定めるとこ

ろに従い、当事者間に協議が調ったものとみなす制度である。 

 

２ 申請の要件対象 

 

総務大臣の細目裁定は、電気通信事業者間において、電気通信設備との接

続及び、電気通信設備の共用に関する協定、並びに卸電気通信役務の提供に

関する協定及び契約の細目について協議が調わない場合において、申請する

ことができる（事業法第３５条第３項及び第４項（第３８条第２項及び第３９条で準用

する場合を含む。））。 

 

ただし、この場合において申請ができるのは、次の場合である。 

① 電気通信設備との接続に関する協定及び・電気通信設備の共用に関する

協定・並びに卸電気通信役務のを提供に関する契約の締結の申入れが電気

通信事業者に対してあった場合（事業法第３５条第３項（第３８条第２項及び第

３９条で準用する場合を含む。））。 

② ①の場合のほか、電気通信設備との接続に関する協定及び・電気通信設

備の共用に関する協定・並びに卸電気通信役務のを提供に関する契約の締

結の申入れがあり、かつ、総務大臣から協議の開始又は再開の命令があっ

た場合（事業法第３５条第４項（第３８条第２項及び第３９条で準用する場合を含

む。））。 

 

図表１３ 細目裁定申請の対象 

 相手方当事者 

すべての電気通信事業者 

申請者 

す べ て の 

電 気 通 信 

事 業 者 

○ 

（第３５条第３項及び第４項 

（第３８条第２項及び第３９条で準用する場合を含む））

 

３ 手続 

 



 Ⅰ－48

  細目裁定の手続の概要は、図表１５（Ｉ－５０）のとおりである。 

 

（１）裁定の申請 

当事者間で協議が不調の場合、当事者の一方は、協議命令を経ることな

く、又は、協議命令を経て、総務大臣に対して裁定を申請することができ

る（事業法第３５条第３項及び第４項（第３８条第２項及び第３９条で準用する場合

を含む。））。 

裁定を申請しようとする者は、図表１４（Ｉ－４９）の様式（接続に関す

るものの場合）の申請書に必要事項を記載記入しての上、これを提出しな

ければならない（施行規則第２３条の１５・様式第１７の７（接続に係る裁定の申

請）、第２５条の４・様式第１７の７（共用に係る裁定の申請）、第２５条の８、様式

第１７の７・、様式第１９（卸電気通信役務の提供に係る裁定の申請））。 

 

申請書の提出は、総務大臣（総合通信基盤局料金サービス課又はデータ

通信課。申請をしようとする者の住所を管轄する総合通信局長（沖縄総合

通信事務所長を含む。）を経由して行うことができる（施行規則第６９条第１

項）。）地方においては、当該地方を管轄する総合通信局又は沖縄総合通信事

務所の電気通信事業課等を窓口とすることもできる。）に対して行う（施行

規則第６９条第１項）。 

 

（２）答弁書の提出 

総務大臣は、裁定の申請を受理したときは、他方当事者となる者に裁定

の申請があった旨の通知を行う。通知を受けた当事者は、総務大臣の指定

した期間内に、一方当事者が裁定を求めた事項に関する自らの答弁を記載

した答弁書（様式適宜）を提出することができる（事業法第３５条第５項）。 

 

（３）電気通信事業紛争処理委員会の審議と答申 

総務大臣は、裁定について委員会に諮問する（事業法第１６０条第１号）。委

員会は、審議（必要と認めるときは、利害関係者その他の参考人から意見

の聴取を行う（運営規程第１１条）。）の上、裁定について総務大臣に答申を行

う。 

 

（４）総務大臣の裁定 

総務大臣は、委員会の答申を受け裁定を行う。総務大臣は、裁定をした

ときは、その旨を当事者に通知する（事業法第３５条第６項）。 
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図表１４ 裁定申請書（接続に関するものの場合） 

 

接続協定裁定申請書 

年  月  日

総務大臣 殿 

郵便番号 

（ふりがな） 

住  所 

（ふりがな） 

氏  名（自筆で記入したときは、押印を省略できる。

法人にあっては、名称及び代表者の氏名を

記載することとし、代表者が自筆で記入した

ときは、押印を省略できる。）     印 

登録年月日又は届出年月日及び登録番号又は届出番号 

連 絡 先（連絡のと取れる電話番号等を記載すること。

担当部署等がある場合は、当該担当部署名等

を記載すること。） 

 

電気通信設備の接続に関する協議が不調のため、電気通信事業法第３５条第３項（第４項）

の規定により、次のとおり裁定を申請します。 

当事者の氏名（法人にあつては、名称及び

代表者の氏名 

 

接続しようとする電気通信設備 

 

 

裁定を求める事項 

 

 

予定する協定の期間 

 

 

協議の不調の理由及び協議の経過 

 

 

接続命令を経ている場合は、その年月日 

 

 

その他参考となる事項 

 

 

 

（用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。） 
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図表１５ 細目裁定の手続の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

裁定の申請 
（事業法 35Ⅲ・Ⅳ） 

当事者の一方から申請が
あった旨の通知（事業法
35Ⅴ） 

委員会の答申 

裁  定 

委員会への諮問
（事業法 160） 

裁定の通知
（事業法 35Ⅵ）

答弁書の提出 
（事業法 35Ⅴ） 

※ 括弧内は、電気通信事業法（事業法）の関連条項。 
（協議成立） 

意見聴取 
（必要があると認めるとき） 

電気通信事業者 総務大臣 電気通信事業紛争処理委員会 

協議不調 申請書の様式は
４８９頁図表１
４（接続に関す
るものの場合）
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第２章 他人の土地・工作物の使用 

 

 電気通信事業法事業法には、事業用の線路設置を円滑に実現するために、他

人の土地や工作物の使用に関する規定（第１２８条から第１４３条まで）が設

けられている。電気通信回線設備を設置して電気通信役務を提供する電気通信

事業を営む電気通信事業者又は当該電気通信事業を営もうとする者は、これら

の規定の適用を受けるため、申請により、総務大臣から認定電気通信事業の認

定 8を受け、認定電気通信事業者となることができる（事業法第１１７条第１項及び

第２項、第１２０条第１項）。他人の土地や工作物の使用に関する規定の運用に当

たっては、土地・工作物の所有者・使用者の私権を制限することになり、認定

電気通信事業者と土地・工作物の所有者・使用者との間で紛争が想定されるこ

とから、その解決のために協議認可申請及び裁定申請の制度が設けられている。

本章第１節から第３節まででは、これら制度の各々について解説する。 

 

第１節 協議認可 

 

１ 趣旨 

 

他人の土地及びこれに定着する建物その他の工作物(以下「土地等」とい

う。)の使用に係る協議認可制度は、認定電気通信事業者がその事業に用いる

線路及び空中線並びにこれらの附属設備(以下「線路」と総称する。)の設置

を円滑に実現するため、土地等の使用権の設定に関する協議又はその期間を

延長するための協議を求める手続を定めるものである。なお、空中線のうち、

主として一の構内（これに準ずる区域内を含む。）又は建物内（以下「構内等」

という。）にいる者の通信の用に供するため当該構内等に設置する線路及び空

中線については、電気通信事業法及び日本電信電話株式会社等に関する法律

の一部を改正する法律により、公衆の通行し、又は集合する構内等に設置す

るものに限り、この手続の対象に含めることとされた（事業法第１２８条第１項）。 

土地等の使用権の内容は、土地等の所有者・使用者との協議又は総務大臣

                                                  
8 認定の基準は、次の①から③のいずれにも適合しているときでなければならない（事業法

第１１９条）。 
① 認定申請に係る電気通信事業を適確に遂行するに足りる経理的基礎及び技術的能力が

あること。、 
② 申請に係る電気通信事業の計画が確実かつ合理的であること。、 
③ 申請に係る電気通信事業を営むために必要とされる事業法第９条の登録若しくは同第

１３条第１項の変更登録を受け、又は同１６条第１項若しくは第３項の届出をしている

こと。、のいずれにも適合していることとされている（事業法第１１９条）。 



 Ⅰ－52

の裁定において確定することになる。 

 

本来、土地等の使用は、私法上の契約により賃借権等を設定することによ

り行うべきものであるが、認定電気通信事業を行うには所有者等の権利者が

異なる土地を繋いで線路を敷設することが必要不可欠であり、これを円滑に

実現することが公共の利益に合致すること、線路の設置に当たり一部の電柱

等でも設置ができないと全体の工事が完成しない結果になること、また、多

数の電柱等を設置するため多数の権利者との間で土地収用法（昭和２８年法

律第９７号）の厳格な手続により使用をすべきものとするときは工事の著し

い遅延を招きかねないこと、他方、土地等の使用を認めても、電柱等の占有

面積が小さいことから、生じる負担は土地収用法が対象としている場合のそ

れと比較して極めて軽微であることが考慮されて、簡便な制度が設けられて

いるものである。 

  したがって、私法上の契約により賃借権等を設定することにより土地等を

使用することができない場合に限って、この手続が採られることになる。 

 

２ 申請の要件対象 

  

総務大臣の協議認可は、認定電気通信事業者が、隔地者間の通信のための

線路を設置するために土地等（次の①～⑧を除く。）を利用することについて

申請することができる（事業法第１２８条第１項、施行令第３条）。 

① 行政財産（国有財産法（昭和２３年法律第７３号）第３条第２項、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第２３８条第３項） 

② 公共空地（港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第３７条第１項第１号） 

③ 道路及び道路予定区域（道路法（昭和２７年法律第１８０号）第２条第１項及び

第９１条第２項） 

④ 都市公園、公園予定区域地及び予定公園施設（都市公園法（昭和３１年法律

第７９号）第２条第１項及び第３３２３条第４３項） 

⑤ 河川区域及び河川予定地内の土地（河川法（昭和３９年法律第１６７号）第６

条第１項及び第５６条第１項） 

⑥ 日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第６条に基

づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定（昭

和３５年６月２３日条約第７号）第２条第１項の施設及び区域 

⑦ 国有財産法第３条第３項に規定する普通財産であって、地方公共団体に

おいて公用又は公共用に供するため当該地方公共団体に貸し付け、又は貸

付以外の方法により使用させているもの（②～⑥に該当するものを除く。） 

⑧ 地方自治法第２３８条第３４項に規定する普通財産であって、国又は他

の地方公共団体において公用又は公共用に供するため国又は当該他の地方
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公共団体に貸し付け、又は貸付以外の方法により使用させているもの（②～

⑥に該当するものを除く。） 

 

３ 手続 

 

  協議認可の手続の概要は、図表１８（Ｉ－５８）のとおりである。 

 

（１）認可の申請 

認可を申請しようとする者は、図表１６（Ｉ－５４）の様式の申請書に必

要事項を記載して記入の上、これを提出しなければならない（事業法第１２

８条第１項、施行規則第４１条、様式第３９）。 

 

申請書の提出は、総務大臣（総合通信基盤局事業政策課）に対して行う。 
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図表１６ 認可申請書 

 

土地等      認可申請書 

年  月  日

総務大臣 殿 

 

（ふりがな） 

住  所 

（ふりがな） 

氏  名（自筆で記入したときは、押印を省略できる。

法人にあつては、名称及び代表者の氏名を

記載することとし、代表者が氏名を自筆で

記入したときは、押印を省略できる。） 印 

登録年月日又は届出年月日及び登録番号又は届出番号 

連 絡 先（連絡のと取れる電話番号等を記載すること。

担当部署等がある場合は、当該担当部署名等

を記載すること。） 

 

電気通信事業法第１２８条第１項の規定により、土地等の使用の認可を受けたいので、下記

のとおり申請します。 

 

記 

１ 土地等の種類及び所在地 

２ 土地等の所有者（所有権以外の権原に基づきその土地等を使用する者があるときは、その

者及び所有者）の氏名（法人にあつては、名称及び代表者の氏名）及び住所 

３ 使用開始の時期 

４ 線路の位置、種類及び数 

５ 土地等の         の認可を申請する理由 

６ その他参考となる事項 

 

（用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。） 

 

 

 

 

 

使  用 

継続使用 

使  用 

継続使用
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（２）意見聴取 

総務大臣は、認可の申請があった場合で必要があると認めるときには、

土地等の所有者・使用者、行政財産等の管理者等（行政財産等に定着する

工作物について認可申請があった場合）から意見を聴取する（事業法第１２

８条第４項）。 

 

（３）電気通信事業紛争処理委員会の審議と答申 

総務大臣は、協議認可について、委員会に諮問する（事業法第１６０条第１

号）。委員会は、審議（必要と認めるときは、利害関係者その他の参考人か

ら意見の聴取を行う（運営規程第１１条）。）の上、協議認可について総務大臣

に答申を行う。 

 

（４）総務大臣の認可 

総務大臣は、委員会の答申を受け、認定電気通信事業者がその土地等を

利用することが必要かつ適当であり（事業法第１２８条第１項）、認定電気通信

事業者が土地等の所有者・使用者による利用を著しく妨げない限度におい

てその土地等を使用する場合に、公益性と土地等の所有者・使用者の受忍

限度とを比較衡量して認可を行う（事業法第１２８条第２項）。 

 

特に、電気通信事業者、電気事業者、鉄道事業者（以下「設備保有者」

という。）の所有する電柱、管路、とう道、ずい道等の使用に関しては、設

備保有者による当該設備の利用を著しく妨げ得ることを理由に貸与を拒否

できる場合が、次のとおり列挙されている（公益事業者の電柱・管路等使用に関

するガイドライン（平成１３年４月１日）（以下「使用指針」という。）第３条）。 

① 申請者が使用を希望する区間に現に空きがない無い場合 

② 設備保有者が５年以内にその設備をすべて使用する予定であり、その

使用の予定の事業年度が設備計画において明示されている場合 

③ 設備保有者の設備に大幅な改修又は移転の計画があり、その改修又は

移転の予定の事業年度が５年以内の期間に係る設備計画において明示さ

れている場合 

④ 電柱にあっては設備保有者がその地中化を計画しており、その地中化

の予定の事業年度が５年以内の期間に係る設備計画において明示されて

いる場合 

⑤ 事業者が設置しようとする伝送路設備が設備保有者の技術基準に適合

しない場合又は技術基準に明確な定めがない場合であって、当該伝送路

設備を設置することにより設備保有者による建設若しくは保守に困難を

生じさせ、又は生じさせるおそれが強い場合 

⑥ 事業者の責に帰すべき理由により過去に費用負担・使用期間その他の
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使用条件についての契約が現に履行されなかったことがある場合、又は

重大な不履行若しくは救済不能の不履行が発生するおそれが強い場合 

⑦ 事業者が行おうとする伝送路設備の設置が設備関係法令等の条件を満

足しない場合や、当該設備の使用が公物管理関係法令等の規定の適用を

受けるものにあっては、事業者又は設備保有者が受ける道路占用許可そ

の他の公物の占用等の許可（変更の許可を含む。）の取得若しくは占用許

可等の条件の変更に困難がある場合、又はそのおそれが強い場合 

⑧ ⑥のほか、事業者の責に帰すべき理由により過去に守秘義務、目的外

使用の禁止その他契約に定める事項が履行されなかったことがある場合、

又は重大な不履行若しくは救済不能の不履行が発生するおそれが強い場

合 

⑨ その他設備保有者の行う公益事業の遂行に支障のある場合、又はその

おそれが強い場合 

 

協議認可によって設定される使用権は、次のようなものになる。 

① 他の法律によって土地等を収用し、又は使用することができる事業の

用に供されている土地等では当該事業のための利用が優先される（事業法

第１２８条第２項）。 

② 工作物については、線路の支持のための利用の場合に限られる（同上）。 

③ 存続期間は１５年（地下工作物（地下ケーブル、管路、とう道、マン

ホール、ハンドホール等）又は鉄鋼若しくはコンクリート造りの地上工

作物の設置のためのものの場合は５０年）。ただし、協議又は裁定によっ

てこれより短い期間とすることもできる（事業法第１２８条第３項）。 

 

総務大臣は、認可を行ったときは、土地等の所有者・使用者にその旨を

通知し、公告する（事業法第１２８条第５項）。 

 

認可の後、協議が成立したときは、当事者である認定電気通信事業者及

び土地等の所有者・使用者は、図表１７（Ｉ－５７）の様式により、協議に

おいて定めた事項を総務大臣（総合通信基盤局事業政策課）に届け出る（事

業法第１２８条第６項、施行規則第４２条、様式第４０）。 

 

届出があったときは、その届出の内容に従い、認定電気通信事業者は、

土地等の使用権を取得し、又は使用権の存続期間が延長される（事業法第１

２８条第７項）。 
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図表１７ 協議成立届出書 

 

土地等         の協議成立届出書 

年  月  日

総務大臣 殿 

認定電気通信事業者 

（ふりがな） 

住  所 

（ふりがな） 

氏  名（自筆で記入したときは、押印を省略できる。

法人にあつては、名称及び代表者の氏名を

記載することとし、代表者が氏名を自筆で

記入したときは、押印を省略できる。） 印 

登録年月日又は届出年月日及び登録番号又は届出番号 

連 絡 先（連絡のと取れる電話番号等を記載すること。

担当部署等がある場合は、当該担当部署名等

を記載すること。） 

 

土地等の所有者（所有権以外の権原に基づきその土地等を

使用する者があるときは、その者及び所有者） 
（ふりがな） 

住  所 

（ふりがな） 

氏  名（自筆で記入したときは、押印を省略できる。

法人にあつては、名称及び代表者の氏名を

記載することとし、代表者が氏名を自筆で

記入したときは、押印を省略できる。） 印 

 

年  月  日認可があつた土地等の     について、下記のとおり、協議が 

成立したので、電気通信事業法第１２８条第６項の規定により、届け出ます。 

 

記 

１ 土地等の種類及び所在地 

２ 使用開始の時期及び使用期間 

３ 線路の位置、種類及び数 

４ その他参考となる事項 

（用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。） 

 

 

使  用
継続使用

使  用
継続使用
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図表１８ 土地等使用（継続使用）の協議認可の手続の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土地等使用（継続使用）の
協議認可申請（事業法 128
Ⅰ） 

意見聴取
（事業法 128Ⅳ） 

委員会の答申 

認   可 

委員会への諮問
（事業法 160） 

認可の通知
（事業法 128Ⅴ）

※ 括弧内は、事業法の関連条項。 

（協議成立） 

認定電気通信事業者 総務大臣 電気通信事業紛争処理委員会 

土地等の所
有者・使用者

公   告
（事業法 128Ⅴ） 

協議成立の届出 
（事業法 128Ⅵ） 

（土地等の使用権取得 

又は存続期間の延長） 

届出受理 

土地等の所
有者・使用者

申請書の様式は５
１３頁図表１６ 

届出書の様式は
５４６頁図表１７

土地等の所有者・

使用者との協議 

土地等使用に
関する紛争 

土 地 等 の 所 
有者・使用者 
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第２節 裁定（土地等の使用権） 

 

１ 趣旨 

 

土地等の使用に係る裁定制度は、協議認可を受けて協議を行っても、協議

が不調・不能の場合に、使用権の内容を総務大臣において裁定することによ

り、迅速に確定させる制度である。 

 

２ 申請の要件対象 

 

認定電気通信事業者は、総務大臣への裁定申請は、協議認可を受けて協議

を行っても、認定電気通信事業者と土地等の所有者・使用者との間で使用権

についての協議が調わないとき、又は協議をすることができないときに場合

において、認定電気通信事業者は協議認可から３月以内に総務大臣の裁定を

申請するから行うことができる（事業法第１２９条第１項）。 

 

３ 手続 

 

  裁定の手続の概要は図表２０（Ｉ－６４）のとおりである。 

 

（１）裁定の申請 

協議認可を受けて行う協議が不調・不能の場合、認定電気通信事業者は、

総務大臣に対して、協議認可から３月以内に裁定を申請することができる

（事業法第１２９条第１項）。 

裁定を申請しようとする者は、図表１９（Ｉ－６０）の様式の申請書の正

本１通、副本１通（使用しようとする土地等が２以上の市町村等（特別区、政令指

定都市の区を含む。）に跨る場合には、その数と同数通）に必要事項を記載して記

入の上、工事計画書及び工事計画を表示する図面をそれぞれに添えて（使用

権存続期間延長の場合には、添付不要。）提出しなければならない（施行規則第４

３条、第４７条の２、様式第４１）。 

 

申請書の提出は、総務大臣（総合通信基盤局事業政策課）に対して行う。 

 

認定電気通信事業者は、が使用権の存続期間の延長について裁定を申請

したときは、その認定電気通信事業者は、その裁定があるまではの間、引

き続きその土地等を引き続き使用することができる（事業法第１２９条第２

項）。 
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図表１９ 裁定申請書 

 

土地等     裁定申請書 

年  月  日

総務大臣 殿 

 

（ふりがな） 

住  所 

（ふりがな） 

氏  名（自筆で記入したときは、押印を省略できる。

法人にあつては、名称及び代表者の氏名を

記載することとし、代表者が氏名を自筆で

記入したときは、押印を省略できる。） 印 

登録年月日又は届出年月日及び登録番号又は届出番号 

連 絡 先（連絡のと取れる電話番号等を記載すること。

担当部署等がある場合は、当該担当部署名等

を記載すること。） 

 

    年  月  日認可があつた土地等の使用について、協議が   のため、電気通信

事業法第１２９条第１項の規定に基づき下記のとおり裁定を申請します。 

 

記 

１ 土地等の種類及び所在地 

２ 土地等の所有者（所有権以外の権原に基づきその土地等を使用する者があるときは、その

者及び所有者）の氏名（法人にあつては、名称及び代表者の氏名）及び住所 

３ 使用開始の時期及び使用期間 

４ 線路の位置、種類及び数 

５ 協議の不調又は不能の理由 

６ その他参考となる事項 

 

（用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。） 

 

 

 

不調 

不能 

使  用 

継続使用 
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（２）意見書の提出 

総務大臣は、裁定の申請を受理したときは、３日以内に土地等の所有者・

使用者に裁定の申請があった旨の通知を行う（事業法第１３０条第１項）。 

 

市町村長等は、総務大臣から申請受理後３日以内に申請書の写しの送付

を受け、それから３日以内に送付を受けた旨を公告し、送付された写しを

公告の日から１週間、送付された写しを公衆の縦覧に供する（事業法第１３

０条第２項）。 

 

土地等の所有者・使用者その他利害関係人は、上記公告の日から１０日

以内に、総務大臣に意見書を提出することができる（事業法第１３１条）。 

 

（３）都道府県収用委員会からの意見聴取 

総務大臣は、土地等の使用権の対価の額、対価の支払のい時期及び方法

について、都道府県収用委員会から意見聴取を行う（事業法第１３２条第４項）。 

 

（４）電気通信事業紛争処理委員会委員会の審議と答申 

総務大臣は、裁定について、委員会に諮問する（事業法第１６０条第１号）。

委員会は、審議（必要と認めるときは利害関係者その他の参考人から意見

の聴取を行う（運営規程第１１条）。）の上、裁定について総務大臣に答申を行

う。 

 

（５）総務大臣の裁定 

総務大臣は、委員会の答申を受け、次の事項について裁定を行い、遅滞

なく、その旨を認定電気通信事業者及び土地等の所有者・使用者に通知し、

公告する（事業法第１３２条第１項、第２項及び第５項）。 

① 使用権を設定すべき土地等の所在地及びその範囲 

② 線路の種類及び数 

③ 使用開始の時期 

④ 使用権の存続期間を定めたときは、その期間（設備保有者の設備につ

いては原則として５年間とする（使用指針第４条）。） 

⑤ 対価の額並びにその支払いの時期及び方法 

 

対価の額については、次の基準により決定する（事業法第１３２条第４項、

施行令第５条、別表第１）。 
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① 山林については、次のとおり。 

種類 単位 金額（年額） 

裸線又は被覆線 本柱１本ごとに １,２１０円

ケーブル 本柱１本ごとに ８７０円

 

② 山林以外の土地については、次のとおり。 

種類 単位 
金額（年額） 

田 畑 塩田 宅地 その他 

本柱 本柱（Ｈ柱又は

人 形 柱 を 除

く。）、コンクリ

ート柱若しく

は鉄柱１本又

は鉄塔の使用

面積１．７平方

メートルまで

ごとに 

１,８７０円 １,７３０円 ３６０円 １,５００円 １８０円

Ｈ柱又は人形

柱１本ごとに 
３,７４０円 ３,４６０円 ７２０円 ３,０００円 ３６０円

支線

又は

支柱 

１本ごとに １,８７０円 １,７３０円 ３６０円 １,５００円 １８０円

附属

設備 

線路保護用柱、

水底線標示柱、

支線柱、標柱又

は標石１本ご

とに 

１,８７０円 １,７３０円 ３６０円 １,５００円 １８０円

ハンドホール

又はマンホー

ル１個ごとに 

３,７４０円 ３,４６０円 ７２０円 ３,０００円 ３６０円

その

他の

設備 

使用面積１．７

平方メートル

までごとに 

１,８７０円 １,７３０円 ３６０円 １,５００円 １８０円

 

③ 土地に定着する工作物については、次のとおり。 

ア 建物等 

線路を支持する場所１箇所ごとに       年額１,５００円 

イ 電柱・管路等 

設備保有者の設備については、設備使用料の原価は、原則として、

減価償却費及び保守運営費に、他人資本費用、自己資本費用及び利益

対応税の合計額を加えて算定するものとなっている。なお、上記設備

保有者が当該設備使用料の実際の算定に当たって次式のいずれかによ

る方法その他公正妥当な方法により設備使用料を算定している場合に
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は当該方法によるものとなっている（使用指針第６条第１項、第２項、別表）。 

１ Ａ＝（Ｂｘ＋Ｃ）×（Ｄｚ／Ｄｘ）×Ｆ 

２ Ａ＝（Ｂｘ＋Ｃ）×（Ｅｚ／Ｅｘ）×Ｆ 

３ Ａ＝（Ｂｘ＋Ｃ）×（Ｅｙ／Ｅｘ）×（Ｄｚ／Ｄｙ）×Ｆ 

４ Ａ＝｛Ｂｚ＋Ｃ×（Ｄｚ／Ｄｘ）｝×Ｆ 

５ Ａ＝｛Ｂｚ＋Ｃ×（Ｅｚ／Ｅｘ）｝×Ｆ 

６ Ａ＝｛Ｂｚ＋Ｃ×（Ｅｙ／Ｅｘ）×（Ｄｚ／Ｄｙ）｝×Ｆ 

７ Ａ＝｛Ｂｙ×（Ｄｚ／Ｄｙ）＋Ｃ×（Ｄｚ／Ｄｘ）｝×Ｆ 

８ Ａ＝｛Ｂｙ×（Ｄｚ／Ｄｙ）＋Ｃ×（Ｅｚ／Ｅｘ）｝×Ｆ 

９ Ａ＝｛Ｂｙ＋Ｃ×（Ｅｙ／Ｅｘ）｝×（Ｄｚ／Ｄｙ）×Ｆ 

 注１ 上記の記号の意味は、それぞれ次に定めるところによる。 

   Ａ  設備使用料 

   Ｂｘ 保有するすべての同種設備に係る減価償却費の総額 

   Ｂｙ 一定地域におけるすべての同種設備に係る減価償却費の総額 

   Ｂｚ 提供する設備に係る減価償却費 

   Ｃ  保有するすべての同種設備に係る原価の額のうち、保有するすべての同種設備に係る減価償却費

の総額を除いた額 

   Ｄｘ 保有するすべての同種設備の総量 

   Ｄｙ 一定地域におけるすべての同種設備の総量 

   Ｄｚ 提供する設備の量 

   Ｅｘ 保有するすべての同種設備の価額の総額 

   Ｅｙ 一定地域におけるすべての同種設備の価額の総額 

   Ｅｚ 提供する設備の価額 

   Ｆ  提供する設備のうち提供に係る部分の占有率 

 注２ 設備の価額については、再調達価額（設備を新たに取得するものとした場合において見込まれる価額）、

取得価額又は正味価額（取得価額から減価償却費累計額を減じて得た価額）のいずれかを採用することが

できる。 

 注３ 原価、減価償却費、再調達価額、取得価額、正味価額等については、必要に応じて近似値を採用する

ことができる。（例えば、１年を超える期間中、一律の設備使用料を設定することとする場合は、減価償却

費等について、合理的な将来の予測に基づく当該期間中の平均値の近似値を採用することができる。） 
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図表２０ 土地等使用・継続使用裁定の手続の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土地等使用（継続使用）の
裁定申請（事業法 129Ⅰ） 

申請があった旨の通知
（事業法 130Ⅰ） 

委員会の答申 

意見聴取
（事業法 132Ⅳ）

委員会への諮問
（事業法 160） 

裁定の通知
（事業法 132Ⅴ）

※ 括弧内は、事業法の関連条項。 

認定電気通信事業者 総務大臣 電気通信事業紛争処理委員会 

協議不能 

又は不調 

土地等の
所有者 

土地等の 
所有者 

公   告
（事業法 132Ⅴ）

（土地等の使用権取得 

又は存続期間の延長） 

申請書の写しの送付
（事業法 130Ⅰ） 

市町村長 

公  告 
（事業法 130Ⅱ）

意見書の提出
（事業法 131）

都道府県 
収用委員会 

裁  定 
（事業法 132Ⅰ） 

申請書の様式は
５７９頁図表１
９ 
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第３節 裁定（支障の除去） 

 

１ 趣旨 

 

支障の除去に係る裁定制度は、協議認可を受けて設定された使用権に基づ

いて設置されている線路が当該使用権の設定された土地等の利用に著しく支

障を及ぼすようになったときに、その支障の除去のための措置について当事

者間で協議が不調・不能の場合に、支障除去に必要な措置を総務大臣が裁定

し、それに従い、認定電気通信事業者と土地等の所有者・使用者との間に協

議が調ったものとみなすことによって、迅速に解決する制度である。 

 

２ 申請の要件対象 

 

総務大臣の裁定は、協議認可を受けて使用権の設定された土地等又はこれ

にその近接する土地等の利用の目的又はや方法が変更されたため、そのため

に当該使用権に基づいて設置されている線路が土地等の利用に著しく支障を

及ぼすようになったときに、その支障の除去に必要な措置について、認定電

気通信事業者と土地等の所有者・使用者との間の協議が調わないとき場合、

又は協議をすることができないときは場合において、認定電気通信事業者又

は土地等の所有者・使用者は申請することができる（事業法第１３８条第３項）。 

 

３ 手続 

 

  裁定の手続の概要は図表２２（Ｉ－６８）のとおりである。 

 

（１）裁定の申請 

協議が不調・不能の場合、認定電気通信事業者又は土地等の所有者・使

用者は、総務大臣に対して、裁定を申請することができる（事業法第１３８条

第３項）。 

裁定を申請しようとする者は、図表２１（Ｉ－６６）の様式の申請書正本

１通、副本１通（使用しようとする土地等が２以上の市町村等（特別区、政令指定

都市の区を含む。）に跨る場合には、その数と同数通）に必要事項を記載して記入

の上、これを提出しなければならない（施行規則第４７条、第４７条の２、様式

第４５）。 

 

申請書の提出は、総務大臣（総合通信基盤局事業政策課）に対して行う。 
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図表２１ 線路移転等裁定申請書 

 

線路移転等裁定申請書 

年  月  日

総務大臣 殿 

 

（ふりがな） 

住  所 

（ふりがな） 

氏  名（自筆で記入したときは、押印を省略できる。

法人にあつては、名称及び代表者の氏名を記載

することとし、代表者が氏名を自筆で記入した

ときは、押印を省略できる。）     印 

（申請者が２人以上の場合は、連名で申請する

ことができる。この場合、そのうちの１人を

代表者とし、その旨を記載すること。） 

登録年月日又は届出年月日及び登録番号又は届出番号 

連 絡 先（連絡のと取れる電話番号等を記載すること。

担当部署等がある場合は、当該担当部署名等を

記載すること。） 

 

線路の移転その他支障の除去に必要な措置について協議が   のため、電気通信事業法

第１３８条第３項の規定により、下記のとおり裁定を申請します。 

記 

１ 土地等の種類及び所在地 

２ 相手方の氏名（法人にあつては、名称及び代表者の氏名）及び住所 

３ 線路の位置、種類及び数 

４ 支障の除去を必要とする理由 

５ 支障の除去に必要な措置の概要及び時期 

６ 支障の除去に要する費用及びその内訳 

７ 費用の分担区分に関する意見及びその理由 

８ 協議の不調又は不能の理由（「協議の不調の理由」については、その理由のほか、協議の経

過の概要も明らかにすること。） 

９ その他参考となる事項 

 

（用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。） 

 

 

 

 

不調

不能
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（２）意見書の提出 

総務大臣は、裁定の申請を受理したときは、３日以内に協議の相手方と

なる認定電気通信事業者又は土地等の所有者・使用者に裁定の申請があっ

た旨の通知を行う（事業法第１３８条第４項で準用する第１３０条第１項）。 

 

市町村長等は、総務大臣から申請受理後３日以内に申請書の写しの送付

を受け、それから３日以内に送付を受けた旨を公告し、公告の日から１週

間、送付された写しを１週間公衆の縦覧に供する（事業法第１３８条第４項で

準用する第１３０条第２項）。 

 

土地等の所有者・使用者その他利害関係人は、上記公告の日から１０日

以内に、総務大臣に意見書を提出することができる（事業法第１３８条第４項

で準用する第１３１条）。 

 

（３）電気通信事業紛争処理委員会委員会の審議と答申 

総務大臣は、裁定について、委員会に諮問する（事業法第１６０条第１号）。

委員会は、審議（必要と認めるときは、利害関係者その他の参考人から意

見の聴取を行う（運営規程第１１条）。）の上、裁定について総務大臣に答申を

行う。 

 

（４）総務大臣の裁定 

総務大臣は、委員会の答申を受け、認定電気通信事業者が線路の移転そ

の他支障の除去に必要なもので、土地等の所有者・使用者が請求した措置

をすべきか否かについて裁定を行う（事業法第１３８条第４項で準用する第１３

２条第１項）。 

 

この場合、認定電気通信事業者において、請求された措置が業務の遂行

上又は技術上著しく困難な場合を除き、同措置を行うべきとする裁定が行

われる（事業法第１３８条第２項）。このときの裁定においては、措置の時期を

決定する。また、措置に要する費用の全部又は一部を、土地等の所有者・

使用者が負担すべき旨を決定することがある（その場合には、負担額、支

払いの時期・方法を決定する。）（事業法第１３８条第５項及び第６項）。 

 

総務大臣は、裁定をしたときは、遅滞なく、その旨を認定電気通信事業

者及び土地等の所有者・使用者に通知し、公告する（事業法第１３８条第４項

で準用する第１３２条第５項）。 
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図表２２ 線路移転等裁定の手続の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

線路移転等の裁定申請 
（事業法 138Ⅲ） 

委員会の答申 

委員会への諮問
（事業法 160） 

裁定の通知
（事業法 138Ⅳ、132Ⅴ）

※ 括弧内は、電気通信事業法（事業法）の関連条項。 

認定電気通信事業者 総務大臣 電気通信事業紛争処理委員会 

協議不能 
又は不調 

公   告
（事業法 138Ⅳ、132Ⅴ）

（ 協 議 成 立 ） 

申請書の写しの送付
（事業法 138Ⅳ、130Ⅰ）

市町村長

公  告
（事業法 138Ⅳ、130Ⅱ）

裁  定 
（事業法 138Ⅳ、132Ⅰ）

申請書の様式は
５８６５頁図表
２１

土地等の 
所有者・使用者

意見書の提出 
（事業法 138Ⅳ、131） 

申請があった旨の通知
（事業法 138Ⅳ、130Ⅰ）
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第３章 役務提供条件・業務方法の是正 

 

電気通信事業法事業法には、電気通信事業者の電気通信役務に関する料金そ

の他の役務提供条件や電気通信事業者及び電気通信事業者の電気通信役務の提

供に関する契約の締結の媒介、取次ぎ又は代理を業として行う者（以下「電気

通信事業者等」という。）の業務方法の是正を求めるための制度として意見申出

の制度が設けられている。この意見申出人には、電気通信事業者以外の利用者

も含まれるが、電気通信事業者も他の電気通信事業者の役務提供条件等に関し

て意見の申出をすることができるため、電気通信事業者間で紛争が生じた場合

の紛争解決手段として、この制度を活用することが有用と考えられる。本章で

は、これについて解説する。 

 なお、意見申出制度の運用方針について、平成 19 年 12 月 21 日に「電気通信

事業分野における意見申出制度の運用に係るガイドライン」が策定され、申出

者の秘密保護に合理的な根拠があると認められる場合には、当該申出者を特定

できる情報を開示しない仕組みを導入している。 

 なおまた、電気通信事業者のサービスに関してとられる是正措置は、意見の

申出によらず、総務大臣の職権により行われる場合もある。 

 

第１節 意見の申出 

 

１ 趣旨 

 

意見申出制度は、電気通信事業者等のサービス等に関して苦情その他の意

見がある者が、これを総務大臣に申し出て処理を求めることで、問題解決を

目指す制度である。 

 

２ 申出の要件対象 

 

次の事項に関し苦情その他の意見のある者は、理由を記載した文書を提出

して次の事項に関して意見の申出をすることができる（事業法第１７２条第１

項）。 

① 電気通信事業者の電気通信役務に関する料金その他の提供条件 

② 電気通信事業者等の業務の方法 

 

３ 手続 

 

  意見の申出の手続の概要は図表２４（Ｉ－７４）のとおりである。 
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（１）意見の申出 

電気通信役務の提供条件等に関し苦情その他の意見のある者は、理由を

記載した文書を提出して意見の申出をすることができる（事業法第１７２条第

１項）。 

意見の申出をしようとする者は、図表２３（Ｉ－７０）の様式の意見申出

書に必要事項を記載して記入の上、これを提出しなければならない（施行規

則第６４条の２、様式第５２）。 

 
申出書の提出は、総務大臣（申出をする者が電気通信事業者である場合

には総合通信基盤局総務課、申出をする者が電気通信事業者でない場合には

総合通信基盤局消費者行政課（電気通信消費者相談センター））に対して行

う。 
意見申出書の提出は、総務大臣（申出をする者が電気通信事業者である

場合には総合通信基盤局総務課公正競争推進室、申出をする者が電気通信

事業者でない場合には総合通信基盤局消費者行政課（電気通信消費者相談

センター））に対して行う。 
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図表２３ 意見申出書 

 

意見申出書 

 

年  月  日

総務大臣 殿 

 

郵便番号 

（ふりがな） 

住  所 

（ふりがな） 

氏  名（自筆で記入したときは、押印を省略できる。

法人にあつては、名称及び代表者の氏名を

記載することとし、代表者が自筆で記入

したときは、押印を省略できる。）  印 

連 絡 先（連絡のと取れる電話番号等を記載すること。

担当部署等がある場合は、当該担当部署名

等を記載すること。） 

 

 電気通信事業法第１７２条の規定により、次のとおり意見の申出をします。 

項  目 内  容 

申出対象の電気通信事業者等の氏名又は名称

及び住所 

 

申出の内容 

 

 

申出の理由 

 

 

その他参考となるべき事項 

 

 

 

（用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。） 
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（２）処理 

総務大臣は、意見の申出があったとき場合には、これを誠実に処理する（事

業法第１７２条第２項）。 

 

処理に当たっては、必要に応じ、次のような電気通信事業法事業法に基

づく措置を行ったり、また、行政指導を行うなどの手続をとる。不利益処

分を行う場合には、第１章第３節３（２）で述べた協議命令の場合と同様

の聴聞の手続がとられる（事業法第１６１条）。 

① 電気通信事業登録取消（事業法第１４条第１項） 

② 契約約款変更命令（事業法第１９条第２項、第２０条第３項） 

③ 業務改善命令（事業法第２９条第１項、第２項、第３３条第６項、第８項） 

④ 禁止行為停止・変更命令（事業法第３０条第４項、第３１条第３項） 

⑤ 接続約款変更命令（事業法第３４条第３項） 

⑥ 網機能計画変更勧告（事業法第３６条第３項） 

⑦ 認定電気通信事業者への業務改善命令（事業法第１２１条第２項） 

 

上記②～⑦の措置については、総務大臣は、委員会に諮問する（事業法第

１６０条第２号）（事業法第２９条第２項の業務改善命令を除く）。 

委員会は、審議（必要と認めるときは、利害関係者その他の参考人から

意見の聴取を行う（運営規程第１１条）。）の上、諮問された措置について総務

大臣に答申を行う。 

 

上記のうち①～⑤が行われる場合として想定される行為については、「電

気通信事業分野における競争の促進に関する指針」（平成１３年１１月３０

日）において例示が行われている。 

 

   以上の他、意見の申出に係る事案に関して、私的独占の禁止及び公正取

引の確保に関する法律(昭和２２年法律第５４号)上問題となる可能性があ

ると判断した場合には、総務省は、申出者の希望を踏まえ、公正取引委員

会に連絡する(「電気通信事業分野における競争の促進に関する指針」Ⅳ)。 

 

総務大臣は、意見の申出に係る事項について、意見の申出のあった日か

ら、速やかに処理を終了するよう努める。 

 

総務大臣は、意見の申出の処理を終了したときは、その結果を、申出を

した者に通知する(事業法第１７２条第２項)。総務省では、事例として意義が

あるもの等について、企業秘密や個人情報等への配慮を行った上で公表す

る。 
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図表２４ 意見の申出の手続の概要 

 
 
 

 

意見のある者 総務大臣 
電気通信事業 

紛争処理委員会

意見申出 

（事業法 172Ⅰ） 

誠実に処理 

（事業法 172Ⅱ） 

 

審議 

意見申出の処理終了 

申出者への通知 

（事業法 172Ⅱ） 

（紛争等の解決） 

諮問※２ 

答申 

（措置） 

行政指導 

紛争等の発生 

事業法に基づく措置※１ 

 

・電気通信事業登録取消 

（事業法 14Ⅰ） 

・契約約款変更命令 

（事業法 19Ⅱ、20Ⅲ） 

・業務改善命令 

（事業法29Ⅰ･Ⅱ、33Ⅵ･Ⅷ） 

・禁止行為停止・変更命令 

（事業法 30Ⅳ、31Ⅲ） 

・接続約款変更命令 

（事業法 34Ⅲ） 

・網機能計画変更勧告 

（事業法 36Ⅲ） 

・認定電気通信事業者への業

務改善命令 

（事業法 121Ⅱ） 

※１ 括弧内は、電気通信事業法（事業法）の関連条項 

※２ 事業法第 14 条第 1項及び事業法第 29 条第２項の措置は、

委員会への諮問対象外 

申出書の様式は

６８７０頁図表



 
  



 

電気通信事業紛争処理委員会処理事例一覧 

１ あっせん 

事件 
申請者 

申請内容 結果 頁 
相手方 

平成１３年（争）

第１号 

H13.12.27 申請 

H14.1.25 終了 

Ａ社 Ａ社による自社伝送路と他事業者が

設置する伝送装置との間の接続(横

つなぎ)に必要なＢ社のコロケーション

スペースの利用 

 

終結（合意により解決） 

 

Ⅱ-1 

Ｂ社 

平成１４年(争) 

第１号 

H14.2.1 申請 

H14.2.14 終了 

イ ー ・ ア ク

セス㈱ 
イー・アクセス㈱による東日本電信電

話㈱のコロケーションスペース、電源

及びＭＤＦの利用 

 

終結（合意により解決） 

（参考）本件に関連した措置 

総務大臣に対する勧告 

Ⅱ-3 

 

(Ⅱ-115)
NTT 東日本 

平成１４年(争) 

第２号 

H14.2.12 申請 

H14.4.9 終了 

ビ ー ・ ビ ー ・

テクノロジー

㈱ 

ビー・ビー・テクノロジー㈱による西日

本電信電話㈱の端末回線との接続に

必要な自前ＭＤＦジャンパ工事 

 

あっせん打切り 

（参考）本件終了後の状況 

仲裁申請（仲裁不実行） 

総務大臣の接続協議再開命令 

Ⅱ-5 

 

(Ⅱ-38) 

(Ⅱ-42) NTT 西日本 

平成１４年(争) 

第３号 

H14.2.12 申請 

H14.2.26 終了 

イ ー ・ ア ク

セス㈱ 

イー・アクセス㈱による西日本電信電

話㈱のコロケーションスペース、電源

及びＭＤＦの利用等 

 

終結（合意により解決） 

 

Ⅱ-9 

 

NTT 西日本 

平成１４年(争) 

第４号 

H14.2.13 申請 

H14.4.2 終了 

イ ー ・ ア ク

セス㈱ 

イー・アクセス㈱による西日本電信電

話㈱のコロケーションスペース、電源

及びＭＤＦの利用 

 

終結（合意により解決） 

 

Ⅱ-11 

NTT 西日本 

平成１４年(争) 

第５号 

H14.2.13 申請 

H14.3.6 終了 

彩ネット㈱ 彩ネット㈱による東日本電信電話㈱

のダークファイバとの接続 

 

終結（合意により解決） 

 

Ⅱ-13 

 

NTT 東日本 

平成１４年(争) 

第６号 

H14.2.25 申請

H14.3.12 終了 

彩ネット㈱ 彩ネット㈱による東日本電信電話㈱

に対する網改造料の支払義務の有無

 

終結（合意により解決） 

 

Ⅱ-15 

NTT 東日本 

参 考 



平成１４年(争) 

第７号～８号 

H14.4.30 申請 

H14.5.10 終了 

Ａ社 Ａ社によるＢ社及びＣ社の設備に対す

る工事（Ａ社の上位プロバイダ変更に

伴うＩＰアドレス設定変更）早期実施 

 

終結（合意により解決） Ⅱ-16 

Ｂ社 

Ｃ社 

平成１４年(争) 

第９号～２３号 

H14.7.4 申請 

H14.7.23 終了 

Ａ社 Ａ社によるＶｏＩＰサービスに係るＢ社

等各社との接続についての事業者間

精算の方法について 

 

終結（合意により解決） Ⅱ18- 

Ｂ社等各社 

平成１５年(争) 

第２号 

H15.6.11 申請 

H15.6.25 終了 

平成電電㈱ 平成電電㈱による東日本電信電話㈱

の設備（ＭＤＦ）の利用 

 

申請取下げ（合意により解決） 

 

Ⅱ-22 

NTT 東日本 

平成１６年(争) 

第３号～４号 

H16.8.31 申請 

H16.11.1 終了 

ソフトバンク

BB㈱ 

ソフトバンクＢＢ㈱による東日本電信

電話㈱及び西日本電信電話㈱の中

継ダークファイバとの接続 

終結（合意により解決） Ⅱ-25 

NTT 東日本 

NTT 西日本 

平成１６年(争) 

第５号～６号 

H16.12.17 申請 

H16.2.22 終了 

NTT 東日本 

NTT 西日本 

東日本電信電話㈱及び西日本電信

電話㈱による法人向けＩＰ電話網と平

成電電㈱電話網との接続条件（接続

料等） 

 

申請取下げ（合意により解決） 

 (参考)本件申請前の経緯 

仲裁申請（仲裁不実行） 

 

Ⅱ-28 

 

(Ⅱ-39) 
平成電電㈱ 

 

平成１７年(争) 

第１号 

H17.4.14 申請 

H17.5.13 終了 

イ ー ・ ア ク

セス㈱ 

イー・アクセス㈱による西日本電信電

話㈱とのフレッツサービス受付業務の

再開 

終結（合意により解決） Ⅱ-30 

NTT 西日本 

平成１７年(争) 

第２号～３号 

H17.7.8 申請 

H17.10.4 終了 

Ａ社 Ａ社によるＢ社及びＣ社との接続に関

する網改造の費用負担（ソフトウェア

開発費用全額の預託金） 

申請取下げ（合意に至らず） Ⅱ-32 

Ｂ社 

Ｃ社 

平成１８年(争) 

第１号～１４号 

H18.8.9 申請 

H19.3.27 終了 

Ａ社等各社 Ａ社等各社によるＢ社との接続に関す

る網使用料の費用負担 

申請取下げ（合意に至らず） Ⅱ-34 

Ｂ社 



平成１９年(争) 

第１号～２号 

H19.3.23 申請 

H19.4.5 終了 

Ａ社 Ａ社によるＢ社及びＣ社とのジャンパ

線切替工事等に関する接続協定の細

目等 

あっせん不実行 Ⅱ-36 

Ｂ社 

Ｃ社 

  



２ 仲裁 

事件 
申請者 

申請内容 結果 頁 
相手方 

平成１５年（争）

第１号 

H15.2.14 申請 

H15.2.21 仲裁

不実行通知 

ソフトバンク

BB㈱ 

ソフトバンク BB㈱による西日本電信

電話㈱の端末回線との接続に必要な

自前ＭＤＦジャンパ工事 

 

仲裁不実行 

（参考）本件申請前の経緯 

あっせん申請（あっせん打切り）

本件終了後の状況 

総務大臣の接続協議再開命令 

Ⅱ-38 

 

（Ⅱ-5） 

 

（Ⅱ-42）

NTT 西日本 

平成１６ 年(争) 

第１号～２号 

H16.4.2 申請 

H16.4.27 仲裁

不実行通知 

NTT 東日本 

NTT 西日本 

東日本電信電話㈱及び西日本電信

電話㈱による法人向けＩＰ電話網と平

成電電㈱電話網との接続条件（接続

料等） 

 

仲裁不実行 

（参考）本件終了後の状況 

あっせん申請（申請取下げ（合

意により解決）） 

Ⅱ-39 

 

（Ⅱ-28）
平成電電㈱ 

  



３ 答申 

答申 事案の概要等 頁 

平成１４年４月１９日

電委第６０号 

H14.4.18 諮問 

H14.4.19 答申 

KDDI㈱による、子会社である第二種電気通信事業者を通じた、地方公共団体に対す

る届出料金を下回る料金での電気通信役務の提供に対する業務改善命令 

Ⅱ-101

 

 

 

 

平成１４年７月３０日 

電委第９５号 

H14.3.19 申請 

H14.6.17 諮問 

H14.7.30 答申 

モバイルインターネットサービス㈱による、無線LANサービスの役務提供のための Ｊ

Ｒ東日本㈱の土地等の使用に関する協議認可 

Ⅱ-88 

平成１４年１１月５日

電委第１１５号 

H14.7.18 申請 

H14.9.20 諮問 

H14.11.5 答申 

平成電電㈱による、ＮＴＴドコモ等携帯電話事業者に対する直収発携帯着の利用者

料金の設定に関する裁定 

（参考）本答申に関連した措置 

総務大臣に対する勧告 

Ⅱ-59 

 

 

(Ⅱ-116)

 

平成１５年８月２０日

電委第５７号 

H15.5.16 申立 

H15.7.16 諮問 

H15.8.20 答申 

ソフトバンク BB㈱による、ＤＳＬサービス提供のための西日本電信電話㈱との接続に

関する接続協議再開命令 

（参考）本答申前の経緯 

あっせん申請（あっせん打切り） 

仲裁申請（仲裁不実行） 

Ⅱ-42 

 

 

 

 

平成１６年２月４日 

電委第８号 

H16.1.29 諮問 

H16.2.4 答申 

KDDI㈱による、子会社である KCOM㈱を通じた、地方公共団体に対する届出料金を

下回る料金での電気通信役務の提供に対する業務改善命令 

Ⅱ-105

平成１９年１１月２２日

電委第６９号 

H19.9.21 諮問 

H19.11.22 答申 

日本通信（株）の㈱NTT ドコモとの相互接続による MVNO 事業に関する裁定 

（参考）本答申に関連した措置 

総務大臣に対する勧告 

Ⅱ-74 

 

(Ⅱ-120)

 

  



４ 勧告 

発出 概要等 頁 

平成１４年２月２６日 

電委第３２号 

コロケーションのルール改善に向けた勧告 

（参考）本勧告の関連事案 

イー・アクセス㈱によるＮＴＴ東日本のコロケーションスペース、電源及びＭＤＦの利

用に係るあっせん申請（終結（合意により解決）） 

Ⅱ-115

 

（Ⅱ-3）

平成１４年１１月５日 

電委第１１５号 

接続における適正な料金設定が行い得る仕組みの整備の勧告 

（参考）本勧告の関連事案 

平成電電㈱による、ＮＴＴドコモ等携帯電話事業者に対する利用者料金の設定に

関する細目に係る裁定 

Ⅱ-116

 

（Ⅱ-59）

平成１９年１１月２２日

電委第６９号 

 

接続料金の算定の在り方などＭＶＮＯとＭＮＯとの間の円滑な協議に資する措置の

勧告 

（参考）本勧告の関連事案 

日本通信㈱のＮＴＴドコモとの相互接続によるＭＶＮＯ事業に関する裁定 

Ⅱ-120

 

 

（Ⅱ-74）
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第１章 電気通信設備の接続等 

第１節 あっせん・仲裁申請 

 
１ 平成１３年１２月２７日申請事例（電気通信事業紛争処理委員会平成１３年

１２月２７日（争）第１号）（接続に必要な工作物の利用についてのあっせん

申請） 

 

（１）経過 

 

平成１３年１２月２７日 Ａ社、あっせんの申請（⇒（２）） 

１２月２８日 Ｂ社に対し、あっせんの申請があった旨の通知 

平成１４年 １月 ７日 Ｂ社、答弁書（暫定版）提出（１５日に確定版提

出）（⇒（３）） 

１月１０日 あっせん委員（香城委員長、森永委員長代理、田

中委員、富沢委員及び吉岡委員）指名 

１月２３日 両当事者より意見の聴取 

１月２５日 両当事者に解決のための合意が成立（⇒（４））

あっせん終了 

 

（２）申請における主な主張 

 

① 申請の内容 

Ｂ社の局舎において、Ａ社の伝送路と他事業者が設置する伝送装置との

間の接続（いわゆる「横つなぎ」）の実現を図るべく、Ｂ社との間のあっ

せんを求める。 

② 協議不調の理由 

Ａ社は、Ｂ社局舎内での伝送路の接続とスペース確保についてＢ社と協

議を開始した。Ｂ社の提示したスペースはコロケーションルーム１室単位

が必須で賃貸料が高額となるため、Ａ社はスペース確保をあきらめ、伝送

路の接続のみを行うことにした。「横つなぎ」の協議は、平成１２年９月

から行っているが、実現していない。Ｂ社は、コロケーションを実施して

いる事業者以外には「横つなぎ」を認めないと説明しており、ケーブル運

用協定の規定に反している疑いがある。 
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（３）答弁書における主な主張 

 

 Ａ社が申請したあっせんを求める事項は適当でないものとして、あっせん

をしないか、又はＡ社の求めの文面に拘泥することなく合理的な内容のあっ

せんをなす旨の判断をすることを求める。 

 ケーブル運用協定では、契約当事者間の紛争処理手続が定められており、

今回のあっせん申請は、この条項に反している。 

 Ａ社には、その主張する方式での「横つなぎ」を求める必要性がない。 

 セキュリティの確保のため、局舎の利用事業者には、専用のコロケルーム

の割当てを受け、公平かつ適正な費用負担を行うことを求めており、これを

行うことなく「横つなぎ」をすることは、Ａ社のみに特別に有利な取扱いを

行うことになり許されない。 

 

（４）主な合意事項 

 

 新たにコロケーション契約（仮称）（コロケーションルームを２分し、一

方のスペースを双方合意の対価で貸与）を締結し、「横つなぎ」を可能とす

る。 
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２ 平成１４年２月１日申請事例（電気通信事業紛争処理委員会平成１４年２月

１日（争）第１号）（接続に必要な工作物の利用についてのあっせん申請） 

 

（１）経過 

 

平成１４年 ２月 １日 イー・アクセス株式会社（以下「イー・アクセス」

という。）、あっせんの申請（⇒（２）） 

東日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東日本」

という。）に対し、あっせんの申請があった旨の

通知 

２月 ４日 あっせん委員（香城委員長、森永委員長代理、東

海特別委員、長谷部特別委員及び藤本特別委員）

指名 

２月 ６日 ＮＴＴ東日本、答弁書提出（⇒（３）） 

２月１４日 両当事者より意見の聴取 

両当事者に解決のための合意が成立（⇒（４）） 

あっせん終了 

２月２６日 総務大臣に対して勧告（電委第３２号）（Ⅱ-115

参照） 

 

（２）申請における主な主張 

 

① 申請の内容 

ＮＴＴ東日本の１２のビルにおけるイー・アクセスによるコロケーショ

ンスペース、電源及びＭＤＦの利用のあっせんを求める。 

② 協議不調の理由 

ＮＴＴ東日本は当該１２のビルにおける調査結果として相互接続点の

設置を不可としているが、その調査の内容に疑義がある。 

 

（３）答弁書における主な主張 

 

 あっせん対象の１２のビルのうち８のビルについて、万一の場合には移設

することを前提にすること等により、コロケーションスペース、電源及びＭ

ＤＦ利用のための割当てを行う。 
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８のビルと同様の対応を行ったとしてもなお対応が不可となる残り４の

ビルについては、他用途のスペースの暫定利用、電源の増設工事の計画、Ｍ

ＤＦの連結による端子盤設置場所の確保を検討していく。 

 

（４）主な合意事項 

 

あっせん対象の１２のビルについて、平成１４年２月中にイー・アクセス

による自前工事着工ができるよう双方協力を行う。 



 Ⅱ－5

３ 平成１４年２月１２日申請事例（電気通信事業紛争処理委員会平成１４年

２月１２日（争）第２号）（接続に必要な設備の設置（工事）についてのあっ

せん申請） 

 

（１）経過 

 

平成１４年 ２月１２日 ビー・ビー・テクノロジー株式会社（以下「ＢＢ

Ｔ」という。）、あっせんの申請（⇒（２）） 

２月１３日 西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ西日本」

という。）に対し、あっせんの申請があった旨の通

知 

２月１５日 あっせん委員（吉岡委員、瀬崎特別委員、東海特

別委員及び土佐特別委員）指名 

２月２８日 ＮＴＴ西日本、答弁書（暫定版）提出（３月２０

日に確定版提出）（⇒（３）） 

３月２２日 両当事者より意見の聴取 

４月 ４日 両当事者より意見の聴取 

あっせん案の提示（⇒（４）） 

ＢＢＴがあっせん案を受諾 

４月 ９日 ＮＴＴ西日本があっせん案受諾を拒否（⇒（５）） 

あっせん打切り（両当事者への通知） 

平成１５年 ２月１４日 仲裁の申請（Ⅱ-22 参照） 

５月１６日 協議再開命令の申立て（Ⅱ-42 参照） 

 

（２）申請における主な主張 

 

① 申請の内容 

ＮＴＴ西日本の局舎におけるＭＤＦジャンパ工事について、ＢＢＴ自身

による工事が実施できるようあっせんを求める。 

② 協議不調の理由 

ＮＴＴ西日本に対して自前工事の実施について要望したが、ＭＤＦでの

作業スペースが十分確保できない局舎が多いこと、大量にＭＤＦにおける

工事があること等を理由として拒絶されており、その後の協議は進展して

いない。 
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（３）答弁書における主な主張 

 

① ＭＤＦジャンパ工事は、電話サービスにおける生命線でもある電話通信

線の切断を伴う工事であり、ＮＴＴ西日本がコントロールすることのない

第三者に工事をさせることは、ＮＴＴ西日本として認められない。 

② ＭＤＦジャンパ工事については、現在時点においては、ＮＴＴ西日本は

問題なく工事を実施しており、ＢＢＴによるＭＤＦジャンパ工事の自前工

事を認めるほどの必要性は認められない。 

 

（４）あっせん案 

 

「１ ＮＴＴ西日本は、接続事業者によるＭＤＦジャンパ自前工事にあたっ

ての問題点発掘のために、場所と期間を限定して以下の条件により自前

工事をＢＢＴが行うことを認める。 

（１）各個の工事にあたっては、個々の電話加入者の承認を要するものと

する。 

（２）選定される施工業者、遵守されるべき施工基準・安全管理規程及び

工事数量・工事日程の決定については、ＢＢＴ及びＮＴＴ西日本に

おいて協議を行う。 

（３）ＢＢＴによる自前工事に起因する事故等においては、同社がＮＴＴ

西日本に対して責任を負うこととし、ＮＴＴ西日本は電話加入者か

ら損害賠償を請求された場合にはこれをＢＢＴに対して求償する。

ＮＴＴ西日本による工事と同時刻・同一場所において行われる場合

のＢＢＴにおいて負うべき責任の範囲の決定についてはＢＢＴ及び

ＮＴＴ西日本において協議を行う。 

 

２ 上記期間終了後の自前工事の継続・拡大の是非及び継続・拡大する場

合の工事の条件については、上記期間中の実態を踏まえ、ＢＢＴ及びＮ

ＴＴ西日本において協議を行う。 

 

３ 接続事業者による自前工事が行われない場所又は期間において、ＮＴ

Ｔ西日本がＭＤＦジャンパ工事を行う際には、利用者から申込があって

からＭＤＦにおける接続によりＤＳＬサービスが開始されるまでの標準

的な開通工事期間を４営業日以内とするよう、ＮＴＴ西日本において早

急に措置を講じる。                       」 
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（５）あっせん案受諾の拒否に際しての主な主張 

 

委員会提示のあっせん案については受諾できない。 

 

  （理由） 

   ＤＳＬサービス利用予定者への工事期間短縮という限られた利便と電話

サービス利用者全体への適切なサービスレベルの維持を比較衡量した上で、

あっせん案では電話サービス利用者全体への良好なサービス提供への障害

という懸念が解消されない。 

 

  
（西日本電信電話株式会社作成資料より）

【参 考】 
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ＭＤＦジャンパ工事の施工区分 

ＭＤＦ 

（Ｈ） （Ｖ）

切替 切替 

相互接続点（ＰＯＩ）

交換機

ＤＳＬＡＭ 

スプリッタ 

IP網等 

電話網 

DSL＋電話 

他事業者様設備 

電話 

DSL 

電話 

DSL＋電話 

電
話 
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４ 平成１４年２月１２日申請事例（電気通信事業紛争処理委員会平成１４年

２月１２日（争）第３号）（接続に必要な工作物の利用についてのあっせん申

請） 

 

（１）経過 

 

平成１４年 ２月１２日 イー・アクセス株式会社（以下「イー・アクセス」

という。）、あっせんの申請（⇒（２）） 

２月１３日 西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ西日本」

という。）に対し、あっせんの申請があった旨の通

知 

２月１５日 あっせん委員（森永委員長代理、浅井特別委員、

瀬崎特別委員、土佐特別委員及び藤原特別委員）

指名 

ＮＴＴ西日本より答弁書（暫定版）提出（２月１

９日に確定版提出）（⇒（３）） 

２月２６日 両当事者より意見の聴取 

両当事者に解決のための合意が成立（⇒（４）） 

あっせん終了 

 

（２）申請における主な主張 

 

ＮＴＴ西日本の１ビルにおけるイー・アクセスによるコロケーションスペ

ース、電源及びＭＤＦの利用のあっせんを求める。 

ＮＴＴ西日本Ｂ支店からは、その管轄のすべてのビルにおいて、工事申込

みの３ヶ月以降でないと工事を行うことができないとしているが、明確な根

拠に基づくものではないと考えるので、即時に自前工事の着工ができる措置

を要望する。 

 

（３）答弁書における主な主張 

 

当該ビルについて、コロケーションスペース、電源及びＭＤＦ利用のため

の割当てを行う。Ｂ支店管轄のビルにおいては、自前工事の着工時期につい

て打合せの上、可能な限り前倒しを図るよう努力する。 
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（４）主な合意事項 

 

当該ビルについて、平成１４年３月中旬にイー・アクセスによる自前工事

による着工が行えるよう双方協力を行う。 

また、イー・アクセスによる自前工事については、自前工事申込みから１

ヶ月以内に着工できること及びビルの具体的な状況・着工スケジュール等に

ついてＮＴＴ西日本より明示する。 
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５ 平成１４年２月１３日申請事例（電気通信事業紛争処理委員会平成１４年

２月１３日（争）第４号）（接続に必要な工作物の利用についてのあっせん申

請） 

 

（１）経過 

 

平成１４年 ２月１３日 イー・アクセス株式会社（以下「イー・アクセス」

という。）、あっせんの申請（コロケーションスペース

（２６ビル）・電源（２６ビル）・ＭＤＦ（２６ビル）の

利用）（⇒（２）） 

２月１４日 西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ西日本」

という。）に対し、あっせんの申請があった旨の通

知 

２月１５日 あっせん委員（森永委員長代理、浅井特別委員、

瀬崎特別委員、土佐特別委員及び藤原特別委員）

指名 

２月２６日 ＮＴＴ西日本、答弁書（暫定版）提出（２月２８

日に確定版提出）（⇒（３）） 

両当事者より意見の聴取 

３月 １日 両当事者に解決のための部分合意が成立（コロケー

ションスペース（２６ビル）・電源（２３ビル）・ＭＤＦ

（２６ビル）の利用）（⇒（４）①） 

３月１９日 両当事者より意見の聴取 

３月２９日 両当事者より意見の聴取 

あっせん案の提示（電源（３ビル）の利用）（⇒（４）

②） 

イー・アクセスがあっせん案を受諾 

ＮＴＴ西日本があっせん案中「２」を受諾 

４月 ２日 ＮＴＴ西日本があっせん案全部を受諾 

あっせん終了 

 

（２）申請における主な主張 

 

ＮＴＴ西日本の２６のビルにおけるイー・アクセスによるコロケーション

スペース、電源及びＭＤＦの利用のあっせんを求める。 
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（３）答弁書における主な主張 

 

あっせん対象の２６のビルのコロケーションスペース及びＭＤＦについ

て割当てを行う。電源については、１６のビルについて割当てを行い、７の

ビルについて６月末目処に増設後対応を行う。 

 

（４）主な合意事項 

 

①（部分合意） 

  あっせん対象の２６のビルのコロケーションスペース及びＭＤＦにつ

いて割当てを行う。電源については、２３のビルにおいて早期割当てをす

る。 

 

②（部分合意で未解決の事案について両当事者が受諾したあっせん案の概要） 

「１ ＮＴＴ西日本は、３のビルの各々において、平成１４年６月までにＸ

以上の、同年８月末迄にＹ以上の電力割当をイー・アクセスに対して行

う。 

２ ＮＴＴ西日本は、今後イー・アクセスからの請求に応じ、その保有す

る通信用建物において、①装備されている最大電力容量、②その内の未

使用の電力容量、③既に接続事業者から使用を請求されながら未割当で

ある電力容量について情報開示を行う。             」 
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６ 平成１４年２月１３日申請事例（電気通信事業紛争処理委員会平成１４年２

月１３日（争）第５号）（接続の諾否についてのあっせん申請） 

（１）経過 

平成１４年 ２月１３日 彩ネット株式会社（以下「彩ネット」という。）

よりあっせんの申請が到達（⇒（２））  

２月１４日 東日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東日本」

という。）に対し、あっせんの申請があった旨の

通知  

２月１５日 あっせん委員（田中委員、浅井特別委員及び長谷

部特別委員）指名  

２月１８日 ＮＴＴ東日本、答弁書提出（⇒（３）） 

２月２６日 あっせん委員（香城委員長）追加指名  

３月 ６日 両当事者より意見の聴取 

両当事者に解決のための合意が成立（⇒（４）） 

あっせん終了 

 

（２）申請における主な主張 

 

（他の機能に係る）接続料の支払義務の有無について争いがあることを理

由に光ファイバ開通申込みをＮＴＴ東日本に受理してもらえないが、これを

受理し、提供をしてもらいたい。 

理由： 

１ 接続料の支払いについてＮＴＴ東日本との間で争いがあるが、そのこ

とと本件とは関係のない事項である。 

２ ダークファイバの提供は、電気通信事業法第３８条及びＮＴＴ東日本

接続約款の規定上、ＮＴＴ東日本には義務があると理解している。 

 

（３）答弁書における主な主張 

 

当該接続料の支払い義務は接続事業者側においても了知されているもの

と認識している。 

彩ネットのＮＴＴ東日本への債務不履行の状況を踏まえ、ダークファイバ

に係る接続手続において、「光回線設備との接続に関し負担すべき金額の支

払いを怠り、又は怠る恐れがあること」に該当するとして「提供不可」の回

答をせざるを得ない状況となることから、その旨を事前に通知した。 
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（４）合意事項 

 

 ＮＴＴ東日本は、彩ネットからのいわゆるダークファイバとの接続に関す

る請求を受理する。当該請求に対する回答においては、電気通信事業法施行

規則第２３条第１号に掲げる事由を理由とする接続の拒否は行わない。  
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７ 平成１４年２月２５日申請事例（電気通信事業紛争処理委員会平成１４年

２月２５日（争）第６号）（接続に関する費用負担についてのあっせん申請） 

 

（１）経過 

 

平成１４年 ２月２５日 彩ネット株式会社（以下「彩ネット」という。）

よりあっせんの申請が到達（⇒（２）） 

２月２６日 東日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東日本」

という。）に対し、あっせんの申請があった旨の

通知  

あっせん委員（香城委員長、田中委員、浅井特別

委員及び長谷部特別委員）指名        

３月 ５日 ＮＴＴ東日本、答弁書提出（⇒（３））        

３月 ６日 両当事者より意見の聴取   

あっせん案の提示（⇒（４）） 

彩ネットがあっせん案を受諾 

３月１２日 ＮＴＴ東日本があっせん案を受諾 

あっせん終了 

 

（２）申請における主な主張 

 

ＮＴＴ東日本への、Ａ機能の接続料の支払いの義務はないと考えるが、そ

の支払いについてあっせんを求める。 

理由： 

１ Ａ機能の利用は終了している。 

２ 接続約款及び接続協定にもその旨の規定がない。 

３ 利用申込時にもその旨の説明がなかった。 

 

（３）答弁書における主な主張 

 

当該接続料は、接続約款の規定に従い、支払い義務があるものと考えてお

り、引き続き彩ネットに対して債務の履行を求める。 

 

（４）両当事者が受諾したあっせん案の概要 

 

ＮＴＴ東日本は、彩ネットに対し、本件に係る費用の支払いを請求しない。 
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８ 平成１４年４月３０日申請事例（電気通信事業紛争処理委員会平成１４年

４月３０日（争）第７号・同第８号）（役務提供のための設備の運用について

のあっせん申請） 

（１）経過 

平成１４年 ４月３０日 Ａ社よりあっせんの申請が到達（平成１４年（争）

第７号（以下「第７号」という。）及び同第８号（以

下「第８号」という。））（⇒（２）） 

Ｂ社に対し、あっせんの申請があった旨の通知（第

７号） 

Ｃ社に対し、あっせんの申請があった旨の通知（第

８号） 

５月 ２日 あっせん委員（富沢委員、瀬崎特別委員及び藤本

特別委員）指名（第７号及び第８号） 

５月１０日 Ｂ社より答弁書提出（第７号）（⇒（３）①） 

Ｃ社より答弁書提出（第８号）（⇒（３）②） 

両事件３当事者より意見の聴取（第７号及び第８

号併合） 

両当事者に解決のための合意が成立（第７号）（⇒

（４）①） 

両当事者に解決のための合意が成立（第８号）（⇒

（４）②） 

あっせん終了 

 

（２）申請における主な主張（第７号及び第８号） 

 

① 申請の内容 

Ａ社の上位プロバイダ変更に伴い、その変更後もＡ社の利用者がＢ社及

びＣ社のネットワークサービスを経由してＡ社のサービスを継続利用で

きるようにするためにＢ社及びＣ社の設備においてＩＰアドレスの設定

を変更する工事が必要であるので、Ｂ社（第７号関係）及びＣ社（第８号

関係）においてこれを早急に行ってもらいたい（５月１８日を要望）。 

② 協議不調の理由及び協議の経過 

上記設備の工事を４月２２日に先方に打診したところ、４月２３日に回

答があり、工事には２０営業日を要するため早期実施はできないとのこと 
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であった。本件についての申込は４月２５日に行い、再度早期化を依頼し

たが、６月３日までできないとの回答であった。 

 

（３）答弁書における主な主張 

 

① （第７号） 

Ａ社のＩＰアドレス変更工事を要望の５月１８日に実施することは、通

常は実施困難だが、労働力の集約等の措置により、６月３日を５月２４日

に前倒しして実施する。 

 

② （第８号） 

Ａ社のＩＰアドレス変更工事を要望の５月１８日に実施することは困

難だが、作業実施時間帯等を含めてこの時期の工事スケジュールを再度調

整し、６月３日を前倒しして５月２４日に実施する。 

 

（４）合意事項 

 

① （第７号） 

1. Ｂ社は、Ａ社が要望するＩＰアドレス変更の工事を遅くとも５月２４

日までに行う。 

2. ５月１８日から２４日までの間、Ａ社のサービスを利用するＣ社の利

用者がＣ社のネットワーク経由でインターネット接続を継続利用でき

るよう、Ａ社及びＢ社は相互協力する。 

3. 1.の工事が５月１８日に行われないことに伴う費用負担の変動に関

しては、Ａ社及びＢ社は別途協議する。 

 

② （第８号） 
1. Ｃ社は、Ａ社が要望するＩＰアドレス変更の工事を遅くとも５月２４

日までに行う。 

2. ５月１８日から２４日までの間、Ａ社のサービスを利用するＣ社の利

用者がＣ社のネットワーク経由でインターネット接続を継続利用でき

るよう、Ａ社及びＣ社は相互協力する。 

3. 1.の工事が５月１８日に行われないことに伴う費用負担の変動に関

しては、Ａ社及びＣ社は別途協議する。 
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９ 平成１４年７月４日申請事例（電気通信事業紛争処理委員会平成１４年７

月４日（争）第９号～第２３号）（接続に関する費用負担についてのあっせん

申請） 

（１）経過 

平成１４年 ７月 ４日 Ａ社、あっせんの申請（平成１４年（争）第９号

～第２３号（以下「第９号～第２３号」という。））

（⇒（２）） 

７月 ５日 Ｂ社等各社に対し、あっせんの申請があった旨の

通知を発送 

７月 ９日 あっせん委員（田中委員、浅井特別委員、東海特

別委員及び長谷部特別委員）指名（第９号～第２

３号） 

７月１２日 Ｂ社等、答弁書提出（第９号～第２３号） 

（⇒（３）） 

７月１５日 申請者及びＢ社等各社代理より意見の聴取（第９

号～第２３号併合） 

７月２３日 申請者及びＢ社等各社代理より意見の聴取（第９

号～第２３号併合） 

あっせん案の提示（第９号～第２３号）（⇒（４）） 

Ａ社があっせん案を受諾 

Ｂ社等各社があっせん案を受諾 

あっせん終了 

 

（２）申請における主な主張（第９号に係るもの。第１０号～第２３号について

もＢ社以外の各社について各々同内容。） 

 

① 申請の内容 

Ａ社の予定するＶｏＩＰサービスにおいて、発信事業者であるＡ社が料

金設定することを予定している。この場合のＢ社との間の事業者間精算に

ついては、既に合意している他の事業者と同様にＣ社への料金請求とする

よう、あっせんを申請する。 
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② 協議不調の理由 

平成１４年４月２３日にＣ社が接続協定を締結している全事業者と協

議を開始し、Ａ社呼は、Ａ社の事業者識別番号が送出されないため、Ｃ社

への料金請求を依頼した。Ｃ社にも了解してもらっているが、Ｂ社では、

今回は発信のみであるので直接精算したいとしている。 

 

（３）答弁書における主な主張（第９号～第２３号） 

 

発事業者識別情報の送出は、事業者間精算における重要性から「必須」で

あり、発事業者が設定しエンド・エンドで転送すべき情報とされている。Ａ

社は、発事業者識別情報を送出しない方式での接続を求めてきたが、相互接

続協定の締結を求める以上は、この事業者間で定めたルールに従い、発事業

者識別情報を送出すべきである。 

 

（４）あっせん案（第９号に係るもの。第１０号～第２３号についてもＢ社以外

の各社について各々同内容。） 

 

「１ Ａ社の設備とＣ社の加入者回線との接続（Ａ社利用者端末発信呼につい

て行うＶｏＩＰサービスに係るものに限る。以下「本件線端接続」という。）

に関し、本件線端接続が行われること及び両者間で取り決めるその条件に

ついて、Ｂ社は、これにより同社が新たな接続協定（本あっせん案の受諾

による合意を除く。）を締結するものではない限りにおいて、関知しない。 

２ Ａ社及びＢ社は、本件線端接続に関しては、今後相互間で協定を締結せ

ず、精算等を行う関係にも立たない。 

３ Ｂ社は、本件線端接続により生じるトラフィック流通量その他一切の変

動に伴い解決すべき事項が生じた場合には、これをＣ社との間で解決す

る。                              」 
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事業者間精算方式について 
 
 

【Ａ社が求める事業者間精算方式】 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
【Ｂ社等が求める事業者間精算方式】 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

Ｃ社網 Ａ社網 ＮＴＴ地域網 端末系地域網 
◎ ◎ ◎

呼の流れ 
Ａ社発信 

Ａ社網 ＮＴＴ地域網 Ｂ社等網 
◎ ◎ ◎

呼の流れ 
Ａ社発信 

Ｃ社網 

【参考１】 
（電気通信事業紛争処理委員会事務局作成資料）

精算料金の支払い 

精算料金の支払い 
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事業者識別番号について 

 
 

【Ａ社が事業者識別番号を送出しない場合】 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
【Ａ社が事業者識別番号（ＸＹＺＷ）を送出する場合】 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
  

Ｃ社発信 
 
ＰＱＲＳ 

Ｃ社発信 
 

Ｃ社網 Ａ社網 ＮＴＴ地域網 Ｂ社等網 ◎ ◎ ◎ 

呼の流れ Ａ社発信 
 

Ｃ社網 Ａ社網 ＮＴＴ地域網 Ｂ社等網 ◎ ◎ ◎ 

呼の流れ Ａ社発信 
 
ＸＹＺＷ 

※□内の番号は、Ｂ社等側において識別できる発事業者識

別番号 

※□内の番号は、Ｂ社等側において識別できる発事業者識

別番号 

ＰＱＲＳ 

ＰＱＲＳ 

【参考２】 

（電気通信事業紛争処理委員会事務局作成資料）
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１０ 平成１５年６月１１日申請事例（電気通信事業紛争処理委員会平成１５年

６月１１日（争）第２号）（役務提供のための設備の利用についてのあっせ

ん申請） 

 

（１）経過 

 

平成１５年 ６月１１日 平成電電株式会社（以下「平成電電」という。）、

あっせんの申請（⇒（２）） 

６月１２日 東日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東日本」

という。）に対し、あっせんの申請があった旨の通

知 

６月１７日 あっせん委員（吉岡委員、尾畑特別委員及び藤原

特別委員）指名 

６月１８日 ＮＴＴ東日本、答弁書提出（⇒（３）） 

６月２５日 平成電電、申請の取下げ（⇒（４）） 

あっせん手続の取りやめ（当事者への通知） 

 

（２）申請における主な主張 

 

本年３月７日、同月１０日、４月２３日付けで、ＭＤＦ（主配線盤）の利

用の可否についてＮＴＴ東日本に対し、同社の接続約款に基づいて調査を申

し込んだところ、同接続約款の規定では１ヶ月以内に回答をすることとされ

ているのにもかかわらず、現在に至るまで４１４の局について、同社から完

全な回答が得られていない（Ｈ側のＭＤＦの利用の可否の回答がない等）。

これらＭＤＦを利用してのサービスを６月２０日に開始する予定であると

ころ、その開始に支障を生じかねない状況になっており、早急に回答を求め

たく、あっせんを申請した。 

 

（３）答弁書における主な主張 

 

① ＮＴＴ東日本では、一連の手続の過程において、「要望されているＭＤ

Ｆ端子はＶ側の１端子のみ」であるとして、手続を進めてきた。このよう

な中、平成１５年５月２２日の協議において、平成電電よりＭＤＦ端子の

Ｈ側を含む２端子を確保するよう要望する旨の申出がなされ、当事者間で

継続して協議を実施し、平成１５年６月１２日の協議において、今回のあ

っせん申請の対象とされた事項について、次項のとおり、当事者間で手続
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を進めることで合意が図られた。 

② ＮＴＴ東日本は、「Ｖ側ＭＤＦ端子と同数のＨ側ＭＤＦ端子の設置の可

否」について追加調査を行い、平成電電に回答を行うこととした。 

なお、上記追加調査の回答は、次のスケジュールで実施することとして

いる。 

ア 既に自前工事申込書が提出されている４６のビルについて、平成１５

年６月２０日までに追加回答 

イ ア以外の調査対象ビルについて、平成１５年６月末日までに追加回答 

 

（４）あっせん申請取下げについての事情説明 

 

平成電電がＮＴＴ東日本に対し、平成１５年３月７日、同月１０日及び４

月２３日付けで調査を求めた件について、平成電電は、６月３０日までにＮ

ＴＴ東日本から回答を得ることとして、この度、合意した。ついては、６月

１１日付けで電気通信事業紛争処理委員会にあっせん申請した案件につい

て、取り下げる。 
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平成電電株式会社の要望する接続形態 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

ＮＴＴ：加入電話 

ＮＴＴ東日本収容局 

平成電電：直収電話 

平成電電交換機 

ＮＴＴ東日本 
加入者交換機 

 

ＭＤＦ 

（Ｈ） 

ＭＤＦ 

（Ｖ） 

平成電電：ＤＳＬ 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ 

平成電電：直収電話 
平成電電：ＤＳＬ 

※１台でＲＴ、ＤＳＬＡＭ及びスプリッタの機能を有する設備。 

ＮＴＴ：加入電話 

 

平成電電 
設置設備※ 

平成電電：直収電話 
平成電電：ＤＳＬ 

ドライカッパ 

ＮＴＴ東日本：加入電話 
平成電電  ：ＤＳＬ 

ラインシェアリング 

【参 考】 
（電気通信事業紛争処理委員会事務局作成資料） 
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１１ 平成１６年８月３１日申請事例（電気通信事業紛争処理委員会平成１６年

８月３１日（争）第３号・同第４号）（接続の諾否についてのあっせん申請） 

 

（１）経過 

 

平成１６年 ８月３１日 ソフトバンクＢＢ株式会社（以下「ソフトバンク

ＢＢ」という。）、あっせんの申請（平成１６年（争）

第３号（以下「第３号」という。）及び同４号（以

下「第４号」という。））（⇒（２）） 

９月 １日 東日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東日本」

という。）に対し、あっせんの申請があった旨通

知（第３号） 

西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ西日本」

という。）に対し、あっせんの申請があった旨通

知（第４号） 

９月 ３日 あっせん委員（森永委員長代理、尾畑特別委員及

び藤本特別委員）指名（第３号及び第４号） 

９月２９日 ＮＴＴ東日本、答弁書提出（第３号）（⇒（３）） 

ＮＴＴ西日本、答弁書提出（第４号）（⇒（３）） 

１０月 ６日 ソフトバンクＢＢ、ＮＴＴ東日本からの答弁書に

対する意見書提出（第３号） 

ソフトバンクＢＢ、ＮＴＴ西日本からの答弁書に

対する意見書提出（第４号） 

１０月 ７日 両当事者より意見等の聴取（第３号及び第４号併

合） 

１０月１５日 ＮＴＴ東日本、ソフトバンクＢＢからの意見書 

（１０月６日付け）に対する答弁書提出（第３号） 

ＮＴＴ西日本、ソフトバンクＢＢからの意見書

（１０月６日付け）に対する答弁書提出（第４号） 

１０月１９日 ソフトバンクＢＢ、ＮＴＴ東日本からの答弁書 

（１０月１５日付け）に対する意見書提出（第３

号） 

ソフトバンクＢＢ、ＮＴＴ西日本からの答弁書

（１０月１５日付け）に対する意見書提出（第４
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号） 

１０月２０日 両当事者より意見等の聴取（第３号及び第４号併

合） 

１０月２２日 ＮＴＴ東日本、ソフトバンクＢＢからの意見書

（１０月１９日付け）に対する答弁書提出（第３

号） 

ＮＴＴ西日本、ソフトバンクＢＢからの意見書

（１０月１９日付け）に対する答弁書提出（第４

号） 

１１月 １日 両当事者があっせん案を受諾（第３号及び第４

号）（⇒（４）） 

（また、別の事項についても合意（⇒（５））） 

あっせん終了 

 

（２）申請における主な主張 

 

① ＮＴＴ東日本（第３号関係）に対して 

ソフトバンクＢＢは、ＡＤＳＬサービスの提供を拡大するため、加入者

線収容のＮＴＴ東日本局と他のＮＴＴ東日本局との間を結ぶ中継ダーク

ファイバとの接続をＮＴＴ東日本に申請しているが、１７１の局において

「空き回線がない」という理由で断られている。 

ソフトバンクＢＢとしては、ＮＴＴ東日本がＡＤＳＬサービスを提供し

ているこれら１７１局において、中継ダークファイバの利用についてあっ

せんを希望。 

② ＮＴＴ西日本（第４号関係）に対して 

ソフトバンクＢＢは、ＡＤＳＬサービスの提供を拡大するため、加入者

線収容のＮＴＴ西日本局と他のＮＴＴ西日本局との間を結ぶ中継ダーク

ファイバとの接続をＮＴＴ西日本に申請しているが、１４１の局において

「空き回線がない」という理由で断られている。 

ソフトバンクＢＢとしては、ＮＴＴ西日本がＡＤＳＬサービスを提供し

ているこれら１４１局において、中継ダークファイバの利用についてあっ

せんを希望。 
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（３）答弁書における主な主張（第３号及び第４号） 

 

ⅰ）中継光ファイバについては、既存設備に空きがある場合には内外無差

別の手続きによる提供を行うとともに、中継光ファイバの利用に係る他

事業者の予見性・利便性を高めるために情報開示の充実を行っている。 

ⅱ）ＡＤＳＬサービス提供のために用いられる中継回線については、中継

光ファイバの他にも既存の専用線等の利用も可能であり、調査要望のあ

る区間の空き伝送帯域の有無については、相互接続上の所定の手続きを

行えば、調査の上回答し、提供にあたっての詳細な条件についても別途

協議に応じる用意がある。 

 

（４）あっせん案（第３号及び第４号） 

 

「ソフトバンクＢＢが中継光ファイバの接続を希望する区間における接

続の可否について、ＮＴＴ東日本（ＮＴＴ西日本）及びソフトバンクＢＢに

おいて協議を行う際、以下の点に配意することとする。 

ⅰ）ソフトバンクＢＢの質疑に対し、ＮＴＴ東日本（ＮＴＴ西日本）は、

客観的に見て納得しうる説明を行うこと。 

ⅱ）ＮＴＴ東日本（ＮＴＴ西日本）は、中継光ファイバの自社利用と他事

業者利用申込との同等性の確保を遵守すること。その際、同等性の確保

について、客観的に見て疑念を持たれることのないよう配意すること。」 

 

（５）合意事項（第３号及び第４号） 

 

ＮＴＴ東日本（ＮＴＴ西日本）の光信号中継回線の両端に波長多重（ＷＤ

Ｍ）装置を設置してソフトバンクＢＢに接続を提供することを含め、ソフト

バンクＢＢが接続を希望する区間における接続の可否について、ＮＴＴ東日

本（ＮＴＴ西日本）及びソフトバンクＢＢにおいて協議を行う。その際、ソ

フトバンクＢＢが波長多重（ＷＤＭ）装置の設置費用を負担する用意がある

ことも踏まえ、ＮＴＴ東日本（ＮＴＴ西日本）は、波長多重装置の設置の可

否について判断し、ソフトバンクＢＢと協議を行う。 
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１２ 平成１６年１２月１７日申請事例（電気通信事業紛争処理委員会平成１６

年１２月１７日（争）第５号・同第６号）（接続に関する費用負担について

のあっせん申請） 

 

（１）経過 

 

平成１６年 ４月２７日 仲裁手続終了（平成１６年４月５日（争）第１号

及び同第２号）（Ⅱ-26 参照） 

１２月１７日 東日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東日本」

という。）及び西日本電信電話株式会社（以下「Ｎ

ＴＴ西日本」という。）、あっせんの申請（平成１

６年（争）第５号（以下「第５号」という。）及

び同第６号（以下「第６号」という。））（⇒（２）） 

１２月２０日  平成電電株式会社（以下「平成電電」という。）

に対し、あっせんの申請があった旨通知（第５号

及び第６号） 

１２月２２日 あっせん委員（吉岡委員、浅井特別委員及び土佐

特別委員）指名（第５号及び第６号） 

平成１７年 ２月 ９日 ＮＴＴ東日本と平成電電が変更接続協定締結 

２月１８日 ＮＴＴ西日本と平成電電が変更接続協定締結 

２月２１日 ＮＴＴ東日本、あっせん申請取下げ（第５号）（⇒

（３）） 

ＮＴＴ西日本、あっせん申請取下げ（第６号）（⇒

（３）） 

２月２２日 あっせん手続の取りやめ（当事者への通知） 

 

（２）申請における主な主張（第５号及び第６号） 

 

平成電電は、ＮＴＴ東日本（ＮＴＴ西日本）の接続約款等に基づき提示す

る接続条件により平成電電の電話網とＮＴＴ東日本（ＮＴＴ西日本）のＩＰ

電話網の接続に応ずるべき。 

本件に係る接続条件は、現行の接続ルールに従っており、現に他の電気通

信事業者にも適用されている。 
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電気通信回線設備を設置する電気通信事業者である平成電電は、同社の電

話網とＮＴＴ東日本（ＮＴＴ西日本）のＩＰ電話網との接続に関して、電気

通信事業法第３２条に基づき、他事業者からの接続の請求に応じるべき義務

を負うことから、接続請求を拒む正当な理由はない。 

 

（３）あっせん申請取下げについての事情説明（第５号及び第６号） 

 

平成１６年１２月１７日付けのあっせん申請については、あっせん申請後、

当事者間で電気通信設備の接続について合意し、接続協定を締結したため、

取り下げる。 

 

 

（参考） 

接続協定の締結を受けて、平成１７年３月１日から、ＮＴＴ東日本及びＮ

ＴＴ西日本のＩＰ電話網と平成電電の電話網との接続が開始された。 
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１３ 平成１７年４月１４日申請事例（電気通信事業紛争処理委員会平成１７年

４月１４日（争）第１号）（役務提供に関する契約の取次ぎについてのあっ

せん申請） 

 

（１）経過 

 

平成１７年 ４月１４日 イー・アクセス株式会社（以下「イー・アクセス」

という。）、あっせんの申請（⇒（２）） 

４月１５日 西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ西日本」

という。）に対し、あっせんの申請があった旨通

知 

４月１８日 あっせん委員（富沢委員、長谷部特別委員及び藤

原特別委員）指名 

５月 ９日 ＮＴＴ西日本、答弁書提出（⇒（３）） 

５月１３日 両当事者より意見等の聴取 

両当事者に解決のための合意が成立（⇒（４）） 

あっせん終了 

 

（２）申請における主な主張 

 

平成１６年７月、イー･アクセスは、ＡＯＬジャパン株式会社のプロバイ

ダ事業の営業譲渡を受けた後、ＮＴＴ西日本からフレッツサービスの注文取

次業務契約の解除を通告されたが、平成１７年３月末までの間は、受付業務

の覚書を締結して受付業務を継続してきた。 

しかし、平成１７年３月末で受付業務は解除となり、このため、インター

ネットのアクセス回線としてフレッツサービスを希望するＡＯＬユーザー

は別々に申込みを行わなければならず、利便性が損なわれている。 

このため、ＮＴＴ西日本とのフレッツサービスの受付業務の再開について

あっせんを希望する。 

 

（３）答弁書における主な主張 

 

① 代理店契約は、事業者間の自由な意志に基づく任意の契約であり、解消

できる自由は当然有している。代理店契約を締結しないことが、ＮＴＴ西

日本の支配的地位を前提として接続の可否といったＩＳＰ事業の継続を

危うくするものではなく、利用者にとっても特段のデメリットを生じさせ
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るものではない。 

② フレッツサービスの受付については、ＩＳＰ事業者経由だけでなく、１

１６やウェブ等で簡単に申し込める仕組みが整っている。 

③ 契約を締結することで競合するイー・アクセスに対して、ＮＴＴ西日本

の営業戦略や営業手法等の経営に直結する重要な情報の流出が懸念され

る。 

 

（４）合意の内容 

 

① ＮＴＴ西日本とイー・アクセスは、本年３月３１日まで締結していた「受

付業務に関する覚書」に以下の点を追記した覚書を平成１７年度において

も締結する。 

a) 代行申込に関する手数料は設定しない。 

b) ＮＴＴ西日本とイー・アクセスは、覚書に基づく代行申込の遂行上知

り得た相手方の営業上の情報、技術上の情報、顧客情報及びその他一切

の情報（ＮＴＴ西日本又はイー・アクセスが知る前に公知の情報である

情報を除く。）をイー・アクセスのアクセスラインの販売勧奨等、代行

申込業務の遂行以外の目的で、自ら使用し、若しくは第三者に開示又は

漏洩しない。 

c) 前項の目的のため、イー・アクセスは、代行申込を実施するに当たっ

て、ＩＳＰ事業であるＡＯＬサービスとアクセス事業について、物理的、

組織的に遮断を行う。 

d) 覚書の更新に当たっては、当該期間におけるイー・アクセスによる代

行申込実績、ファイアウォールの実施状況及びＦＴＴＨへの参入状況を

踏まえ、ＮＴＴ西日本及びイー・アクセス双方で誠実に協議を行う。 

 

② 取次いだ利用者の開通情報については、ＮＴＴ西日本が開示を行う。 
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１４ 平成１７年７月８日申請事例（電気通信事業紛争処理委員会平成１７年７

月８日（争）第２号・同第３号）（接続に関する費用負担についてのあっせ

ん申請） 

 

（１）経過 

 

平成１７年 ７月 ８日 Ａ社、あっせんの申請（平成１７年（争）第２号

（以下「第２号」という。）及び同第３号（以下

「第３号」という。））（⇒（２）） 

７月１１日 Ｂ社に対し、あっせんの申請があった旨通知 

（第２号） 

Ｃ社に対し、あっせんの申請があった旨通知（第

３号） 

      あっせん委員（田中委員、瀬崎特別委員及び藤本

特別委員）指名（第２号及び第３号） 

８月２６日 Ｂ社、答弁書提出（第２号）（⇒（３）） 

Ｃ社、答弁書提出（第３号）（⇒（３）） 

８月２６日 Ａ社、Ｂ社及びＣ社からの答弁書に対する意見書

提出（第２号及び第３号） 

８月３１日 Ｂ社、Ａ社からの意見書に対する答弁書提出（第

２号） 

Ｃ社、Ａ社からの意見書に対する答弁書提出（第

３号） 

９月 １日 両当事者より意見等の聴取（第２号及び第３号併

合） 

あっせん案の提示（第２号及び第３号） 

９月２９日 両当事者より意見等の聴取（第２号及び第３号併

合） 

あっせん案の提示（第２号及び第３号） 

１０月 ４日 Ａ社、申請の取下げ（第２号及び第３号）（⇒（４）） 

あっせん手続の取りやめ（当事者への通知） 
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（２）申請における主な主張（第２号及び第３号） 

 

平成１７年２月、Ａ社が提供しているサービスの料金回収方式変更のため、

Ｂ社及びＣ社に網改造（ソフトウェア開発）の申込みを行ったところ、当該

開発に係る契約期限直前に、当該開発費用全額の預託金の申入れがあり、預

託金をめぐる協議が不調となったことから、ソフトウェア開発の希望日であ

る７月に着手されない状況に陥った。 

したがって、預託金に関する協議は継続して応じることを条件に、Ｂ社及

びＣ社が７月以降速やかに当該開発に着手するようあっせんを求める。 

 

（３）答弁書における主な主張（第２号及び第３号） 

 

Ｂ社及びＣ社は、Ａ社に対し開発着手の６ヶ月前から、投資額を回収する

ための接続料の担保措置について、別途協議する旨通知している。 

また、Ｂ社及びＣ社は、預託金の預け入れ等による担保措置が講じられ、

当該ソフトウェア開発に必要な投資額を確実に回収できることが担保され

ることを前提に当該ソフトウェアの開発着手に応じる。 

 

（４）あっせん申請取下げについての事情説明（第２号及び第３号） 

 

Ａ社が提供しているサービスについて、サービス展開の見直しを行うこと

から、７月８日付けで電気通信事業紛争処理委員会にあっせん申請した案件

について取り下げる。 
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１５ 平成１８年８月９日申請事例（電気通信事業紛争処理委員会平成１８年８

月９日（争）第１号～第１４号）（接続に関する費用負担についてのあっせ

ん申請） 

 

（１）経過 

 

平成１８年 ８月 ９日 Ａ社等各社、あっせんの申請（平成１８年（争）

第１号～第１４号⇒（２）） 

８月１０日 Ｂ社に対し、あっせんの申請があった旨通知 

８月１１日 あっせん委員（森永委員長代理、尾畑特別委員及

び樋口特別委員）指名 

９月 ４日 Ｂ社、答弁書提出（⇒（３）） 

９月１１日 両当事者より意見等の聴取 

１０月１６日 Ａ社等各社、Ｂ社からの答弁書（９月４日付け）

に対する意見書提出 

１１月 ７日 Ｂ社、Ａ社等各社からの意見書（１０月１６日付

け）に対する答弁書提出 

１１月３０日 両当事者より意見等の聴取 

委員会の途中見解の提示 

１２月１４日 Ｂ社、網使用料算定に関する考え方提出 

平成１９年 １月１２日 Ａ社等各社、Ｂ社の考え方（１２月１４日付け）

に対する考え方提出 

１月２５日 Ｂ社、Ａ社等各社の考え方（１月１２日付け）に

対する考え方提出 

３月 ６日 Ａ社等各社、Ｂ社の考え方（１月２５日付け）に

対する考え方提出 

３月２３日 Ａ社等各社、申請の取下げ（⇒（４）） 

３月２７日 あっせん手続の取りやめ 

 

（２）申請における主な主張（第１号～第１４号） 

 

  ① 協議不調の理由及び経緯 

Ａ社等各社の網使用料については、従来、業界の標準的水準である、東

日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東西」

という。）の接続料（ＩＣ接続）と同じ水準（以下「ＬＲＩＣ水準
※
」とい

う。）により相互接続事業者と合意がなされてきた。 
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平成１７年３月、Ａ社等各社は、平成１６年度及び平成１７年度に適用

する網使用料について、ＬＲＩＣ水準で協定事業者に対して提案したとこ

ろ、Ｂ社は、３分５.３６円（平成１６年度当初認可ＮＴＴ東西ＩＣ接続

料）以上の水準は認められないとして協議が不調となった。 

  ② 申請の内容 

Ａ社等各社は、 

・ 自社網の網使用料水準について、通常、相互接続事業者とは業界の標

準的な水準であるＬＲＩＣ水準にて合意している 

・ 平成１７年度に関し、（実際のコストに基づき）網使用料水準を算出

したところ、ＬＲＩＣ水準を上回る水準となっている 

ことから、ＬＲＩＣ水準とは別の水準とすることについて合理的根拠が提

示されないのであれば、合意形成の可能な上限値としての業界の標準的水

準であるＬＲＩＣ水準にて合意するようあっせんを求める。 

※平成１６年度接続料は6.12円/3分(精算後)、平成１７年度接続料は7.09円/3分。 

 

（３）答弁書における主な主張（第１号～第１４号） 

 

電気通信役務の提供においては、各相互接続事業者が開発・営業・効率化

といった企業努力を継続して行うことにより、相互のネットワークの付加価

値を高め、利用者料金設定権の有無にかかわらず、利用者利便の向上と利用

者料金の低廉化を実現すべきである。 

また、通信量が減少しているＮＴＴ東西網とは異なりＡ社等各社の利用者

数及び通信量は増加しており、平成１６年度及び平成１７年度については、

平成１５年度当初の合意水準（５.３６円／３分）から、値上げする合理的

な根拠がなく、双方が合意に至らない場合には、事業者間の合意が成立して

いる水準での接続が継続されるべきである。 

 

（４）あっせん申請取下げについての事情説明（第１号～第１４号） 

 

Ａ社等各社は、本件対応の見直しを行った結果、平成１８年８月９日付け

で電気通信事業紛争処理委員会にあっせん申請した案件について取り下げ

る。 
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１６ 平成１９年３月２３日申請事例（電気通信事業紛争処理委員会平成１９年

３月２６日（争）第１号・同第２号）（接続協定の細目等についてのあっせ

ん申請） 

 

（１）経過 

 

平成１９年 ３月２３日 Ａ社、あっせんの申請（平成１９年（争）第１号

（以下「第１号」という。）及び同第２号（以下

「第２号」という。））（⇒（２）） 

３月２６日 Ｂ社に対し、あっせんの申請があった旨通知（第

１号） 

Ｃ社に対し、あっせんの申請があった旨通知（第

２号) 

３月３０日 Ｂ社、あっせんに応じる考えはない旨の報告（第

１号） 

Ｃ社、あっせんに応じる考えはない旨の報告（第

２号)（⇒（３）） 

４月 ５日 各当事者に対し、あっせんをしない旨通知 

 

（２）申請における主な主張（第１号及び第２号） 

 

   Ａ社は、アナログ電話サービスの提供に当たり、Ｂ社及びＣ社との間で、

通常の回線切替工事等とは異なる、一定の処理件数を保証した特別な受付・

工事体制整備を求める契約を締結する一方、次の事項を求め協議を行った。 
① 同契約で定めた費用負担（額）に関し、実費精算、実費の明細開示等 
② 通常の受付・工事体制下におけるＢ社及びＣ社の各工事等ごとの処理 
可能件数の開示 
しかし、Ｂ社及びＣ社は、これらに応じないとして協議が不調となったこ

とから、上記事項を義務付ける契約の締結についてあっせんを申請する。 
 

（３）あっせんに応じる考えはない旨の報告（第１号及び第２号） 

 

電気通信事業紛争処理委員会から通知があった、Ａ社を申請人とするあっ

せんの申請については、Ｂ社及びＣ社は、以下の理由から応じる考えはない

ので、その旨報告する。 

 



 Ⅱ－37

① Ｂ社及びＣ社はＡ社との間で双方合意の上締結した契約に従い対応し

たものであり、Ａ社が主張するような新たな契約締結に応じる考えはない。 

② Ａ社は、｢申込受付処理及び工事等処理に要する人員の確保等に係る費

用｣について、「本契約書は実費精算を前提として締結された」と主張して

いるが、そのような合意の事実は一切ない。 
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第２節 仲裁申請 

 

１ 平成１５年２月１４日申請事例（電気通信事業紛争処理委員会平成１５年２

月１４日（争）第１号）（接続に必要な設備の設置（工事）についての仲裁申

請） 

 

 

（１）経過 

 

平成１４年 ４月 ９日 あっせん打切り（平成１４年２月１２日（争）第

２号）（Ⅱ-５参照） 

平成１５年 ２月１４日 ソフトバンクＢＢ株式会社（以下「ソフトバンク

ＢＢ」という。）、仲裁の申請（⇒（２）） 

西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ西日本」

という。）に対し、仲裁の申請があった旨の通知 

２月２１日 ＮＴＴ西日本、仲裁の申請を行わない旨の報告（⇒

（３）） 

ソフトバンクＢＢに対し、仲裁の手続に入らない

旨の通知 

５月１６日 協議再開命令の申立て（Ⅱ-42参照） 

 

（２）申請において仲裁判断を求める事項 

 

ＮＴＴ西日本の端末回線との接続に係る工事の方法 

 

（３）申請を行わない旨の報告 

 

電気通信事業紛争処理委員会から通知があった、ソフトバンクＢＢを申請

人とする仲裁の申請については、ＮＴＴ西日本は仲裁申請を行わないので、

その旨報告する。 
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２ 平成１６年４月２日申請事例（電気通信事業紛争処理委員会平成１６年４月

５日（争）第１号・同第２号）（接続に関する費用負担についての仲裁申請） 

 
（１）経過 
 

平成１６年 ４月 ２日 東日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東日本」

という。）及び西日本電信電話株式会社（以下「Ｎ

ＴＴ西日本」という。）、仲裁の申請（平成１６年

（争）第 1 号（以下「第１号」という。）及び同

第２号（以下「第２号」という。））（⇒（２）） 

４月 ５日 平成電電株式会社（以下「平成電電」という。）

に対し、仲裁の申請があった旨の通知（第１号及

び第２号） 

４月２７日 平成電電、仲裁の申請を行わない旨の報告（第１

号及び第２号）（⇒（３）） 

ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本に対し、仲裁の手

続に入らない旨の通知（第１号及び第２号） 
１２月１７日 あっせんの申請（Ⅱ-32参照） 

 

（２）申請において仲裁判断を求める事項（第１号及び第２号） 

 

ＮＴＴ東日本（ＮＴＴ西日本）の接続約款等に基づき同社が提示した接続 

条件による、平成電電の電話網とＮＴＴ東日本（ＮＴＴ西日本）の法人向け 

ＩＰ電話網との接続を可能とするよう仲裁判断を求める。 

 

（３）申請を行わない旨の報告（第１号及び第２号） 

 

平成１６年４月５日付けで通知のあった、ＮＴＴ東日本（ＮＴＴ西日本） 

を申請人とする仲裁の申請があった件について、平成電電は仲裁申請を行わ

ないので、その旨通知する。 

 

（４）あっせんの申請 

 

仲裁手続終了後、ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本と平成電電の間で、ＮＴ

Ｔ東日本及びＮＴＴ西日本のＩＰ電話網と平成電電の電話網との接続に係

る協議がされたが、協議の進展が見込まれないことから、ＮＴＴ東日本及び
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ＮＴＴ西日本は、平成１６年１２月１７日に、ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日

本のＩＰ電話網と平成電電の電話網との接続を可能とするようあっせんを

求める申請を行った（事例１４(Ⅱ‐32)参照）。 
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【参 考】 

（電気通信事業紛争処理委員会事務局作成資料） 

 

ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本の法人向けＩＰ電話網と平成電電の電話網との接続経路 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＺＣ 

ＧＣ 

同番移行

【平成電電】 
【ＮＴＴ東日本及び

ＮＴＴ西日本】 

  

ＩＰ電話への 

同番移行を 

確認してZCへ 

（公衆網あての

電話が着信） 

（平成電電発信）  

ゲ ー ト

ウェイ 

ルータ 

【法人向けＩＰ電話網】

0AB-J “ 0AB-J ”

 
呼制御情報を 
ＧＣからＳＣＰに 
送るため一旦往復  

ＳＣＰ 

呼の制御 

◎

◎

◎ 

（ＮＴＴ東日本又はＮＴＴ西日本

等発信、平成電電選択中継）  

平成電電発（又は中継）ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本法人向け

ＩＰ電話着の経路 
ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本法人向けＩＰ電話発平成電電着の経路（ＮＴＴ東

日本及びＮＴＴ西日本主張の経路） 
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第３節 協定締結命令・協議命令申立て 

 

１ 平成１５年５月１６日申立て事例（基・電・料金サービス課平成１５年５

月１６日第１３４０号）(ＤＳＬサービスに係る接続協議再開命令の申立て) 

 

（１）経過 

 

平成１４年 ４月 ９日 あっせん打切り（平成１４年２月１２日（争）第

２号）（Ⅱ-５参照） 

平成１５年 ２月２１日 仲裁手続終了（平成１５年２月１４日（争）第１

号）（Ⅱ-22 参照） 

平成１５年 ５月１６日 ソフトバンクＢＢ株式会社（以下「ソフトバンク

ＢＢ」という。）、命令の申立て（⇒（２）） 

６月 ４日 総務大臣、西日本電信電話株式会社（以下「Ｎ 

ＴＴ西日本」という。）に対し、聴聞の開催につ 

いての通知、掲示 

６月１８日 総務大臣、ＮＴＴ西日本より聴聞（⇒（３）） 

７月 ３日 聴聞報告書の作成（⇒（４）） 

７月１６日 総務大臣、電気通信事業紛争処理委員会に諮問

（諮問第４号）（⇒（５）） 

８月２０日 電気通信事業紛争処理委員会、総務大臣に答申

（⇒（６）） 

８月２８日 総務大臣、ＮＴＴ西日本に対して接続協議の再開

を命令（⇒（７）） 

 

（２）申立てにおける主な主張 

 

① 申立ての内容 

ＤＳＬサービスに関し、ＮＴＴ西日本がその局舎内に設置する主配線

盤（ＭＤＦ）の端末回線側端子盤（Ｈ）及び加入者交換機側端子盤（Ｖ）

のジャンパ線接続端子を新たな接続点とする、ＮＴＴ西日本の電気通信

回線設備とソフトバンクＢＢの電気通信設備との接続について、ＮＴＴ

西日本との協議が不調のため、総務大臣による協議の再開の命令を申し

立てた。 
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② 協議不調の理由 

ソフトバンクＢＢは、平成１５年３月６日にＮＴＴ西日本に対し協議

を申し入れたが、同月２６日、ＮＴＴ西日本から接続請求には応じられ

ないと拒否された。 

 

（３）ＮＴＴ西日本の主な主張 

 

ソフトバンクＢＢの主張に従い協議再開命令を発することは、以下の理

由により、電気通信事業法第３８条及び第３９条第１項に反し、違法であ

る。 

① ソフトバンクＢＢによる申立ての実質は、ＮＴＴ西日本のＭＤＦ内部

のジャンパ線に係る工事を自社において行うことを求めるものである。

ＭＤＦジャンパ自前工事の是非に関する紛争は電気通信設備の設置・保

守に関する契約の締結に関する紛争としてあっせん手続の対象ではある

が、接続に関する協定の締結に関する紛争ではなく、協議再開命令の手

続の対象たり得ない。 

② ソフトバンクＢＢが申し立てる協定の内容は、次の理由から、電気通

信事業法第３８条本文にいう電気通信回線設備との接続ではない。 

ア ＮＴＴ西日本とソフトバンクＢＢとの間では、既に相互のネットワ

ークの接続を行っており、ソフトバンクＢＢが申し立てる協定の内容

は、ネットワーク間を結ぶという電気通信事業法第３８条本文による

接続の概念に反する。 

イ ＮＴＴ西日本は、日本電信電話株式会社等に関する法律により、加

入者回線と交換機端子との１対１の対応関係及び交換機端子までの加

入者回線の連続性を維持する加入者電話網を成立させる義務を有して

おり、ソフトバンクＢＢが申し立てる協定の内容は、「加入者電話網の

完全性」を侵害する。 

ウ ソフトバンクＢＢの要望する新たな接続点は、接続点に求められる

責任分界点としての機能を果たすことができない。 

③ ソフトバンクＢＢが申し立てる協定の内容は、接続約款の変更を必然

的に伴うものであり、その内容は、他の電気通信事業者や利用者に重大

な影響を与えるものであるから、二社間の協議で解決することを求める

協議再開命令の発令は適切ではなく、広く利用者や他事業者の意見を反

映した上で約款の改訂の是非を含む問題として慎重に審議されるべき事

項である。 
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④ ソフトバンクＢＢの要求が電気通信事業法上の接続に該当すると仮定

しても、ソフトバンクＢＢが求めるＭＤＦジャンパ線の自前工事を認め

ると、次のとおり、電気通信事業法第３８条各号に該当するため、ＮＴ

Ｔ西日本がこれに応じる義務はない。 

ア 故障、移転、ＤＳＬ接続事業者変更等の際に、他事業者によるジャ

ンパ線切り替え等が迅速に行われないことにより、電気通信役務の円

滑な提供に支障が生じるおそれがあり、結果として、利用者からの苦

情対応等の実務面への影響やＮＴＴ西日本の信用の失墜が生じ、ＮＴ

Ｔ西日本の利益を不当に害するおそれがある。 

イ 狭いスペースに複数の作業員が集中することにより、ジャンパ線切

り替え等の際の誤接続などの事故の増加が懸念されることから、電気

通信役務の円滑な提供に支障が生じるおそれがあり、またＮＴＴ西日

本の利益を不当に害するおそれがある。 

ウ 断線事故等の発生は不可避であり、その際の責任分担が不明確にな

ることから、電気通信役務の円滑な提供に支障が生じるおそれがあり、

またＮＴＴ西日本の利益を不当に害するおそれがあるとともに、事業

用電気通信設備の技術基準を遵守することが技術的又は経済的に著し

く困難である。 

エ ＮＴＴ西日本は、利用者に対するプライバシー保護の責任を果たす

ことができなくなり、また、社会の安全に対する脅威の可能性、安全

保障や外交への悪影響の発生の可能性も生じることから、電気通信役

務の円滑な提供に支障が生じるおそれがあるとともに、ＮＴＴ西日本

の利益を不当に害することとなる。 

オ ＭＤＦジャンパ線の工事は、ＮＴＴ西日本が行う部分と他事業者が

行う部分とに分割されることとなり、作業工程の増加が生じ、電気通

信役務の円滑な提供に支障が生じるおそれがあるとともに、ＮＴＴ西

日本の利益を不当に害することとなる。 

カ 複数の事業者による工事が統一的な指揮命令系統なく同時並行的に

実施され得ることになりかねず、ジャンパ工事作業中の人身事故発生

の可能性が高まることとなるが、これを防止することは技術的に著し

く困難であり、電気通信役務の円滑な提供に支障が生じ、かつＮＴＴ

西日本の利益を不当に害することとなる。 

⑤ ソフトバンクＢＢの要求は、ＮＴＴ西日本の財産権及び営業の自由を

侵害するものであり、工期短縮・工事費低減を根拠とする主張には理由

がなく、加入者電話網の準公共財性やライフラインとしての電話サービ

スの安定的提供に支障を及ぼすおそれがあることに鑑みても、協議命令
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を発する合理的理由はない。 

 

（４）聴聞報告書（要旨） 

 

ＮＴＴ西日本等の主張は、総務省の考え方を覆すに足るものではなく、

したがって、協議再開命令を出すことについて、電気通信事業紛争処理委

員会に諮問することが適当であるとされた。 

 

（５）諮問 

 

   平成１５年７月１６日諮問第４号（次のとおり） 

 

 

諮  問  書 

 

 電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第３９条第１項の規定に基

づきソフトバンクＢＢ株式会社から西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴ

Ｔ西日本」という。）に対する電気通信設備の接続に関する協議再開の命

令の申立てがあった。 

 当該接続が同法第３８条各号に掲げる場合に該当するとは認められな

いことから、ＮＴＴ西日本に対し電気通信設備の接続に関する協議再開を

命ずることとしたい。 

 よって、同法第８８条の１８の規定に基づき、上記のことについて諮問

する。 

 

 

（６）答申 

 

平成１５年８月２０日電委第５７号（次のとおり） 

 

 

答  申  書 

 

平成１５年７月１６日付け諮問第４号をもって諮問された事案につい

て、審議の結果、下記のとおり答申する。なお、その理由は、別紙のとお

りである。 
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記 

 

西日本電信電話株式会社に対し、電気通信事業法第３９条第１項の規定

に基づき、接続に関する協定の締結のため協議の再開を命ずることは、相

当である。 

ただし、本件接続に伴う工事に関しては、ソフトバンクＢＢ株式会社が

当然に行い得るものではなく、西日本電信電話株式会社に接続義務を履行

する責務があることを前提とした上で、その主体や方法について当事者間

で調整を行うべき事項であることを付言する。 

 

別 紙

 

第１ 本件の経過 

 

総務大臣は、平成１５年（以下、特に断らない限り同様）７月１６日、

当委員会に対し、電気通信事業法（以下「法」という。）第８８条の１８

の規定に基づき、法第３９条第１項の規定による電気通信設備の接続に関

する命令につき諮問をした。その経過は次のとおりである。 

 

１ ソフトバンクＢＢからの申立て 

 ソフトバンクＢＢ株式会社（以下「ソフトバンクＢＢ」という。）は、

３月６日、西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ西日本」という。）

に対し、法第３８条に基づき、電気通信設備の接続を請求し、接続につ

いての協定の締結を申し入れた。請求の要点は、ＮＴＴ西日本がその局

舎内に設置するＭＤＦの端末回線側端子盤（Ｈ）及び加入者交換機側端

子盤（Ｖ）のジャンパ線接続端子を新たな接続点として追加することで

あったが、同月２６日、ＮＴＴ西日本からその請求には応じられないと

拒否された。 

そこで、ソフトバンクＢＢは、４月４日、ＮＴＴ西日本に対して、協

議を終了する旨を通知し、５月１６日、総務大臣に対し、法第３９条第

１項に基づき、接続のための協議再開の命令を行うよう申し立てた。 

ソフトバンクＢＢによると、①新たに接続点を追加することは、法第

３８条各号に規定する請求の除外事由には該当せず、かつ、そうしても

責任の分界は明確であり、②自社の要望が実現することにより、ＭＤＦ

のジャンパ線工事を自ら実施すること、つまりはＭＤＦジャンパ線の自
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前工事が可能となり、ＤＳＬサービス申込者に対する工事期間の短縮及

び工事費用の低減というサービスの向上がもたらされるというのであ

る。 

 

２ ＮＴＴ西日本の主張 

 ＮＴＴ西日本は、ソフトバンクＢＢの申立てを入れて協議再開命令を

発することは法第３８条及び第３９条第１項の規定に違反すると主張

する。その理由の骨子は、以下のとおりである。 

(１) ＮＴＴ西日本の加入者回線とソフトバンクＢＢのＤＳＬサービ

スとの間には、ソフトバンクＢＢの法第３８条に基づく従前の請求に

より既に接続が実現しているから、これを超えてＮＴＴ西日本がソフ

トバンクＢＢの請求を受け入れなければならない理由はない。 

(２) ソフトバンクＢＢの接続請求は、その実質においてＭＤＦのジャ

ンパ線に係る工事を同社が自ら行うことを求めるものであるが、ＭＤ

Ｆジャンパ線の自前工事は、接続協定の対象ではなく、個別契約に定

められるべき事項であって、協議再開命令の対象とはされていない。

(３) ソフトバンクＢＢの請求を入れると、接続約款の変更をもたら

し、他の電気通信事業者や利用者などに重大な利害関係を及ぼすこと

になるから、協議再開命令により二社間で個別的に解決することは許

されない。 

(４) ソフトバンクＢＢの請求する箇所に接続点を設定することは、加

入者回線と交換機端子との一対一の対応関係及び交換機端子までの

加入者回線の連続性を絶ち、日本電信電話株式会社等に関する法律に

よりＮＴＴ西日本が維持を義務づけられている「加入者電話網の完全

性」を侵害することになる。 

(５) ソフトバンクＢＢが請求する接続箇所は、法が要求する責任分界

点の要件を充たしていない。 

(６) ソフトバンクＢＢが求めるＭＤＦジャンパ線の自前工事を認め

ると、故障・移転・ＤＳＬ事業者変更などの際に電気通信役務の円滑

な提供を行うことが困難になる。さらに、誤接続などの事故の増加、

保守責任の不明確化、プライバシーへの悪影響、複数事業者の工事の

施工に伴う分割損の発生、工事の安全性の低下等が予想される。こう

した事態は、現在、ＮＴＴ西日本がその責任で工事を行うことにより、

最小限に抑えているのであって、ソフトバンクＢＢに自前工事を認め

れば、現在のような円滑な役務の提供は困難になるから、法第３８条

第１号及び第２号に掲げる接続義務の除外事由に当たる。 
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３ 総務大臣の諮問 

  総務大臣は、６月１８日、ＮＴＴ西日本を当事者とする聴聞を開催し

た上で、７月１６日、当委員会に対し、諮問を行った。諮問の要点は、

ソフトバンクＢＢがジャンパ線設置工事を行う場合には、当事者間にお

いて、その実施方法を検討・協議する必要があるが、法第３８条各号に

掲げる場合に該当するとは認められないので、ＮＴＴ西日本に対して協

議の再開を命ずることが相当と考えるというものである。 

 

４ 委員会の審議 

当委員会は、７月１６日、総務大臣からの諮問を受け、即日、委員会

を開催して諮問内容について説明を受けた。 

当委員会は、その後７月２９日、８月６日、同月１２日、同月１３日

及び同月２０日に委員会を開いて審議し、本答申を取りまとめた。 

 

第２ 検 討 

 

１ 第３８条本文による接続の義務の存否 

(１) 法第３８条は、「第一種電気通信事業者は、他の電気通信事業者か

ら当該他の電気通信事業者の電気通信設備をその電気通信回線設備に

接続すべき旨の請求を受けたときは、次に掲げる場合を除き、これに応

じなければならない」と規定し、同条各号に列挙する除外事由に該当す

る場合を除いて第一種電気通信事業者に対し接続の請求に応じる義務

を課している。 

  この各号に列挙する事由の存否については２で検討することとし、ま

ず本文による接続の義務の存否について検討すると、この規定は、ＮＴ

Ｔ西日本が、ソフトバンクＢＢから、ＮＴＴ西日本の「電気通信回線設

備」にソフトバンクＢＢの「電気通信設備」を接続すべき旨の請求を受

けたときは、ＮＴＴ西日本はその請求に応じなければならない旨を明確

に定めている。 

そして、ソフトバンクＢＢの請求によると、ＮＴＴ西日本の「電気通

信回線設備」は、局舎内に設置してあるＭＤＦの端末回線側端子盤（Ｈ）

のジャンパ線接続端子と加入者交換機側端子盤（Ｖ）のジャンパ線接続

端子とを接続点とする設備であり、ソフトバンクＢＢの「電気通信設備」

は、新たにＮＴＴ西日本の局舎内に用意するＭＤＦの端子盤及びそのジ

ャンパ線接続端子とＮＴＴ西日本の接続端子とを結ぶジャンパ線であ
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るというのであるから、その請求は法第３８条本文の規定に該当してい

るものということができる。 

これに対し、ＮＴＴ西日本は、種々の理由を挙げて、ソフトバンクＢ

Ｂの請求はその規定に該当しないと主張している。そこで、以下、主要

な主張について付言しておくこととする。 

(２) ＮＴＴ西日本は、第一に、ＮＴＴ西日本の加入者回線とソフトバン

クＢＢのＤＳＬ設備との間には、ソフトバンクＢＢの法第３８条に基づ

く従前の請求により既に接続が実現しているから、これを超えてＮＴＴ

西日本がソフトバンクＢＢの請求を受け入れなければならない理由は

ないと主張している。すなわち、ソフトバンクＢＢの設備であるスプリ

ッタ等のＤＳＬ設備とＮＴＴ西日本がＤＳＬ設備との接続のために追

加的に設定したＭＤＦの端子盤（Ｈ）及び（Ｖ）のスプリッタ側端子の

箇所（以下「既存接続箇所」という。）で接続を行っている。しかるに、

ソフトバンクＢＢは、今回新たに既存接続箇所とは異なる箇所、具体的

にはＭＤＦの端子盤（Ｈ）及び（Ｖ）のジャンパ線接続端子の両箇所（以

下「新接続箇所」という。）での接続を請求している。しかし、法第３

８条は、ＮＴＴ西日本に対し、そのネットワークとソフトバンクＢＢの

ＤＳＬサービスという２つのネットワークを結ぶ接続を義務づけてい

るにとどまるから、ＮＴＴ西日本は、既存接続箇所を設けていることに

よりその義務を果たしているというのである。 

しかしながら、法第３８条にいう「電気通信設備の接続」とは、規定

上、接続箇所を限定していないばかりか、その沿革に照らすと、技術的

に接続が可能なすべての箇所における接続を意味することが明らかで

ある。 

すなわち、法第３８条及びこれに対応する第３９条第１項は、平成９

年に改正され、はじめて接続の一般的義務が規定されたのであるが、改

正の契機となったのは、本件と同様に既存の接続箇所とは別の接続箇所

を請求する事案が発生したことであった。この事案の申立て事業者は、

新しい接続箇所で相手方事業者の設備と接続することを求めたが、相手

方事業者はこれを認めず、紛争が長びいた。そのため、郵政大臣は、接

続の基本的ルールの在り方について電気通信審議会に対し諮問し、同審

議会は、平成８年１２月１９日の答申において、「第一種電気通信事業

者のネットワークについては、（中略）正当な理由がある場合を除き、

他事業者に対する接続協定の締結を義務付けること」、「技術的に接続が

可能なすべての不可欠設備上のポイントにおける接続が提供されるこ

と」を提言した。郵政省は、この審議会の答申を受けて法の改正作業に
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着手し、翌年成立した「電気通信事業法の一部を改正する法律」（平成

９年６月２０日法律第９７号）により、答申内容が法第３８条及び第３

９条第１項として盛り込まれたのである。 

また、平成９年の法改正作業と並行して、「サービスの貿易に関する

一般協定の第四議定書」（平成１０年条約第１号）の合意・批准作業が

進められていたが、その附属文書中に「主要なサービス提供者との相互

接続については、伝送網の技術的に実行可能ないかなる接続点において

も確保する」とする規定があったところから、国内においてこれを担保

する法令として平成９年改正後の法第３９条第１項を設けたものと理

解されている。 

したがって、この点の主張は理由がない。 

(３) ＮＴＴ西日本は、第二に、ソフトバンクＢＢは本件接続請求によっ

て同社が発注するジャンパ線の自前工事が実現されるものと期待して

本件請求をしているが、これは自前工事を前提とする請求であるから、

法第３８条に規定する「接続すべき旨の請求」には該当しないと主張す

る。 

確かに、ソフトバンクＢＢが本件接続の実現によって自前工事が可能

となるものと期待していることは同社の命令申立書の記載から認めら

れるが、本件申立ては、あくまで法第３８条に依拠して協議の再開を求

めるものであり、申立人がそのような主観的な期待を有しているからと

いって当該接続請求を同条の適用対象外のものとすることはできない。

また、およそあらゆる接続請求は、その接続を通じて得られる利点を電

気通信役務の向上に活かすことを期待して行われるものであるから、ソ

フトバンクＢＢによる本件接続請求も、法第３８条の「接続すべき旨の

請求」に当たるとすることに問題はない。 

したがって、この点の主張は理由がない。 

(４) ＮＴＴ西日本は、第三に、本件命令によってＮＴＴ西日本がソフト

バンクＢＢの請求に応じる場合には、現行の接続約款の規定によらない

条件で接続を行うことになり、接続約款の変更又は法第３８条の２第７

項に基づく接続協定の締結についての総務大臣の認可を経なければな

らないので、第一種指定電気通信設備との接続に関しては個別的紛争解

決手段である接続命令の規定は適用されないものと解すべきであると

主張する。 

しかしながら、接続協議を行うことと、協議の結果締結される接続協

定の内容がいかなるものとなるかとは、別個の問題である。また、法第

３８条の２第２項は、接続約款の作成を義務づけているが、同時に、当
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事者間の協議結果に基づいて接続約款を変更することを予定しており、

さらに、同条第７項は、認可接続約款により難い特別な事情があるとき

は総務大臣の認可を受けて認可接続約款の内容と異なる接続協定を締

結することができる旨を規定している。 

したがって、この点の主張は理由がない。 

(５) ＮＴＴ西日本は、第四に、日本電信電話株式会社等に関する法律は、

同社に対し、他の電気通信事業者の電気通信回線設備を介することな

く、「各加入者回線と各利用者に割当てられた交換機端子が一対一で対

応していること」及び「各利用者端末（電話機）から交換機端子まで引

かれる加入者回線が遮断されることなく連続していること」を満足する

加入者電話網を維持し、あまねく電話サービスを適切、公平かつ安定的

に提供することを要求しているのに、ソフトバンクＢＢが請求する新た

な接続箇所を認めると、加入者側終端装置から交換機端子に至るまでの

加入者回線が他事業者設備に遮断されて加入者電話網の完全性が侵さ

れることになるから、そのような接続形態は、法第３８条の「接続」に

は含まれていないと解すべきであると主張する。 

確かに、日本電信電話株式会社等に関する法律第２条第３項は、地域

電気通信業務の定義として、「同一の都道府県の区域内における通信を

他の電気通信事業者の設備を介することなく媒介することのできる電

気通信設備を設置して行う電気通信業務」と定めているが、これは、接

続を義務づけている法を前提として理解すべきものであり、法の義務を

制約する根拠になるものではない。現に、ＮＴＴ西日本とソフトバンク

ＢＢとの間の既存の接続においても、ソフトバンクＢＢの設備を利用し

てＮＴＴ西日本の電話役務を提供しているのである。 

したがって、この点の主張は理由がない。 

(６) ＮＴＴ西日本は、第五に、本件の接続請求におけるジャンパ線の管

理は法の要求する責任分界点の要件を充たしていないので、ＮＴＴ西日

本はこれに応じる義務はないと主張する。 

法第４１条第２項第５号は、第一種電気通信事業者が維持すべき技術

基準として、「他の電気通信事業者の接続する電気通信設備との責任の

分界が明確であるようにすること」を規定している。この規定は、事業

用電気通信設備規則が、「事業用電気通信回線設備は、分界点において

他の電気通信事業者が接続する電気通信設備から切り離せるものでな

ければならない」こと（第２３条第２項）、及び「分界点において他の

電気通信設備を切り離し又はこれに準ずる方法により当該事業用電気

通信回線設備の正常性を確認できる措置が講じられていなければなら
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ない」こと（第２４条）を要請していることと併せ考えると、設備にお

ける責任の切分けが物理的に明確であることを求める趣旨であること

が明白である。これを本件の接続請求についてみると、個別のジャンパ

線をどの事業者が設置したものかが明らかになっていれば、物理的な責

任分界は明確である。 

したがって、この点の主張は理由がない。 

(７) 以上のとおり、ソフトバンクＢＢがＮＴＴ西日本に対してした本件

接続請求は、法第３８条本文に適合した請求である。 

 

２ 法第３８条各号の該当性 

(１) 次に、法第３８条本文の除外事由を定めている各号の該当性につい

て検討する。 

同条各号は、接続の請求を受ける第一種電気通信事業者の利益と接続

を求める電気通信事業者の利益を調和するため、接続除外事由として、

「電気通信役務の円滑な提供に支障が生ずるおそれがあるとき」（第１

号）、「当該接続が当該第一種電気通信事業者の利益を不当に害するおそ

れがあるとき」（第２号）、「前二号に掲げる場合のほか、総務省令で定

める正当な理由があるとき」（第３号）と定め、電気通信事業法施行規

則第２３条は、上記の法第３８条第３号に基づき、「電気通信設備の接

続を請求した他の電気通信事業者がその電気通信回線設備の接続に関

し負担すべき金額の支払いを怠り、又は怠るおそれがあること」(第１

号)と「電気通信設備の接続に応ずるための電気通信回線設備の設置又

は改修が技術的又は経済的に著しく困難であること」(第２号)という二

つを除外事由として定めている。 

(２) ＮＴＴ西日本は、この点につき、ソフトバンクＢＢがジャンパ線の

設置工事を自ら発注して行うことにより、同社の電気通信役務の円滑な

提供に様々な支障が生じるので、法第３８条第１号及び第２号の事由に

当たると主張している。 

平成９年に法第３８条が改正されて接続義務が定められた当時の理

解としては、同条第１号の事由は、電気通信回線設備の損傷や機能障害、

役務の品質維持の困難といった事由、具体的には接続の請求を受けた第

一種電気通信事業者の電気通信役務を提供するための電気通信回線設

備に損傷や障害等をもたらすような場合であると想定されており、本件

接続工事を実施する際にも、その態様のいかんによっては、程度の差は

あっても同じような危険が生じる可能性もないとは言い切れない。 

しかしながら、３において述べるとおり、新接続箇所における接続の
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是非とその工事を誰がどのように行い、こうした危険を防止するかは、

別の問題である。 

したがって、この点の主張は理由がなく、他に除外事由があると認め

るべき事情はない。 

(３) 以上のとおり、本件接続が法第３８条各号に掲げる接続の除外事由

に該当するとは認められない。 

 

３ ジャンパ線自前工事の是非 

(１) ソフトバンクＢＢは、その申立書にあるとおり、本件接続請求が入

れられれば、ＭＤＦジャンパ線の自前工事を行うことが可能となり、そ

れによりサービスの向上がもたらされると考え、その請求を行ったもの

である。 

他方、ＮＴＴ西日本は、ソフトバンクＢＢが求めるＭＤＦジャンパ線

の自前工事が行われると、故障・移転・ＤＳＬ事業者変更などの際に電

気通信役務の円滑な提供を行うことが困難になるばかりか、誤接続など

の事故の増加、保守責任の不明確化、プライバシーへの悪影響、複数事

業者の工事の施工に伴う分割損の発生、工事の安全性の低下等が予想さ

れると主張している。 

この争点は、本件接続に関する協定を締結するため協議の再開を命じ

るべきか否かとは別個の問題ではあるが、両社間では不可分一体の問題

として捉えられており、実質上本件の最大の対立点となっている。した

がって、当委員会が協議の再開を命じるべきであるとの答申をするにつ

いては、その命令と自前工事の問題とがいかなる関係に立つのかについ

ての当委員会の理解を示しておくことが必要であり、妥当でもあると考

えられる。 

そこで、以下、この観点から当委員会の理解を若干示しておくことに

したい。 

(２) まず、ソフトバンクＢＢがＭＤＦジャンパ線を所有し、これを法第

３８条にいう「電気通信設備」の一部とすることについて、その意味と

効果を検討する。 

ソフトバンクＢＢがＮＴＴ西日本に対し新接続点の追加を請求し、併

せてその接続点に至るジャンパ線を自社で用意するというのであるか

ら、ジャンパ線の所有権がソフトバンクＢＢに帰属し、責任分界点がジ

ャンパ線のＮＴＴ西日本側の接続点となることは明らかである。 

また、ソフトバンクＢＢがＮＴＴ西日本に対し新接続点での接続を請

求したためこのジャンパ線が必要になるのであるから、これを敷設する
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ための費用は、接続を請求したために生じる費用として原則としてソフ

トバンクＢＢが負担すべきことも明らかである。 

さらに、ジャンパ線を敷設してＮＴＴ西日本の端子と接続する工事

は、ソフトバンクＢＢのための工事であることも明らかである。 

しかしながら、それらのことは、ソフトバンクＢＢが当然にジャンパ

線の敷設や接続の工事をＮＴＴ西日本の意思に優越して自由に行い得

ることを意味するものではない。なぜなら、その工事は、必然的にＮＴ

Ｔ西日本の設備を利用し、これに影響を与えるものであるから、ＮＴＴ

西日本による自社の設備の利用と抵触することが避けられず、ＮＴＴ西

日本との間で調整することが必要となるからである。 

(３) そこで、両事業者の設備が競合する場合における工事の主体と方法

についての法制をみると、次のような経過がある。 

郵政大臣は、平成８年１２月１９日の電気通信審議会の答申「接続の

基本的ルールの在り方について」を受け、指定電気通信設備との接続に

関する制度を導入する等の電気通信事業法改正案を国会に提出した。コ

ロケーション設備の工事について、同答申は、「セキュリティの確保等

の観点から、特定事業者による保守受託の形態で行うことも認められる

べきである」と提言し、「電気通信事業法施行規則の一部を改正する省

令」（平成９年１１月１７日郵政省令第８１号）により、「他事業者が接

続に必要な装置を指定電気通信設備を設置する第一種電気通信事業者

の建物並びに管路、とう道及び電柱等に設置する場合において負担すべ

き金額及び条件」を接続約款に定めるべきことが規定された。他方、コ

ロケーション設備の工事主体については、接続約款を作成する事業者が

任意に定めることができることとされたので、当時の日本電信電話株式

会社は、コロケーション設備の設置及び保守を原則として同社自身で行

うことを接続約款に規定し、郵政大臣の認可を受けた。すなわち、この

時点では、接続事業者の所有する設備であっても、日本電信電話株式会

社がその工事を実施するとされていたのである。 

ところが、このような接続約款の下では接続の円滑化というコロケー

ションの目的が十分に達成されないおそれがあることが次第に認識さ

れるようになったため、平成１２年２月１８日の電気通信審議会の答申

において、郵政大臣に対して、「コロケーションに際して、接続事業者

が工事や保守を行うことに関して、その手続等が円滑な接続のために重

要であることに鑑み、これを接続約款において規定するようルールを整

備すること」が要望された。これを受け、郵政大臣は、「電気通信事業

法施行規則の一部を改正する省令」（平成１２年９月１３日郵政省令第



 Ⅱ－55

５５号）により、「他事業者が工事又は保守を行う場合の手続」を接続

約款に規定すべき事項として追加し、それに基づく接続約款の規定が設

けられたことにより、接続事業者がコロケーション設備の自前工事を選

択して指定電気通信設備を設置する第一種電気通信事業者に請求する

ことも可能となった。 

現行のＮＴＴ西日本の接続約款第９５条第１項第３号は、そのための

規定であるが、この規定は、同項本文の「接続に必要な装置等を設置す

るためのスペースの利用を開始する場合」という文言からも明らかなと

おり、コロケーションを認められたスペース内で接続事業者が保有する

設備を設置する際の手続を規定したものであって、これと他の事業者が

自己の設備を管理する権利との競合関係を調整するものと解すること

はできない。つまりは、接続請求事業者が自前工事を行うこととしても

ＮＴＴ西日本その他の事業者のための設備に支障を及ぼすおそれのな

い場合についての規定であって、この規定を根拠として、ソフトバンク

ＢＢが本件接続のためのジャンパ線の敷設や接続を当然に自前工事と

して実施することができることにはならないのである。 

  以上の経緯と接続約款の規定を前提とすると、コロケーション設備の

設置工事の主体に関しては、法は、基本的には事業者間の協議に委ねて

おり、いずれか一方が当然にその主体になるものとは定めていないと解

される。 

  そのことは、前述したとおり接続が相互に設備を利用するという関係

にあり、工事の実施によって必然的に相互に影響を及ぼすことになると

いうこの工事の本質を反映した結果であると考えられる。 

(４) 本件接続のための工事についてみると、①既存のＮＴＴ西日本所有

のジャンパ線を切断する作業、②ソフトバンクＢＢのジャンパ線を敷設

して接続する作業が必要となるが、①については、ＮＴＴ西日本の了解

なしにソフトバンクＢＢがその工事を行うことができないのはもちろ

んであり、②についても、ＮＴＴ西日本の多数のジャンパ線が混在する

狭隘な場所で、他の競合する工事と並行して行うことになり、他のジャ

ンパ線との接触や他の工事人との接触が予想されるため、その工事の主

体や方法についてソフトバンクＢＢとＮＴＴ西日本が緊密に協議をし

て行うべきものというべきである。本件接続工事の主体については、ソ

フトバンクＢＢ及びＮＴＴ西日本の主張並びに総務大臣から示された

命令案において、ソフトバンクＢＢがＭＤＦジャンパ線の自前工事を行

うことを前提とするかのような記述があるが、当委員会は、上述したと

おり、工事は、その主体や方法についてソフトバンクＢＢとＮＴＴ西日
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本とが協議して行うべきものと解する。 

(５) このように、本件接続に伴う工事に関しては、ソフトバンクＢＢが

当然に行い得るものではなく、当事者間で調整すべき事項である。した

がって、新接続箇所での接続義務を負うＮＴＴ西日本は、迅速、安価、

安全かつ公平な接続を目指して接続義務を誠実に履行する責務がある

とともに、他方、ソフトバンクＢＢも、ＮＴＴ西日本の役務提供に支障

を及ぼさない具体的な提案を行うことが求められる。当委員会として

は、今後、当事者間において、誠意のある協議を行い、早期に妥当な結

論が得られることを切に期待する。 

 

第３ 結 論 

 

当委員会は、以上の理由により、本件接続協議の再開命令を発すること

が正当であると判断する。 

 

 

（７）命令 

 

   西日本電信電話株式会社あて平成１５年８月２８日総基料第１３７号

（次のとおり） 

 

 

電気通信設備の接続について（命令） 

 

 電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号。以下「法」という。）第３

９条第１項の規定に基づき、ソフトバンクＢＢ株式会社（以下「ＳＢＢ」

という。）の申立てに係る貴社の電気通信設備である端末回線側ＭＤＦの

ジャンパ線側端子及び加入者交換機側ＭＤＦのジャンパ線側端子とＳＢ

Ｂの電気通信設備との接続に関して、接続に関する協定の締結の協議再開

を命ずる。 

 

（理由） 

 ＳＢＢは、かねてから実現を要望しているＭＤＦのジャンパ工事を自

ら実施することが可能となるよう、貴社に対し、平成１５年３月６日付

け文書により、ＳＢＢの電気通信設備と、貴社の電気通信回線設備であ

る端末回線側ＭＤＦのジャンパ線側端子及び加入者交換機側ＭＤＦの
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ジャンパ線側端子との相互接続を要望したが、貴社は同月２６日付け文

書により、この要望に応えられないと回答した。このため、ＳＢＢは、

同年４月４日付け文書により、貴社との協議を終了させ、同年５月１６

日付けで法第３９条第１項の規定に基づき、別紙（略）のとおり、前述

の相互接続に関する協議の再開の命令の申立てを行った。 

 ＳＢＢの申立てに係る接続は、貴社の電気通信回線設備との新たな接

続の請求であることから、法第３８条各号に掲げる場合に該当すると認

めるときを除き、これに応じなければならない。当該接続については、

当事者間において、貴社の役務提供に支障を及ぼすことのないよう、ジ

ャンパ工事の主体や方法を含めその実施方法を検討・協議する必要はあ

るが、法第３８条各号に掲げる場合に該当するとは認められず、貴社が

本件に係る電気通信回線設備の接続の請求に応じないことには理由が

認められない。 
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（電気通信事業紛争処理委員会事務局作成資料） 
 

西日本電信電話株式会社（NTT 西）とソフトバンクＢＢ株式会社（SBB）の間の接続 

 

 現在の接続形態  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 答申で協議再開命令を相当と認めた接続形態  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ
Ｓ
Ｌ
Ａ
Ｍ 

音声＋ 

データ データ 

音声 

音声＋ 

データ 

音声＋データ 音声 

ス
プ
リ
ッ
タ 

音声 

SBB 

IP 網 

電話網 

撤去

ＮＴＴ西局舎 

Ｄ
Ｓ
Ｌ
Ａ
Ｍ 

音声＋ 

データ データ 

音声 

音声＋ 

データ 

音声＋データ 音声 

ス
プ
リ
ッ
タ 

音声 

SBB 

IP 網 

電話網 

撤去 

ＮＴＴ西局舎 

：ＰＯＩ 

：ＰＯＩ

ＭＤＦ 

（Ｈ） 

ＭＤＦ 

（Ｖ） 

データ 

データ 

【参 考】 
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第４節 細目裁定申請 

 
１ 平成１４年７月１８日申請事例（基・電・料金サービス課平成１４年７月 

１８日第１０８９号）(利用者料金の設定に関する細目についての裁定の申請) 

 

（１）経過 

 

平成１４年 ７月１８日 平成電電株式会社（以下「平成電電」という。）、

裁定の申請（９月１９日及び同月２４日に補正申

請書提出）（⇒（２））  

        ７月１９日 株式会社エヌ･ティ･ティ･ドコモ北海道、株式会 

社エヌ･ティ･ティ・ドコモ東北、株式会社エヌ･

ティ･ティ・ドコモ、株式会社エヌ･ティ･ティ・

ドコモ東海、株式会社エヌ･ティ･ティ・ドコモ北

陸、株式会社エヌ･ティ･ティ・ドコモ関西、株式

会社エヌ･ティ･ティ・ドコモ中国、株式会社エヌ･

ティ･ティ・ドコモ四国、株式会社エヌ･ティ･テ

ィ・ドコモ九州、ケイディーディーアイ株式会社、

沖縄セルラー電話株式会社、株式会社ツーカーセ

ルラー東京、株式会社ツーカーホン関西、株式会

社ツーカーセルラー東海及びジェイフォン株式

会社（以下「携帯電話事業者１５社」という。）

に対し、裁定の申請があった旨の通知 

             ８月 ９日 携帯電話事業者１５社、答弁書提出（⇒（３）） 

        ９月２０日 総務大臣、電気通信事業紛争処理委員会に諮問

（諮問第３号）（⇒（４）） 

１０月 ２日 平成電電及び携帯電話事業者１５社、総務大臣

諮問書についての意見の提出 

       １０月２４日 沖縄セルラー電話株式会社を除く携帯電話事業

者１４社、再意見の提出 

       １１月 ５日 電気通信事業紛争処理委員会、総務大臣に答申

（⇒（５）） 

            総務大臣に対して勧告（電委第１１５号）（Ⅱ- 

102 参照） 

１１月２２日 総務大臣、平成電電及び携帯電話事業者１５社
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に対し、裁定について通知（⇒（６）） 

 

（２）申請における主な主張 

 

① 裁定を求める事項 

 

次の接続形態についての利用者料金設定権の帰属 

・ＮＴＴ地域～中継事業者（平成電電）～携帯事業者（ＮＴＴドコモ 7） 

・平成電電直収～ＮＴＴ地域～携帯事業者（ＮＴＴドコモ） 

・ＮＴＴ地域～中継事業者（平成電電）～携帯事業者（ＫＤＤＩ8・沖

縄セルラー9・ツーカーセルラー10・ジェイフォン 11） 

 

② 協議不調の理由 

 

携帯電話事業者は、携帯電話事業者が利用者料金を設定すべきであると

して、平成電電が利用者料金を設定したいとの考えを受け入れなかったた

め、協議が不調に至った。 

 

③ 平成電電に料金設定権が必要である理由 

 

ア 平成電電が企業努力により獲得した利用者に対しては自身が設定す

る割安な料金が適用されるべきである。 

イ 携帯電話事業者各社が現在設定している料金は、平成電電が設定可能

と考える料金水準より高い。 

 

                                                        
7 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ北海道、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ東北、株

式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ東海、株式会社エヌ・

ティ・ティ・ドコモ北陸、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ関西、株式会社エヌ・ティ・

ティ・ドコモ中国、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ四国、株式会社エヌ・ティ・ティ・

ドコモ九州 
8 ケイディーディーアイ株式会社 
9 沖縄セルラー電話株式会社 
10 株式会社ツーカーセルラー東京、株式会社ツーカーホン関西、株式会社ツーカーセルラ 

ー東海 
11 ジェイフォン株式会社 
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（３）答弁書における主な主張 

 

① ＮＴＴドコモ 

ア 平成電電の裁定申請は、双方の協議の積重ねに全く反し、次に示す

理由で、唐突な内容を申請の対象としたものであって、電気通信事業

法第３９条第３項の要件を欠くものである。 

1) 本件裁定申請のうち平成電電直収接続に係る部分について、平成

電電が料金設定権についての協議が調わなかったとする主張は、実

際には合意に至っていることから、当該裁定申請は、却下されるべ

きである。 

2) 本裁定申請のうち平成電電中継接続に係る部分は、電気通信事業

法第３９条第３項の裁定申請の要件を満たしておらず、当該裁定申

請は、却下されるべきである。 

3) そもそも電気通信事業法第３９条第３項の裁定制度は、謙抑的・

自制的に運用される必要がある。 

イ コスト・機能の大半を占める事業者が料金設定を保有することによ

り、競争に伴うコスト削減努力の結果を料金値下げに反映することが

可能となるものであり、現に料金低減化努力を行ってきたところであ

ることも踏まえると、携帯事業者が料金設定するのが妥当かつ適切で

ある。 

ウ そもそも中継接続を許容し、かつ、当該接続に係る料金設定権を申

請人とすることについては、当社の利益を不当に害するおそれがある。 

 

② ＫＤＤＩ及び沖縄セルラー 

ア 平成電電との協議は、まだ緒に就いたばかりであり、具体的条件を

協議する段階に至っていないことから、電気通信事業法第３９条第３

項の要件に該当しない。 

イ このような協議不十分な状況において、具体的かつ確定的な条件に

ついて協議に代わるべき裁定がなされた場合には、行政権により協定

内容のほとんどすべてが形成されることとなり、今後、裁定制度の濫

用を招くなど、事業者間の信義に則った協議が覚束なくなるおそれが

ある。 

ウ 電気通信事業法第３９条第３項の細目裁定制度は、協定の細目につ

いて協議が調わない場合の措置を定めたものと理解されるが、平成電

電が主張する料金設定権の所在は、事業者間合意の要諦として経営上

極めて重要な事項であり、本来的に電気通信事業法第３９条第３項の
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細目裁定になじまないものと考えられることから、その発動はより慎

重になされるべきである。 

 

③ ツーカーセルラー 

ア 平成電電からの接続の要望に対して第一次回答を行ったばかりの状

況であり、ほとんど協議も行われていない状況で裁定申請が行われた

ことについて、極めて異例の裁定申請として誠に遺憾に感じている。 

イ このような裁定申請を容認してしまうと、平成電電との接続に限ら

ず、今後のすべての相互接続の実施において、事業者間の誠意篤実に

基づいた協議を尊重する接続ルールの精神が遵守されないこととなり、

円滑な相互接続の実現の土台となる事業者間の信頼関係を大きく損な

う先例となる。 

 

④ ジェイフォン 

ア 選択中継サービスとの接続における主要機能（位置登録やハンドオ

ーバ等）を提供する携帯電話事業者が利用者料金を設定することには

合理性があり、料金水準とは別の議論である。 

イ 料金設定の在り方に限らず、そもそも選択中継サービスの実現に当

たっては「電気通信設備への影響と技術的課題」、「ネットワークの効

率性とコストの問題」、「電気通信業界及び市場に与える影響」等、多

岐に渡る検討事項が存在する。これらについての問題解決、各種整理

がなされない限り、料金設定権のみについて論じることは意義がない。 

ウ 選択中継サービスの波及に伴い、仮に固定発携帯着の料金設定権が

固定系事業者に移行することとなった場合には、既に市場支配力を有

する第一種指定電気通信設備を設置する事業者の独占を更に強めるこ

ととなり、公正競争の促進という今般の競争政策の方向性と相反する

結果が生ずることも大いに危惧される。 

エ 平成電電との選択中継サービスに係る協議については、未だ協議開

始から１ヶ月程しか経過しておらず、検討事項の抽出を実施している

等、現在も協議中との認識であり、当事者間の議論が不十分な状況に

ある。 
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（４）諮問 
 

平成１４年９月２０日電委諮問第３号（次のとおり） 

 

 

諮  問  書 

 

 電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第３９条第３項の規定に基

づき、平成電電株式会社から、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ北海道、

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ東北、株式会社エヌ・ティ・ティ・ド

コモ、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ東海、株式会社エヌ・ティ・テ

ィ・ドコモ北陸、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ関西、株式会社エヌ・

ティ・ティ・ドコモ中国、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ四国、株式

会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ九州、ケイディ－ディ－アイ株式会社、沖

縄セルラー電話株式会社、株式会社ツーカーセルラー東京、株式会社ツー

カーホン関西、株式会社ツーカーセルラー東海及びジェイフォン株式会社

の電気通信設備との接続に関する裁定の申請があった。 
 よって、同法第８８条の１８の規定に基づき、本件裁定について諮問す

る。 

 

（５）答申 
 

平成１４年１１月５日電委第１１５号（次のとおり） 
 

 

答  申  書 
 

 平成１４年９月２０日付け諮問第３号をもって諮問された事案につい

て、審議の結果、下記のとおり答申する。なお、その理由は、別紙のとお

りである。 
 

記 

 

１ ＮＴＴドコモ・グループに対する接続請求について 

  株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ北海道、株式会社エヌ・ティ・テ

ィ・ドコモ東北、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ、株式会社エヌ・
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ティ・ティ・ドコモ東海、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ北陸、株

式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ関西、株式会社エヌ・ティ・ティ・ド

コモ中国、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ四国及び株式会社エヌ・

ティ・ティ・ドコモ九州（以下「ＮＴＴドコモ・グループ」という。）

は、平成電電株式会社（以下「平成電電」という。）の設置する設備か

らＮＴＴドコモ・グループの設置する設備に着信することとなる通話

（下記３の接続形態に係る通話を除く。）に関し、平成電電が利用者料

金を設定する方式（同社がＮＴＴドコモ・グループに対し電気通信事業

法第３８条の３第２項に規定する｢取得すべき金額｣を支払い、同社が利

用者料金を設定する方式）での接続請求に応諾しなければならない。ま

た、ＮＴＴドコモ・グループは、その接続について｢取得すべき金額｣そ

の他の条件を接続約款に定め、これを総務大臣に届け出るとともに、公

表しなければならない。 
 

２ 接続通話に係る適正な料金設定について 

本件は、接続通話に係る利用者料金をいずれの事業者が設定するかと

いう個別事案であるが、問題の本質は、接続通話に係る料金の適正な設

定の在り方にかかわるものである。そこで、総務大臣は、単に本件の個

別事案を処理するにとどまらず、接続において適正な料金設定が行われ

るように合理的で透明性のある料金設定の仕組みを検討し、整備すべき

である。 

 

３ 携帯電話事業者各社に対する中継系接続請求について 

 平成電電が携帯電話事業者各社に対して接続を申し入れている通話

のうち、東日本電信電話株式会社又は西日本電信電話株式会社（以下「Ｎ

ＴＴ地域会社」という。）の設置する設備から発信し、平成電電が中継

接続のみの機能を提供し、携帯電話事業者の設置する設備に着信する形

態（以下「中継系接続形態」という。）のものについては、接続に関す

る協定の細目についての協議が行われるまでには至っておらず、平成電

電と携帯電話事業者各社との間には電気通信事業法第３９条第３項に

規定する裁定申請要件を具備しているとは認められない。よって、総務

大臣は、中継系接続形態に係る接続請求に関しては、同項に基づく裁定

を行うべきではない。 

 

別紙



 Ⅱ－65

第１ 本件の経緯 
 

１ 総務大臣からの諮問 

 総務大臣は、平成１４年９月２０日、当委員会に対し、電気通信事業

法第８８条の１８の規定に基づき、同法第３９条第３項の電気通信設備

の接続に関する裁定につき諮問をした。この裁定は、携帯電話事業者の

設置する設備に着信することとなる通話に関しその利用者料金設定権の

帰属についての裁定を求めて、平成電電から申請されたものである。 
  

２ 平成電電からの申請 

平成電電は、平成１４年７月１８日、総務大臣に対し、電気通信事業

法第３９条第３項の規定に基づき、携帯電話事業者の設置する設備に着

信することとなる通話の利用者料金設定権の帰属について裁定を申請

した（なお、同年９月１９日及び同月２４日に補正がなされている。）。

平成電電が自社に利用者料金設定権があると主張する主な論拠は、

（１）平成電電が企業努力により獲得した利用者に対しては自身が設定

する割安な料金が適用されるべきである、しかるに、（２）携帯電話事

業者各社が現在、設定している利用者料金は、平成電電が設定可能と考

える料金水準よりも高いというものである。 
 

３ 携帯電話事業者各社の答弁 

 携帯電話事業者各社は、総務大臣から、平成１４年７月１９日、上記

の裁定申請があった旨の通知を受けて、この申請に対する答弁書を同年

８月９日に提出した。 

 利用者料金設定権に関するＮＴＴドコモ・グループの答弁は、平成電

電に利用者料金設定権を認めるべきではないというものであり、その主

な論拠は、（１）ネットワークのコスト、機能の大半を占める携帯電話

事業者側が利用者料金設定権を有する現在の仕組みは維持されるべき

である、（２）企業努力により利用者を獲得していることを根拠に利用

者料金設定権を主張する論理には飛躍があるというものである。 

 中継系接続形態に関するＮＴＴドコモ・グループを含む携帯電話事業

者各社の答弁の主な論拠は、中継系接続形態の通話に関しては、平成電

電との間ではほとんど協議が行われておらず、接続形態の内容について

も不明確な段階なので、裁定を行う前提を欠いているというものであ

る。 
 

４ 当委員会の審議 

 平成１４年９月２０日に総務大臣から諮問を受けた当委員会は、同
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日、委員会を開催して、担当部局である総合通信基盤局から諮問内容に

ついての説明を受けた。また、当委員会は、本件事案の当事者である平

成電電及び携帯電話事業者各社からも事情を聴取することが必要と思

料し、当事者に意見書の提出を求めた。これに対し、当事者のすべてか

ら意見書の提出を受けた。 

 当委員会は、平成１４年９月２０日、１０月４日、同月１１日、同月

１７日及び同月３１日と５回にわたり委員会を開いて審議を重ね、本答

申を取りまとめた。 
 

第２ 検討 

１ ＮＴＴドコモ・グループに対する接続請求について 

（１）利用者料金の設定原則一般について 

複数の電気通信事業者が電気通信設備を接続して電気通信役務を提

供する場合、各電気通信事業者は、それぞれの電気通信設備に係る部分

についての電気通信役務を利用者に対して提供している。この関係を本

件事案に当てはめると、①平成電電が利用者に対して提供する電気通信

役務の提供に関する契約関係、②携帯電話事業者が利用者に対して提供

する電気通信役務の提供に関する契約関係、③平成電電と携帯電話事業

者との間の接続協定という三つの法律関係が存在しており、各電気通信

事業者は、法令等に別段の定めがある場合を除き、それぞれの提供する

電気通信役務の料金を設定してこれを請求する権限を有することにな

る。 

もっとも、個別の利用者料金の設定と請求は、利用者にとって必ずし

も便利なものではなく、事業者にとっても営業戦略の観点から望ましい

ものではないため、実務上、合意で定められた一の電気通信事業者が複

数の電気通信役務を通算した利用者料金（いわゆる｢エンド・ツー・エ

ンド料金｣）を設定し、他の電気通信事業者に対してはその電気通信役

務の料金相当分を支払うこととしているのが通常である。そして、この

通算した利用者料金を設定する事業者は、電気通信業界では｢利用者料

金設定権者｣と呼ばれている。 

しかし、このエンド・ツー・エンド料金方式が採られている場合でも、

各電気通信事業者がその提供する電気通信役務の料金を設定する権限

は、根源的には当該電気通信事業者に留保されているのであって、利用

者料金設定権者といえどもこの権限を侵害することはできない。その意

味において、｢利用者料金設定権｣という概念は、接続に関与する複数の

電気通信事業者の間の合意に基づき、便宜上、利用者料金の設定が一の
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事業者に委ねられている事実を指すにすぎないものであって、利用者料

金設定権者である電気通信事業者が一方的に他の電気通信事業者が取

得すべき金額を決定する権限まで持つことを含意するものではない。 

（２）ＮＴＴドコモ・グループに対する接続請求について 

ところで、本件において接続請求を受けているＮＴＴドコモ・グルー

プに関しては、その支配的地位を考慮し、電気通信事業法上、上述した

利用者料金設定の原則が修正されている。すなわち、同グループが請求

された接続については、これにより「取得すべき金額」を接続約款で定

め（電気通信事業法第３８条の３第２項）、これに基づいて接続協定を

締結することが求められているのであって（同条第４項）、独自に利用

者料金を設定して利用者に請求するという原則が修正されているので

ある。このことを同グループと接続する電気通信事業者の側から見れ

ば、自ら通算した利用者料金を設定した上で、ＮＴＴドコモ・グループ

に対してはその電気通信役務の料金相当分を「取得すべき金額」（同条

第２項）として支払い、その残余の額を自社の収入とすることを予定し

ていることを意味する。 

 そうすると、ＮＴＴドコモ・グループは、平成電電の設置する設備か

らＮＴＴドコモ・グループの設置する設備に着信することとなる通話

（中継系接続形態に係る通話を除く。）に関して、平成電電が利用者料

金を設定する方式（同社がＮＴＴドコモ・グループに対し電気通信事業

法第３８条の３第２項に規定する「取得すべき金額」を支払い、同社が

利用者料金を設定する方式）での接続請求に応諾しなければならないこ

とになる。また、ＮＴＴドコモ・グループは、その場合の｢取得すべき

金額｣を含む条件を接続約款に定めて、これを総務大臣に届け出るとと

もに、公表しなければならないことになる。 
 

２ 接続通話に係る適正な料金設定について 

利用者に対してエンド・ツー・エンド料金を設定した場合には、利用

者から通算して収納した料金収入は、接続に関与する電気通信事業者間

の接続協定において定められた｢取得すべき金額(負担すべき額)｣とそ

の「残余の額」とに分配されることとなるが、それらの金額は、いずれ

も各電気通信事業者が提供する電気通信役務の料金としての性格を持

つことになる。この限りにおいて、いわゆる「利用者料金設定権」をい

ずれの電気通信事業者に帰属させても利害関係の衝突は起きないはず

であるが、実際には、利用者料金を設定する電気通信事業者の収益が、

他の電気通信事業者に精算した「取得すべき金額」を控除した残額であ
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るという点において、ブラックボックス化しやすく、とりわけ料金規制

の緩和された現状にあっては、料金設定の合理性に疑念を生じさせやす

い構造を有している。 

実際にも、ＮＴＴドコモ・グループの標準的な利用者料金プランにお

いては、ＮＴＴ地域会社の設置する設備から携帯電話事業者の設置する

設備に着信する通話の通話料が３分８０円であり、このうちＮＴＴ地域

会社に対して「取得すべき金額」として接続料約５円が支払われ、その

残余の額の約７５円が携帯電話事業者の収入となっている。ところが、

携帯電話事業者相互間や携帯電話事業者と国際通信事業者との間の接

続では、着信側の携帯電話事業者の「取得すべき金額」は接続料として

約４０円と設定され、この額が収入となっている。この約７５円と約４

０円の間には著しい乖離があるのに、その合理性については納得のいく

説明はなされていない。平成電電は、この点を問題視し、携帯電話事業

者は、コストを接続料で回収すればよいのに不当な利益を独占している

と主張している。これに対し、携帯電話事業者は、「料金設定権が固定

事業者側に移れば、コスト回収や今後の事業展開に支障が生じる」との

主張を行うのみである。 

他方、総務大臣から示された裁定案においても、携帯電話事業者側が

利用者料金設定権を有することが慣行であり、それを変更するまでの必

要性は認められないと述べられているにとどまり、この慣行の合理性の

説明が不足している。しかも、本件に関連し、平成電電とは別の電気通

信事業者（ケーブル・アンド・ワイヤレス・アイディーシー株式会社）

から電気通信事業法第９６条の２の規定に基づく意見の申出がなされ

ており、今や明解な料金設定の仕組みを構築することが喫緊の要請と考

えられる。 

確かに、本件は、接続通話に係る利用者料金をいずれの事業者が設定

するかという個別事案ではあるが、その奥に、接続通話に係る料金の適

正な設定の在り方全般の問題がある以上、総務大臣は、単に個別事案を

処理するにとどまらず、接続における適正な料金設定が行い得る合理的

で透明性のある仕組みを早急に整備することが必要と考える。 

そこで、本件の答申に際し、この点を勧告として付加することとする。
 

３ 携帯電話事業者各社に対する中継系接続請求について 

平成電電が携帯電話事業者各社に対して接続を申し入れている通話

のうち、中継系接続形態のものについては、平成電電から申入れを行っ

ている事実は認められるものの、この申入れが同社の過去の言動と必ず

しも首尾一貫しない点があるほか、同社の申入れに対する携帯電話事業
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者側の内容照会にも審らかに回答されないまま、電気通信事業法第３９

条第３項に基づく裁定が申請されている。確かに、一般論としては、総

務省諮問案のとおり、「一度きりの協議であっても、さらに協議を行っ

たとしても平成電電自身が望む条件により接続を行うことが困難であ

るとの予測から、協議が調わないと平成電電が認識したのであれば、同

社において裁定申請を行うことができないとの解釈を行うことは適当

ではない」場合もあり得ることは否定しないものの、本件事案の場合、

平成電電と携帯電話事業者各社の間にはいまだ実務的に十分な協議が

尽くされているとは認められない。 

むしろ、当委員会が当事者間の主張を整理する過程において、携帯電

話事業者の側から、電気通信事業法第３８条各号の接続拒否事由に該当

する旨の意見も示されており、今後、平成電電及び携帯電話事業者の間

において、こうした接続形態が携帯電話特有の機能や網設備の特徴に照

らして、接続の是非自体に関する実務的な協議が行われる必要がある。

したがって、本件事案における中継系接続形態に関する限りでは、平

成電電及び携帯電話事業者各社の間に利用者料金設定権の帰属という

協定細目についての協議が行われるに至っているとは認められない。 

そこで、電気通信事業法第３９条第３項に規定する裁定申請要件を具

備しているとは言えないので、先ずは当事者間において接続協議を進め

ることが適当であると思料する。 

 

 

（６）裁定についての通知 

 

平成１４年１１月２２日総基料第４４６号（次のとおり） 

 

ｱ) 平成電電株式会社あて 

 

 平成１４年７月１８日付けで総務大臣に提出された裁定申請書につい

て、別添のとおり裁定いたしましたので通知します。 

なお、当該申請のうち、東日本電信電話株式会社又は西日本電信電話株

式会社（以下「ＮＴＴ東西」という。）の設置する電気通信設備から発信

し、貴社が中継接続のみの機能を提供し、株式会社エヌ・ティ・ティ・ド

コモ北海道、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ東北、株式会社エヌ・テ

ィ・ティ・ドコモ、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ東海、株式会社エ

ヌ・ティ・ティ・ドコモ北陸、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ関西、

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ中国、株式会社エヌ・ティ・ティ・ド
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コモ四国、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ九州（以下「ＮＴＴドコモ」

という。）、ケイディ－ディ－アイ株式会社、沖縄セルラー電話株式会社、

株式会社ツーカーセルラー東京、株式会社ツーカーホン関西、株式会社ツ

ーカーセルラー東海、又はジェイフォン株式会社の設置する電気通信設備

に着信する形態における利用者料金の設定については、貴社と携帯電話事

業者各社との間で、接続の条件その他協定の細目についての協議が行われ

るに至っていないため、裁定を行わないこととしました。 

 

別添

 

平成電電の設置する電気通信設備からＮＴＴドコモの設置する電気通

信設備に着信することとなる通話(ＮＴＴ東西の設置する電気通信設備か

ら発信し、平成電電が中継接続のみの機能を提供し、ＮＴＴドコモの設置

する電気通信設備に着信することとなる通話を除く。以下「本通話」とい

う。)について 

 

平成電電が利用者料金を設定することが適当である。 

 

（理由） 

１ 通話のための利用者料金を負担する側に直結する立場にある事業

者は、当該利用者の利用形態、要望等を把握しやすく、さらに、これ

にこたえることが、利用者を獲得し、サービスの継続的な利用を確保

することに直接つながることになる。このため、当該事業者が、利用

者料金を設定する方が、利用者にとって選択の範囲が拡大し、その結

果、競争の進展を通じて、料金の低廉化及びサービスの多様化が促進

されるものと考えられる。本件については、料金の請求を受けるのは

発信利用者であり、発信利用者に直接接する電気通信事業者は平成電

電のみであるから、同社が利用者料金を設定することが適切である。

 

２ さらに、本通話に係る接続形態（以下「直収接続」という。）にお

いては、発信利用者の加入者宅から、平成電電が自ら設置する伝送路

設備又は他の電気通信事業者が設置する伝送路設備を、ＮＴＴ東西の

加入者交換設備を経ることなく、直接自社の交換設備に収容してい

る。このような接続形態の場合、平成電電においては、加入者個々へ

の営業活動、加入者宅までの伝送路設備を利用可能とするための作業

等が発生することとなる。さらに、平成電電が自ら伝送路設備を設置

する場合には、このために相応の費用を投下することが必要となる。

直収接続に関して、平成電電が利用者料金を設定できないとすると、
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このような顧客獲得及び維持のための努力が報われず、事業活動の意

欲を削ぐこととなる。したがって、地域通信分野における競争を促進

するという観点からは、平成電電が利用者料金を設定することが適切

である。 

 

３ また、携帯電話は、その特性上、利用者の移動が常に発生する。こ

のため、利用者の契約先事業者を識別する番号から判断して、当該利

用者が契約した地域へ接続しても、そこに当該利用者が所在していな

かった場合、現在位置に関する情報を把握した上で再度通話路を設定

する必要が生じる。ネットワークの効率性の観点から、このような通

話路の再設定を回避するためには、発信側の近くで携帯電話事業者と

接続することが考えられる。しかし、この場合、固定電話事業者の役

務提供区間は短くなり、当該区間において、発側の事業者に加えて中

継事業者が存在する意義について、検討が必要となる。一方、直収接

続については、２に述べたとおり、発信利用者の加入者宅から、伝送

路設備を直接自社の交換設備に収容している。したがって、発信側の

近くで携帯電話事業者と接続したとしても、このような問題は生じな

いものである。 

 

４ したがって、直収接続については、平成電電が利用者料金を設定す

ることが適当である。 

 

ｲ) 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ北海道、株式会社エヌ・ティ・テ

ィ・ドコモ東北、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ、株式会社エヌ・

ティ・ティ・ドコモ東海、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ北陸、株

式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ関西、株式会社エヌ・ティ・ティ・ド

コモ中国、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ四国及び株式会社エヌ・

ティ・ティ・ドコモ九州あて 

 

平成１４年７月１８日付けで平成電電株式会社より申請のあった貴社

との接続に関する裁定申請について、別添のとおり裁定しましたので通知

します。 

なお、東日本電信電話株式会社又は西日本電信電話株式会社の設置する

電気通信設備から発信し、平成電電株式会社が中継接続のみの機能を提供

し、貴社の設置する電気通信設備に着信する形態における利用者料金の設

定については、平成電電株式会社と貴社との間で、接続の条件その他協定
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の細目についての協議が行われるに至っていないため、裁定を行わないこ

ととしました。 

別添

 

電気通信設備の接続の条件について（裁定） 

 

電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号。以下「法」という。）第３

９条第３項の規定に基づき、平成電電株式会社（以下「平成電電」とい

う。）の設置する電気通信設備と株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ北海

道、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ東北、株式会社エヌ・ティ・テ

ィ・ドコモ、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ東海、株式会社エヌ・

ティ・ティ・ドコモ北陸、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ関西、株

式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ中国、株式会社エヌ・ティ・ティ・ド

コモ四国及び株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ九州（以下「ＮＴＴド

コモ」という。）の設置する電気通信設備との接続に関して、平成電電か

らその接続の条件について裁定を求める旨の申請がなされた。そこで、

下記のとおり裁定する。 

 

記 

 

平成電電の設置する電気通信設備からＮＴＴドコモの設置する電気通

信設備に着信することとなる通話(東日本電信電話株式会社又は西日本

電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東西」という。）の設置する電気通信設

備から発信し、平成電電が中継接続のみの機能を提供し、ＮＴＴドコモ

の設置する電気通信設備に着信することとなる通話を除く。以下「本通

話」という。)について 

 

平成電電が利用者料金を設定することが適当である。 

（理由） 

（平成電電株式会社あて通知と同じ。略。） 

 

 

ｳ) ＫＤＤＩ株式会社12、沖縄セルラー電話株式会社、株式会社ツーカーセ

ルラー東京、株式会社ツーカーホン関西、株式会社ツーカーセルラー東

                                                        
12 平成１４年１１月１日付けで、商号の登記上の表記を「ケイディーディーアイ株式会社」

から「ＫＤＤＩ株式会社」に変更。 
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海及びジェイフォン株式会社あて 

 

 平成１４年７月１８日付けで平成電電株式会社より申請のあった貴社

との接続に関する裁定申請について、下記のとおり処理しましたので通知

します。 

 

記 

 

 東日本電信電話株式会社又は西日本電信電話株式会社の設置する電気

通信設備から発信し、平成電電株式会社が中継接続のみの機能を提供し、

貴社の設置する電気通信設備に着信する形態における利用者料金の設定

については、平成電電株式会社と貴社との間で、接続の条件その他協定の

細目についての協議が行われるに至っていないため、裁定を行わないこと

としました。 
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２ 平成１９年７月９日申請事例（基・電・料金サービス課平成１９年７月９ 

日第１９６号）(ＭＶＮＯとＭＮＯ間の接続に関する裁定の申請) 

 

（１）経過 

 

平成１９年 ７月 ９日 日本通信株式会社（以下「日本通信」という。）、

裁定の申請（⇒（２））  

７月１０日 株式会社エヌ･ティ･ティ･ドコモ（以下「ドコモ」

という。）に対し、裁定の申請があった旨の通知 

             ７月３１日 ドコモ、答弁書提出（⇒（３）） 

        ８月 ８日 日本通信、ドコモからの答弁書（７月３１日付け）

に対する意見書提出 

        ８月１５日 ドコモ、日本通信からの意見書（８月８日付け）

に対する意見書提出 

        ９月２１日 総務大臣、電気通信事業紛争処理委員会に諮問

（諮問第６号）（⇒（４）） 

１０月 ９日 日本通信及びドコモ、総務大臣諮問書等について

の意見の提出 

       １１月２２日 電気通信事業紛争処理委員会、総務大臣に答申

及び勧告（電委第６９号）（⇒（５）） 

１１月３０日 総務大臣、日本通信及びドコモに対し、裁定につ

いて通知（⇒（６）） 

 

（２）申請における主な主張 

 

① 裁定を求める事項 

 

ア 裁定事項１ 

本件相互接続に関するドコモの以下の主張には、合理性があるか。 

    ・ 相互接続において、ドコモの役務提供区間に係る電気通信サービス

（エンドユーザー向けサービス）は、エンドユーザーに対してドコモ

が提供するサービスであり、そのサービスの内容、運用等については、

日本通信の意向に関係なく、ドコモが独自に決めることができる。 

   イ 裁定事項２ 

本件相互接続における料金設定の在り方は、「ぶつ切り料金」、あるい

は「エンドエンド料金」（日本通信が料金設定）のいずれとすべきか。 
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   ウ 裁定事項３ 

本件相互接続における料金体系は帯域幅課金とすべきか。 

   エ 裁定事項４ 

本件相互接続における料金の具体的金額は、いくらとすべきか。 

   オ 裁定事項５ 

本件相互接続に関して開発を要する機能、装置構成、開発方法、開発

期間、開発費用及び日本通信の負担分はどうあるべきか。 

 

② 見解の概要 

 

  （５）答申及び勧告中、本件の経緯（別紙）１ 日本通信からの申請（１）

～（５）イ 見解の概要のとおり 

 

③ 協議の不調の理由 

 

日本通信がドコモの携帯電話網（３Ｇ）を利用したＭＶＮＯ事業を行う

ことを希望して、平成１８年１１月２日にドコモに対し協議を申し入れた。 

その後、日本通信は、同年１２月１４日、相互接続による「エンドエン

ド料金」（日本通信が利用者料金を設定）及び料金体系は「帯域幅課金」

等を希望し事前調査申込みを行ったが、ドコモは「ぶつ切り料金」及び「従

量制課金」等を主張し協議が不調に至った。 

 

（３）答弁書における主な主張 

 

  （５）答申及び勧告中、本件の経緯（別紙）２ ドコモの答弁のとおり 

 

（４）諮問 
 

平成１９年９月２１日諮問第６号（次のとおり） 

 

 

諮  問  書 

 

 電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第３５条第３項の規定に基

づき、日本通信株式会社から、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモの電気

通信設備との接続に関する裁定の申請があった。 
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 よって、同法第１６０条第１号の規定に基づき、本件裁定について諮問

する。 
（以下（裁定案及び理由）略） 

 

（５）答申及び勧告 

 

   平成１９年１１月２２日電委第６９号（次のとおり） 

 

 

答申書及び勧告書 

 

 平成１９年９月２１日付け諮問第６号をもって諮問された事案につい

て、電気通信事業法第１条（目的）ほか関連条項の規定の趣旨を踏まえ審

議した結果、下記１から４までのとおり答申する。また、本件答申に併せ、

同法第１６２条第１項の規定に基づき、下記５のとおり勧告する。 

 なお、本件の経緯は、別紙のとおりである。 

 

記 

 

１ 裁定事項１（株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ（以下「ドコモ」と

いう。）の役務提供区間における役務内容等は、ドコモが独自に決める

ことができる、という主張には合理性があるか。） 

  裁定事項１については、抽象的な考え方について合理性の判断を求め

るものであり、日本通信株式会社（以下「日本通信」という。）とドコ

モとの間の電気通信回線設備の接続（以下「本件接続」という。）に関

する協定の細目には当たらず裁定対象とは認められないことから、裁定

を行わないことが適当である。 

なお、日本通信の申請内容に関連しては、接続に係る両当事者のサー

ビス提供区間のそれぞれのサービスについては、接続協定の内容に整合

する形でサービス提供されるものであることから、両当事者のそれぞれ

のサービス提供条件の内容についても、接続条件その他協定の細目に含

まれる場合には独自に自由に決定されるべきものではなく、接続協議に

必要な範囲内で当事者間で誠実に協議されるべきものと考えられる。 

 

２ 裁定事項２（利用者料金の設定はぶつ切り料金かエンドエンド料金

か。） 
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  裁定事項２については、本件接続における利用者料金は、「エンドエ

ンド料金」とし、日本通信に利用者料金の設定権を認めることが適当で

ある。 

 

（理由） 

 

(1) ぶつ切り料金とエンドエンド料金 

独自にエンドエンド料金の設定が可能な寡占的なＭＮＯに加え

同じ条件のＭＶＮＯの新規参入を可能とすることが競争促進に寄

与する。逆に、ドコモが日本通信のサービスと競合する自社独自サ

ービス（本年１０月２２日から提供開始したＰＣ向け定額サービ

ス）でエンドエンド料金を設定する一方、日本通信にエンドエンド

料金を許容しないことはイコールフッティングの観点から問題で

ある。また、日本通信が予定する速度別料金や時間帯別料金その他

利用者ニーズをよりよく反映させた多様なサービスの展開にはぶ

つ切り料金では対応しきれないと考えられることなどから、利用者

利益の観点からもエンドエンド料金が適当である。 

 

(2) 利用者料金設定権 

エンドエンド料金とする場合に、ドコモに本件サービスの利用者

料金の設定を認めると、ドコモは自社独自の競合サービスの料金設

定権を併せ持つ一方で、日本通信は自社の予定するサービスの料金

設定権を持ち得ないこととなる。これは、公正な競争を著しく制限

することとなり、適当ではない。また、営業活動を行い顧客を獲得

する事業者がエンドエンド料金を設定する方が、利用者にとって分

かりやすく、事業者にとっても営業努力が報われ事業活動の意欲を

高めることができ、利用者のニーズや要望の把握をもとに不断のサ

ービス内容の改善につなげることが可能となると考えられ、利用者

利益及び競争促進の観点から適当である。これらのことから、日本

通信に利用者料金の設定権を認めることが適当である。 

 

付言するに、接続を請求する日本通信が自社で利用者料金設定権を

有するエンドエンド料金とすることを希望するのに対し、ドコモは、

日本通信が利用者料金を設定するエンドエンド料金とすることは自

社の設備投資インセンティブを減殺するなどとして反対し、ぶつ切り

料金とすることを希望している。しかし、エンドエンド料金の場合で
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も「能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたも

の」を超えない範囲（電気通信事業法第３４条第３項第４号）で適切

な接続料金（同法第３４条第２項に規定する「取得すべき金額」）を

設定することは可能であり、ドコモの投資インセンティブを減殺する

などの不利益をもたらすとは認められないことから、ドコモが本件接

続条件に反対する主張に十分な合理性は認められない。 

なお、ドコモが主張する顧客管理等の基本的事項を独自決定したい

とすることやネットワークの輻輳の懸念は、この裁定事項と別に対応

することが可能と考えられる。 

 

３ 裁定事項３（接続料金の課金方式は帯域幅課金とすべきか。） 

 裁定事項３については、具体的な一定額を算定する方式については裁

定事項４の問題として切り分け、本件接続における接続料金の課金方式

は帯域幅課金（帯域幅に基づき、通信量に比例せず一定額を課金する方

式。）とすることが適当である。ただし、帯域幅課金とすることには、

裁定事項５に含まれる疎通制御機能の開発等ネットワークの輻輳対策

について、電気通信の健全な発達の観点に立って両当事者間で十分に協

議を行い、協議が調うことを条件とすることが適当である。 

 

（理由） 

日本通信は、速度別料金や時間帯別料金などの多様なサービスの提供

がしやすいことなどから、接続料金を帯域幅課金とすることを要望して

いる。これに対しドコモは、①情報量とは無関係に帯域幅の比率で全体

コストを按分し接続料金を算定することは実際の設備への負荷やコス

トを反映しない、②接続料金を帯域幅課金とすることで、利用者料金定

額制のもとでアプリケーション制限なしのサービスが提供されれば、ド

コモのネットワークに輻輳が生じる危険性が高い、として帯域幅課金に

反対し、パケット量に応じた従量制課金（通信量に比例して課金する方

式）を希望している。 

従量制課金に比較すれば帯域幅課金とする場合の方が、その帯域幅の

枠を速度や時間の刻みでフルに有効活用することを通じ、より日本通信

による多様なサービスの提供を促進させることができると考えられ、今

後のモバイルデータ通信サービスの高度化・多様化が期待され、利用者

利益の観点から適当である。また、今後インターネット利用等のために

高速なＰＣ向け定額制サービスのニーズが高まっていくと予想される

中、ドコモは自社独自サービスで定額制を導入する一方、日本通信には
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利用者向けに定額制サービスの設定がしにくい従量制の接続料金しか

認めないことは、公正競争上問題なしとしない。 

ドコモは帯域幅の比率で全体コストを按分し接続料金の算定を行う

と実際のコストを反映しないとして帯域幅課金に反対しているが、接続

原価の算定は別に行った上で帯域幅に換算する方法や、帯域幅（接続回

線の伝送容量）の使用率に一定の標準的な余裕率を設ける方法などの工

夫も可能であり、帯域幅課金であるからといって実際の設備負荷やコス

トを反映できないというものではない。 

ドコモが強く懸念しているネットワークの輻輳に接続料金が関係す

る点については後述するが、その点を別にすれば、課金方式の帯域幅課

金自体を否定する十分な理由はない。したがって、総合的に見て本件接

続における接続料金の課金方式としては帯域幅課金とすることが適当

と考えられる。 

 

一方、ドコモは、日本通信が利用者にＰＣ向け定額制課金によるアプ

リケーション制限なしのサービスを提供した場合に、ドコモのネットワ

ークに輻輳を生じ他の利用者のサービス利用に悪影響を及ぼす可能性

を強く危惧し、通信量に一定の抑制を加えることが可能な従量制の接続

料金とするべきであると主張している。現在は固定通信の場合である

が、インターネット上の映像ストリーミングやＰ２Ｐ通信がインターネ

ットサービスプロバイダの設備帯域を圧迫していると指摘されている。

利用時間や情報量に上限を設けない定額制サービスは、利用者に使い放

題の便利な環境をもたらす一方で、通信事業者側にネットワーク制御や

設備増強の大きな負荷を生じさせるものであり、特に、利用者が移動し

無線基地局を多数の利用者が共同利用する携帯電話ネットワークにお

いては、周波数の制約がある無線基地局への負荷やネットワークの制御

に十分な配慮が必要となる。実際にドコモは自社独自のＰＣ向け定額サ

ービスの提供開始に当たりネットワークの保守運用のために、料金とも

組み合わせ、様々なアプリケーションや利用方法の制限を設けるととも

に各種の通信制御機能を設けている。継続協議とする裁定事項５の疎通

制御機能の開発等ネットワークの輻輳への技術的対策が未確定の現段

階では、ネットワークの輻輳の懸念が十分に解消されるかどうかは定か

ではない。 

他方で、日本通信はそもそもＰＣ向け定額制課金によるアプリケーシ

ョン制限なしのサービスの提供の有無自体を明確にしておらず、両当事

者間のこれまでの協議ではこれによるネットワークの輻輳の発生の可
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能性や対応策について十分な協議は行われていない。このような両当事

者間の協議の現状等にかんがみると、現段階で接続料金の課金方式の問

題をネットワークの輻輳対策の問題と切り離して確定させることは適

当ではないと考えられる。 

したがって、接続料金を帯域幅課金とすることには、裁定事項５に含

まれる疎通制御機能の開発等ネットワークの輻輳対策について、電気通

信の健全な発達の観点に立って両当事者間で十分に協議を行い、協議が

調うことを条件とすることが適当である。 

 

なお、今後の当事者間の継続協議に当たっては、円滑な合意形成のた

めに、日本通信が利用者に対して提供するサービスを、①ＰＣ向け定額

制課金によるアプリケーション制限なしのサービスと、②その他一定の

アプリケーション制限ありのサービスに区分して検討することも考え

られる。 

 

４ 裁定事項４（接続料金の具体的金額）及び５（開発を要する機能、装

置構成、開発方法、開発期間、開発費用及び日本通信の負担分） 

  裁定事項４及び５については、接続に関する細目についての協議が行

われるまでには至っておらず、裁定申請要件を具備しているとは認めら

れないことから、裁定を行わないことが適当である。 

  なお、今後両当事者間において、裁定案に述べる留意事項も踏まえ相

互に必要な情報提供を行い、真摯な協議を通じて円滑に合意が形成され

ることが望まれる。 

 

５ 勧告 ― ＭＶＮＯの参入促進のための環境整備について 

  移動通信サービスの高度化・多様化を推進する観点から、ＭＶＮＯの

参入の促進を図るためには、本件に限らず、ＭＶＮＯとＭＮＯとの協議

が円滑に進むような環境の整備が重要である。 

総務大臣においては、本件裁定内容を「ＭＶＮＯに係る電気通信事業

法及び電波法の適用関係に関するガイドライン」に反映させることのほ

か、接続料金の算定の在り方などＭＶＮＯとＭＮＯとの間の円滑な協議

に資する事項について、適時適切に検討を行い、所要の措置を講じられ

ることを勧告する。 

 

 

 
別 紙
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本件の経緯 

 

１ 日本通信からの申請 

  日本通信は、平成１９年７月９日付けで、電気通信事業法（以下「事

業法」という。）第３５条第３項の規定に基づき、総務大臣に対し、裁

定事項１から５までについての裁定を申請した。 

  なお、裁定事項１から５までについての日本通信の裁定申請内容及び

見解の概要は、それぞれ次のとおりである。 

 

 (1) 裁定事項１ 

ア 裁定申請内容 

「本件相互接続に関するドコモの以下の主張には、合理性がある

か。 

      相互接続において、ドコモの役務提供区間に係る電気通信サ

ービス（エンドユーザー向けサービス）は、エンドユーザーに

対してドコモが提供するサービスであり、そのサービスの内

容、運用等については、日本通信の意向に関係なく、ドコモが

独自に決めることができる。」 

  イ 見解の概要 

ドコモの主張には合理性がない。なぜならば、ＭＮＯが当該利用

者に提供する電気通信役務の内容は、ＭＶＮＯが当該利用者に提供

する電気通信役務の内容に応じて自然に決定されることであるか

らである。 

 

 (2) 裁定事項２ 

  ア 裁定申請内容 

「本件相互接続における料金設定の在り方は、「ぶつ切り料金」、

あるいは「エンドエンド料金」（日本通信が料金設定）のいずれと

すべきか（注）。」 
   （注）本申請において「エンドエンド」とは、複数の電気通信事業者の設備を

接続することにより役務提供する場合において、一の事業者が役務全体（エ
ンドエンド）の利用者料金（エンドユーザー向け料金）を設定することを
いい、「エンドエンド料金」とは、上記の場合において利用者料金設定事業
者が設定した利用者料金（エンドユーザー向け料金）のことをいう（平成
１５年６月１７日付「料金設定の在り方に関する研究会報告書」６０頁（用
語集）参照）。 

  イ 見解の概要 
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    エンドエンド料金とすべきである。その理由は、次のとおりであ

る。 

(ｱ) ぶつ切り料金とする場合におけるドコモの料金には接続に関

連しない費用及び利潤が含まれるはずであるため、ぶつ切り料金

とすれば事業法第３４条第３項第４号に適合しない可能性を否

定することができないこと。 

   (ｲ) ぶつ切り料金とすれば、日本通信の電気通信役務に関する価格

競争力がドコモに握られるが、エンドエンド料金とすれば、本件

接続による電気通信役務全体に関する料金を日本通信が単独の

判断で臨機応変に設定することにより価格競争に対抗すること

ができること。 

   (ｳ) 日本通信にあってはドコモが提供していない電気通信役務を

提供することを想定しており、ぶつ切り料金よりもエンドエンド

料金の方が利用者にとって分かりやすいこと。 

   (ｴ) ぶつ切り料金とすれば、ドコモの料金に接続に関連しない費用

が含まれるため、料金が不必要に高額に設定されることとなるこ

と。 

 

 (3) 裁定事項３ 

  ア 裁定申請内容 

    「本件相互接続における料金体系は帯域幅課金とすべきか（注）。」
    （注）本申請において「帯域幅課金」とは、電気通信事業者の網間を接続する通

信回線の通信速度に応じて、電気通信事業者間の精算金額（相互接続におい
ては接続料の金額）を設定する課金方式をいう。 

  イ 見解の概要 

    通信の時間又は量に応じた接続料金よりも、帯域幅に応じた接続

料金の方が日本通信の事業の形態に照らして適切であるから、帯域

幅課金とすべきである。 

 

 (4) 裁定事項４ 

  ア 裁定申請内容 

    「本件相互接続における料金の具体的金額は、いくらとすべき

か。」 

  イ 見解の概要 

適正な原価及び適正な利潤を基本とした接続料金とすべきであ

る。また、接続料金の算定に当たっては、網の構成、網を構成する

装置の種類及び取得金額、減価償却の方法及び金額、網の運用費並
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びにこれらが最適に設計・運用されていること、接続料金の算定方

式及び計算の過程並びにその合理性等についての情報の開示及び

詳細な検討が必要である。 

 

 (5) 裁定事項５ 

  ア 裁定申請内容 

    「本件相互接続に関して開発を要する機能、装置構成、開発方法、

開発期間、開発費用及び日本通信の負担分はどうあるべきか。」 

  イ 見解の概要 

本件接続における開発については、その費用についてはドコモの

案よりも引き下げることができるとともに、その期間についてもド

コモの案よりも短縮することができる。また、開発の目的、範囲、

必要性、方法論等についての明確な説明がない。 

    当該開発の対象たる機能が、ドコモが当然具備しておくべき機能

であるから、本件接続における開発に要する費用は、ドコモがこれ

を負担すべきである。 

 

２ ドコモの答弁 

  ドコモは、平成１９年７月１０日付けで、事業法第３５条第５項の規

定に基づき、日本通信から１の申請があった旨の通知があったことを受

け、同月３１日付けで、同項の規定に基づき、総務大臣に対し、答弁書

を提出した。 

  裁定事項１から裁定事項５までについてのドコモの見解の概要は、そ

れぞれ次のとおりである。 

 

 (1) 裁定事項１ 

   裁定事項１は、裁定の範囲外の事項である。裁定事項１は極めて観

念的かつ抽象的な事項についての裁定を求めるものであり、事業法第

３５条第３項に規定する裁定の対象に該当しない。 

   なお、ＭＮＯに課される責任、接続と卸電気通信役務との相違等に

かんがみると、ドコモが利用者に提供する電気通信役務について、ド

コモがその内容、運用等を決定することは当然のことである。 

 

 (2) 裁定事項２ 

   ぶつ切り料金とするのが適切である。ぶつ切り料金は、責任分界点

を境として電気通信役務の提供区間が分かれるという接続の原則と
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整合的なものである。 

   なお、仮にエンドエンド料金とするのであれば、発側事業者が利用

者料金設定権を持つのが自然かつ公平であり、ドコモ契約者発のパケ

ット通信については、ドコモが利用者料金設定権を持つこととなる。

 

 (3) 裁定事項３ 

   接続料金とは情報がドコモのネットワークを経由することに対す

る対価であるから、パケット量に応じた従量制課金が公平かつ妥当で

ある。 

 

 (4) 裁定事項４ 

   従量制課金により計算される接続料金は、１パケット当たりＡ円と

なる。 

エンドエンド料金とした上で、帯域幅課金とする場合の接続料金の

月額は、１０Ｍｂｐｓの帯域幅当たりＢ円となる。 

 

 (5) 裁定事項５ 

   本件接続を開始するための開発としては、接続を可能にするための

開発のほか、本件接続以外の利用者の通信障害、ドコモのネットワー

クへの過剰な負担を回避するための開発も含まれる。 

 各開発が日本通信の要望に従った接続を行うために特別に必要と

なる開発であることから、開発に要する費用については、日本通信が

その全額を負担するのが公平である。 

   開発期間については、必要とされる合理的な期間とすべきである。

 

３ 総務大臣からの諮問 

  総務大臣は、平成１９年９月２１日付けで、当委員会に対し、事業法

第１６０条第１号の規定に基づき、同法第３５条第３項の電気通信設備

の接続に関する裁定について諮問した。諮問された裁定案の概要は、次

のとおりである。 

 

 (1) 裁定事項１について 

   裁定対象と認められないことから、裁定を行わない。ただし、他の

裁定事項の前提事項と認められることから当該事項の合理性につい

ては、理由中で判断を示す。 
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 (2) 裁定事項２について 

   本件接続における利用者料金の設定は、「エンドエンド料金」とし、

日本通信に利用者料金設定権を認めるのが相当である。 

 

 (3) 裁定事項３について 

   本件接続に関してドコモの取得すべき金額（接続料金）の料金体系

は、帯域幅課金が相当である。 

   なお、裁定事項３において判断の対象とする帯域幅課金とは、帯域

幅に基づく定額制課金であることを意味するにとどまり、具体的な一

定額を算定する方式については裁定事項４の問題として切り分ける。

 

 (4) 裁定事項４及び５について 

   細目協議にまで至っておらず、裁定申請の要件を欠くことから、裁

定を行わない。ただし、協議を継続するに当たって留意すべき点につ

いては、理由中で判断を示す。 

 

４ 当委員会の審議 

  当委員会は、平成１９年９月２１日に会議を開催し、総務大臣から諮

問を受けるとともに、本件諮問を担当する総合通信基盤局から諮問の内

容についての説明を受けた。また、当委員会は、当事者である日本通信

及びドコモからも事情を聴取することが必要と思料し、両当事者に意見

書の提出を求め、両当事者から意見書の提出を受けた。 

  当委員会は、平成１９年９月２１日、１０月１２日、同月１９日、同

月３０日、１１月２２日と５回にわたり会議を開催して審議を重ね、答

申を取りまとめた。また、本件答申に併せて、総務大臣に対して勧告す

ることとした。 

 

 

 

（６）裁定について通知 
 

平成１９年１１月３０日総基料第２４５号（次のとおり） 

 

ｱ） 日本通信株式会社あて 
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 電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第３５条第３項の規定に基

づき、平成１９年７月９日付けで貴社より申請のあった株式会社エヌ・テ

ィ・ティ・ドコモの電気通信回線設備との接続に関する裁定申請について、

別添のとおり裁定したので、同条第６項の規定に基づき通知します。 
この処分について不服があるときは、総務大臣に対し、処分があったこ

とを知った日の翌日から起算して６０日以内に異議申立てをすることが

できます。 
また、この処分の取消しを求める訴訟を提起する場合は、この処分があ

った日の翌日から起算して６か月以内に、国を被告として処分の取消しの

訴えを提起することができます。 
 

 

裁  定 

 

日本通信株式会社 代表取締役社長 三田 聖二 から、電気通信事業

法(昭和５９年法律第８６号)第３５条第３項の規定に基づき、株式会社エ

ヌ・ティ・ティ・ドコモの電気通信回線設備との接続に関して、協議が不

調であったため、裁定の申請が行われた。 

総務大臣は、本件日本通信株式会社の申請及び株式会社エヌ・ティ・テ

ィ・ドコモの答弁及び両当事者からの意見についての調査結果並びに平成

１９年１１月２２日に電気通信事業紛争処理委員会から受けた答申の内

容を踏まえ、下記のとおり裁定する。 

 

記 

 

裁定事項１について 

裁定対象と認められないことから、裁定を行わない。ただし、他の裁定

事項の前提事項と認められることから当該事項の合理性については、理由

中で判断を示す。 

 

裁定事項２について 

本件接続における利用者料金の設定は、「エンドエンド料金」とし、日

本通信株式会社に利用者料金設定権を認めるのが相当である。 

 

裁定事項３について 

別 添
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本件接続に関してドコモの取得すべき金額（接続料金）の料金体系は、

帯域幅課金が相当である。ただし、帯域幅課金とすることに関し、裁定事

項５に含まれる疎通制御機能の開発等ネットワークの輻輳対策について、

電気通信の健全な発達の観点に立って両当事者間で十分に協議を行い、協

議が調うことが求められる。 

なお、裁定事項３において判断の対象とする帯域幅課金とは、帯域幅に

基づく定額制課金であることを意味するにとどまり、具体的な一定額を算

定する方式については裁定事項４の問題として切り分ける。 

 

裁定事項４及び５について 

 細目協議にまで至っておらず、裁定申請の要件を欠くことから、裁定を

行わない。ただし、協議を継続するに当たって留意すべき点については、

理由中で判断を示す。 

 

理  由（略） 

 

 

 

ｲ） 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモあて 

 

 電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第３５条第３項の規定に基

づき、平成１９年７月９日付けで日本通信株式会社より申請のあった貴社

の電気通信回線設備との接続に関する裁定申請について、別添のとおり裁

定したので、同条第６項の規定に基づき通知します。 
この処分について不服があるときは、総務大臣に対し、処分があったこ

とを知った日の翌日から起算して６０日以内に異議申立てをすることが

できます。 
また、この処分の取消しを求める訴訟を提起する場合は、この処分があ

った日の翌日から起算して６か月以内に、国を被告として処分の取消しの

訴えを提起することができます。 
 

 

（日本通信株式会社あて通知と同じ。略。） 

 

 

 

別 添
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第２章 他人の土地・工作物の使用 

第１節 協議認可申請 

 
１ 平成１４年３月１９日申請事例（基・電・事業政策課平成１４年３月１９

日第２１０号）（無線ＬＡＮサービス事業の用に供する土地等の使用に関する

協議認可の申請） 

 

（１）経過 

 

平成１４年 ３月１９日 モバイルインターネットサービス株式会社（以

下「ＭＩＳ」という。）、認可の申請（⇒（２）） 

        ３月２２日 総務大臣、東日本旅客鉄道株式会社（以下「Ｊ  

Ｒ東日本」という。）に対し、認可申請があった 

た旨の通知 

４月１１日 ＪＲ東日本、意見書の提出（⇒（３）） 

６月１７日 総務大臣、電気通信事業紛争処理委員会に諮問

（諮問第２号）（⇒（４）） 

７月 １日 ＭＩＳ及びＪＲ東日本、総務大臣諮問書につい

ての意見等の提出 

７月３０日 電気通信事業紛争処理委員会、総務大臣に答申

（⇒（５）） 

８月 ８日 総務大臣、ＭＩＳに対して認可拒否処分（⇒

（６）） 

平成１５年 ３月１７日 政府、電気通信事業法及び日本電信電話株式会  

社等に関する法律の一部を改正する法律案（第

１５６回国会閣法第１１１号）を国会に提出（⇒

（７）） 

        ７月１７日 同法律案成立 

 

（２）申請における主な主張 

 

① 土地等の種類及び所在地 

 ＪＲ東日本所有の新宿、池袋、渋谷、東京、上野及び品川の６駅のホ

ーム、コンコース及びそこに至る上流回線提供業者との責任分界点まで
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の有線線路設置場所 

 

② 線路の種類 

 有線線路（光ケーブル、メタルケーブル）と、アンテナ（屋外型）、無

線ルータ（屋外型、屋内型）、その他（メディアコンバータ、モデム、Ｓ

ＷＨＵＢ） 

 

③ 土地の使用の認可を申請する理由 

ＭＩＳのサービスは、既に第一種電気通信事業者として、総務省より

事業許可を得ているが、その公益性、公共性が確認されていると考えて

いる。 

ＭＩＳが広く公益に帰すサービスを行う上では、利用者が多く集まる

場所でのサービスは不可欠である。この観点において、ＪＲ東日本の駅

は、極めて多くの公衆が出入りする場所であり、公益事業に不可欠なも

のである。また、この点については、ＪＲ東日本自らが駅におけるイン

ターネットアクセス需要を認知しており、かつ、同様のアクセスサービ

ス実験をしていることからも、その必要性が極めて高いといえる。 

ＪＲ東日本との交渉においていくつかの提案を行ったが、許諾されず、

また、必要な情報が公開されなかったため、当事者間での調整は困難で

あるとの判断に至った。 

ＪＲ東日本からの貸与禁止理由は、ＪＲ東日本自らが無線ＬＡＮの利

用を計画しており、その電波利用に対する干渉が懸念されることになっ

ている。これに対して、当該無線ＬＡＮの利用する周波数は、小電力デ

ータ通信システムであり、各無線局に免許割当てを行っているものでは

なく、共用バンドであり、本周波数帯域を利用するものは、相互に電波

干渉に対する調整を行い利用するものとなっている。今回の貸与禁止理

由は、事実上この周波数帯域に対する占有権若しくは所有権を主張する

ものであり、到底納得できるものではない。 

ＪＲ東日本の構内には豊富なスペースがある。しかも、無線基地局設

置希望箇所は、駅ホーム上の店舗上部又は側面や構造物上部、駅構内で

の天井部分であり、施工場所、施工方法が選択可能なことから、ＪＲ東

日本の鉄道事業等に影響を与えないものと考える。さらには、現在ＪＲ

東日本自らが駅構内において、同様の無線ＬＡＮ装置を設置運用してい

ることからも、これらの設置運用が鉄道事業等に影響を与えないことは

自明である。 

 



 Ⅱ－90

（３）意見書における主な主張 

 

① 本件申請の対象とされる無線ルータ、メディアコンバータ、ＤＳＬモ

デム等の機器については、たとえ、第一種電気通信事業の用に必要なも

のではあっても、必ずしもアンテナに接着して設置する必要はないし、

また、アンテナとは異なり、特段、設置場所が限定されるなどの事情は

存しないことから、総務大臣の認可の対象外である。 

 

② 本件申請は、次の理由から、電気通信事業法（以下「法」という。）第

７３条第１項に規定される「必要かつ適当であるとき」には該当しない。 

1) ６駅構内に対するＪＲ東日本の管理権に優先してプラットホーム又

はコンコース上に無線ＬＡＮ基地又はＭＩＳタワーを設置すべき特段

の必要性を見出し難いのみならず、その設置を認めることは不適当で

ある。 

2) 法第７３条第１項に基づく総務大臣の認可制度は、土地等の所有者

等に対して、土地等の物件に対する使用権設定に係る受忍を求めるに

すぎず、それ以上に、土地等の所有者等に対して、当該使用権設定に

伴う積極的行為又は対応を強いるものではないから、事故発生防止の

ために乗降客の整理等の積極的対応をＪＲ東日本に余儀なくさせるＭ

ＩＳの本件申請は、明らかに法７３条第１項の限界を逸脱している。 

3) ＪＲ東日本は、現に、６駅を含む駅構内において、多くのＰＯＳレ

ジ等の機器を稼動させており、これらの機器の正常な作動がＭＩＳに

よる無線ＬＡＮ基地又はＭＩＳタワーの設置によって妨げられ得る状

況を甘受すべき筋合いにないのみならず、駅構内における無線ＬＡＮ

によるインターネット接続サービスの事業化、無線ＬＡＮ経由のＰＤ

Ａによる旅客情報サービスなども、実際に実験が進行中であるか、又

は近日中には実験が開始されるという状況にある以上、ＪＲ東日本に

よるこれら施策の円滑な実施がＭＩＳによる無線ＬＡＮ基地又はＭＩ

Ｓタワーの設置によって阻害され得る状況になることは、当該施策実

施に係るＪＲ東日本の基本的権限を否定するものである。 

4) ＭＩＳによる本件申請は、誠意あるＪＲ東日本の対応を一方的に無

視し、ＪＲ東日本駅構内における無線ＬＡＮの方式を、汎用性に全く

欠けるＭＩＳ方式によって独占しようという意図に基づくものである

から、相当性に欠ける。 
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③ 以上のとおり、ＭＩＳによる本件申請は、法７３条第１項に規定され

る「必要かつ適当であるとき」の要件の具備に欠けることが明白である

から、速やかに排斥させるべきである。 

 

（４）諮問 

 

   平成１４年６月１７日諮問第２号（次のとおり） 

 

 

諮  問  書 

 

モバイルインターネットサービス株式会社（以下「ＭＩＳ」という。）

から、平成１４年３月１９日付けで、電気通信事業法（以下「法」という。）

第７３条第１項の規定に基づき、東日本旅客鉄道株式会社（以下「ＪＲ東

日本」という。）に対する土地等を使用する権利の設定に関する協議を求

める認可申請があった。 

 

これについて審査した結果、法第７３条第１項及び第２項の認可用件に

該当し、又は適合していると認められることから、申請のとおり認可する

こととしたい。 

 

よって、法第８８条の１８の規定に基づき、上記について諮問する。 

 

なお、上記の判断を行うに至った理由を別紙（省略）に示す。 

 

 

（５）答申 

 

   平成１４年７月３０日電委第９５号（次のとおり） 

 

 

答  申  書 

 

平成１４年６月１７日付け諮問第２号に対し、当委員会は、下記のとお

り答申する。 
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記 

 

モバイルインターネットサービス株式会社に対し電気通信事業法第７

３条第１項の規定に基づき認可をすることは、相当ではない。 

 

その理由は、別紙記載のとおりである。 

 

別 紙

 

第１ 本件の経過 

 

１ 総務大臣からの諮問 

 

総務大臣は、平成１４年６月１７日、当委員会に対し、電気通信事業

法（昭和５９年法律第８６号）第８８条の２の規定に基づき、第７３条

第１項の規定による土地等の使用に関する認可につき、諮問をした。こ

の認可は、第一種電気通信事業者であるモバイルインターネットサービ

ス株式会社（以下「ＭＩＳ」という。）から、その事業用の線路を設置

するため、東日本旅客鉄道株式会社（以下「ＪＲ東日本」という。）が

所有する６駅を使用するための協議を求めるため申請されたものであ

る。 

 

２ ＭＩＳからの申請 

 

ＭＩＳは、ＪＲ東日本が所有する新宿、池袋、渋谷、東京、上野及び

品川の６駅の駅ホーム、コンコース等において、いわゆる無線ＬＡＮの

役務を提供するため、これら６駅の駅ホーム、コンコース等を利用して

電気通信設備を設置する必要があるとし、その利用をＪＲ東日本に申し

入れたが、拒否された。 

そこで、ＭＩＳは、平成１４年３月１９日、総務大臣に対し、電気通

信事業法第７３条第１項の規定に基づき、ＪＲ東日本との間で使用権の

設定を協議するための認可を申請した。 

 

ＭＩＳの主張の主要な点は、（１）ＭＩＳは、第一種電気通信事業者

として無線ＬＡＮにつき事業許可を得ており、その公益性、公共性が確

認されていること、（２）ＪＲ東日本の駅は、極めて多くの公衆が出入
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りする場所であり、公益事業にとって不可欠なものであること、（３）

本件無線ＬＡＮが利用する周波数は、相互に電波干渉に対する調整を行

い利用するものであり、その悪影響はないこと、（４）駅構内には豊富

なスペースがあり、ＪＲ東日本の鉄道事業等に影響を与えないものであ

るというものである。 

 

３ ＪＲ東日本の意見 

 

ＪＲ東日本は、平成１４年３月２２日、総務大臣から、上記の認可申

請があった旨の通知を受けて、申請についての意見書の提出を求めら

れ、同年４月１１日これを提出した。 

 

ＪＲ東日本の主張の主な点は、（１）電気通信事業法第７３条第１項

の規定は、他人の土地等を利用して電柱、電線等を設置しなければ電気

通信の線路が断たれて事業の目的が達成できない場合に限って適用さ

れるものであるのに、本件無線ＬＡＮの設備は、それぞれの駅を利用す

る旅客に対してのみ役務を提供するためのものであって、格別駅に設置

しなければ線路が断たれるものではないから、同条項の規定の適用を受

ける線路とはいえない、（２）ＭＩＳは、ＪＲ東日本の駅を利用して駅

構内で無線ＬＡＮの事業を展開するため本件申請に及んだものであっ

て、ＪＲ東日本の管理権、利用権に優先してこれを使用する必要性及び

適当性が認められないばかりか、これが認められるとＪＲ東日本では事

故発生防止のための積極的対応を余儀なくされたり、鉄道の安全運行の

ための機器の作動が阻害されたりする危険を蒙ることになり、さらに、

ＪＲ東日本が計画している駅構内の無線ＬＡＮインターネット接続サ

ービスの事業化や無線ＬＡＮによる旅客情報サービスが阻害される危

険があるので、ＭＩＳの本件無線ＬＡＮのための駅の使用については電

気通信事業法第７３条第１項に規定する「必要かつ適当であるとき」の

要件を充たしていないというものである。 

 

４ 当委員会の審議 

 

当委員会は、本年６月１７日、総務大臣から諮問を受け、即日委員会

を開催して諮問内容について説明を受けるとともに、ＭＩＳ及びＪＲ東

日本に対し諮問内容に関して意見を求めることを決定し、７月１日双方

から意見書の提出を受けた。 
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当委員会は、その後本年６月２１日、７月５日、同月１９日、同月２

６日及び同月３０日に委員会を開いて審議を重ね、本答申を取りまとめ

た。 

 

 

第２ 電気通信事業法第７３条第１項の規定の趣旨 

 

1 規定の沿革と特質 

 

電気通信事業法第７３条第１項は、第一種電気通信事業者が事業の用

に供する線路の設置のために総務大臣の認可を受けて他人の土地等を

使用する権利の設定に関して他人と協議を求めることができる旨を定

め、併せて、認可につき、その土地等を利用することが必要かつ適当で

あるときという要件を定めている。 

 

この規定は、基本的に、旧日本電信電話公社の土地等の使用権につい

て定めた旧公衆電気通信法（昭和２８年法律第９７号）第８１条の規定

を継承したものであって、公共の利益となる事業（道路、河川、鉄道等）

に必要な土地等の収用又は使用について定めている土地収用法（昭和２

６年法律第２１９号）の要件を軽減した補充法であると理解されてい

る。すなわち、第一種電気通信事業を行うには所有者等の権利者が異な

る土地を繋いで線路を敷設することが必要不可欠であり、これを円滑に

実現することが公共の利益に合致するという認識に立ちつつ、長距離に

わたる線路の設置にあたり一部の電柱等でも設置ができないと全体の

工事が完成しない結果になること、多数の電柱等を設置するため多数の

権利者との間で土地収用法の厳格な手続により使用をすべきものとす

るときは工事の著しい遅延を招きかねないこと、土地等の使用を認めて

も生じる負担は土地収用法が対象としている場合のそれと比較して極

めて軽微であることが考慮されたものと理解されているのである。 

 

２ 規定が適用される線路の範囲 

 

このような規定の沿革と趣旨に照らすと、電気通信事業法第７３条第

１項が適用対象としている線路は、第一種電気通信事業者が設置を希望

するすべての場所における線路を意味するものではなく、その設置が当

然に公共の利益と合致し、土地等の権利者の意思に反してでも使用権を
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主張することが認められる場合に限られるものと解するのが相当であ

る。 

 

すなわち、もともと土地収用法や本条項を含む公用使用権の規定は、

国民の側に個々の権利者の使用権を上回る利用についての公共の利益

ないしは潜在的権利があると観念するところに成り立つものであって、

憲法第２９条第３項が「私有財産は、正当な補償の下に、これを公共の

ために用いることができる。」と規定しているのも、その趣旨を示すも

のである。そして、もし土地等の利用について認可が求められている場

合において、このような公共の利益が認められないときは、電気通信事

業法第７３条第１項にいう線路に該当しないばかりか、土地等を利用す

ることが適当とは認められないことになる。 

 

いかなる場合に土地等を利用することに公共の利益が認められるか

を判断するにあたっては、特に、その土地等を利用することにより設置

する線路が、その土地等に現在する人を専ら又は主として対象としてい

るのか、それを超える公衆を広く対象としているのかを区別することが

重要と考えられる。後者である場合には、電話線を繋ぐための電柱を想

起すれば明らかなように、土地等を利用することに公共の利益を肯定す

ることが容易であるのに対し、前者の場合には、その土地等に現在する

人に対し通信の役務を提供するか否かは、原則として、土地等の権利者

の判断に委ねるのが当然であって、その意思を無視して第一種電気通信

事業者に他人の土地等の利用を認めるには、それを肯認するに足りる特

別の根拠を必要とするものというべきである。 

 

このことは、これまでの行政解釈において、電気通信事業法第７３条

第１項の規定について、所有者等の権利者が異なる場所の間の通信、つ

まりは隔地者間の通信について適用されるものと説明されていたこと

と符合するばかりか、同一の構内や同一の建物内の通信に関する電気通

信事業法の規定をみても明らかである。すなわち、例えば、同法第４９

条第１項では、通信の端末設備につき、「電気通信回線設備の一端に接

続される電気通信設備であって、一の部分の設置の場所が他の部分の設

置の場所と同一の構内（これに準ずる区域内を含む。）又は同一の建物

内であるものをいう。」と定義し、利用者が端末設備を電気通信回線設

備に接続すべき旨の請求を行った場合には、第一種電気通信事業者は技

術基準に適合しない場合等を除きその請求を拒むことができない旨規
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定している。これは、電気通信事業法では、同一の構内や同一の建物内

の通信のための設備の設置については、土地等の権利者の意思に委ね、

電気通信事業者がその構内や建物を使用するには、その施設の権利者と

の間に私的契約を取り決めることを建前としている証左である。 

 

そればかりか、仮に、電気通信事業法第７３条第１項の規定に基づき、

原則として、第一種電気通信事業者が端末設備と同様の設備を、希望す

るままに私的な場所に設置することが許されるものとすれば、土地等の

権利者や利用者の意思に反してでも、際限なく私的な施設を利用して営

業活動を展開することが許されることになる。これは、土地収用法より

遥かに簡易な手続で同法以上の強大な使用権を肯定することであり、到

底電気通信事業法が予定するところとは考えられない。 

 

もし、同一の構内や同一の建物内の通信のための設備の設置につい

て、土地等の権利者の意思に反してでも第一種電気通信事業者による設

備の設置を認めるのが適当とすれば、その旨を明示した立法によるべき

である（電気通信事業法第３８条が、第一種電気通信事業者に対し、他

の電気通信事業者から電気通信回線設備との接続を求められたときは、

これに応じる義務がある旨を規定しているのは、その種の立法例であ

る）。 

 

第３ 電気通信事業法第７３条第１項の本件への適否 

 

１ ＭＩＳが設置する無線ＬＡＮ設備の性質 

 

ＭＩＳは、平成１４年３月 1９日付け「土地等使用認可申請書」にお

いて、「有線線路（光ケーブル、メタルケーブル）と、アンテナ（屋外

型）、無線ルーター（屋外型、屋内型）、その他（メディアコンバータ、

モデム、ＳＷＨＵＢ）」の設置に関して、「ＪＲ６駅 新宿、池袋、渋谷、

東京、上野、品川の駅ホーム、コンコース、及びそこに至る上流回線提

供業者との責任分界点までの有線線路設置場所」の利用について公用使

用権の設定を求めている。 

 

ＪＲ東日本の新宿駅、池袋駅、渋谷駅、東京駅、上野駅及び品川駅は、

同社が所有管理する一つの建物或いは区域であると認められる。また、

ＭＩＳが設置を予定している「有線線路（光ケーブル、メタルケーブル）



 Ⅱ－97

と、アンテナ（屋外型）、無線ルーター（屋外型、屋内型）、その他（メ

ディアコンバータ、モデム、ＳＷＨＵＢ）」の全ての設備は、この各々

の建物内に設置される設備である。 

 

ＭＩＳが設置を予定している本件無線ＬＡＮ設備のアンテナ（屋外

型）の送信距離は、同社の平成１４年５月８日付け「反論書」に１００

メートル程度とされているように、概ね１００メートル程度を超えない

ものと想定されており、その射程は主としてＪＲ東日本が所有管理する

駅の内部に止まるものと認められる。 

 

２ 本件無線ＬＡＮ設備の設置と電気通信事業法第７３条第１項 

 

以上の点に照らすと、本件無線ＬＡＮ設備は、隔地者間の通信を行う

ものではないので、電気通信事業法第７３条第１項にいう線路には該当

せず、また、その設置に関してその規定により使用権を認めることは、

適当でもない。 

 

本件の土地等の権利者がＪＲ東日本であること及びその６駅を利用

する者がＪＲ東日本の旅客であることから、ＪＲ東日本に特別の土地等

についての利用受忍義務が認められないか、また、旅客に無線ＬＡＮ設

備についての特別の利用請求権が認められないかが一応問題となるが、

現行規定を精査しても、これを認めるべき根拠を見出すことはできな

い。 

 

本来、本件無線ＬＡＮ設備を駅に設置することについては、当事者間

の話合いによるべきである。また、そのような設置を促すことが適当で

あるとすれば、然るべき法令上の根拠を整備する必要がある。 

 

 

第４ 結 論 

 

以上の理由により、ＭＩＳに対し認可をすることは、相当ではないと考

える。 
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（６）認可拒否処分 

 

モバイルインターネットサービス株式会社あて平成１４年８月８日総基

事第２３２号（次のとおり） 

 

 

平成１４年３月１９日付けで申請のあった、電気通信事業法第７３条第

１項の規定に基づく土地等の使用権設定に係る協議の件は、別紙の理由に

より、認可しない。 

 

（理由） 

 

１ 電気通信事業法第７３条以下の土地等の使用に関する協議認可・裁定

制度（以下「本件制度」という。）は、私有財産たる土地及びこれに定

着する建物その他の工作物（以下「土地等」という。）について、当該

土地等の所有者（所有権以外の権限に基づきその土地等を使用する者が

あるときは、その者及び所有者。以下同じ。）の意思にかかわらず、強

制的に、これを第一種電気通信事業のために用いることを可能とする制

度である。 

 

２ このような本件制度の私権制限的な性格にかんがみ、電気通信事業法

第７３条第１項に規定する線路及び空中線並びにこれらの附属設備（以

下「法第７３条第１項の線路」という。）については、有線電気通信設

備令第１条第５号等に規定される「線路」及び「空中線」（以下「電気

通信関係法令一般における線路」という。）であることのみならず、本

件制度の立法趣旨に合致する態様のものであることをも要するもので

ある。 

 

３ そして、本件制度は、電気通信関係法令一般における線路を、複数の

土地等を横断して設置することが、第一種電気通信事業を遂行するため

に必要不可欠であることを踏まえ、電気通信関係法令一般における線路

であってこのような態様のものを円滑に設置することを可能ならしめ

ることを、その立法趣旨とするものであり、一の土地等の内部に現在す

る利用者に対し電気通信役務を提供するために当該土地等の内部に設

置されるような態様のものを想定していない。 
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（なお、本件制度の立法趣旨については、電気通信事業紛争処理委員会

答申（平成１４年７月３０日）においても、「第一種電気通信事業を行

うには所有者等の権利者が異なる土地を繋いで線路を敷設することが

必要不可欠であり、これを円滑に実現することが公共の利益に合致する

という認識に立ちつつ、長距離にわたる線路の設置にあたり一部の電柱

等でも設置ができないと全体の工事が完成しない結果になること、多数

の電柱等を設置するため多数の権利者との間で土地収用法の厳格な手

続により使用をすべきものとするときは工事の著しい遅延を招きかね

ないこと、土地等の使用を認めても生じる負担は土地収用法が対象とし

ている場合のそれと比較して極めて軽微であることが考慮されたもの

と理解されているのである。」とされている。） 

 

４ この点において、本件申請に係る「有線線路」、「アンテナ」、「無線ル

ーター」及び「その他」並びにこれらを一体化した「ＭＩＳタワー」は、

空中波の部分を含め、いずれも、東日本旅客鉄道株式会社の所有する駅

の一ごとに、その内部に現在する利用者に対し電気通信役務を提供する

ため、駅の内部に設置されるものであり、複数の土地等を横断して設置

されるものでないため、本件制度の立法趣旨に合致する態様のものであ

るとは認められない。 

 

５ したがって、これらは、法第７３条第１項の線路に該当しないため、

認可することは適当でないと認められる。 

 

（７）電気通信事業法及び日本電信電話株式会社等に関する法律の一部を改正

する法律案（第１５６回国会閣法第１１１号）第２条の規定による電気通

信事業法第７３条第１項の改正 

 

委員会の答申を受け、電気通信事業法第７３条第１項の規定の改正を盛

り込んだ法律案が国会に提出された。 

同法律案は、平成１５年７月１７日成立、同年７月２４日公布された。 

  （平成１６年４月１日から施行。） 
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【参 考】 

（総務省作成資料） 

 

 
 
 
 

モバイルインターネットサービス株式会社（ＭＩＳ）の設備構成図 

１ 光ケーブルを使用する方式 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ ＤＳＬを使用する方式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

同軸ケーブル
無線ルータ

 Ｍ/Ｃ 

メディアコンバータ（Ｍ/Ｃ） 
 （ＭＩＳ） 

ＭＩＳタワー

アンテナ 
無線ルータ 
Ｍ/Ｃ 

光ケーブル無線ルータ 

アンテナ 

駅ホーム 

アンテナ 
ＦＴＭ（ＵＳＥＮ）

（株）有線ブロードネットワークス 
（ＵＳＥＮ）局舎 

ＤＳＬモデム 

ＤＳＬモデム 
（ＭＩＳ） 

ＭＩＳタワー

アンテナ 
無線ルータ 
ＤＳＬモデム 

 平衡対ケーブル無線ルータ 

アンテナ 

駅ホーム 

アンテナ 
 

ＭＤＦ（ＮＴＴ東日本）

ＮＴＴ東日本局舎 

スプリッタ 
（ＭＩＳ）

 
ＭＤＦ 
 

 
 交換機 
 

ＤＳＬＡＭ 
（ＭＩＳ） 

電話網

ＩＳＰ網

ＩＳＰ網

Ｍ/Ｃ ルータ 

光ケーブル 
（ＵＳＥＮ）

ＬＡＮケーブル

ＬＡＮケーブル 同軸ケーブル 

ＬＡＮケーブル 同軸ケーブル 

スイッチングハブ

同軸ケーブル
無線ルータ

ＬＡＮケーブル

スイッチングハブ



第３章 役務提供条件・業務方法等の是正 

第１節 総務大臣の職権による業務改善命令 

１ 平成１４年４月１９日命令事例（平成１４年４月１９日総基料第７０号の

５） 

（１）経過 

平成１４年 ４月１８日 総務大臣、電気通信事業紛争処理委員会に諮問 

（諮問第１号）（⇒（２）） 

４月１９日 電気通信事業紛争処理委員会、総務大臣に答申

（⇒（３）） 

総務大臣、ケイディーディーアイ株式会社に対 

して業務の改善を命令（⇒（４）） 

 

（２）諮問 

平成１４年４月１８日諮問第１号（次のとおり） 

 

諮 問 書 

 

 ケイディーディーアイ株式会社（以下「ＫＤＤＩ」という。）は、子会

社である第二種電気通信事業者（以下「子会社」という。）を通じ、別紙

（略）記載の１８の地方公共団体等に対し、届け出た料金を下回る料金に

より電気通信役務を提供していたことが判明した。子会社に対し、その赤

字分は手数料という形式で補てんするなど、脱法的な方法を採っており、

また、ＫＤＤＩが子会社経由で提示している割引率は、各エンドユーザご

とにさまざまであり、ＫＤＤＩによると、競争事業者の提示条件を予測等

し、これとそん色のない条件を提示することにより顧客を獲得することを

目的として提示しているものである。その結果、本件エンドユーザへの割

引率は、利用額の多寡等の条件とは無関係なものとなっている。このよう

な業務の方法は、電気通信役務の利用の公平性等の観点から不適切であ

り、利用者の利益を阻害するものと考えられる。 

以上のことから、利用者の利益又は公共の利益を確保するために改善が
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必要であると認められることから、電気通信事業法（昭和５９年法律第８

６号。以下「法」という。）第３６条第４項に基づき、 

① 子会社がＫＤＤＩの「電話サービス等契約約款」に規定する「スーパ

ーアカウントプラン代表者」又は「割引率逓増型選択料金制サービスⅠ

利用者」としての実態があるかのように装うことを始め、実際の提供条

件と契約約款記載の提供条件とが齟齬を来たしていることを是正する

とともに、今後同様の行為を再演しないこと 

② 高額利用割引としての割引を利用額の多寡に応じない割引としない

こと 

③ ①及び②について講じた措置について、１か月以内に総務省に報告す

ること 

④ 本件の対象となった１８の地方公共団体等以外にも、同様の事例が行

われていないか調査を行い、同様の事例がみられた場合には、①及び②

と同様の措置を講じるとともに、調査結果及び講じた措置について、併

せて１か月以内に報告すること 

を内容とする業務の改善を命ずることとしたい。 

 上記について、法第８８条の１８の規定に基づき諮問する。 

 

 

（３）答申 

平成１４年４月１９日電委第６０号（次のとおり） 

 

答申書 

 

 平成１４年４月１８日付け諮問第１号をもって諮問された事案につい

て、審議の結果、下記のとおり答申する。 

 

記 

 

 ケイディーディーアイ株式会社に対し諮問の趣旨により業務の改善を

命ずることは適当と認められる。 

 ただし、命令にあたっては、以下の点を明示することを考慮されたい。
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１ 同社が、届け出ていない料金により役務を提供することは、電気通信

事業法第３１条第９項に違反し、かつ、特定の利用者にのみこのような

行為を行うことは、同法第７条に違反するものであること 

２ このような業務の方法は、第一種電気通信事業者の業務の方法が適切

でないため利用者の利益を阻害している場合にあたると認められ、改善

の措置を採るべきことを命ずることが利用者の利益を確保するために

必要と認められること 

 

 

（４）命令 

ケイディーディーアイ株式会社あて平成１４年４月１９日総基料第７０

号の５（次のとおり） 

 

 

業務の改善について（命令） 

  

貴社は、子会社である第二種電気通信事業者（以下「子会社」という。）

を通じ、別紙（略）記載の１８の地方公共団体等に対し、届け出た料金を

下回る料金により電気通信役務を提供していたことが判明した。子会社に

対し、その赤字分は手数料という形式で補てんするなど、脱法的な方法を

採っており、また、貴社が子会社経由で提示している割引率は、各エンド

ユーザごとにさまざまであり、貴社によると、競争事業者の提示条件を予

測等し、これとそん色のない条件を提示することにより顧客を獲得するこ

とを目的として提示しているものである。その結果、本件エンドユーザへ

の割引率は、利用額の多寡等の条件とは無関係なものとなっている。 

 貴社が、届け出ていない料金により役務を提供することは、電気通信事

業法（昭和５９年法律第８６号。以下「法」という。）第３１条第９項に

違反し、かつ、特定の利用者にのみこのような行為を行うことは、法第７

条に違反するものである。このような業務の方法は、第一種電気通信事業

者の業務の方法が適切でないため利用者の利益を阻害している場合にあ

たると認められ、改善の措置をとるべきことを命ずることが利用者の利益

を確保するために必要と認められる。 

 よって、法第３６条第４項に基づき、以下の改善の措置をとるべきこと

を命ずる。 

 Ⅱ－103



① 子会社が貴社「電話サービス等契約約款」に規定する「スーパーアカ

ウントプラン代表者」又は「割引率逓増型選択料金制サービスＩ利用者」

としての実態があるかのように装うことを始め、実際の提供条件と契約

約款記載の提供条件とが齟齬を来たしていることを是正するとともに、

今後同様の行為を再演しないこと 

②  高額利用割引としての割引を利用額の多寡に応じない割引としない

こと 

③ ①及び②について講じた措置について、１か月以内に総務省に報告す

ること 

④ 本件の対象となった１８の地方公共団体等以外にも、同様の事例が行

われていないか調査を行い、同様の事例がみられた場合には、①及び②

と同様の措置を講じるとともに、調査結果及び講じた措置について、併

せて１か月以内に報告すること 

 Ⅱ－104



２ 平成１６年２月５日命令事例（平成１６年２月５日総基料第３号の６） 

（１）経過 

平成１６年 １月２９日 総務大臣、電気通信事業紛争処理委員会に諮問 

（諮問第５号）（⇒（２）） 

２月 ４日 電気通信事業紛争処理委員会、総務大臣に答申 

（⇒（３）） 

２月 ５日 総務大臣、ＫＤＤＩ株式会社に対して業務の改 

善を命令（⇒（４）） 

 

（２）諮問 

平成１６年１月２９日諮問第５号（次のとおり） 

 

諮 問 書 

 

ＫＤＤＩ株式会社（以下「ＫＤＤＩ」という。）はかつて、子会社であ

るＫＣＯＭを通じ、１８の地方公共団体等に対し、電気通信事業法（昭和

５９年法律第８６号。以下「法」という。）第３１条第１項の規定により

届け出た料金を下回る料金により電気通信役務を提供していたが、当該行

為は法第７条及び第３１条第９項に違反し、法第３６条第４項の「第一種

電気通信事業者の業務の方法が適切でないため利用者の利益を阻害して

いる」場合に当たると認められたことから、利用者の利益を確保するため、

平成１４年４月１９日、当省はＫＤＤＩに対し業務改善命令（総基料第７

０号の５）を行った。 

このたび、ＫＤＤＩが、民間企業向けの電話サービスについて、上記業

務改善命令後も届け出た料金を下回る料金でサービスを提供しているの

ではないかとの申出が当省にあり、ＫＤＤＩに事実関係の報告を求めたと

ころ、市外通話が４５％から６７％割引、国際通話が３１％から８０％割

引等、法第３１条第１項の規定により届け出た料金を下回る料金により電

気通信役務を提供していた事例１２件が明らかとなった。 

今回明らかとなった１２件は、いずれも上記業務改善命令以前から法第

３１条第１項の規定により届け出た料金を下回る料金により電気通信役

務を提供していたものであり、上記業務改善命令を受けて、ＫＤＤＩは本

来速やかに是正のための措置を講じる必要があったところ、現在までに３

件は是正されているが、９件については是正されていない。 
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以上から、上記業務改善命令後、現時点においてもなお法第３６条第４

項の「第一種電気通信事業者の業務の方法が適切でないため利用者の利益

を阻害している」状況が継続していると認められることから、同項に基づ

き、以下を内容とする業務改善命令を行うことといたしたい。 

① 今回新たに明らかとなった、届け出た料金を下回る料金により電話サ

ービスを提供していた１２件のうち、現時点で実際の提供条件と契約約

款記載の提供条件とがそごを来たしている９件について、速やかに是正

すること。 

② 今回明らかとなった１２件以外にも、業務改善命令後、届け出た料金

を下回る料金により電話サービスを提供していた事例がないか調査を

行い、そうした事例が判明し、現時点で是正されていない場合は、①と

同様、速やかに是正すること。 

③ 法令等の遵守のための内部管理体制等の充実及び強化を図ること。 

④ ①、②及び③により講じた措置について、１か月以内に当省に報告す

ること。 

 上記について、法第８８条の１８の規定に基づき諮問する。 

 

（３）答申 

平成１６年２月４日電委第８号（次のとおり） 

 

答申書 

 

 平成１６年１月２９日付け諮問第５号をもって諮問された事案につい

て、審議の結果、下記のとおり答申する。 

 

記 

 

ＫＤＤＩ株式会社に対し、諮問の趣旨により業務の改善を命ずること

は、適当である。 

 なお、命令を発するに当たっては、ＫＤＤＩ株式会社がその命令を迅速

にかつ完全に履行するよう、履行に期限を定める等の配意をされたい。 
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（４）命令 

ＫＤＤＩ株式会社あて平成１６年２月５日総基料第３号の６（次のとおり） 

 

業務の改善について（命令） 

  

貴社はかつて、子会社であるＫＣＯＭを通じ、１８の地方公共団体等に

対し、電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号。以下「法」という。）

第３１条第１項の規定により届け出た料金を下回る料金により電気通信

役務を提供していたが、当該行為は法第７条及び第３１条第９項に違反

し、法第３６条第４項の「第一種電気通信事業者の業務の方法が適切でな

いため利用者の利益を阻害している」場合に当たると認められたことか

ら、利用者の利益を確保するため、平成１４年４月１９日、当省は貴社に

対し業務改善命令（総基料第７０号の５）を行った。 

このたび、貴社が、民間企業向けの電話サービスについて、上記業務改

善命令後も届け出た料金を下回る料金でサービスを提供しているのでは

ないかとの申出が当省にあり、貴社に事実関係の報告を求めたところ、市

外通話が４５％から６７％割引、国際通話が３１％から８０％割引等、法

第３１条第１項の規定により届け出た料金を下回る料金により電気通信

役務を提供していた事例１２件が明らかとなった。 

 今回明らかとなった１２件は、いずれも上記業務改善命令以前から法第

３１条第１項の規定により届け出た料金を下回る料金により電気通信役

務を提供していたものであり、上記業務改善命令を受けて、貴社は、本来

速やかに是正のための措置を講じる必要があったところ、現在までに３件

は是正されているが、９件については是正されていない。 

以上から、上記業務改善命令後、現時点においてもなお法第３６条第４

項の「第一種電気通信事業者の業務の方法が適切でないため利用者の利益

を阻害している」状況が継続していると認められることから、同項に基づ

き、利用者の利益を確保するために、以下のとおり業務の改善を命ずる。

１ 今回新たに明らかとなった、届け出た料金を下回る料金により電話サ

ービスを提供していた１２件のうち、現時点で実際の提供条件と契約約

款記載の提供条件とがそごを来たしている９件について、１か月以内に

是正すること。 
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２ 今回明らかとなった１２件以外にも、業務改善命令後、届け出た料金

を下回る料金により電話サービスを提供していた事例がないか調査を

行い、そうした事例が判明し、現時点で是正されていない場合は、１と

同様、１か月以内に是正すること。 

３ 法令等の遵守のための内部管理体制等の充実及び強化を図ること。 

４ １、２及び３により講じた措置について、１か月以内に当省に報告す

ること。 
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第２節 意見の申出 
 

１ 平成１３年１２月２８日申出事例（基・総務課平成１３年１２月２８日第

１９３号及び同第１９４号）（ＤＳＬサービス受付について業務の改善等を求

める意見の申出） 

 

（１）経過 

 

平成１３年１２月２８日 ビー･ビー･テクノロジー株式会社（以下「ＢＢ

Ｔ」という。）、意見の申出（⇒（２））  

平成１４年 ２月 ８日 東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株

式会社（以下「ＮＴＴ東日本・西日本」という。）

に対して行政指導文書発出（⇒（３）） 

ＢＢＴに対して処理結果を通知（⇒（４））  

 

（２）申出における主な主張 

 

ＮＴＴ東日本・西日本のＤＳＬサービス受付業務等に関して、次のとお

り、業務改善等を求め、意見の申出を行った。 

・ ＮＴＴ東日本・西日本がＤＳＬ回線申込時の適合性確認作業及びジャ

ンパー工事について、「ＤＳＬ（デジタル加入者線）の普及促進及びＭＤ

Ｆ（主配線盤）等における接続について」（平成１２年７月３１日郵電技

第３０１１号）に示された標準的な工事期間（７営業日）を遵守するよ

う業務改善命令を発動すること 

・ ＮＴＴ東日本・西日本が、他のＤＳＬ事業者申込みの工事と比較し、

自社サービスの工事を優先していないかどうか調査すること 

・ ＤＳＬサービス申込時の本人性確認について、名義人のほか電話利用

料支払者名による申込みも可能とすること 

 

（３）行政指導 

 

   平成１４年２月８日総基料第２７号（次のとおり） 
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ア) 東日本電信電話株式会社あて 

 

ＤＳＬサービス開始までの標準的な工事期間の遵守について 

 

標記について、ビー・ビー・テクノロジー株式会社から電気通信事業法

第９６条の２に基づき、貴社あて「ＤＳＬ（デジタル加入者線）の普及促

進及びＭＤＦ（主配線盤）等における接続について」（平成１２年７月３

１日郵電技第３０１１号）において示したＤＳＬサービス開始までの標準

的な工事期間である７営業日以内を遵守していないため、貴社に対し、業

務改善命令を要請すること等を内容とする意見申出がなされた。 

これにつき調査した結果、ビー・ビー・テクノロジー株式会社から１１

月中になされた回線開通申込みのうち、おおむね同社の希望日内に工事は

完了しているものの、同社の希望に反し、標準的な工事期間以内に工事が

完了されていない場合が約２割見受けられた。その要因として、工事希望

日が特定の局舎・特定の日に集中していること、同社の開通工事申込みに

一部不備があることも挙げられるが、貴社においても標準的な工事期間で

ある７営業日を遵守できるよう、下記のとおりの取組を行い、その内容に

ついて、１か月以内に報告されたい。 

 

記 

 

１ 貴社内及び工事施工業者との間の連絡をより効率的に行うことによ

り、工事日調整の期間を短縮すること 

２ 他のＤＳＬ事業者から回線開通申込みを受け付けるシステムと社内

の業務支援システムを接続することにより工事完了報告までの期間を

短縮すること 

３ 標準的工事期間内に工事が行われているか否かの実績及び仮に遅延

が生じた場合についてはその理由について、貴社及び他のＤＳＬ事業者

の別に、３か月に１度を目途に公表すること 
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イ) 西日本電信電話株式会社あて 

 

ＤＳＬサービス開始までの標準的な工事期間の遵守について 

 

標記について、ビー・ビー・テクノロジー株式会社から電気通信事業法

第９６条の２に基づき、貴社あて「ＤＳＬ（デジタル加入者線）の普及促

進及びＭＤＦ（主配線盤）等における接続について」（平成１２年７月３

１日郵電技第３０１１号）において示したＤＳＬサービス開始までの標準

的な工事期間である７営業日以内を遵守していないため、貴社に対し、業

務改善命令を要請すること等を内容とする意見申出がなされた。 

これにつき調査した結果、ビー・ビー・テクノロジー株式会社から１１

月中になされた回線開通申込みのうち、標準的な工事期間以内に工事が完

了されていない場合が７７％見受けられた。その後、改善の傾向はみられ、

また、遅延の要因として、工事希望日が特定の局舎・特定の日に集中して

いること、同社の一部の開通工事申込みに不備があることも挙げられる

が、貴社においても標準的な工事期間である７営業日を遵守できるよう、

下記のとおりの取組を行い、その内容について、１か月以内に報告された

い。 

また、貴社の代理店で申し込んだ場合には、他のＤＳＬ事業者よりも開

通までの期間が短い旨宣伝を行っていた例が認められたことから、代理店

に対してこのような行為を行わないよう周知徹底し、その内容について

も、併せて報告されたい。 

 

記 

 

１ 貴社内及び工事施工業者との間の連絡をより効率的に行うことによ

り、工事日調整の期間を短縮すること 

２ 他のＤＳＬ事業者から回線開通申込みを受け付けるシステムと社内

の業務支援システムを接続することにより工事完了報告までの期間を

短縮すること  

３ 標準的工事期間内に工事が行われているか否かの実績及び仮に遅延

が生じた場合についてはその理由について、貴社及び他のＤＳＬ事業者

の別に、３か月に１度を目途に公表すること 
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（４）処理結果通知 

 

平成１４年２月８日総基料第２７号（本人性確認については、次のとお

り。） 

 

 

本人性確認の方法については、個人情報保護等の問題があることから、

今後、研究会において検討していく。 

 

 

 

【参考】研究会における検討結果 

 

「ＩＴ時代の接続ルールに関する研究会」（平成１４年２月２１日～７月２３

日）報告書（本人性確認については次のとおり。） 

 

「 名義人確認を省略することは、ＮＴＴ東日本・西日本がＤＳＬ等接続専

用サービスを受ける人（契約者）の確認を行わないこととなることから、

名義人確認を省略すべきとまでは考えることはできない。また、電話加入

名義人以外の名義による申込みを可能とするには、ＮＴＴ東日本・西日本

は別途本人性の確認が必要となるということであるが、同様の理由から、

これを否定することは困難である。                 」 
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２ 平成１４年８月６日申出事例（基・総務課平成１４年８月６日第８１号）（利

用者料金設定事業者に関して接続約款の変更を求める意見申出） 

 

（１）経過 

 

平成１４年 ８月 ６日 ケーブル･アンド･ワイヤレス･アイディーシー

株式会社（以下「Ｃ＆ＷＩＤＣ」という。）、

意見の申出（⇒（２）） 

１１月２２日 Ｃ＆ＷＩＤＣに対して処理結果を通知（⇒（３）） 

 

（２）申出における主な主張 

 

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコ

モ北海道、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ東北、株式会社エヌ・ティ・

ティ・ドコモ東海、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ北陸、株式会社エ

ヌ・ティ・ティ・ドコモ関西、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ中国、

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ四国及び株式会社エヌ・ティ・ティ・

ドコモ九州（以下「ＮＴＴドコモ」という。）の接続約款に関し、固定発・

移動体着のサービスについて固定系事業者が料金設定権を持つことができ

るよう当該接続約款が変更されるよう、総務大臣よりＮＴＴドコモ各社に

対し命じるよう要請する。 

次のとおり、電気通信事業法の規定に照らして、この要請は根拠がある

ものと考えている。 

・ 現在の固定発・移動体着の料金設定権の在り方は、固定系事業者に不

必要な支出を課し、この支出は顧客に転嫁せざるを得ず、サービスの料

金は高止まりすることとなる。その結果、より低廉な料金を顧客に提供

することができないことから、公共の利益を損なうものであり、電気通

信事業法第３６条第４項に規定する業務改善命令及び電気通信事業法第

３６条第３項に規定する接続約款の変更命令の対象となるものである。 
・ 移動体事業者からの接続に係る条件提示は、1)固定発・移動体着の料

金について移動体事業者が料金設定権を持つ、2)これに付随する料金シ

ステムの改変のため相当程度の支出を要するというものであり、当社の

事業活動を不当に拘束することになる。これは、電気通信事業法第３７

条の２第４項に規定する禁止行為停止・変更命令の対象となるものであ

る。 
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・ ＮＴＴドコモ各社の接続約款の規定（第７３条第２項、別表２）によ

れば、固定系事業者のみＮＴＴドコモ各社に対して料金設定権を譲り渡

さなければならないこととなっており、他の事業者については自社網発

の料金について料金設定権を持つことができる。このように、接続約款

の規定においては、固定系事業者は不当に差別されており、電気通信事

業法第３８条の３第３項に規定する接続約款の変更命令の対象となるも

のである。 

・ 情報通信審議会ＩＴ競争政策特別部会の最終答申案に記述されている

利用者料金のデタリフ化は、事業者に利用者料金の設定においてより大

きな自由を享受させようとの規制緩和策であると思うが、料金設定権の

問題が解決されないままであれば、固定系事業者については料金設定の

自由が享受できないこととなってしまう。 

 

（３）処理結果通知 

 

平成１４年１１月２２日総基料第４４７号（次のとおり） 

 

 

平成１４年８月６日付け（基・総 第８１号）で総務大臣に提出された

意見申出については、平成１４年７月１８日付けで平成電電株式会社（以

下「平成電電」という。）から電気通信事業法第３９条第３項の規定に基

づき申請のあった内容と同様のものであるため、これについての裁定内容

を別添（略（第１章第３節２（５）ア）参照））のとおり通知いたします。

 

（以下略） 
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第４章 総務大臣への勧告 

 

１ 「コロケーションのルール改善に向けた勧告」（平成１４年２月２６日電委第３２号）   

 

（１）経過 

 
  平成１４年 ２月１４日 あっせん終了（平成１４年２月１日（争）第１号事件解

決）（Ⅱ-４参照） 

        ２月２６日 総務大臣に対して勧告（⇒（２）） 

        ３月２５日 東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社、

接続約款の変更認可を申請（⇒（３）） 

        ５月２３日 総務大臣、接続約款の変更を認可 
 

（２）勧告 

 

総務大臣あて平成１４年２月２６日電委第３２号 

 

 

勧 告 書 

 

電気通信事業法第８８条の２０第１項に基づき、平成１４年２月１日（争）第１

号事件の解決に関連し下記の措置が講じられるよう総務省において配慮されるこ

とを勧告する。 

記 

 

第一種指定電気通信設備との円滑な接続のために必要な通信用建物の利用（所謂

コロケーション）について、現状では接続事業者からの利用請求の先後のみが優先

度として考慮されていることを改め、請求の先後に加え、サービス利用申込者への

対応の必要等からみた利用の緊急性も優先度として考慮される等の工夫を加え、電

気通信事業法の予定する公益性に一層即した方法により希少資源の配分が行われ

るよう、第一種指定電気通信設備を設置する第一種電気通信事業者において措置を

講じること。 

 

 
（３）申請の概要接続約款変更の概要 

 

 ① スペース、ＭＤＦ及び電力について、管理基準値を設定。 

 ② 当該基準値を下回ったビルにおいて、これら希少資源の配分の上限を設定した

上で、当該ビルにおける申込みに対し、利用率等を考慮して割当て。 
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２ 「接続における適正な料金設定が行い得る仕組みの整備の勧告」（平成１４年１１月

５日電委第１１５号） 

 

（１）経過 

 

平成１４年 ９月２０日 総務大臣からの諮問（ＮＴＴドコモ等携帯電話事業者に

対する利用者料金の設定に関する細目に係る裁定） 

平成１４年１１月 ５日 総務大臣への答申平成１４年７月１８日細目裁定申請事

案について、総務大臣に答申（Ⅱ-64 参照） 

総務大臣へのに対して勧告（⇒（２）） 

１１月２２日 総務大臣、平成電電及び携帯電話事業者１５社に対し、

裁定について通知（第Ⅱ部第１章第３節２参照） 

１２月１９日 総合通信基盤局、委員会勧告を踏まえ、「料金設定の在り

方に関する研究会」を開催 

平成１５年 ６月１７日 同研究会報告書公表（⇒（３）） 

６月２５日 総合通信基盤局、「固定電話発携帯電話着の料金設定に関

する方針」の策定・公表（⇒（４）） 

 

（２）勧告 

 

総務大臣あて平成１４年１１月５日電委第１１５号（勧告に関する部分のみ抜粋） 

 

 

答  申  書 

 

 平成１４年９月２０日付け諮問第３号をもって諮問された事案について、審議の

結果、下記のとおり答申する。なお、その理由は、別紙のとおりである。 

 

記 

 

１ ＮＴＴドコモ・グループに対する接続請求について 

（略） 

 

２ 接続通話に係る適正な料金設定について 

  本件は、接続通話に係る利用者料金をいずれの事業者が設定するかという個別

事案であるが、問題の本質は、接続通話に係る料金の適正な設定の在り方にかか

わるものである。そこで、総務大臣は、単に本件の個別事案を処理するにとどま
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らず、接続において適正な料金設定が行われるように合理的で透明性のある料金

設定の仕組みを検討し、整備すべきである。 

 

３ 携帯電話事業者各社に対する中継系接続請求について  

（略） 

 

  別紙

第１ 本件の経緯 

  （略） 

 

第２ 検討  

 

１ ＮＴＴドコモ・グループに対する接続請求について 

  （略） 

 

２ 接続通話に係る適正な料金設定について 

利用者に対してエンド・ツー・エンド料金を設定した場合には、利用者から通

算して収納した料金収入は、接続に関与する電気通信事業者間の接続協定におい

て定められた「取得すべき金額（負担すべき額）」とその「残余の額」とに分配

されることとなるが、それらの金額は、いずれも各電気通信事業者が提供する電

気通信役務の料金としての性格を持つことになる。この限りにおいて、いわゆる

「利用者料金設定権」をいずれの電気通信事業者に帰属させても利害関係の衝突

は起きないはずであるが、実際には、利用者料金を設定する電気通信事業者の収

益が、他の電気通信事業者に精算した「取得すべき金額」を控除した残額である

という点において、ブラックボックス化しやすく、とりわけ料金規制の緩和され

た現状にあっては、料金設定の合理性に疑念を生じさせやすい構造を有してい

る。 

実際にも、ＮＴＴドコモ・グループの標準的な利用者料金プランにおいては、

ＮＴＴ地域会社の設置する設備から携帯電話事業者の設置する設備に着信する

通話の通話料が３分８０円であり、このうちＮＴＴ地域会社に対して「取得すべ

き金額」として接続料約５円が支払われ、その残余の額の約７５円が携帯電話事

業者の収入となっている。ところが、携帯電話事業者相互間や携帯電話事業者と

国際通信事業者との間の接続では、着信側の携帯電話事業者の「取得すべき金額」

は接続料として約４０円と設定され、この額が収入となっている。この約７５円

と約４０円の間には著しい乖離があるのに、その合理性については納得のいく説

明はなされていない。平成電電は、この点を問題視し、携帯電話事業者は、コス

トを接続料で回収すればよいのに不当な利益を独占していると主張している。こ
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れに対し、携帯電話事業者は、「料金設定権が固定事業者側に移れば、コスト回

収や今後の事業展開に支障が生じる」との主張を行うのみである。 

他方、総務大臣から示された裁定案においても、携帯電話事業者側が利用者料

金設定権を有することが慣行であり、それを変更するまでの必要性は認められな

いと述べられているにとどまり、この慣行の合理性の説明が不足している。しか

も、本件に関連し、平成電電とは別の電気通信事業者（ケーブル・アンド・ワイ

ヤレス・アイディーシー株式会社）から電気通信事業法第９６条の２の規定に基

づく意見の申出がなされており、今や明解な料金設定の仕組みを構築することが

喫緊の要請と考えられる。 

確かに、本件は、接続通話に係る利用者料金をいずれの事業者が設定するかと

いう個別事案ではあるが、その奥に、接続通話に係る料金の適正な設定の在り方

全般の問題がある以上、総務大臣は、単に個別事案を処理するにとどまらず、接

続における適正な料金設定が行い得る合理的で透明性のある仕組みを早急に整

備することが必要と考える。 

そこで、本件の答申に際し、この点を勧告として付加することとする。 

 

３ 携帯電話事業者各社に対する中継系接続請求について 

  （略） 

 

（３）「料金設定の在り方に関する研究会」報告書（抜粋） 

 

 

第５章 まとめ 

・ 本研究会の結論は、以下のとおりである。 

① 固定電話発携帯電話着における中継接続については、まず選択中継を導入

し、発側利用者が、呼ごとに事業者識別番号を付すことにより、中継事業者を

選択した場合には、当該呼については中継事業者が料金設定をすること 

② 発側利用者が、呼ごとに事業者識別番号を付さない場合には、これまでどお

り携帯電話事業者の料金設定とすること 

③ 現状においては、優先接続まで導入する必要性はないこと 

 ④ （略） 

 

・ 固定電話発携帯電話着の料金設定に関しては、今後、電気通信事業者から総務

大臣に裁定等の申請がなされた場合、この結論に従って裁定等を行うことが適当

であり、総務省は、速やかに裁定等の方針を示すことが適当であると考えられる。

 

・ 今後、中継事業者（中略）のうち、携帯電話着信のサービスを実施したいと考
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える事業者と携帯電話事業者との間で、ルーチングの方法、課金方式、接続料等

について、接続協議が行われると想定されるが、本研究会においては、当該接続

協議において決定される事項のうち、料金設定の帰属についての考え方を示した

ものである。関係事業者においては、必要な協議、システム改修等を行い、早期

に接続が実現されることが望まれる。 

 

（４）「固定電話発携帯電話着の料金設定に関する方針」（抜粋） 

 

 

総務省は、昨年１２月以降、「料金設定の在り方に関する研究会」を開催し、固

定電話発携帯電話着の通話のうち、中継接続（中略）の通話について、どの事業者

が利用者料金を設定すべきかについて、検討を行ってきた。 

総務省は、当該研究会からの報告書を踏まえ、以下のとおり、固定電話発携帯電

話着の料金設定に関する方針を示すこととした。どの事業者が利用者料金を設定す

るかについては、事業者間の協議によるものであるが、第一種電気通信事業者の電

気通信設備との接続に関し、当該協議が調わない場合、電気通信事業者は、電気通

信事業法（昭和５９年法律第８６号）第３９条第３項に基づき総務大臣の裁定を申

請することができる。総務省においては、中継接続（中略）の通話について、当該

申請がなされた場合には、以下の考え方により、裁定を行う。 

 

１ 中継接続について 

中継接続に係る利用者料金の設定については、以下のとおりとする。 

(1) 発側利用者が、事業者識別番号「００ＸＹ」を現行のダイヤリングである「０

９０－××××－××××」の前に呼ごとに付す（選択中継）ことにより、中

継事業者を選択して通話した場合の呼については、中継事業者が利用者料金を

設定する。 

(2) 発側利用者が、呼ごとに事業者識別番号を付さない場合の呼については、携

帯電話事業者が利用者料金を設定する。 

(3) 関係事業者においては、速やかに事業者間協議を行い、中継接続を開始でき

るようにする。 

(4) ただし、平成１６年度中に限り、経過措置として、例えば、携帯電話事業者

が、自己の役務提供区間について、利用者料金を設定することを認める。その

場合の携帯電話事業者の利用者料金は、当該経過措置期間終了後に接続料化さ

れることを前提とした水準とする。 

(5) 現状においては、まず選択中継を導入することとし、優先接続までは導入し

ない。 

（以下 略） 
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３ 「接続料金の算定の在り方などＭＶＮＯとＭＮＯとの間の円滑な協議に資する措置

の勧告」（平成１９年１１月２２日電委第６９号） 

 

（１）経過 

 

平成１９年 ９月２１日 総務大臣からの諮問（ＭＶＮＯとＭＮＯ間の接続協定に 

係る裁定） 

１１月２２日 総務大臣への答申に併せて勧告（Ⅱ-74 参照）（⇒（２）） 

     １１月２７日 総合通信基盤局、「ＭＶＮＯに係る電気通信事業法及び電 

            波法の適用関係に関するガイドライン」（以下「ＭＶＮＯ 

            ガイドライン」という。）の見直しに関する提案を募集 

平成２０年 ３月１３日 総合通信基盤局、「ＭＶＮＯガイドライン」再改定案に対

する意見募集 

 ５月１９日 総合通信基盤局、「ＭＶＮＯガイドライン」再改定公表 
 
（２）勧告 

 

    総務大臣あて平成１９年１１月２２日電委第６９号（勧告に関する部分のみ抜粋） 

 

 

答申書及び勧告書 

 

 平成１９年９月２１日付け諮問第６号をもって諮問された事案について、電気

通信事業法第１条（目的）ほか関連条項の規定の趣旨を踏まえ審議した結果、下

記１から４までのとおり答申する。また、本件答申に併せ、同法第１６２条第１

項の規定に基づき、下記５のとおり勧告する。 

 なお、本件の経緯は、別紙のとおりである。 

 

記 

 

１～４（略） 

５ 勧告 ― ＭＶＮＯの参入促進のための環境整備について 

移動通信サービスの高度化・多様化を推進する観点から、ＭＶＮＯの参入の促

進を図るためには、本件に限らず、ＭＶＮＯとＭＮＯとの協議が円滑に進むよう

な環境の整備が重要である。 

総務大臣においては、本件裁定内容を「ＭＶＮＯに係る電気通信事業法及び電

波法の適用関係に関するガイドライン」に反映させることのほか、接続料金の算
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定の在り方などＭＶＮＯとＭＮＯとの間の円滑な協議に資する事項について、適

時適切に検討を行い、所要の措置を講じられることを勧告する。 

 

別 紙（略） 

 

 
 
（３）ＭＶＮＯに係る電気通信事業法及び電波法の適用関係に関するガイドライン(抜粋)

（平成14年6月11日）（平成19年2月13日改正、平成20年5月19日改正） 

 
２ 電気通信事業法に係る事項 

     (２) ＭＶＮＯとＭＮＯとの間の関係 

２）事業者間接続による場合 

     ア 事業法第３２条に基づく一般的規律 

     （ア）基本的な考え方 

             （略） 

なお、接続に関し当事者が取得し、若しくは負担すべき金額（以下「接続料等」

という。）又は接続条件その他協定の細目の内容については、まずは、ＭＶＮＯと

ＭＮＯとの間の協議に委ねられるのが原則であり、接続料等又は接続条件その他

協定の細目の内容に含まれる両当事者のそれぞれのサービス提供条件については、

一方の当事者によって独自に自由に決定されるべきものではない 10。 

 

（イ）利用者料金の設定権の帰属について 

ＭＶＮＯがＭＮＯと接続して利用者にサービスを提供する場合、電気通信役務

に関する料金（以下「利用者料金」という。）については、ＭＶＮＯが利用者料金

を設定する（エンドエンド料金）形態、ＭＶＮＯ及びＭＮＯが分担して各々利用

者料金を設定する（ぶつ切り料金）形態のいずれも可能であり、まずはＭＶＮＯ

が提示する利用者料金の設定方法を基に両当事者間で協議が行われることが求め

られる 11。 

 

    （ウ）接続料の課金方式について 

ＭＶＮＯがＭＮＯと接続して利用者にサービスを提供する場合、ＭＮＯが接続

                                                      
10 「電気通信事業法第３５条第３項の規定に基づく日本通信株式会社からの申請に係る裁定」（平成１９年１１月３０日

総務省）P.１ 裁定事項１について（接続に当たり、ドコモの電気通信役務提供区間に係る電気通信役務は、エンドユー

ザー（利用者）に対して自社が提供する役務であるから、その内容、運用等については、ドコモが独自に決めることがで

きるという主張は合理的か。）（http://www.soumu.go.jp/s-news/2007/pdf/071130_13_bs.pdf）を参照。 
11 「電気通信事業法第３５条第３項の規定に基づく日本通信株式会社からの申請に係る裁定」（平成１９年１１月３０日

総務省）P.２ 裁定事項２について（利用者料金の設定はぶつ切り料金かエンドエンド料金か） 

（http://www.soumu.go.jp/s-news/2007/pdf/071130_13_bs.pdf）を参照。 
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に関し取得すべき金額（以下「接続料」という。）の課金方式については、従量制

課金のほか、回線容量単位（帯域幅）の課金方式を採用することも可能であり、

まずはＭＶＮＯが提示する接続料の課金方式を基に、両当事者間で協議が行われ

ることが求められる 12。 

 

       （略） 

 

     (３) ＭＮＯにおけるコンタクトポイントの明確化 

電気通信役務の円滑な提供を確保する等の観点から、ＭＮＯにおいて、卸電気通信役

務の提供又は接続のいかんを問わず一元的な窓口（コンタクトポイント）を設け、これ

を対外的に明らかにするととともに、一般的な事務処理手続（申請手続・書式・標準処

理期間）を公表する等、ＭＶＮＯとの協議を適正かつ円滑に行う体制を整備することが

望ましい 15。 

 

(４) ＭＶＮＯの事業計画等に係る聴取範囲の明確化 

１）基本的考え方 

ＭＮＯが卸電気通信役務契約の提供又は接続に関してＭＶＮＯとの間で協議を行う

に当たっては、当該卸電気通信役務の提供又は接続に係る業務を適確に実施するため、

ＭＮＯにおいて、ＭＶＮＯからその事業計画等に係る事項を含めて情報を聴取する必

要が生じる。しかしながら、事業計画等の内容が競合する事業者に開示されることは、

当該事業計画等を展開する事業者の競争上の地位を危うくすることになりかねない点

に留意する必要がある 16。 

                                                      
12 「電気通信事業法第３５条第３項の規定に基づく日本通信株式会社からの申請に係る裁定」（平成１９年１１月３０日総

務省）P.３ 裁定事項３について（接続料金の課金方式は帯域幅課金とすべきか）

（http://www.soumu.go.jp/s-news/2007/pdf/071130_13_bs.pdf）を参照。 
15 ＭＶＮＯがＭＮＯとの間で卸電気通信役務の提供又は接続に係る協議を行う際、例えば、ＭＮＯが次の行為を行うこ

とにより、ＭＶＮＯの業務の適正な実施に支障が生じているため、公共の利益が著しく阻害されるおそれがあると認められ

るときは、総務大臣による業務改善命令の対象となる（事業法第２９条第１項第１０号及び共同ガイドライン（脚注３参照）

を参照）。 

（例） 

・ＭＶＮＯに対して、合理的な理由なく、あえて社内の複数の部署と個別的かつ煩雑な協議を強いること。 

・ＭＶＮＯに対して、合理的な理由なく、卸電気通信役務契約の締結に関する協議を行うよう求め、接続協定の締結に

関する協議を行わないこと。 

・ＭＶＮＯに対して、不要な資料の提出を要求し、又は速やかに回答できるにもかかわらず、いたずらに回答を遅延する

こと。 

・卸電気通信役務の提供又は接続に係るＭＶＮＯとの協議に際し入手した情報を自己又は自己の関係事業者等の営

業目的に利用すること。 
 
 
 

16 ＭＮＯにおいて、当該卸電気通信役務の提供又は接続の業務を適確に遂行するという目的を超えて、ＭＶＮＯから事

業計画に係る事項の情報開示を求め、これに応じることを当該契約や協定の締結条件とし、又は役務提供の条件とする

ことは当該業務の不当な運営に該当し、総務大臣による業務改善命令の対象となることがある（事業法第２９条第１項第

１０号）。 
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卸電気通信役務の提供又は接続に関し、ＭＮＯにおいてＭＶＮＯから一般的に聴取

に理由があると考えられる事項と一般的に聴取に理由がないと考えられる事項を例示

すると、次のとおりとなる。 

 

一般的に聴取に理由があると考えられる事

項 

一般的に聴取に理由がないと考えられ

る事項 

・ ＭＮＯの電気通信回線設備との接続の調

査のために必要となる一般的事項（接続

の概要、接続を希望する時期、相互接続

点の設置場所、相互接続点ごとの予想ト

ラフィック、接続の技術的条件、電気通

信設備の建設に係る事項、接続端末種別、

接続形態等） 

・ ＭＮＯが卸電気通信役務を提供するため

に必要となる一般的事項（サービス提供

地域、サービス提供時期、音声・データ

別トラフィック量、端末種別、ネットワ

ーク・システム等の改修に必要な事項等）

・ ＭＶＮＯが設定する予定の利用者料金

の水準や料金体系 

・ ＭＶＮＯの想定する具体的顧客名や当

該個別顧客の需要形態 

・ ＭＶＮＯが提供するサービスの原価 

・ ＭＶＮＯが移動通信サービスと一体と

して提供しようと企図する付加価値サ

ービス部分に係る事業計画 

・ ＭＶＮＯが計画する販売チャネルや端

末を自主調達する場合の調達先 

・ ＭＮＯによる疎通制御機能の開発・実施

に必要な事項（開発・実施や聴取の合理

的な必要性が明示された場合） 

 

 

ただし、ＭＶＮＯが企図する事業形態は多種多様であることから、ＭＮＯに要望す

る卸電気通信役務の提供又は接続の形態もまた多種多様であることが想定される点に

留意する必要がある。 

このため、ＭＶＮＯの個別の要望によっては、聴取することが必要な情報もあると

考えられるが、そのような情報を聴取する場合には、ＭＮＯにおいて、その聴取の合

理的な必要性をＭＶＮＯに対して明示することが求められる 17。 

 
また、ＭＶＮＯがこれに応じないことを理由として、ＭＮＯにおいて当該卸電気通信役務契約や接続協定の締結に係る

協議に応じない場合、総務大臣による協議開始（再開）命令の対象となることがある（事業法第３５条第１項及び第２項並

びに第３９条において準用する第３８条）。 

例えば、ＭＮＯが次の行為を行っていることにより、ＭＶＮＯの業務の適正な実施に支障が生じているため、公共の利益

が著しく阻害されるおそれがあると認められるときは、総務大臣による業務改善命令の対象となり、また、ＭＮＯが協議に

応じず又は当該協議が調わなかった場合で、ＭＶＮＯから申立てがあったときには総務大臣による協議開始（再開）命令

の対象となる。 

（例） 

ＭＮＯに対して、ＭＶＮＯが接続を求めて行う協議において、接続の業務の遂行に必要な限度を超えて、ＭＶＮＯの想

定する具体的顧客名やその個別の需要パターン、付加価値を創造する固有のビジネスモデル等を聴取し、ＭＶＮＯがこ

れに応じない場合に当該協議の進展を妨げること。 
17 なお、卸電気通信役務の提供又は接続に係るＭＶＮＯとの協議に関して入手した情報を自己又は自己の関係事業

者等の営業目的に利用することにより、ＭＶＮＯの業務の適正な実施に支障が生じているため、公共の利益が著しく阻
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２）市場支配的なＭＮＯに係る規律 

 

事業法第３０条に規定する禁止行為等に係る規律が適用される市場支配的なＭＮＯ

は、次の行為を行ったときは、行為の停止又は変更命令の対象となるほか、公共の利

益を阻害すると認められるときは、事業法第９条の電気通信事業の登録及び同法第１

１７条第１項の認定の取消対象となる（事業法第３０条第４項、第１４条第１項及び

第１２６条第１項第３号）。 

 ・ＭＶＮＯの電気通信設備との接続の業務に関して知り得た当該ＭＶＮＯ及びその利

用者に関する情報を当該接続の業務の用に供する目的以外の目的のために利用し、

又は提供すること（事業法第３０条第３項第１号）。 

 ・その電気通信業務について、特定のＭＶＮＯに対し、不当に優先的な取扱いをし、

若しくは利益を与え、又は不当に不利な取扱いをし、若しくは不利益を与えること

（事業法第３０条第３項第２号）。  

 ・ＭＶＮＯに対し、その業務について、不当に規律をし、又は干渉をすること（事業

法第３０条第３項第３号）。 

 

 

(５) ネットワークの輻輳対策 

 

移動する多数の利用者が共同で利用する基地局等から構成される無線ネットワークを

維持し、電気通信役務の円滑な提供を確保するためには、周波数の使用に制約がある基

地局への負荷やネットワークの制御について十分な配慮が必要となる。 

 

このため、疎通制御機能の開発等ネットワークの輻輳対策について、電気通信の健全

な発達等を図る観点から、ＭＶＮＯとＭＮＯとの間で十分な協議が行われることが求め

られる。 

 

なお、当該ネットワークの輻輳対策については、ＭＶＮＯ及びＭＮＯのネットワーク

の円滑な運用及び利用者保護の観点から、ＭＮＯは、ＭＶＮＯに対して必要な情報を提

供することが求められる。 

 

また、疎通制御を実施するに当たっては、協議当事者双方にとって合理的と認められ

る適切な方法・基準に基づいて実施し、ＭＮＯにおいて特定の者に対し不当な差別的取

 
害されるおそれがあると認められるときは、総務大臣による業務改善命令の対象となる（共同ガイドライン（脚注３参照）

を参照）。同様に、ＭＶＮＯが当該協議に関してＭＮＯから入手した情報を自己又は自己の関係事業者等において目

的外に利用する場合についても業務改善命令の対象となり得る。 
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扱いが行われないことが求められる（事業法第２９条第１項第２号）。 

 

 

(６) 法制上の解釈に関する相談 

 

総務省においては、法令適用事前確認手続の運用に加え、ＭＶＮＯ事業を実施するに

当たって関連法令の解釈に疑義がある場合等については、ＭＶＮＯ及びＭＮＯからの事

前の一般的な相談に応じ、提供された具体的な情報を前提とした法令の適用可能性を回

答することとしている。 

 

この点、ＭＶＮＯ及びＭＮＯ間で協議を行うに当たり、その過程で知り得た事項につ

いて守秘義務を課すことを内容とする契約の締結は、基本的には当事者間の合意に基づ

くものであり、その有効性は一般の民事規律に委ねられるが、一方当事者が、守秘義務

契約の内容として行政に対する相談や問い合わせを行わない旨の条件を付し、これを拒

否した相手方との協議を行わず、又は遅延させる行為は、一般に正当性を有するものと

は認められず、協議開始（再開）命令の対象となることがある（事業法第３５条第１項

及び第２項並びに第３９条において準用する第３８条）。 

 

(７) 意見申出制度 

 

ＭＮＯとＭＶＮＯとの間における卸電気通信役務の提供又は接続に関して、ＭＮＯ（又

はＭＶＮＯ）の業務の方法に苦情その他意見のあるＭＶＮＯ（又はＭＮＯ）は、総務大

臣に対し、理由を記載した文書を提出して意見の申出をすることができる（事業法第１

７２条第１項）。 

総務大臣は、提出された意見等を誠実に処理し、処理の結果を申出者に通知する（事

業法第１７２条第２項）。具体的には、「電気通信事業分野における意見申出制度の運用

に係るガイドライン」（０７年１２月）18に基づき、意見申出書の内容について調査を行

い、法令に沿って所要の措置（事業法第２９条に基づく業務改善命令等）を講じる。 

 

                                                      
18 http://www.soumu.go.jp/s-news/2007/pdf/021221_7_bs1.pdf 
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 資料－1

○委員・特別委員名簿 

 
電気通信事業紛争処理委員会の委員及び特別委員は、下表のとおり。 

 
なお、これらの委員及び特別委員は、電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第１５４条第１項

（第１５６条第１項及び第２項で準用する場合を含む。）及び第１５７条第１項のあっせん並びに第 

１５５条第１項（第１５６条第１項及び第２項で準用する場合を含む。）及び第１５７条第３項の仲裁

を行うために、このうちから事件ごとに、あっせん委員及び仲裁委員として指名されることとなる。 
 

１．委員 

氏名 生年 
性 
別 

経歴及び現在の職業 任命日
任期 

満了日

龍岡
たつおか

 資
すけ

晃
あき

 

（委員長） 

昭和16年 男 昭和 39年 3月

41 年 4 月

平成 11年 8月

15 年 1 月

17 年 5 月

19 年 4 月

19 年 6 月

東京大学法学部卒業 
東京地方裁判所判事補 
東京高等裁判所判事部総括 
広島高等裁判所長官 
福岡高等裁判所長官 
学習院大学専門職大学院 
法務研究科(法科大学院)教授（現職） 
電気通信事業紛争処理委員会委員 

平成19年

11月30日

平成22年

11月29日

坂庭
さかにわ

 好一
こういち

 

（委員長代理）

昭和23年 男 昭和 47 年 3 月

52 年 3 月

58 年 4 月

平成 3 年６月

12 年 4 月

東京工業大学工学部電子工学科卒業 
東京工業大学大学院理工学研究科 
電子工学専攻博士課程修了工学博士 
東京工業大学工学部助教授 
東京工業大学工学部教授 
東京工業大学大学院 
理工学研究科教授（現職） 

同上 同上 

尾畑
お ば た

  裕
ひろし

 
昭和33年 男 昭和 57年 3月

59 年 3 月

62 年 3 月

平成 3 年 4 月

11 年 5 月

12 年 4 月

12 年 11 月

15 年 1 月

一橋大学商学部卒業 
一橋大学大学院商学研究科修士課程

修了 
一橋大学大学院商学研究科博士後期

課程単位修得退学 
一橋大学商学部助教授 
一橋大学商学部教授 
一橋大学大学院 
商学研究科教授（現職） 
一橋大学商学研究科博士号取得 
電気通信事業紛争処理委員会 
特別委員 

同上 同上 

 
 
 
 
 
 
 

（敬称略） 



 資料－2

氏名 生年 
性 
別 

経歴及び現在の職業 任命日
任期 

満了日

富沢
とみさわ

 木
この

実
み

 
昭和22年 女 昭和 43年 3月

43 年 4 月

平成 2 年 5 月

11 年 3 月

13 年 4 月

13 年 11 月

17 年 8 月

18 年 4 月

図書館短期大学図書館学科卒業 
日本長期信用銀行入行 
長銀総合研究所産業調査部 
主任研究員 
社会基盤研究所調査部主任研究員 
道都大学経営学部教授 
電気通信事業紛争処理委員会委員 
㈶北海道科学技術総合振興センター 

知的クラスター本部 科学技術コー

ディネーター 
法政大学大学院 
政策科学研究科客員教授（現職） 

平成19年

11月30日

平成22年

11月29日

渕上
ふちがみ

 玲子
れ い こ

 
昭和29年 女 昭和 52年 3月

58 年 4 月

一橋大学法学部卒業 
弁護士登録（現職） 

同上 同上 

 

２．特別委員 

氏名 生年 
性 
別 

経歴及び現在の職業 任命日
任期 

満了日

小野
お の

 武
たけ

美
み

 
昭和31年 男 昭和 55年 3月

61 年 6 月

平成 2 年 4 月

4 年 4 月

8 年 3 月

9 年 4 月

京都大学経済学部卒業 
京都大学大学院経済学研究科 
博士後期課程退学 
名古屋市立大学経済学部助教授 
東京経済大学経営学部助教授 
京都大学博士（経済学） 
東京経済大学経営学部教授（現職） 

平成19年

11月30日

平成21年

11月29日

白井
し ら い

 宏
ひろし

 
昭和33年 男 昭和 55年 3月

57 年 3 月

61 年 6 月

63 年 4 月

平成 10年 4月

静岡大学工学部電気工学科卒業 
静岡大学大学院工学研究科 
電気工学専攻修士課程修了 
ポリテクニック大学大学院 
工学研究科電気工学専攻博士課程 
修了 博士号取得 
中央大学理工学部助教授 
中央大学理工学部教授（現職） 

同上 同上 

瀬崎
せ ざ き

  薫
かおる

 
昭和36年 男 昭和 59年 3月

平成 元年 3月
 4 年 7 月

13 年 5 月

13 年 11 月

19 年 4 月

東京大学工学部電気工学科卒業 
東京大学大学院博士課程修了 
東京大学生産技術研究所助教授 
東京大学空間情報科学研究センター

助教授 
電気通信事業紛争処理委員会 
特別委員 
東京大学空間情報科学研究センター

准教授（現職） 

同上 同上 

寺澤
てらざわ

 幸
ゆき

裕
ひろ

 
昭和40年 男 平成元年 3 月

5 年 4 月

11 年 6 月

慶應義塾大学法学部法律学科卒業 
弁護士登録（現職） 
ワシントン大学ロースクール修了 

同上 同上 
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氏名 生年 
性 
別 

経歴及び現在の職業 任命日
任期 

満了日

長谷部
は せ べ

 由起子
ゆ き こ

 
昭和32年 女 昭和 55年 3月

60 年 4 月

平成 6 年 4 月

10 年 4 月

13 年 11 月

16 年 4 月

東京大学法学部私法コース卒業 
成蹊大学法学部助教授 
成蹊大学法学部教授 
学習院大学法学部教授 
電気通信事業紛争処理委員会 
特別委員 
学習院大学専門職大学院 
法務研究科(法科大学院)教授（現職） 

平成19年

11月30日

平成21年

11月29日

樋口
ひ ぐ ち

 一夫
か ず お

 
昭和23年 男 昭和 49年 3月

53 年 4 月

平成17年11月

一橋大学法学部卒業 
弁護士登録（現職） 
電気通信事業紛争処理委員会 
特別委員 

同上 同上 

森
もり

 由美子
ゆ み こ

 
昭和42年 女 平成 2 年 3 月

4 年 3 月

7 年 3 月

8 年 8 月

13 年 10 月

16 年 2 月

19 年 4 月

20 年 4 月

山口大学経済学部卒業 
山口大学大学院経済学研究科 
修士課程修了 
神戸大学大学院経済学研究科博士  
後期課程単位取得 
神戸大学大学院経済学研究科博士  
後期課程退学 
関東学園大学経済学部助教授 
博士号（政策研究）取得 
関東学園大学経済学部准教授 
関東学園大学経済学部教授（現職） 

同上 同上 

若林
わかばやし

 亜理
あ り

砂
さ

 
昭和42年 女 平成 3 年 3 月

5 年 3 月

11 年 3 月

11 年 4 月

16 年 4 月

20 年 4 月

 

上智大学法学部卒業 
上智大学大学院法学研究科博士 
前期課程修了 
上智大学大学院法学研究科博士 
後期課程単位取得退学 
静岡大学人文学部助教授 
駒澤大学大学院法曹養成研究科 
准教授 
駒澤大学大学院法曹養成研究科教授 
（現職） 

同上 同上 

 

（参考）過去の委員・特別委員（敬称略） 

１．委員 

氏名 職業 在任期間 

香
こう

城
じょう

 敏
とし

麿
まろ

 獨協大学法科大学院教授 平成 13 年 11 月 30 日～平成 19 年 2 月 14 日

田中
た な か

 建二
け ん じ

 明治大学大学院会計専門職研究科教授 平成 13 年 11 月 30 日～平成 19 年 11 月 29 日 

森永
もりなが

 規彦
のりひこ

 広島国際大学工学部長 同上 

吉岡
よしおか

 睦子
む つ こ

 弁護士 同上 
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２．特別委員 

氏名 職業 在任期間 

東海
とうかい

 幹夫
み き お

 青山学院大学経営学部教授 平成 13 年 11 月 30 日～平成 14 年 12 月 25 日 

藤本
ふじもと

 博史
ひろふみ

 裁判官 平成 13 年 11 月 30 日～平成 17 年 10 月 7 日

濱
はま

谷
たに

 和生
か ず お

 

(土佐
と さ

) 
(注)「土佐」は通称 

甲南大学法学部教授 平成 13 年 11 月 30 日～平成 17 年 11 月 29 日 

浅井
あ さ い

 澄子
す み こ

 大妻女子大学社会情報学部准教授 平成 13 年 11 月 30 日～平成 19 年 11 月 29 日 

藤原
ふじわら

 宏
ひろ

高
たか

 弁護士 同上 

尾畑
お ば た

  裕
ひろし

 一橋大学大学院商学研究科教授 
平成 15 年 1 月 8日～平成 19 年 1 月 7日

平成 19 年 2 月 16 日～平成 19 年 11 月 29 日

和久井
わ く い

 理子
ま さ こ

 大阪市立大学大学院法学研究科准教授 平成 17 年 11 月 30 日～平成 19 年 11 月 29 日

※ 職業については、在任期間中のものである。 
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○事務局概要 
 
電気通信事業紛争処理委員会には、電気通信事業法第１５２条の規定によりその事務をするための 

事務局が設置されており、次のとおり事務局長その他の職員が置かれている。これらの職員は、委員長

の命を受けて職務を遂行し、事務局長は、その中で局務を掌理する。 

 

    任 命 日 

事  務  局  長： 竹澤
たけざわ

 正明
まさあき

  平成２０年 ４月 １日 

参    事    官： 元岡
もとおか

  透
とおる

  平成１９年 ７月１０日 

紛争処理調査官： 矢島
や じ ま

  勲
いさお

  平成２０年 ７月１４日 

上席調査専門官： 長谷川
は せ が わ

 哲雄
て つ お

  平成２０年 ７月 ４日 

  （同上） ： 小森
こ も り

 一秀
かずひで

  平成１９年 ７月１７日 

 
 
 
 
（参考）過去の事務局役職者 

役  職 氏  名 在任期間 

事 務 局 長 森   清 平成１３年１１月３０日～平成１４年 ８月 １日 

武智 健二 平成１４年 ８月 ２日～平成１６年 １月 ５日 

笹本  健 平成１６年 １月 ６日～平成１７年 １月１０日 

川崎  茂 平成１７年 １月１１日～平成１７年 ８月１４日 

阪本 和道 平成１７年 ８月１５日～平成１８年 ９月１４日 

村木 裕隆 平成１８年 ９月１５日～平成１９年 ７月 ５日 

 平山  眞 平成１９年 ７月１０日～平成２０年 ３月３１日 

参 事 官 上條  昇 平成１５年 ４月 １日～平成１６年 １月 ５日 

木村 順吾 平成１６年 １月 ６日～平成１７年 ８月１４日 

吉田 眞人 平成１７年 ８月１５日～平成１９年 ２月２８日 

南 俊行 平成１９年 ３月 １日～平成１９年 ７月 ９日 

紛争処理調査官 吉田 眞人 平成１３年１１月３０日～平成１４年 ８月 １日 

木村 順吾 平成１４年 ８月 ２日～平成１６年 １月 ５日 

長瀬 洋英 平成１６年 １月 ６日～平成１６年 ６月１５日 

椿 泰文 平成１６年 ８月３０日～平成１８年 ７月３１日 

副島 一則 平成１８年 ８月 １日～平成２０年 ７月 ３日 
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所在地 

〒100－8926 東京都千代田区霞が関 2-1-2 中央合同庁舎第 2号館 4階 

交通(地下鉄)  

丸ノ内線・日比谷線・千代田線「霞ヶ関」駅下車（地下Ａ２出口） 徒歩約１分 

有楽町線「桜田門」駅下車 徒歩約３分 
 

【電気通信事業紛争処理委員会事務局の位置】 

 
 

【中央合同庁舎第２号館４階フロア図】 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

桜 田 通 り 
 
 
 
 

桜田通り（国道 1号線） 

 
※ 地下１階又は１階のエレベータホールＡからエレベータにて連絡 

エレベータホール Ⓐ 

警
視
庁
側

外
務
省
側

廊下 廊下 

廊下 廊下 

潮

見

坂

 
吹 抜 

「電気通信事業者」相談窓口（電気通信事業紛争処理委員会事務局）

WC 

EV EV EV 

EV EV 

WC 

EV 

北 
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○連絡窓口一覧 

対 象 担 当 連絡先 

○ 電気通信事業者間の紛争

に関する一般的な相談 

（紛争処理に関する法令・先

例等の情報提供、適切な紛争

解決方策の助言などあっせ

ん・仲裁の申請や協議命令申

立て、裁定申請に関する情報

も提供しています。） 

「電気通信事業者」相談窓口 

（電気通信事業紛争処理委員会

事務局） 

〒100-8926 

東京都千代田区霞が関 2-1-2 

中央合同庁舎第２号館４階 

電 話：03-5253-5500 

ﾌｧｸｼﾐﾘ：03-5253-5197 

e-mail：soudan@ml.soumu.go.jp

○ あっせん・仲裁の申請 総合通信基盤局 

総務課公正競争推進室 

〒100-8926 

東京都千代田区霞が関 2-1-2 

中央合同庁舎第２号館 

電 話：03-5253-5827 

ﾌｧｸｼﾐﾘ：03-5253-5830 

○ 協議命令申立て・細目裁定

申請 

総合通信基盤局 

料金サービス課 又は 

データ通信課 

〒100-8926 

東京都千代田区霞が関 2-1-2 

中央合同庁舎第２号館 

【料金サービス課】 

電 話：03-5253-5842 

ﾌｧｸｼﾐﾘ：03-5253-5848 

【データ通信課】 

電 話：03-5253-5852 

ﾌｧｸｼﾐﾘ：03-5253-5855 

○ 土地等の使用協議 認可

申請、裁定申請 

（土地等の使用及び支障除

去に係るもの） 

総合通信基盤局 

事業政策課 

〒100-8926 

東京都千代田区霞が関 2-1-2 

中央合同庁舎第２号館 

電 話：03-5253-5835 

ﾌｧｸｼﾐﾘ：03-5253-5838 

○ 意見の申出 【申出人が電気通信事業者の場合】 

総合通信基盤局 

総務課公正競争推進室 

〒100-8926 

東京都千代田区霞が関 2-1-2 

中央合同庁舎第２号館 

電 話：03-5253-5827 

ﾌｧｸｼﾐﾘ：03-5253-5830 

 【申出人が電気通信事業者でない

場合】 

総合通信基盤局 

消費者行政課 

（電気通信消費者相談センター）

〒100-8926 

東京都千代田区霞が関 2-1-2 

中央合同庁舎第２号館 

電 話：03-5253-5900 

ﾌｧｸｼﾐﾘ：03-5253-5948 
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※申請・申立て経由窓口（土地等の使用に関するものは除く。） 

 

総合通信局等 窓口課等 管轄区域 

北海道総合通信局 

〒060-8795 

札幌市北区北８条西2-1-1 

札幌第１合同庁舎 

情報通信部電気通信事業課 

電 話：011-709-2311(内線4705)

ﾌｧｸｼﾐﾘ：011-709-2482 

北海道 

東北総合通信局 

〒980-8795 

仙台市青葉区本町3-2-23 

仙台第２合同庁舎 

情報通信部電気通信事業課 

電 話：022-221-0630 

ﾌｧｸｼﾐﾘ：022-221-0613 

青森県、岩手県、宮城県、

秋田県、山形県、福島県 

関東総合通信局 

〒102-8795 

東京都千代田区九段南 1-2-1 

九段第３合同庁舎 

情報通信部電気通信事業課 

電 話：03-6238-1675 

ﾌｧｸｼﾐﾘ：03-6238-1698 

茨城県、栃木県、群馬県、

埼玉県、千葉県、東京都、

神奈川県、山梨県 

信越総合通信局 

〒380-8795 

長野市旭町1108 

長野第１合同庁舎 

情報通信部電気通信事業課 

電 話：026-234-9948 

ﾌｧｸｼﾐﾘ：026-234-9999 

新潟県、長野県 

北陸総合通信局 

〒920-8795 

金沢市広坂 2-2-60 

金沢広坂合同庁舎 

情報通信部電気通信事業課 

電 話：076-233-4422 

ﾌｧｸｼﾐﾘ：076-233-4499 

富山県、石川県、福井県 

東海総合通信局 

〒461-8795 

名古屋市東区白壁1-15-1 

名古屋合同庁舎第３号館 

情報通信部電気通信事業課 

電 話：052-971-9403 

ﾌｧｸｼﾐﾘ：052-971-3581 

岐阜県、静岡県、愛知県、

三重県 

近畿総合通信局 

〒540-8795 

大阪市中央区大手前 1-5-44 

大阪合同庁舎第１号館 

情報通信部電気通信事業課 

電 話：06-6942-8519 

ﾌｧｸｼﾐﾘ：06-6920-0609 

滋賀県、京都府、大阪府、

兵庫県、奈良県、和歌山県

中国総合通信局 

〒730-8795 

広島市中区東白島町19-36 

 

情報通信部電気通信事業課 

電 話：082-222-3378 

ﾌｧｸｼﾐﾘ：082-502-8152 

鳥取県、島根県、岡山県、

広島県、山口県 

四国総合通信局 

〒790-8795 

松山市宮田町 8-5 

 

情報通信部電気通信事業課 

電 話：089-936-5042 

ﾌｧｸｼﾐﾘ：089-936-5014 

徳島県、香川県、愛媛県、

高知県 

九州総合通信局 

〒860-8795 

熊本市二の丸1-4 

 

情報通信部電気通信事業課 

電 話：096-326-7824 

ﾌｧｸｼﾐﾘ：096-326-7829 

福岡県、佐賀県、長崎県、

熊本県、大分県、宮崎県、

鹿児島県 

沖縄総合通信事務所 

〒900-87957 

那覇市東町26-29 

 

情報通信課電気通信事業担当 

電 話：098-865-2302 

ﾌｧｸｼﾐﾘ：098-865-2311 

沖縄県 

 



 
 

電気通信事業紛争処理委員会活動状況等 
 

（頁） 
 
   ○活動状況                         … 資料－ ９ 

   ○「電気通信事業者」相談窓口に寄せられた相談等       … 資料－２３ 

 

 
 

 
 
 

資料Ⅱ 
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○活動状況（平成１３年１１月３０日～２０１９年●７月●１日） 

 
１ 委員会開催状況 

 

会 合 日 付 議 事 等 

第１回 平成１３年１１月３０日 ① 片山総務大臣あいさつ 

② 委員長及び委員長代理の選出 

③ 電気通信事業紛争処理委員会関係法令等についての事務局説

明 

④ 電気通信事業紛争処理委員会運営規程（平成１３年委員会決

定第１号）の決定 

⑤ あっせん委員及び仲裁委員になり得る者の指定 

⑥ 紛争処理のための手続等に関する便覧の承認 

⑦ その他 

第２回 平成１３年１２月２５日 ① 小坂総務副大臣あいさつ 

② 接続に関する論点の検討 

③ その他 

第３回 平成１４年 １月１０日 ① あっせん委員の指名（平成１３年（争）第１号） 

② その他 

第４回 平成１４年 １月２２日 ① 佐田総務副大臣あいさつ 

② 公正競争市場の在り方等についての事業者等からのヒアリン

グ 

③ その他 

第５回 平成１４年 ２月 1-4 日 あっせん委員の指名（平成１４年（争）第１号） 

第６回 平成１４年 ２月１５日 あっせん委員の指名（平成１４年（争）第２号－第５号） 

第７回 平成１４年 ２月１８日 ① 施設見学 

② その他 

第８回 平成１４年 ２月２６日 ① あっせん委員の指名（平成１４年（争）第５号（追加）、第６

号） 

② 終了案件の報告 

③ 総務大臣への勧告 

④ 電気通信事業紛争処理委員会運営規程の一部改正（平成１４

年委員会決定第１号） 

⑤ その他 

第９回 平成１４年 ３月２２日 ① 終了案件の報告 

② 年次報告（案）審議 

③ 電気通信事業における競争政策の取り組み（総合通信基盤局

からのヒアリング） 

④ 欧州調査結果報告 

⑤ その他 

第10回 平成１４年 ４月１８日 ① ケイディーディーアイ株式会社への業務改善命令についての

諮問、審議 

② 終了・打切り案件の報告 

③ 平成１４年（争）第２号事件におけるあっせん案の公開につ

いて 

④ 平成１３年度年次報告（案）の審議 

⑤ 紛争処理のための手続等に関する便覧の改訂について 

 



 資料－10

 

会 合 日 付 議 事 等 

第11回 平成１４年 ４月１９日 ① 平成１３年度年次報告（総務大臣への報告） 

② ケイディーディーアイ株式会社への業務改善命令についての

審議 

③ 紛争処理のための手続等に関する便覧の改訂について 

④ 電気通信事業紛争処理委員会の運営及び手続についての意見

募集 

⑤ 勧告への対応について（総合通信基盤局からの説明） 

⑥ 公益事業者の電柱・管路等使用に関するガイドラインについ

て（総合通信基盤局からの説明） 

⑦ 米国調査結果報告 

⑧ その他 

第12回 平成１４年 ５月 1-2 日 あっせん委員の指名（平成１４年（争）第７号・第８号） 

第13回 平成１４年 ５月１７日 ① 終了案件の報告 

② 電気通信事業紛争処理委員会の運営及び手続についての事業

者からのヒアリング 

③ その他 

第14回 平成１４年 ６月１７日 ① 勧告への対応について 

② 電気通信事業法第７３条第１項の規定に基づくモバイルイン

ターネットサービス株式会社への土地等の使用の協議認可に

ついての審議 

③ その他 

第15回 平成１４年 ６月２１日 ① 電気通信事業法第７３条第１項の規定に基づくモバイルイン

ターネットサービス株式会社への土地等の使用の協議認可に

ついての審議 

② その他 

第16回 平成１４年 ６月２５日 ① 電気通信事業紛争処理委員会の運営及び手続についての意見

募集結果に対する当委員会の考え方について 

② 電気通信事業紛争処理委員会運営規程の一部改正（平成１４

年委員会決定第２号） 

第17回 平成１４年 ７月 ５日 ① 平成１４年（争）第９号他のあっせん申請受理の報告 

② 電気通信事業法第７３条第１項の規定に基づくモバイルイン

ターネットサービス株式会社への土地等の使用の協議認可に

ついての審議 

③ その他 

第18回 平成１４年 ７月 ９日 あっせん委員の指名（平成１４年（争）第９号－第２３号） 

第19回 平成１４年 ７月１９日 ① 平成電電株式会社から総務大臣への裁定申請についての報告

② 電気通信事業法第７３条第１項の規定に基づくモバイルイン

ターネットサービス株式会社への土地等の使用の協議認可

についての審議 

③ その他 

第20回 平成１４年 ７月２６日 ① 終了案件の報告 

② 電気通信事業法第７３条第１項の規定に基づくモバイルイン

ターネットサービス株式会社への土地等の使用の協議認可に

ついての審議 

③ その他 
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第21回 平成１４年 ７月３０日 ① 電気通信事業法第７３条第１項の規定に基づくモバイルイン

ターネットサービス株式会社への土地等の使用の協議認可に

ついての審議 

② その他 

第22回 平成１４年 ８月 ９日 ① 情報通信審議会「ＩＴ革命を推進するための電気通信事業に

おける競争政策の在り方についての最終答申」について（総

合通信基盤局からの説明） 

② 情報通信審議会電気通信事業部会「長期増分費用モデルの見

直しを踏まえた接続料の算定の在り方について」の答申草案

について（総合通信基盤局からの説明） 

③ その他 

第23回 平成１４年 ９月１３日 ① 施設見学 

② その他 

第24回 平成１４年 ９月２０日 ① 電気通信事業法第３９条第３項の規定に基づき平成電電株式

会社から申請のあった裁定の審議 

② その他 

第25回 平成１４年１０月 ４日 ① 電気通信事業法第３９条第３項の規定に基づき平成電電株式

会社から申請のあった裁定の審議 

② その他 

第26回 

 

平成１４年１０月１１日 ① 電気通信事業法第３９条第３項の規定に基づき平成電電株式

会社から申請のあった裁定の審議 

② その他 

第27回 平成１４年１０月１７日 ① 電気通信事業法第３９条第３項の規定に基づき平成電電株式

会社から申請のあった裁定の審議 

② その他 

第28回 平成１４年１０月３１日 ① 電気通信事業法第３９条第３項の規定に基づき平成電電株式

会社から申請のあった裁定の審議 

② その他 

第29回 平成１４年１１月 ５日 ① 電気通信事業法第３９条第３項の規定に基づき平成電電株式

会社から申請のあった裁定について 

② 米国連邦通信委員会との情報交換についての報告 

③  その他 

第30回 平成１４年１２月 ６日 ① 加藤総務副大臣あいさつ 

② 平成電電株式会社及び株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ等

９社への裁定等についての報告 

③ 発足後１年間の実績について 

④ 紛争処理のための手続等に関する便覧の再訂について 

⑤ その他  

第31回 平成１５年 １月 ８日 あっせん委員及び仲裁委員になり得る者の指定 

第32回 平成１５年 １月３１日 ① 有冨総合通信基盤局長あいさつ 

② 勧告（平成１４年電委第１１５号）への対応について 

③ 事務局の機構・定員要求結果（平成１５年度）についての報

告 

④ その他 

第33回 平成１５年 ２月１０日 電気通信事業紛争処理委員会運営規程の一部改正（平成１５年委

員会決定第１号） 
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第34回 平成１５年 ３月 ７日 ① 電気通信事業法及び日本電信電話株式会社等に関する法律の

一部を改正する法律案について（総合通信基盤局からの説明）

② 仲裁法案の概要についての報告 

③ 平成１５年（争）第１号事件の主な経過の報告 

④ インド電気通信紛争処理・上訴裁判所のワドワ委員長他の来

訪についての報告 

⑤ その他 

第35回 平成１５年 ４月１１日 ① 平成１４年度年次報告（案）の審議 

② 総務大臣の裁定（平成１４年総基料第４４６号）を受けた株

式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ等９社の接続約款の変更に

ついての報告 

③ 競争環境の変化に伴う紛争形態の変化について 

④ その他 

第36回 平成１５年 ４月２５日 ① 平成１４年度年次報告（総務大臣への報告） 

② 公益事業者の電柱・管路等使用に関するガイドラインの第２

次改正について（総合通信基盤局からの説明） 

③ 競争環境の変化に伴う紛争形態の変化について 

④ その他 

第37回 平成１５年 ５月１６日 ① 施設見学 

② その他 

第38回 平成１５年 ６月 ６日 ① 競争環境の変化に伴う紛争形態の変化について 

② ソフトバンクＢＢ株式会社から総務大臣への接続命令申立て

についての報告 

③ 新しい仲裁手続について 

④ その他 

第39回 平成１５年 ６月１７日 あっせん委員の指名（平成１５年（争）第２号） 

第40回 平成１５年 ６月２０日 ① 『競争環境の変化と電気通信事業者間紛争』の公表について

② 料金設定の在り方に関する研究会報告書について（総合通信

基盤局からの説明） 

① 情報通信審議会におけるＤＳＬスペクトル管理に関する検討

状況について（総合通信基盤局からの説明） 

② 平成１５年（争）第２号事件の現在までの主な経過の報告 

③ その他 

第41回 平成１５年 ７月１６日 ① 電気通信事業法第３９条第１項の規定に基づきソフトバンク

ＢＢ株式会社から申立てのあった接続命令について（総合通

信基盤局からの説明） 

② 英国情報通信事情の報告 

③ 選択中継接続による携帯電話着信通話に関して株式会社エ

ヌ・ティ・ティ・ドコモが公表した提供条件等についての報

告 

④ 終了案件（平成１５年（争）第２号事件）の報告 

⑤ 電気通信事業法第３９条第１項の規定に基づきソフトバンク

ＢＢ株式会社から申立てのあった接続命令についての審議 

⑥ その他 

第42回 平成１５年 ７月２９日 ① 電気通信事業法第３９条第１項の規定に基づきソフトバンク

ＢＢ株式会社から申立てのあった接続命令についての審議 

② その他 
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第43回 平成１５年 ８月 ６日 ① 電気通信事業法第３９条第１項の規定に基づきソフトバンク

ＢＢ株式会社から申立てのあった接続命令についての審議 

② その他 

第44回 平成１５年 ８月１２日 ① 電気通信事業法第３９条第１項の規定に基づきソフトバンク

ＢＢ株式会社から申立てのあった接続命令についての審議 

② その他 

第45回 平成１５年 ８月１３日 ① 電気通信事業法第３９条第１項の規定に基づきソフトバンク

ＢＢ株式会社から申立てのあった接続命令についての審議 

② その他 

第46回 平成１５年 ８月２０日 ① 電気通信事業法第３９条第１項の規定に基づきソフトバンク

ＢＢ株式会社から申立てのあった接続命令について 

② その他 

第47回 平成１５年１０月 ３日 ① 麻生総務大臣あいさつ 

② 電気通信事業紛争処理委員会運営規程の一部改正及び電気通

信事業紛争処理委員会仲裁準則の制定について 

③ 「新しい電気通信事業仲裁手続－仲裁法の制定に伴う電気通

信事業仲裁手続の改正について－」の作成について 

④ 電気通信事業法第３９条第１項の規定に基づきソフトバンク

ＢＢ株式会社から申立てのあった件に関し総務大臣が行った

接続命令についての報告 

⑤ その他 

第48回 平成１５年１１月２１日 ① 田端総務副大臣あいさつ 

② 紛争処理のための手続等に関する便覧の改訂について 

③ 競争評価の実施について（総合通信基盤局からの説明） 

④ その他 

第49回 平成１６年 １月２９日 ① ＫＤＤＩ株式会社への業務改善命令についての総務大臣から

  の諮問（総合通信基盤局からの説明） 

② ＫＤＤＩ株式会社への業務改善命令についての審議 

③ その他 

第50回 平成１６年 ２月 ４日 ① ＫＤＤＩ株式会社への業務改善命令について 

② その他 

第51回 平成１６年 ３月１５日 ① ＫＤＤＩ株式会社への業務改善命令についての報告（総合通

信基盤局からの説明） 

② 改正電気通信事業法施行に伴う省令改正等について（総合通

信基盤局からの説明） 

③ 改正電気通信事業法施行に伴う審議事項の変更について 

④ 電気通信事業紛争処理委員会運営規程の一部改正について 

⑤ 紛争処理のための手続等に関する便覧の改訂について 

⑥ あっせん・仲裁手続のオンライン化について 

⑦ その他 

第52回 平成１６年 ４月２１日 ① 固定電話発携帯電話着の料金について（総合通信基盤局から

の説明 

② 平成１５年度年次報告について 

③ その他 

第53回 平成１６年 ６月２５日 ① 仲裁案件についての報告 

② 電気通信事業紛争処理委員会のＡＤＲ機能について（業績評

価と課題） 

③ その他 
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第54回 平成１６年 ７月２８日 ① 施設見学 

② その他 

第55回 平成１６年 ９月 ３日 あっせん委員の指名（平成１６年（争）第３号・第４号） 

第56回 平成１６年 ９月１７日 ① 「電気通信事業紛争処理委員会第１期３年間を総括して---

ＡＤＲ機能の更なる改善に向けて---」について 

② テレビ会議の利用について 

③ 韓国電気通信事情について 

④ その他 

第57回 平成１６年１０月２１～

２３日 

韓国電気通信事情調査 

第58回 平成１６年１１月３０日 ① 麻生総務大臣あいさつ 

② 山本総務副大臣あいさつ 

③ 終了案件についての報告 

④ 意見公募の結果と規則改正 

⑤ 韓国視察結果の取りまとめ 

⑥ その他 

第59回 平成１６年１２月２２日 あっせん委員の指名（平成１６年（争）第５号・第６号） 

第60回 平成１７年 ２月２４日 ① 終了案件についての報告 

② その他 

第61回 平成１７年 ３月３１日 ① 平成１６年度年次報告（案）について 

② 諸外国の紛争処理制度の比較について 

③ その他 

第62回 平成１７年 ４月１８日 あっせん委員の指名（平成１７年（争）第１号） 

第63回 平成１７年 ４月２５日 ① 平成１６年度年次報告について 

② 接続料等に関する最近の動向について（総合通信基盤局から

の説明） 

③ 報告書「諸外国の紛争処理制度の比較」について 

④ 我が国における紛争処理制度の近状について 

⑤ その他 

第64回 平成１７年 ６月 ６日 議事録等の開示について 

第65回 平成１７年 ７月１１日 あっせん委員の指名（平成１７年（争）第２号・第３号） 

第66回 平成１７年１０月２６日 ① 終了案件についての報告について 

② 一般番号ポータビリティの見直しに係る検討状況について 

③ 紛争処理のための手続等に関する便覧の改訂について 

④ その他 

⑤ 終了案件についての報告 

第67回 平成１７年１２月 ５日 ① 竹中総務大臣あいさつ 

② 管総務副大臣あいさつ 

③ ＮＴＴグループ中期経営戦略について（総合通信基盤局から

の説明） 

④ ＩＰ化の進展に対応した競争ルールの在り方について（総合

通信基盤局からの説明） 

⑤ その他 

第68回 平成１８年 ３月２９日 ① 平成１７年度年次報告（案）について 

② その他 

第69回 平成１８年 ４月１９日 平成１７年度年次報告（案）について 
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第70回 平成１８年 ５月３１日 ① 電気通信事業分野における競争状況の評価結果（案）につい

て 

② 今後の紛争処理の在り方について 

③ その他 

第71回 平成１８年 ７月１２日 ① 次世代ネットワークに関する事業者間連絡会議について 

② ＭＶＮＯをめぐる検討状況について 

③ 今後の紛争処理の在り方について 

④ その他 

第72回 平成１８年 ８月１１日 あっせん委員の指名（平成１８年（争）第１号－第１４号） 

第73回 平成１８年 ９月２６日 ① 新競争促進プログラム２０１０について（総合通信基盤局か

らの説明） 

② 電気通信事業における紛争処理等の将来像等について 

③ 委員会の当面の活動について 

④ その他 

⑤ 相談窓口に寄せられた相談等について 

第74回 平成１９年 ２月１４日 委員長及び委員長代理の選出について 

第75回 平成１９年 ２月１９日 あっせん委員の指名（平成１８年（争）第１号－第１４号） 

第76回 平成１９年 ３月１９日 ① 平成１８年度年次報告（案）について 

② 電気通信事業紛争処理委員会の事務に関する制度見直しにつ

いて（総合通信基盤局からの説明） 

③ その他 

④ 現在取扱い中のあっせん事件について 

第77回 平成１９年 ４月 ４日 あっせん申請のあった事件の取扱い（平成１９年（争）第１号・

第２号） 

第78回 平成１９年 ４月２０日 ① 平成１８年度年次報告（案）について 

② 電気通信事業の最近の動向についての意見交換 

③ その他 

④ 終了事件の報告について 

第79回 平成１９年 ６月２８日 ① 紛争処理のための手続等に関する便覧の改訂について 

② 電気通信事業分野における競争状況の評価について（総合通

信基盤局からの説明） 

③ 新競争促進プログラム２０１０の進捗状況について（総合通

信基盤局からの説明） 

④ その他 

第80回 平成１９年 ９月２１日 ① 電気通信事業法第３５条第３項の規定に基づき日本通信株式

会社から申請のあった裁定の諮問（総合通信基盤局からの説明）

② 電気通信事業法第３５条第３項の規定に基づき日本通信株式

会社から申請のあった裁定の審議 

③ その他 

第81回 平成１９年１０月１２日 ① 電気通信事業法第３５条第３項の規定に基づき日本通信株式

会社から申請のあった裁定の審議 

② その他 

第82回 平成１９年１０月１９日 ① 電気通信事業法第３５条第３項の規定に基づき日本通信株式

会社から申請のあった裁定の審議 

② その他 

第83回 平成１９年１０月３０日 ① 電気通信事業法第３５条第３項の規定に基づき日本通信株式

会社から申請のあった裁定の審議 

② その他 
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会 合 日 付 議 事 等 

第84回 平成１９年１１月２２日 ① 電気通信事業法第３５条第３項の規定に基づき日本通信株式

会社から申請のあった裁定の審議（総務大臣への答申及び勧告の

決定） 

② その他 

第85回 平成１９年１２月 ４日 ① 増田総務大臣及び佐藤総務副大臣あいさつ 

② 委員長及び委員長代理の選任 

③ 新委員長のあいさつ 

④ 日本通信株式会社と株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモの電

気通信設備の接続に関する裁定について（総合通信基盤局からの

説明） 

⑤ あっせん委員及び仲裁委員になり得る者の指定 

⑥ 委員会の活動について（電気通信事業紛争処理委員会の活動

について６年間の実績と今後の取組） 

⑦ その他 

第86回 平成２０年 ２月 １日 ① 施設見学（電波干渉対策基地局、ＮＧＮ関係施設等） 

② その他 

第87回 平成２０年 ２月２５日 ① 無線局の開設等及び無線局の運用の特例に係るあっせん・仲

裁制度の導入について（総合通信基盤局からの説明） 

② 電気通信事業分野における最近の競争政策について（総合通

信基盤局からの説明） 

③ 委員会の認知度・利便性の向上に向けた取組の状況 

④ 電波干渉調整の実務について（電気通信事業者からの説明）

⑤ その他 

第88回 平成２０年 ３月１８日 ① 無線局の開設等に係るあっせん・仲裁制度の創設に伴う電気

通信事業紛争処理委員会運営規程の一部を改正する決定（案）及

び「無線局紛争処理マニュアル」（案）の作成について 

② 平成１９年度年次報告（案）の審議 

③ 東京弁護士会におけるあっせん・仲裁活動について（渕上委

員からの説明） 

④ その他 

第89回 平成２０年 ４月２５日 ① 平成１９年度年次報告（案）の審議 

② 次世代ネットワークに係る接続ルール等について（総合通信

基盤局からの説明） 

③ 携帯電話プラットフォームの研究（京都大学大学院経済学研

究科 依田高典教授からの説明） 

 その他 

第90回 平成２０年 ６月１７日 ① 電波政策の動向について（総合通信基盤局からの説明） 

② 無線局の開設等に係るあっせん・仲裁制度に関する周知につ

いて 

③ その他 

 「電気通信事業者」相談窓口に寄せられた最近の主な相談事

例 
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２ 処理等件数 

 １（１）処理等件数の概要 
 

あっせん申請 処理終了 処 理 中 

４８ ４８ ０

 （あっせん不実行 ２）  

 （あっせん打切り １）  

 （申請取下げ １９）  

 （終結２６）  

  

 

 

仲裁申請 処理終了 処 理 中 

３ ３ ０

 （仲裁不実行 ３）  

 （仲裁判断  ０）  

 

 

諮 問 答 申 審 議 中 

６５ ６５ ０

 

 

 

参考１（年度別処理等件数） 

5件

19件

1件

4件
3件

14件

2件
1件

2件
3件

2件
1件1件 1件 1件

59件

34件

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

あっせん

仲裁

諮問・答申

勧告

相談

（注）相談件数は、相談に応じた回数を集計。１８年度以降のもののみ掲載。

 

 

 総務大臣への勧告  

 ３２  
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合意により解決

29件 (60.4%)

合意に至らず

申請取下げ

16件 (33.3%)

あっせん

不実行・打切り

3件 (6.3%)

 ２（２）類別内訳 

 

 あっせん 仲裁 諮問 計 

① 接続の諾否 ３  １ ４

② 接続に関する費用負担 ３４ ２ ３６

③ 接続協定の細目 ２  ２１ ４３

④ 接続に必要な設備の設置 １ １ ２

⑤ 接続に必要な工作物の利用（コロケーション） ４  ４

⑥ 役務提供に関する契約の取次ぎ １  １

⑦ 役務提供のための設備の利用・運用 ３  ３

⑧ 業務の方法  ２ ２

⑨ 土地等の使用  １ １

⑩ 免許人以外の者に運用させる電気通信業務用

無線局の無線設備の利用・運用 

 

計 ４８ ３ ６５ ５７６

 

参考２（類別内訳（あっせん））

接続の諾否

接続に関する費用負担

接続協定の細目

接続に必要な設備の設置

接続に必要な工作物の利用

役務提供に関する契約の取次ぎ

役務提供のための設備の利用・運用

 
 

 

 
（注） 「合意により解決」は、あっせんにより解決した終結事件２６件及びあっせん実行前に当事者間で合意により解

決し、申請が取り下げられた事件３件の合計。 

「合意に至らず申請取下げ」は、あっせん開始後に申請が取り下げられた事件を集計。 

接続に関する費用負担（34 件(70.9%)）

接続の諾否（3件(6.2%)）

役務提供のための設備の利用･運用（3件(6.2%)）

役務提供に関する契約の 
取次ぎ（1件(2.1%)） 

接続協定の細目（2件(4.2%)） 

接続に必要な設備の設置（1件(2.1%)）

接続に必要な工作物の利用（4件(8.3%)）
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３ 処理状況 

 

① あっせん 

事 件（申請日） 事案（申請者） 処理終了 終了事由

平成 13 年(争)第 1 号 
(13.12.27) 

接続に必要な工作物の利用について 

(グローバルアクセス㈱） 
平成14年 1月25日 終結 

平成 14 年(争)第 1 号 
(14. 2. 1) 

接続に必要な工作物の利用について 

(イー・アクセス㈱) 
平成14年 2月14日 終結 

平成 14 年(争)第 2 号 
(14. 2.12) 

接続に必要な設備の設置(工事)について

(ビー・ビー・テクノロジー㈱) 
平成 14年 4月 9日 打切り 

平成 14 年(争)第 3 号 
(14. 2.12) 

接続に必要な工作物の利用について 

(イー・アクセス㈱) 
平成14年 2月26日 終結 

平成 14 年(争)第 4 号 
(14. 2.13) 

接続に必要な工作物の利用について 

(イー・アクセス㈱) 
平成 14年 4月 2日 終結 

平成 14 年(争)第 5 号 
(14. 2.13) 

接続の諾否について 

(彩ネット㈱) 
平成 14年 3月 6日 終結 

平成 14 年(争)第 6 号 
(14. 2.25) 

接続に関する費用負担について 

(彩ネット㈱) 
平成14年 3月12日 終結 

平成 14 年(争)第 7 号 
(14. 4.30) 

役務提供のための設備の運用について 

(那須インフォネット㈱) 
平成14年 5月10日 終結 

平成 14 年(争)第 8 号 
(14. 4.30) 

役務提供にための設備の運用について 

(那須インフォネット㈱) 
平成14年 5月10日 終結 

平成 14 年(争)第 9 号 
(14. 7. 4) 

接続に関する費用負担について 

(㈱ケイ・オプティコム) 
平成14年 7月23日 終結 

平成 14 年(争)第 10 号
(14. 7. 4) 

接続に関する費用負担について 

(㈱ケイ・オプティコム) 
平成14年 7月23日 終結 

平成 14 年(争)第 11 号
(14. 7. 4) 

接続に関する費用負担について 

(㈱ケイ・オプティコム) 
平成14年 7月23日 終結 

平成 14 年(争)第 12 号
(14. 7. 4) 

接続に関する費用負担について 

(㈱ケイ・オプティコム) 
平成14年 7月23日 終結 

平成 14 年(争)第 13 号
(14. 7. 4) 

接続に関する費用負担について 

(㈱ケイ・オプティコム) 
平成14年 7月23日 終結 

平成 14 年(争)第 14 号
(14. 7. 4) 

接続に関する費用負担について 

(㈱ケイ・オプティコム) 
平成14年 7月23日 終結 

平成 14 年(争)第 15 号
(14. 7. 4) 

接続に関する費用負担について 

(㈱ケイ・オプティコム) 
平成14年 7月23日 終結 

平成 14 年(争)第 16 号
(14. 7. 4) 

接続に関する費用負担について 

(㈱ケイ・オプティコム) 
平成14年 7月23日 終結 

平成 14 年(争)第 17 号
(14. 7. 4) 

接続に関する費用負担について 

(㈱ケイ・オプティコム) 
平成14年 7月23日 終結 

平成 14 年(争)第 18 号
(14. 7. 4) 

接続に関する費用負担について 

(㈱ケイ・オプティコム) 
平成14年 7月23日 終結 

平成 14 年(争)第 19 号
(14. 7. 4) 

接続に関する費用負担について 

(㈱ケイ・オプティコム) 
平成14年 7月23日 終結 

平成 14 年(争)第 20 号
(14. 7. 4) 

接続に関する費用負担について 

(㈱ケイ・オプティコム) 
平成14年 7月23日 終結 

平成 14 年(争)第 21 号
(14. 7. 4) 

接続に関する費用負担について 

(㈱ケイ・オプティコム) 
平成14年 7月23日 終結 
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事 件（申請日） 事案（申請者） 処理終了 終了事由

平成 14 年(争)第 22 号
(14. 7. 4) 

接続に関する費用負担について 

(㈱ケイ・オプティコム) 
平成14年 7月23日 終結 

平成 14 年(争)第 23 号
(14. 7. 4) 

接続に関する費用負担について 

(㈱ケイ・オプティコム) 
平成14年 7月23日 終結 

平成 15 年(争)第 2 号 
(15. 6.11) 

役務提供のための設備の利用について 

(平成電電㈱) 
平成15年 6月25日 取下げ *1

平成 16 年(争)第 3 号 
(16. 8.31) 

接続の諾否について 

(ソフトバンクＢＢ㈱) 
平成16年11月 1日 終結 

平成 16 年(争)第 4 号 
(16. 8.31) 

接続の諾否について 

(ソフトバンクＢＢ㈱) 
平成16年11月 1日 終結 

平成 16 年(争)第 5 号 
(16.12.17) 

接続に関する費用負担について 

(東日本電信電話㈱) 
平成17年 2月22日 取下げ *1

平成 16 年(争)第 6 号 
(16.12.17) 

接続に関する費用負担について 

(西日本電信電話㈱) 
平成17年 2月22日 取下げ *1

平成 17 年(争)第 1 号 
(17. 4.14) 

役務提供に関する契約の取次ぎについ

て(イー・アクセス㈱) 
平成17年 5月13日 終結 

平成 17 年(争)第 2 号 
(17. 7. 8) 

接続に関する費用負担について 

(平成電電㈱) 
平成17年10月 4日 取下げ *2

平成 17 年(争)第 3 号 
(17. 7. 8) 

接続に関する費用負担について 

(平成電電㈱) 
平成17年10月 4日 取下げ *2

平成 18 年(争)第 1 号 
(18. 8. 9) 

接続に関する費用負担について 

(㈱ジェイコム東京) 
平成19年 3月27日 取下げ *2

平成 18 年(争)第 2 号 
(18. 8. 9) 

接続に関する費用負担について 

(㈱ジェイコムさいたま) 
平成19年 3月27日 取下げ *2

平成 18 年(争)第 3 号 
(18. 8. 9) 

接続に関する費用負担について 

(土浦ケーブルテレビ㈱) 
平成19年 3月27日 取下げ *2

平成 18 年(争)第 4 号 
(18. 8. 9) 

接続に関する費用負担について 

(㈱ジェイコム千葉) 
平成19年 3月27日 取下げ *2

平成 18 年(争)第 5 号 
(18. 8. 9) 

接続に関する費用負担について 

(㈱ジェイコム札幌) 
平成19年 3月27日 取下げ *2

平成 18 年(争)第 6 号 
(18. 8. 9) 

接続に関する費用負担について 

(㈱ジェイコム関東) 
平成19年 3月27日 取下げ *2

平成 18 年(争)第 7 号 
(18. 8. 9) 

接続に関する費用負担について 

(㈱ジェイコム湘南) 
平成19年 3月27日 取下げ *2

平成 18 年(争)第 8 号 
(18. 8. 9) 

接続に関する費用負担について 

(福岡ケーブルネットワーク㈱) 
平成19年 3月27日 取下げ *2

平成 18 年(争)第 9 号 
(18. 8. 9) 

接続に関する費用負担について 

(㈱ジェイコム北九州) 
平成19年 3月27日 取下げ *2

平成 18 年(争)第 10 号
(18. 8. 9) 

接続に関する費用負担について 

(㈱ケーブルビジョン２１) 
平成19年 3月27日 取下げ *2

平成 18 年(争)第 11 号
(18. 8. 9) 

接続に関する費用負担について 

(㈱ケーブルネット下関) 
平成19年 3月27日 取下げ *2

平成 18 年(争)第 12 号
(18. 8. 9) 

接続に関する費用負担について 

(㈱ジェイコム関西) 
平成19年 3月27日 取下げ *2

平成 18 年(争)第 13 号
(18. 8. 9) 

接続に関する費用負担について 

(北摂ケーブルネット㈱) 
平成19年 3月27日 取下げ *2
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事 件（申請日） 事案（申請者） 処理終了 終了事由
平成 18 年(争)第 14 号
(18. 8. 9) 

接続に関する費用負担について 

(㈱ケーブルネット神戸芦屋) 
平成19年 3月27日 取下げ *2

平成 19 年(争)第 1 号 
(19. 3.23) 

接続協定の細目等について 

(ソフトバンクテレコム㈱) 
平成 19年 4月 5日 不実行 *3

平成 19 年(争)第 2 号 
(19. 3.23) 

接続協定の細目等について 

(ソフトバンクテレコム㈱) 
平成 19年 4月 5日 不実行 *3

＊１ 申請の内容に関して、当事者間の合意が成立したため。 
＊２ 事業者より申請を取り下げる旨の連絡があったため。 
＊３ 他方事業者よりあっせんに応じる考えはない旨の連絡があったため。 

 

② 仲裁 

事 件（申請日） 事案（申請者） 処理終了 終了事由

平成 15 年(争)第 1 号 
(15. 2.14) 

接続に必要な設備の設置(工事)について

(ソフトバンクＢＢ㈱） 
平成15年 2月21日 不実行 *3

平成 16 年(争)第 1 号 
(16. 4. 2) 

接続に関する費用負担について 

(東日本電信電話㈱) 
平成16年 4月27日 不実行 *3

平成 16 年(争)第 2 号 
(16. 4. 2) 

接続に関する費用負担について 

(西日本電信電話㈱) 
平成16年 4月27日 不実行 *3

＊３ 他方事業者より申請を行わない旨の連絡があったため。 

 

③ 答申 

事 案 諮 問 答 申 

諮問第１号 
（ケイディーデイーアイ株式会社への業務

改善命令について） 

平成１４年 ４月１８日 平成１４年 ４月１９日 

（平成１４年電委第６０号）

諮問第２号 
（モバイルインターネットサービスへの土

地等の使用の協議認可について） 

平成１４年 ６月１７日 平成１４年 ７月３０日 

（平成１４年電委第９５号）

諮問第３号 
（平成電電株式会社からの申請に係る裁定

について） 

平成１４年 ９月２０日 平成１４年１１月 ５日 

（平成１４年電委第１１５号）

諮問第４号 
（ソフトバンクＢＢ株式会社から申立ての

あった接続命令について） 

平成１５年 ７月１６日 平成１５年 ８月２０日 

（平成１５年電委第５７号）

諮問第５号 
（ＫＤＤＩ株式会社への業務改善命令につ

いて） 

平成１６年 １月２９日 平成１６年 ２月 ４日 

（平成１６年電委第８号）

諮問第６号（日本通信株式会社から

の申請に係る裁定について） 

平成１９年 ９月２１日 平成１９年１１月２２日 

（平成１９年電委第６９号）

 

④ 総務大臣への勧告状況 
 

勧 告 発 出 

コロケーションのルール改善に向けた勧告 平成１４年 ２月２６日 

（平成１４年電委第３２号）
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接続における適正な料金設定が行い得る仕組みの整備の勧告 平成１４年１１月 ５日 

（平成１４年電委第１１５号）

接続料金の算定の在り方などＭＶＮＯとＭＮＯとの間の円滑

な協議に資する措置の勧告 

平成１９年１１月２２日 

（平成１９年電委第６９号）
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○「電気通信事業者」相談窓口に寄せられた相談等 

 

１ 類別件数（平成１８年度～平成１９年度） 

 

相談内容 受付件数 

１８年度 １９年度 

① 接続の諾否 １８件 ０件 

② 接続に関する費用負担 ９件 ２４件 

③ 接続協定の細目 ５件 ２件 

④ 卸役務の提供 ４件 ０件 

⑤ 接続に必要な設備の設置・保守 ６件 ３件 

⑥ 接続に必要な情報の提供 ２件 ０件 

⑦ 役務提供のための設備の利用 ０件 ２件 

⑧ 土地等の使用 ０件 ２件 

⑨ その他 １５件 １件 

小計 ５９件 ３４件 

合計 ９３件 
※１ 受付件数については、同一案件に係る複数回の相談（電話・メール・来訪等）も含む。 
※２ その他については、あっせん等対象外（接続約款等のルール整備、他事業者の不適正営業活動の指摘

等）も含む。 

 

２ 主な相談内容 

（１）接続に関する費用負担 
接続申込者が接続に関して負担すべき金額の支払を怠り、又は怠るおそれがあると

して、接続相手より債務の履行の担保を求められたが、どのような基準で債権保全措

置を求められたのかが明らかでない等の相談。 

（２）接続協定の細目 

・ＩＰ電話（０５０番号）着信型課金サービスの提供を開始するに当たり、他事業者

に番号ポータビリティの実施を申し込んだが、協議が整わなかったことから受けた相

談。 

・ＭＶＮＯとの接続協定の細目について、事業者間で協議を行うに当たっての留意事

項を教えてほしいという相談。 

 

（３）卸役務の提供 

卸電気通信役務としてダークファイバの提供を受けていたが、新規のダークファイ
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バの利用は認めないと通告を受けたため、引き続き利用できるようにしてほしいとい

う相談。 

（４）接続に必要な設備の設置・保守 
 既設のコロケーション設備を別の設備に交換する際に、必要な手続を簡素化できな

いかという相談。 

（５）役務提供のための設備の利用 
 局舎にコロケーションしている一般利用者の設備との接続に当たっての局内のダー

クファイバの利用に関する相談。 

（６）土地等の使用 
   個人の土地に了解なしに電柱が設置されたのではないか等、土地等の使用権に関す

る相談。 



資料Ⅲ 

 
 
 

電気通信事業紛争処理用語解説 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

用  語  解  説 

 
索引 用 語 用  語  解  説 

あ あっせん 第三者が紛争当事者の間に入り、紛争について紛争当

事者の互譲により紛争を解決すること。 
あっせんを行う第三者は、第三者が双方の主張の要点

を確かめ、相対立する当事者に話合いの機会を与える、

相互の誤解を解くなどして、当事者の話合いを促す。紛

争当事者の和解による紛争の解決をめざすものであり、

法律的又は技術的な争点について当事者間の歩み寄り

が期待できる事案に適している。 
アンバンドル 電気通信設備を機能ごとに細分化し、他事業者が接続

する際、必要な機能のみを選択して、使用できるように

すること。 
接続事業者は、不要な機能を使用しないことで、支払

う接続料を抑えることができる。 
え エンド・（ツー・）エン

ド 
複数の電気通信事業者が電気通信設備を接続して、ユ

ーザに電気通信サービスを提供する事業形態において、

料金設定方法として一の事業者が役務全体（エンド・エ

ンド）に対して設定した利用者料金。 
 （⇔「ぶつ切り料金」の項を参照） 

お 卸電気通信役務 電気通信事業者が、ユーザではなく、電気通信事業者

だけを対象に提供するサービス。 
卸電気通信役務の提供者を「卸電気通信事業者」と呼

ぶ。また、卸電気通信役務の提供条件や料金は、事業者

間の相対契約で決められる。 
か 管路 通信ケーブルを通すために道路の地下に埋設したパ

イプ。 
ケーブルを通すスペースしかないため、管路にケーブ

ルを敷設したり、撤去する場合は、マンホール内で作業

する。 
き キャリアーズ・レート 電気通信事業者が他の電気通信事業者と相互接続する

際に設定する接続料金。 
営業・宣伝費用などを控除して算定されるため、ユー
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ザ料金よりも安く設定される。 
く クロージャ 通信事業者の局とユーザ宅を結ぶ加入者線に設置し、

銅線ケーブルや光ファイバ・ケーブルの分岐、接続など

の配線を行うための箱。 
電柱上に設置するタイプやマンホールなどの地中に

置くタイプがある。 
こ コロケーション 指定電気通信設備を保有する電気通信事業者の建

物・局舎、管路、とう道、電柱等に、接続事業者が接続

に必要な装置を設置すること。 
さ サーバ ネットワーク上でサービスや情報を提供するコンピ

ュータ。 
インターネットでは、ウェブサーバ、メールサーバ等

がある。 
裁定 当事者間で意見の一致をみない事項について第三者

がその是非等を裁断して決定すること。 

し 実際費用方式 「接続料」の算定方式の一つで、電気通信事業者が電

気通信設備の構築・維持管理に実際に要する費用から年

間経費を計算し、これを元に１回線当たりや１通話当た

りの接続料を算定する方式。 
ジャンパ線 ＭＤＦ（主配線盤）に収容された端末回線や加入者交

換機からの回線等に用いられる銅線ケーブル。 
せ 接続料 第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者

が、当該第一種指定電気通信設備と他の電気通信事業者

の電気通信設備との接続に関し、取得すべき金額（電気

通信事業法第３３条第２項参照）。 
接続会計 接続料算定の適正化のために設けられた電気通信事

業固有の会計。 
第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者

にその作成及び公表が義務づけられている。 
接続約款 電気通信事業者が電気通信設備の接続条件を定める

ために作られた約款。 

第一種指定電気通信設備又は第二種指定電気通信設

備を設置する電気通信事業者は、その公表が義務づけら

れている。 
た 第一種指定電気通信設 他の電気通信事業者の電気通信設備との接続が利用

資料－26 

 



備 者の利便の向上及び電気通信の発達に欠くことのでき

ない電気通信設備として指定された固定通信用の電気

通信設備。 

都道府県の区域内で、特定の電気通信事業者が全体の

２分の１を超える固定端末系伝送路設備を設置してい

る場合の当該設備などが該当し、具体的には、現在、Ｎ

ＴＴ東西地域会社の加入者回線や、加入者・中継交換機

などが指定されている。 
第一種指定電気通信設備を設置する事業者には、接続

約款の認可等の接続関連規制、情報流用の禁止などの行

為規制などの規制が課せられる。 
第二種指定電気通信設

備 
不可欠性はないが、電波の有限性により物理的に更な

る参入が困難となる移動体通信市場において、相対的に

多数の加入者を収容している設備。 
特定の電気通信事業者の業務区域内で接続される携

帯電話端末設備の割合が全体の２５％を超える場合の

当該事業者の伝送路設備が該当し、具体的には、現在、

ＮＴＴドコモの伝送路設備・中継交換機などが指定され

ている。 

第二種指定電気通信設備を設置する事業者には、接続

約款の届出が課せられる他、収益ベースのシェアが２

５％を超える場合には、情報流用の禁止などの行為規制

も課せられる。 
ダークファイバ 敷設されていながら使用されていない光ファイバ。 

光信号がまったく通っていない状態にあることから、

ダーク（暗い)ファイバと呼ばれる。 
ち 地域ＩＰ網 ＮＴＴ東西地域会社が、「フレッツ・ISDN」や「フレ

ッツ・ADSL」、「B フレッツ」を提供するために都道府

県単位に構築したＩＰネットワーク。 
ＩＳＰは、地域ＩＰ網に設けられたＰＯＩ（相互接続

点）に接続することで、県下全域を自らのサービス・エ

リアとしてカバーすることができる。 
仲裁 
 

当事者の合意に基づき第三者の判断によってその当

事者間の紛争を解決すること。 
当事者は不満があっても、原則としては仲裁判断に従
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わなければならない。 

仲裁廷 
 

仲裁合意に基づき、その対象となる民事上の紛争につ

いて審理し、仲裁判断を行う 1 人の仲裁人又は 2 人以上

の仲裁人の合議体（仲裁法第２条参照）。 
長期増分費用方式 「ＬＲＩＣ」の項を参照のこと。 

直加入電話 ＮＴＴ東西地域会社の交換機を経由せず、直接、加入

者と事業者との間を結ぶ固定電話サービス。 

ＮＴＴ東西通信会社から、加入者回線を借受け、電話

局間の幹線網や交換機は独自に用意したものを利用し

て提供されることが多い。 
と とう道 地中で通信ケーブルを収容するトンネル。 

管路と同様に通信ケーブルを通すためのものだが、ケ

ーブルを通せるだけのスペースしかない管路に対し、人

が入れるほどの広さを持つ。 
トランジット ＩＳＰが他のＩＳＰからのトラヒックをインターネ

ット全体に中継すること。 
 一般にＩＳＰ間に上流・下流の関係が生じ、トランジ

ット・サービスを受けるＩＳＰは、トランジット・サー

ビスを提供するＩＳＰに対してトランジット費用を支

払う。 
 （⇔ 「ピアリング」参照） 

ね ネットワークの中立性 ＩＰ化が進展する中でのネットワークの利用の公平

性（通信レイヤーの他のレイヤーに対する中立性）及び

ネットワークのコスト負担の公平性（通信網増強のため

のコストシェアリングモデルの中立性）。 
は 番号ポータビリティ 加入電話や携帯電話の利用者が、加入している事業者

を変更しても、これまでと同じ番号を引き続き使用でき

る制度。 
ひ ピアリング ＩＳＰ間で互いに相手方ＩＳＰあてのトラヒックを

交換し合うこと。 
一般に、ピアリングにおいては、ＩＳＰは対等な関係

にある。 
 （⇔ 「トランジット」の項を参照） 

ふ ぶつ切り料金 複数の電気通信事業者が電気通信設備を接続して、ユ
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ーザに電気通信サービスを提供する事業形態において、

当該複数事業者が各々自己の役務提供区間について、そ

れぞれ設定した利用者料金。 
 （⇔「エンド・（ツー・）エンド料金」の項を参照） 

プラットフォーム 様々なネットワークサービス提供のため、共通的に利

用可能な整備された機能。 

一般に、認証機能、課金機能、著作権管理機能などが

該当する。 
ブロードバンド ＦＴＴＨ、ＤＳＬ、ケーブルインターネットなど、高

速通信を可能とする回線 
ブロードバンドに対し、低速の回線をナローバンドと

いう。 
へ ベストエフォート ユーザが利用できる通信の伝送帯域を、ネットワーク

が混雑したときには、保証しないタイプのサービス。 
これに対し、伝送速度を保証するサービスの型は「ギ

ャランティ型」と呼ばれる。 
ほ ボトルネック設備 その設備を利用しなければ事業の遂行やサービスの

提供ができない、若しくは著しく困難になってしまうよ

うな設備。 
ま マイライン（優先接続） 電話をした場合にユーザが事前に登録した電話会社

に自動的に通話をつなぐ電話会社選択サービス。 
ユーザ側で事業者識別番号をダイヤルする必要がな

くなる。平成１３年５月に開始された。 
め メディア・コンバータ 光ファイバと銅線ケーブルの間などでデータ伝送の

メディア変換を行う装置。 
ら ライン・シェアリング 他の通信事業者が敷設済みの銅線を借りて ADSL サ

ービスなどを提供する仕組みの一つで、電話サービスに

利用しない周波数帯域を貸し出す形態。 
る ルータ 異なるネットワーク同士を接続するネットワーク機

器。 
ネットワークを流れてきたデータについて、あて先ア

ドレスから通信経路を選択し、他のネットワークへ中継

を行う。 
Ａ ＡＤＲ Alternative Dispute Resolution の略。裁判以外の紛

争解決手段。 
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Ｄ ＤＳＬ Digital Subscriber Line の略。デジタル加入者回線。

電話用のメタリックケーブルにモデム等を設置するこ

とにより、高速のデジタルデータ伝送を可能とする方式

の総称。 
ＤＳＬＡＭ Digital Subscriber Line Access Multiplexer の略。複

数のＤＳＬ回線を束ね、ルータなどの通信機器と接続し

て高速・大容量なバックボーンへの橋渡しを行う集線装

置。 
Ｆ ＦＭＣ Fixed-Mobile Convergence の略。固定通信（Fixed）

と移動通信（Mobile）の間で、料金請求、端末、ネット

ワークなどを組み合わせてサービスを提供すること。 
ＦＴＴＨ Fiber To The Home の略。各加入者宅まで光ファイバ

を敷設することにより実現する、数 10～最大 100Mbps
程度のブロードバンドサービス。 

ＦＴＴＲ Fiber To The Remote Terminal の略。加入者宅の近く

まで光ファイバを引き、そこから宅内までを VDSL など

の高速ＤＳＬでつなぐブロードバンドサービス。 
Ｉ ＩＰ Internet Protocol の略。インターネットによるデータ

通信を行うための通信規約。 
ＩＰ電話 通信ネットワークの一部又は全部においてＩＰ（イン

ターネットプロトコル）技術を利用して提供する音声電

話サービス。 
ＩＰｖ６ Internet Protocol-version ６の略。現在広く使用され

ているインターネットプロトコル（ＩＰⅴ４）の次期規

格。 
ＩＰｖ４に比べて、アドレス数の大幅な増加、セキュ

リティの強化及び各種設定の簡素化等が実現できる。 
ＩＳＰ Internet Service Provider の略。インターネット接

続サービスを提供している電気通信事業者。 

単に、プロバイダーと呼ばれることもある。 
ＩＸ 多数のＩＳＰが効率的にトラヒックを交換するため

に設けられたポイント・設備。 
Ｌ ＬＡＮ Local Area Network の略。企業内、ビル内、事業所内

等においてコンピュータやプリンタ等の情報機器を接
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続するネットワーク。 
ＬＬＵ Local Loop Unbundle の略。地域通信網（ローカル・

ループ）を設備ごとにアンバンドルし、他の電気通信事

業者に開放すること。 
ＬＲＩＣ Long-Run Incremental Costの略。長期増分費用方式。

接続料を、実際の費用発生額（ヒストリカルコスト）で

はなく、現在と同じ加入数規模とトラヒックに対する処

理能力を備えたネットワークを現時点で利用可能な最

も低廉で最も効率的な設備と技術で新たに構築した場

合の費用（フォワード・ルッキング・コスト）に基づい

て算定する方式。 
Ｍ ＭＤＦ Main Distribution Frame の略。主配線盤。外部から

引き込んだ加入者線の束を収容し、内部に配線する設

備。 
電話局やオフィス・ビル、集合住宅に設置されている。

ＭＶＮＥ Mobile Virtual Network Enabler の略。 
ＭＶＮＯとの契約に基づき当該 MVNO の事業の構築

を支援する事業を営む者（当該事業に係る無線局を自ら

開設・運用している者を除く。）。 
ＭＮＯ Mobile Network Operator の略。移動通信サービスを

提供する電気通信事業を営む者であって、当該移動通信

サービスに係る無線局を自ら開設・運用している者。 
ＭＶＮＯ 
 

Mobile Virtual Network Operator の略。①ＭＮＯの

提供する電気通信役務としての移動通信サービスを利

用して、又はＭＮＯと接続して、移動通信サービスを提

供する電気通信事業者であって、②当該移動通信サービ

スに係る無線局を自ら開設（開設された無線局に係る免

許人等の地位の承継を含む。）・運用していない者。 
Ｎ ＮＧＮ Next Generation Network の略。ＰＳＴＮ（公衆交換

電話網。電話交換機によって構成される通信網）に代わ

るパケットベースのネットワーク。 
電気通信サービスの提供を目的として、広帯域かつＱ

ｏＳ制御が可能な伝送技術を活用したパケットベース

のネットワーク。 
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ＮＮＩ Network‐Network Interface の略。ネットワーク間

を接続するためのインタフェース。 
ＮＴＳコスト Non-Traffic Sensitive Cost の略。電気通信サービス提

供に必要な経費のうち、通信量（トラヒック）に依存し

ない費用。 
Ｐ ＰＳＴＮ Public Switched Telephone Networks の略。電話交換

機によって構成される通信網。 
Ｑ ＱｏＳ Quality of Service の略。主にネットワークサービス

の品質。 
ネットワークサービスの場合、到達保証や通信帯域、

遅延時間などの安定性が指標となる。 
Ｓ ＳＮＩ Application Server-Network Interface の略。各種ア

プリケーションサーバ類とネットワークを接続するた

めのインタフェース。 
Ｖ ＶｏＩＰ Voice over Internet Protocol の略。ＩＰネットワーク

上で音声をやり取りするための技術の総称。 
ＩＰ電話やインターネット電話と呼ばれるサービス

はこの技術を用いる。 
Ｗ ＷＤＭ Wavelength Division Multiplexing の略。光ファイバ

の両端に波長を多重化する装置をつなぎ、光ファイバ上

の伝送情報量を飛躍的に増大する技術。 
 
 
 
 
 
 



 
 

電気通信事業法等の運用基準等 
 

（頁） 
 
   ○公益事業者の電柱・管路等使用に関するガイドライン 

（平成１３年４月１日 総務省 総合通信基盤局 電気通信事業部 事業政策課）  
… 資料－３３ 

   ○電気通信事業分野における競争の促進に関する指針 
（平成１３年１１月３０日 公正取引委員会・総務省 総合通信基盤局 電気通信 
事業部 事業政策課） 

… 資料－４１ 

   ○ＭＶＮＯに係る電気通信事業法及び電波法の適用関係に関するガイドライン 
（平成１４年６月１１日 総務省 総合通信基盤局 電気通信事業部 事業政策課 

料金サービス課 データ通信課） 
… 資料－８６ 

   ○電気通信事業分野における事業者間接続等に係る債権保全措置に関するガイドライン 
（平成１８年１２月２２日 総務省 総合通信基盤局 電気通信事業部 料金サービス課） 

… 資料－108 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ その他電気通信事業法等の運用に係る各種の競争ルールについては、「テレコム競争政策ポータル
サイト（http://eidsystem.go.jp/）」を参照。 
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○公益事業者の電柱・管路等使用に関するガイドライン（平成 13 年 4 月１日） 

(平成 14 年 4 月 1日、平成 15 年 4 月 1日、平成 16 年 4 月 1日改正、平成 19 年 4月 20 日改正) 

 

 ＩＴ戦略会議・ＩＴ戦略本部合同会議で取りまとめられた取組方針である「線路敷設の円滑化

について」にのっとり、以下のガイドラインを策定する。このガイドラインは、電気通信事業法

（昭和五十九年法律第八十六号）第百二十八条第一項に規定する他人の土地等の使用権に関する

協議の認可・裁定の運用基準として機能することとなるものである。 

 

 （基本的な考え方） 

第１条 このガイドラインは、電柱、管路、とう道、ずい道その他の認定電気通信事業の用に供

する線路を設置するために使用することができる設備（行政財産であるものを除く。以下「設

備」という。）の所有者（所有権以外の権原に基づきその設備を使用する者があるときは、その

者及び所有者。以下「設備保有者」という。）が、認定電気通信事業者（以下「事業者」という。）

に設備の一部を提供する場合において、設備保有者及び事業者が遵守すべき標準的な取扱方法

を取りまとめることにより、事業者による線路敷設の円滑化を図り、超高速インターネットの

整備に不可欠な光ファイバ網の整備等を推進し、もって利用者の利益、国民の利便の向上に資

することを目的とする。 

２ 設備保有者（第十四条第一項に規定する一束化設備保有者及び第十五条に規定する支線保有

者を除く。以下同じ。）には、電気通信事業者、電気事業者、鉄道事業者その他の公益事業者が

該当するものとする。 

３ 設備の提供に当たっては、原則として、次によるものとする。 

 一 設備保有者は、事業者から設備の提供の申込みがあったときは、自己の事業又は有線電気

通信設備令（昭和二十八年政令第百三十一号）その他の設備に関する法令等の規定（以下「設

備関係法令等」という。）及び道路法（昭和二十七年法律第百八十号）その他の公物管理に関

する法令等の規定（以下「公物管理関係法令等」という。）に支障のない限り、公平かつ公正

な条件で設備を提供する。（公正性の原則） 

 二 設備保有者は、事業者に設備を提供するに当たり、資本関係その他の理由により、差別的

な取扱いをしない。（無差別性の原則） 

 三 設備保有者は、設備の提供に係る条件等をあらかじめ公表する。なお、公表すべき条件等

は、このガイドラインで規定する。（透明性の原則） 

 四 設備保有者は、設備の提供に係る手続の簡素化及び効率化に努めるものとする。（効率性の

原則） 

 

 （調査回答期間等） 

第２条 設備保有者は、事業者から設備の調査の申込みがあった場合は、できるだけ速やかに提

供の可否の回答を行うものとし、申込みの数が通常想定される申込みの数の範囲内である場合

は、原則として二箇月以内（必要書類の形式的不備等の指摘を行った場合は、二箇月に当該指

摘から事業者が当該指摘を踏まえ申込みを行うまでの期間を加えた期間内。次項において同

じ。）に提供の可否を回答するものとする。 

２ 設備保有者は、二箇月以内に提供の可否の回答ができない場合は、その理由を明記した書面

又は電子メール等の電磁的方法により、申込みを行った事業者へ通知するものとする。 

３ 調査に要する費用は、コストに基づき適正なものとし、内訳として人件費（内訳としての作

業時間、作業人数及び作業単金を含む。）、交通費、機械器具損料等を含め設備保有者が示した

場合には、事業者が負担するものとする。 

 

 （貸与拒否事由等） 

第３条 設備保有者は、事業者から設備の使用の申込みを受けたときは、原則として、次に掲げ

る場合を除き拒否しないものとする。 

 一 使用を希望する区間に現に空きが無い場合 

 二 設備保有者が五年（法令に基づきこれより長い期間に係る設備計画（最新の需要想定を勘

案した上で修正された設備計画がある場合は当該計画。以下この条において同じ。）を作成し



 資料－34

ている場合は当該期間。以下この条において同じ。）以内にその設備をすべて使用する予定で

あり、その使用の予定の事業年度が設備計画において明示されている場合 

 三 設備保有者の設備に大幅な改修又は移転の計画があり、その改修又は移転の予定の事業年

度が五年以内の期間に係る設備計画において明示されている場合 

 四 電柱にあっては設備保有者がその地中化を計画しており、その地中化の予定の事業年度が

五年以内の期間に係る設備計画において明示されている場合 

 五 事業者が設置しようとする伝送路設備が設備保有者の技術基準に適合しない場合又は技術

基準に明確な定めがない場合であって、当該伝送路設備を設置することにより設備保有者に

よる建設若しくは保守に困難を生じさせ、又は生じさせるおそれが強い場合 

 六 事業者の責に帰すべき理由により過去に費用負担・使用期間その他の使用条件についての

契約が現に履行されなかったことがある場合、又は重大な不履行若しくは救済不能の不履行

が発生するおそれが強い場合 

 七 事業者が行おうとする伝送路設備の設置が設備関係法令等の条件を満足しない場合や、当

該設備の使用が公物管理関係法令等の規定の適用を受けるものにあっては、事業者又は設備

保有者が受ける道路占用許可その他の公物の占用等の許可（変更の許可を含む。）の取得若し

くは占用許可等の条件の変更に困難がある場合、又はそのおそれが強い場合 

 八 第六号に定めるもののほか、事業者の責に帰すべき理由により過去に守秘義務、目的外使

用の禁止その他契約に定める事項が履行されなかったことがある場合、又は重大な不履行若

しくは救済不能の不履行が発生するおそれが強い場合 

 九 その他設備保有者の行う公益事業の遂行に支障のある場合、又はそのおそれが強い場合 

２ 設備保有者は、前項各号に掲げる事項に該当するものとして事業者からの設備の使用の申込

みを承諾しない場合は、その事業者に対し、承諾しない理由を書面又は電子メール等の電磁的

方法により通知する。 

３ 設備保有者は、第一項第二号から第四号までに掲げる貸与拒否事由に該当することのみを理

由として設備の使用の申込みを承諾しない場合であって、事業者による使用開始の予定の日か

ら設備計画に明示された使用、改修、移転又は地中化の予定の事業年度の開始の日（以下「使

用等予定日」という。）までの間が一年を超える場合（事業者からの使用申込みの理由が地中化

に伴う仮設工事等による一時使用（道路の掘削又はマンホールの恒久的な改造が不要なものに

限る。）のときには一年を超えない場合を含む。）は、セキュリティーの確保、経営上の秘密の

保持又は顧客情報の保護に支障がない範囲で、前項の規定に基づく通知において、事業者に対

し、使用等予定日までの間に限定して、設備の提供を行うことが可能である旨を示すものとす

る。 

４ 設備保有者は、事業者から設備の使用の申込みを承諾しない理由について、具体的な内容の

説明を求められた場合は、セキュリティーの確保、経営上の秘密の保持又は顧客情報の保護に

支障がない範囲で、これに応じるものとする。 

５ 設備保有者は、設備の使用の申込みを承諾した事業者から使用可能時期の照会があった場合

には、できる限り具体的な進捗状況、今後の見通し等を回答するように努めるものとする。な

お、事業者は、設備保有者の事務負担に配慮し、通常想定されるスケジュールに従い作業が進

捗していると認められる場合には、できる限り照会を行わないように努めるものとする。 

 

 （定型的かつ反復して行われる設備使用の申込み） 

第３条の２ 設備保有者は、事業者から定型的かつ反復して行われる光ファイバを用いた引込線

等に係る設備の使用の申込みを受けた場合又は受けると見込まれる場合には、事業者が設備の

提供を受けるための手続の簡素化及び効率化に努めるものとする。 

２ 前項の場合においては、設備保有者は事業者と当該申込みに共通する設備の仕様、工法その

他の事項について協議するものとする。 

３ 設備保有者は、前項の協議の対象となる事項について、第十三条第一項第九号に掲げる定型

的かつ反復して行われる光ファイバを用いた引込線等に係る設備の使用の申込みに関する手続

の簡素化及び効率化のための基本的事項に規定するよう努めるものとする。 
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 （貸与期間） 

第４条 貸与期間は、原則として五年間とする。 

２ 使用等予定日までの間に限定した設備の使用の申込みであって、使用等予定日以降の事業者

の伝送路設備の移転に関する計画が確実かつ合理的でないものは、第三前条第一項第六号に掲

げる貸与拒否事由に該当するものとみなす。 

３ 設備保有者が使用等予定日までの間に限定して設備の提供を行う場合であって、前項に規定

する計画が確実に実施されない場合は、第十一条第一項の契約解除事由に該当するものとみな

す。 

４ 設備保有者は、設備の使用が公物管理関係法令等の適用を受けるときは、当該公物の占用等

の期間についての規定を十分に勘案するものとする。 

  

（工事及び保守ルール） 

第５条 設備保有者から提供された設備に伝送路設備を敷設する工事の設計及び施工又は当該伝

送路設備の保守は、セキュリティーの確保及び事故防止のため、原則として設備保有者又は設

備保有者が指定する者が行う。なお、設備保有者が示す、セキュリティーの確保及び事故防止

のための保証手段及び責任の明確性を確保するための措置を講じる場合には、事業者の希望に

応じ事業者自らが工事の設計及び施工又は保守を行うことを認めるものとする。 

２ 設備保有者は、セキュリティーの確保及び事故防止のための保証手段及び責任が明確でない

と判断し、事業者自らが工事の設計及び施工又は保守を行うことを認めない場合は、事業者に

対し、その判断理由を書面又は電子メール等の電磁的方法で通知するものとする。 

３ 設備保有者から提供を受けた設備に設置された伝送路設備の保守については、設備の提供に

係る契約においてその運用ルールを明示するものとする。 

４ 設備保有者は、設備の提供に伴い、当該設備の改修工事を行う必要が生じる場合は、事業者

に対し当該工事の設計及び施工に係る費用負担を求めることができる。この場合において、事

業者から当該工事が必要となる理由及び当該費用負担の算出根拠の提示を求められたときは、

経営上の秘密の保持に支障がない範囲で、これに応じるものとする。 

 

 （貸与の対価） 

第６条 設備使用料の原価は、原則として、減価償却費及び保守運営費に、他人資本費用、自己

資本費用及び利益対応税の合計額を加えて算定するものとし、設備保有者は、事業者に対し、

当該原価に基づく適正な設備使用料を求めることができる。 

２ 前項の設備使用料の実際の算定に当たっては、別表に掲げる式のいずれかによる方法その他

公正妥当な方法により算定を行うものとする。 

３ 設備保有者は、事業者に対し、使用の申込みを受けた設備の使用料及びその算出根拠を、第

十三条第一項に規定する標準実施要領において記述する時期に通知するものとする。 

 

 （移転費用負担等） 

第７条 設備保有者の事情又は正当な利益を有する第三者の要請により現に提供している設備を

撤去し、又は移転する必要が生じた場合の事前予告及び移転費用の取扱いについては、設備の

提供に係る契約において明示するものとする。この場合において、事業者の伝送路設備の撤去

又は移転に係る事前予告及び移転費用の取扱いについても、同様とする。 

２ 事業者は、設備保有者に対して自己の責に帰すべき事由により設備の提供の中止を求める場

合は、事業者の負担により設備を原状復帰するものとする。 

 

 （事故、災害時の取扱い） 

第８条 事故、災害の発生により現に提供している設備が破損した場合の取扱いについては、設

備の提供に係る契約において明示したときは、当該契約内容によるものとする。 

 

 （更新ルール） 

第９条 設備保有者が、事業者から設備提供の継続の申込みを受けたときについては、第二条か

ら前条までの規定を準用する。 
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２ 設備の提供に係る契約において自動更新条項（契約期間中に、当事者のいずれかが更新を拒

否する旨の申入れを行わない限り、当該契約が一定期間更新される旨の条項をいう。）を規定す

る場合においては、設備保有者は、契約期間中に、第三条第一項各号に掲げる事由が生じたこ

とにより当該契約の更新が困難になった場合は、事業者に対し、原則として契約期間終了の六

箇月前までにその旨を予告し、又は当該事由の発生後速やかにその旨を通知する等電気通信役

務の円滑な提供のために必要な措置を講じるものとする。 

 

 （設備の使用に当たっての遵守事項） 

第１０条 事業者は、設備保有者から提供された設備には、認定電気通信事業の用に供する伝送

路設備を敷設するものとする。 

２ 事業者は、設備保有者から提供された設備に伝送路設備を敷設し、又は設備を使用するに当

たり、設備関係法令等及び設備保有者が適正に定める技術基準に従って行うものとする。 

３ 事業者は設備保有者から提供された設備に伝送路設備を設置し、又は設備を使用するに当た

り、設備の定着する土地の所有者その他伝送路設備がその上空を通過する土地の所有者（所有

権以外の権原に基づきその土地を使用する者があるときは、その者及び所有者）との間で、公

物管理関係法令等に関する諸手続をはじめ、必要な調整を適切に進めるものとする。また、設

備保有者は設備を使用させるに当たっては、公物管理関係法令等に基づき必要な諸手続等を適

切に進めるものとする。 

４ 事業者は、設備保有者から提供された設備に伝送路設備を敷設し、又は設備を使用するに当

たり、事業者の責に帰すべき事由により第三者との間に争いが生じた場合、又は第三者に損害

を与えた場合においては、事業者の責任と負担により処理するものとする。   

 

 （契約解除事由等） 

第１１条 設備保有者は、事業者が自己の責に帰すべき事由により、このガイドライン又は設備

の提供に係る契約に違反した場合は、当該契約を解除することができる。 

２ 前項に定めるほか、設備保有者は、契約締結時に予期できなかった事情等により、自己の公

益事業を遂行する上で現に事業者に提供している設備を使用することが必要であって、他の設

備をもって代えることができなくなった場合に限り、当該契約を解除することができるものと

する。この場合において、設備保有者は、原則として六箇月以上の期間（貸与契約期間が１年

以内の場合には標準実施要領等で定める適切な期間）をおいてその旨を予告し、又は当該事由

の発生後速やかに相当な期間を置いて解除する旨の予告を行う等電気通信役務の円滑な提供の

ために必要な措置を講じるものとする。 

３ 前二項の規定により契約の解除があった場合、事業者は速やかに当該設備を原状に回復し、

返還するものとする。ただし、設備の提供に係る契約において、強制撤去条項（設備保有者が

相当の期間を定めて解除の予告を行ったにもかかわらず、事業者が原状回復をしないときは、

当該設備保有者は、自ら原状回復をすることができる旨の条項をいう。）を規定する場合におい

ては、当該設備保有者は、当該条項の定めるところにより、自ら原状回復をすることができる。 

４ 前項の場合において、原状回復に要する費用等の取扱いについては、第一項の規定に基づく

解除の場合においては原則として事業者が負担するものとし、第二項の規定に基づく解除の場

合においては設備の提供に係る契約において明示するものとする。 

 

 （情報開示） 

第１２条 設備保有者は、事業者から設備の使用可能状況について照会（第二条第一項に規定す

る調査の申込みを除く。）があったときは、当該区間の使用可能状況について事業者への回答を

行う。なお、情報開示により当該設備におけるセキュリティーの確保、経営上の秘密の保持又

は顧客情報の保護に支障を生じる場合は、この限りでない。また、回答に係る費用は、事業者

が負担するものとする。その額は、コストに基づき適正なものとするものとし、内訳として人

件費（内訳としての作業時間、作業人数及び作業単金を含む。）、機械器具損料等を事業者に示

すものとする。 
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 （貸与申込手続等に関する標準実施要領の作成及び公表） 

第１３条 設備保有者は、このガイドラインに準拠した設備の使用に関する標準実施要領を作成

し、設備の提供に関する次に掲げる事項をあらかじめ公表するものとする。なお、公表は原則

としてインターネット上のホームページへの掲載によるものとする。 

 一 提供を受けるための申込窓口及びその連絡先 

 二 提供を受けるための手続（設備の提供に伴う事前調査（以下「調査」という。）の申込みか

ら使用までの標準的な手続（第六条第三項に定める設備使用料及びその算出根拠の通知に関

するものを含む。）） 

 三 申込書、通知書その他必要な書類の標準的な様式及び添付すべき書類の種類 

 四 提供が拒否できる事由 

 五 標準的な設備使用料及びその算出根拠 

 六 調査の申込みから提供の可否の回答までの標準的期間（標準的な調査回答期間） 

 七 提供に関して行う調査に係る費用の算定方法 

 八 調査の申込みから設備の使用開始までの標準的期間 

 九 定型的かつ反復して行われる光ファイバを用いた引込線等に係る設備の使用の申込みに関

する手続の簡素化及び効率化のための基本的事項 

 十 前号に掲げるもののほか、設備の使用の申込みに関する手続の簡素化及び効率化に関して

必要な事項 

２ 前項第五号に規定する標準的な設備使用料、同項第六号に規定する標準的期間又は同項第八

号に規定する標準的期間を設定することが困難であるときは、過去の実績等に基づく例示等を

もって代えることができる。 

３ 設備保有者は、二以上の申込窓口を設ける場合は、原則として、申込窓口相互間における申

込手続の統一を図るものとする。 

４ 申込窓口ごとに第一項各号に掲げる事項の内容が異なる場合は、申込窓口ごとに、第一項の

規定に基づき標準実施要領を作成し、公表するものとする。 

 

 （一束化） 

第１４条 メッセンジャーワイヤーその他一束化（事業者がその伝送路設備を先行敷設者（電気

通信事業者、有線テレビジョン放送施設者その他の者であって既に電柱に有線電気通信設備を

設置しているものをいう。以下同じ。）が既に電柱に設置している有線電気通信設備と束ねて設

置することをいう。以下同じ。）を行うために使用することができる設備（このガイドラインに

おける設備保有者に該当する公益事業者が保有する電柱に設置されるものに限る。以下「一束

化設備」という。）を所有する者（所有権以外の権原に基づきその一束化設備を使用する者があ

るときは、その者及び所有者。以下「一束化設備保有者」という。）が、事業者に一束化設備を

提供する場合において、一束化設備保有者及び事業者が遵守すべき標準的な取扱方法について

も、第一条第三項第一号及び第二号の規定の適用があるものとする。 

２ 事業者は、一束化を行うに当たっては、あらかじめ、一束化設備が設置されている電柱を保

有する設備保有者（以下「電柱保有者」という。）の承諾を得るものとする。 

３ 一束化設備保有者は、電柱保有者から、第九項ただし書に規定する承諾を求められた場合は、

合理的な理由がある場合を除き、これに応じるものとする。 

４ 一束化設備保有者は、事業者から一束化設備の提供の申込みがあった場合は、できるだけ速

やかに提供の可否の回答を行うものとする。 

５ 一束化設備保有者は、事業者から一束化設備の提供の申込みを受けたときは、原則として、

次に掲げる事由に該当する場合を除き、一束化設備の提供を拒否しないものとする。 

 一 電柱保有者が、事業者に対する第二条の規定に基づく回答において、一束化を要する旨を

示していない場合 

 二 一束化を行うことにより、電柱保有者の技術基準に適合しないこととなる場合 

 三 一束化を行うことにより、一束化設備保有者による建設若しくは保守に困難を生じさせ、

又は生じさせるおそれが強い場合 

 四 事業者の責に帰すべき理由により過去に第七項に規定する取決めが現に履行されなかった

ことがある場合、又は重大な不履行若しくは救済不能の不履行が発生するおそれが強い場合 
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６ 一束化設備保有者は、事業者に対し一束化設備を提供する場合は、コストに基づく適正な使

用料を求めることができる。この場合において、事業者から、当該使用料の算出根拠の提示を

求められたときは、これに応じるものとする。 

７ 一束化設備保有者及び事業者は、一束化を行うに当たっては、あらかじめ、次に掲げる事項

その他一束化に当たって必要な事項を取り決めるものとする。 

 一 貸与期間 

 二 工事及び保守ルール 

 三 貸与の対価 

 四 撤去又は移転の際の費用負担等 

 五 事故、災害時の取扱い 

 六 更新ルール 

 七 設備の使用に当たっての遵守事項（秘密の保持に関することを含む。） 

 八 契約解除事由等 

 九 共用設備の所有権の帰属 

 十 他事業者との一束化への対応 

８ 電柱保有者による電柱の提供の可否の判断に当たっては、一束化設備保有者及び事業者が一

束化を行うことにより第三条第一項第五号に掲げる事項に該当することとなる場合を除き、同

項第一号に規定する「現に空きが無い場合」には該当しないものと解する。 

９ 電柱保有者は、事業者に対する第二条の規定に基づく回答において一束化を要する旨を示し

た場合であって、当該事業者から、一束化設備保有者の伝送路設備等に当該一束化設備保有者

の氏名又は名称が取り付けられていないことを理由として、当該氏名又は名称について照会が

あったときは、これを事業者に通知するものとする。ただし、当該通知について一束化設備保

有者の承諾を得られない場合は、この限りでない。 

１０ 電柱保有者は、複数の者が一束化を行っている部分に係る電柱の使用料を算出するに当た

っては、その旨を十分に考慮して電柱の占有率を設定するものとする。 

 

（支線の共用） 

第１５条 支線（このガイドラインにおける設備保有者に該当する公益事業者が保有する電柱に

設置されるものに限る。以下同じ。）を所有する者（所有権以外の権原に基づきその支線を使用

する者があるときは、その者及び所有者。以下「支線保有者」という。）は、事業者から支線の

共用の申込みを受けたときは、原則として、次に掲げる事由に該当する場合を除き、当該共用

を拒否しないものとする。 

 一 支線の共用を行うことにより、電柱保有者の技術基準に適合しないこととなる場合 

 二 支線の共用を行うことにより根かせが支線の引張荷重に耐えられなくなる場合（当該支線

について改修工事を行うことにより引張荷重に耐えられることとなる場合を除く。）等、支線

保有者による建設若しくは保守に困難を生じさせ、又は生じさせるおそれが強い場合 

 三 事業者の責に帰すべき理由により過去に第三項に規定する取決めが現に履行されなかった

ことがある場合、又は重大な不履行若しくは救済不能の不履行が発生するおそれが強い場合 

 四 事業者が行おうとする支線の共用が設備関係法令等の条件を満足しない場合や、当該支線

の共用が公物管理関係法令等の規定の適用を受けるものにあっては、事業者又は支線保有者

が受ける道路占用許可その他の公物の占用等の許可（変更の許可を含む。）の取得若しくは占

用許可等の条件の変更に困難がある場合、又はそのおそれが強い場合 

２ 支線保有者は、前項各号に掲げる事項に該当するものとして事業者からの支線の共用の申込

みを拒否する場合には、その事業者に対し、拒否する理由を書面又は電子メール等の電磁的

方法により通知するものとする。 

３ 支線保有者は、支線の共用を行う場合には、事業者に対し、当該支線に係る道路占用料その

他の費用（当該共用に伴い当該支線の改修工事を行う必要が生じる場合における当該工事の設

計及び施工に係る費用を含む。）について応分の負担を求めることができる。この場合において、

事業者から、当該費用負担の算出根拠の提示を求められたときは、これに応じるものとする。 

４ 支線保有者及び事業者は、支線の共用を行うに当たっては、あらかじめ、次に掲げる事項そ

の他支線の共用に当たって必要な事項を取り決めるものとする。 
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一 共用期間 

二 工事及び保守ルール 

三 共用に係る費用負担 

四 撤去又は移転の際の費用負担等 

五 事故、災害時の取扱い 

六 更新ルール 

七 支線の共用に当たっての遵守事項（秘密の保持に関することを含む。） 

八 契約解除事由等 

九 共用する支線の所有権の帰属 

十 他事業者との共用への対応 

５ 事業者は、共用する支線のうち事業者に属する部分については、必要な安全対策を施すもの

とする。 

６ 第十条第三項及び第四項の規定は、事業者が支線を共用する場合について準用する。 

 

（腕金類の設置） 

第１６条 電柱保有者が、事業者から、伝送路設備を設置するための腕金類を設置することを目

的とする電柱の提供の申込みを受けた場合における、当該電柱保有者による電柱の提供の可否

の判断に当たっては、当該腕金類が設置されることにより第三条第一項第五号に掲げる事項に

該当することとなる場合を除き、同項第一号に規定する「現に空きが無い場合」には該当しな

いものと解する。ただし、当該電柱保有者が、事業者による伝送路設備の設置を可能とするた

め、あらかじめ腕金類を自ら設置する場合又は第五条第四項の規定による改修工事の一環とし

て腕金類を自ら設置する場合は、この限りでない。 

２ 電柱保有者は、前項の申込みを受けた場合において、事業者による一束化の円滑な実施が可

能であること等の事情があると認めるときは、事業者に対し、協議を求めることができる。 

３ 事業者が自ら腕金類を設置し、又は事業者の伝送路設備を設置するために電柱保有者が腕金

類を設置することにより、先行敷設者が既に電柱に設置している有線電気通信設備の設置場所

を変更する工事を行う必要が生じる場合においては、当該工事の設計及び施工に係る費用は、

当該事業者が負担するものとする。この場合において、当該費用の負担を求めようとする者は、

事業者から当該費用負担の算出根拠の提示を求められたときは、これに応じるものとする。 

４ 電柱保有者は、前項の場合において、先行敷設者から、事業者の氏名又は名称について照会

があったときは、これを先行敷設者に通知するものとする。 

 

附 則 

 

 （適用対象に関する経過措置） 

第１条 このガイドラインにおける設備保有者に該当する公益事業者は、当分の間、電気通信事

業者、電気事業者及び鉄道事業者とする。 

 

 （見直し） 

第２条 このガイドラインは毎年四月一日に、設備使用の進展の程度等について検討を加え、そ

の結果に基づいて見直しを行うものとする。なお、当該見直しに当たり、設備保有者は、資料

の提供等必要な協力を行うべきものとする。 

 

別 表 

 

１ Ａ＝（Ｂｘ＋Ｃ）×（Ｄｚ／Ｄｘ）×Ｆ 

２ Ａ＝（Ｂｘ＋Ｃ）×（Ｅｚ／Ｅｘ）×Ｆ 

３ Ａ＝（Ｂｘ＋Ｃ）×（Ｅｙ／Ｅｘ）×（Ｄｚ／Ｄｙ）×Ｆ 

４ Ａ＝｛Ｂｚ＋Ｃ×（Ｄｚ／Ｄｘ）｝×Ｆ 

５ Ａ＝｛Ｂｚ＋Ｃ×（Ｅｚ／Ｅｘ）｝×Ｆ 

６ Ａ＝｛Ｂｚ＋Ｃ×（Ｅｙ／Ｅｘ）×（Ｄｚ／Ｄｙ）｝×Ｆ 
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７ Ａ＝｛Ｂｙ×（Ｄｚ／Ｄｙ）＋Ｃ×（Ｄｚ／Ｄｘ）｝×Ｆ 

８ Ａ＝｛Ｂｙ×（Ｄｚ／Ｄｙ）＋Ｃ×（Ｅｚ／Ｅｘ）｝×Ｆ 

９ Ａ＝｛Ｂｙ＋Ｃ×（Ｅｙ／Ｅｘ）｝×（Ｄｚ／Ｄｙ）×Ｆ 

 

 注１ 上記の記号の意味は、それぞれ次に定めるところによる。 

   Ａ  設備使用料 

   Ｂｘ 保有するすべての同種設備に係る減価償却費の総額 

   Ｂｙ 一定地域におけるすべての同種設備に係る減価償却費の総額 

   Ｂｚ 提供する設備に係る減価償却費 

   Ｃ  保有するすべての同種設備に係る原価の額のうち、保有するすべての同種設備に係

る減価償却費の総額を除いた額 

   Ｄｘ 保有するすべての同種設備の総量 

   Ｄｙ 一定地域におけるすべての同種設備の総量 

   Ｄｚ 提供する設備の量 

   Ｅｘ 保有するすべての同種設備の価額の総額 

   Ｅｙ 一定地域におけるすべての同種設備の価額の総額 

   Ｅｚ 提供する設備の価額 

   Ｆ  提供する設備のうち提供に係る部分の占有率 

 

 注２ 設備の価額については、再調達価額（設備を新たに取得するものとした場合において見

込まれる価額）、取得価額又は正味価額（取得価額から減価償却費累計額を減じて得た価額）

のいずれかを採用することができる。 

 

 注３ 原価、減価償却費、再調達価額、取得価額、正味価額等については、必要に応じて近似

値を採用することができる。（例えば、１年を超える期間中、一律の設備使用料を設定するこ

ととする場合は、減価償却費等について、合理的な将来の予測に基づく当該期間中の平均値

の近似値を採用することができる。） 



○電気通信事業分野における競争の促進に関する指針（平成 13 年 11 月 30 日） 

（平成 14 年 12 月 25 日、平成 16 年 6 月 18 日、平成 18 年 5 月 1 日、平成２０年８月２９

日改正） 
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 資料－43

Ⅰ  電気通信事業分野における競争の促進に関する指針の必要性と

構成 
 

第１  指針の必要性 

  現在、我が国においては、情報通信技術の活用により世界的規模で生じている急激

かつ広範な経済社会構造の変化に的確に対応することが喫緊の課題となっているとこ

ろ、電気通信事業分野は、その経済社会活動の基盤的な役割を担っているとともに、

高度情報通信ネットワーク社会に向けて先導的な役割を果たしていくことが期待され

ている。 

  このような電気通信事業分野の重要な役割も踏まえ、高度情報通信ネットワーク社会

形成基本法（平成１２年法律第１４４号。平成１３年１月６日施行。いわゆる「ＩＴ

基本法」。）において、「広く国民が低廉な料金で利用することができる世界最高水準の

高度情報通信ネットワークの形成を促進するため、事業者間の公正な競争の促進その

他の必要な措置が講じられなければならない。」（第１７条）こととされているなど、

電気通信事業分野における公正な競争を促進していくことが、政府全体としての重要

な政策課題の一つとなっている。 

  我が国は、自由主義経済体制の下、事業者の公正かつ自由な競争に基づき、市場メカ

ニズムを通じて、事業者の創意工夫を発揮させ、経済の活力ある発展を確保すること

を目指しており、規制緩和の推進にあわせて、競争の一般的ルールである独占禁止法

（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号））によ

り事業者の競争制限行為を排除していくことが基本である。 

  他方、電気通信事業分野においては、 

① 不可欠性及び非代替性を有するため他の事業者がそれに依存せざるを得ないいわ

ゆるボトルネック設備の設置、市場シェアの大きさ等に起因して市場支配力を有する

事業者が存在するために十分な競争が進みにくいこと、 

② いわゆるネットワーク産業であり、競争相手の事業者と接続することにより利用者

の効用が大きく増加するとともに、逆に接続しなければ事業者はサービスの提供が困

難であるため、他事業者への依存を余儀なくされること、 

③ 市場の変化や技術革新の速度が大変速いことといった事情がある。 

 このような電気通信事業分野の特殊性や同分野が独占から競争への過渡的状況にあ

ることを前提にすれば、電気通信事業分野における公正な競争をより積極的に促進し

ていくためには、規制緩和の推進と競争の一般的ルールである独占禁止法による競争

制限行為の排除に加えて、電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）において、公

共性・利用者利益の確保の観点から必要な規制を課すとともに、公正競争促進のため

の措置を講じていくことが必要である。 

  このため、電気通信事業分野における競争を促進するためには、両法の果たす役割を

踏まえ、独占禁止法及び電気通信事業法を適正に運用していくことが必要となる。 

  この「電気通信事業分野における競争の促進に関する指針」は、独占禁止法を所管す

る公正取引委員会と電気通信事業法を所管する総務省が、それぞれの所管範囲につい

て責任を持ちつつ、作成したものである。本指針は、独占禁止法と電気通信事業法の

適用関係をめぐる事業者の無用の混乱や負担を生じさせないようにする観点からも有

用であると考えられる。 

  公正取引委員会と総務省は、今後とも、電気通信事業分野における競争を一層促進す

る観点から、相互に連携しつつ、積極的に取り組んでいくこととする。 
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第２  指針の構成と基本的考え方 

  １  構成 

  この指針は、 

 Ⅰ 電気通信事業分野における競争の促進に関する指針の必要性と構成 

 Ⅱ 独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為 

 Ⅲ 競争を一層促進する観点から事業者が採ることが望ましい行為 

 Ⅳ 報告・相談、意見申出等への対応体制 

から構成されている。 

  Ⅱについては、独占禁止法を所管する公正取引委員会及び電気通信事業法を所管す

る総務省が、それぞれの責任の下、独占禁止法及び電気通信事業法の適用等に関する

考え方を示したものである。 

 Ⅲについては、電気通信事業分野の競争を促進する観点から、電気通信事業者等が

自主的に採ることが望まれる行為を具体的に示したものである。 

  Ⅳにおいては、独占禁止法又は電気通信事業法に違反する事実についての報告や、

実現しようとする事業活動に係る具体的行為が特定の法令の規定の適用対象となるか

どうかの確認・相談の窓口及び公正取引委員会と総務省の連携について、付記してい

る。 

 

 ２  独占禁止法の適用に当たっての基本的考え方 

(1)  公正取引委員会は、従来から、電気通信事業分野における公正かつ自由な競争を

促進する観点から、同事業分野における競争制限的行為に対して、独占禁止法を厳

正に執行し、それらの行為を排除してきたところであり、今後ともこの方針を堅持

していくこととしている。 

 

(2)  また、電気通信事業分野における公正かつ自由な競争をより一層促進していくた

めには、競争制限的行為を排除するなど独占禁止法を厳正に執行すること（注１）

に加え、以下の観点から、同事業分野における独占禁止法の適用に関する考え方を

あらかじめできる限り明らかにすることが重要である。 

①  事業者が独占禁止法違反行為を行うことを未然に防止すること。 

②  事業者が最大限の経営自主性を発揮できる環境を整備すること。 

③ 独占禁止法上問題となる行為を具体的に示すことにより、その運用の透明性を

確保すること。  

（注１） 公正取引委員会は、独占禁止法に違反する行為があると認めた場合には、

独占禁止法の規定に基づき、事業者に対し、当該行為の差止め、契約条項の

削除、事業の一部の譲渡その他違反行為を排除するために必要な措置を命ず

ることとなる。また、事業者が、他の事業者の株式を取得し、又は所有する

こと等により、一定の取引分野における競争を実質的に制限することとなる

場合には、独占禁止法の規定に基づき、事業者に対し、株式の全部又は一部

の処分、事業の一部の譲渡その他違反行為を排除するために必要な措置を命

ずることとなる。 

 

(3)  公正取引委員会は、このような認識の下、次章において、関係する事業者から示

された競争上の懸念や独占禁止法上問題とされた事例なども踏まえた上で、主に電

気通信役務（注２）を中心に電気通信事業分野における競争に悪影響を与える行為

について、具体的に想定される事業者の行為に即した形で、独占禁止法の適用に関

する考え方を明らかにしている。 

（注２） 電気通信役務とは、電気通信設備を用いて他人の通信を媒介し、その他電

気通信設備を他人の通信の用に供することをいう（電気通信事業法第２条第
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３号）。独占禁止法の適用に当たっては、市場における競争に及ぼす影響の

程度が判断される。市場は、例えば、地域通信サービス市場、長距離通信サ

ービス市場、国際通信サービス市場、衛星通信サービス市場、移動体通信サ

ービス市場、データ通信サービス市場等が考えられるが、その実態に即して、

画定される。 

 

    本指針Ⅱに記述している行為が具体的に行われた場合、当該行為を行った事業者

（外国事業者を含む。以下同じ。）が独占禁止法の規定に違反することとなるか否か

については、同法の規定に照らして、当該行為が競争に与える影響を勘案し、個別

の事案ごとに判断されることとなる（注３）。 

（注３） 独占禁止法は、競争に悪影響を与える事業者の行為を問題とするものであ

り、すべての事業者をその適用対象とするものであるが、同一の行為が行わ

れる場合であっても、行為主体によって競争に与える影響が異なることがあ

り得る。例えば、新たに事業分野に参入する電気通信事業者によって行われ

た場合には競争に与える影響は一般に軽微であり、また市場において相対的

に高いシェアを有する電気通信事業者によって行われた場合には競争に与

える影響は一般に大きい。 

 

(4)  独占禁止法上問題となる行為としては、具体的に想定される行為を取り上げてい

るが、このほか事業者による株式の保有、合併又は事業譲受け等の企業結合につい

ても、独占禁止法の適用の対象となる（「企業結合審査に関する独占禁止法の運用指

針」（平成１６年５月３１日公正取引委員会）参照。）。また、本指針に記載されてい

ない行為であっても、独占禁止法の規定に違反する場合には、同法の規定に基づき、

排除措置の対象となる。 

また、公正取引委員会においては、今後の電気通信事業分野における競争環境の

変化に対応しつつ、本指針の運用事例を積み重ねていくとともに、その蓄積を反映

させる形で本指針を適宜機動的に見直すこととする。 

 

 ３  電気通信事業法の適用に当たっての基本的考え方 

(1) 電気通信事業法においては、従来から、接続制度など電気通信事業分野における

公正な競争環境の整備を図るための各種制度が整備されてきている。 

  近年では、電気通信事業法等の一部を改正する法律（平成１３年法律第６２号）

において、市場支配的な電気通信事業者（注４）をあらかじめ特定して一定の行為

規制を通常の電気通信事業者とは非対称的に課すこととする非対称規制制度を導入

するなど、一層の公正競争促進のための措置を講じている。本制度の導入により、

市場支配的な電気通信事業者に対しては、反競争的行為の禁止行為をあらかじめ類

型化することにより、これらの行為の効果的な未然防止及び迅速な排除が可能とな

るとともに、それ以外の電気通信事業者（非支配的事業者）については、契約約款、

電気通信設備の接続・共用及び卸電気通信役務（電気通信事業者の電気通信事業の

用に供する電気通信役務をいう。以下同じ。）に関する規制緩和を行い、より柔軟な

事業展開を可能としている。 

  さらに、電気通信事業法及び日本電信電話株式会社等に関する法律の一部を改正

する法律（平成１５年法律第１２５号）において、電気通信事業におけるネットワ

ーク構造や市場構造の変化に柔軟に対応するとともに電気通信事業者の多様な事業

展開を促すため、第一種電気通信事業及び第二種電気通信事業の区分を廃止すると

ともに、第一種電気通信事業の許可制を廃止して登録制又は届出制へと改め、電気

通信役務に係る料金及び契約約款の届出義務を原則として廃止する等の措置を講じ

たところである。 
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  これらを通じて、今後、電気通信市場における公正な競争環境が整備され、電気

通信事業者による公正な競争を通じた一層の料金の低廉化、サービスの高度化・多

様化が期待される。 

（注４） 「市場支配的な電気通信事業者」とは、電気通信事業法第３０条第１項の

規定により総務大臣から指定を受けた電気通信事業者及び同法第３３条第

２項に規定する第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者をいう。 

 

(2) 総務省は、次章において、電気通信事業法による公正競争条件の確保方策が円滑

に活用されるよう、同法において市場支配的な電気通信事業者等に対して禁止され

る行為や、業務改善命令（業務の方法の改善その他の措置をとるべき旨の命令をい

う。以下同じ。）、契約約款変更命令等の各種命令等の対象となり得る行為を類型化

して例示することにより、同法の運用の一層の透明化を図り、電気通信事業者が最

大限の経営自主性を発揮できる環境を整備しようとするものである。 

 

(3) 本指針においては、電気通信事業法上問題となる行為を列挙しているが、電気通

信事業者の個別具体的な行為が同法に基づく変更・停止命令等の各種命令の対象と

なるか否かについては、同法の規定に照らし、個別の事案ごとに判断される。また、

本指針に記載されていない行為であっても、同法上の規定に照らし、禁止行為等に

該当する場合には、各種命令等の対象となる。 

また、総務省においては、今後とも一層の公正競争環境の整備を図る観点から、

電気通信事業分野における新たなビジネスモデルの出現や新サービスの展開といっ

た変化にも対応しつつ、本指針を適宜機動的に見直すこととする。 
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Ⅱ  独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為 
 

第１ 電気通信設備の接続及び共用に関連する分野 

  １ 独占禁止法における考え方 

(1)  電気通信役務を提供するに当たっては必要不可欠であるが、投資等を行うことに

より同種の設備を新たに構築することが現実的に困難と認められる設備（以下｢不可

欠設備｣という。）（注１）がある。このような場合において、電気通信事業者にとっ

ては当該設備への接続（注２）が行えなかったり、接続の手続が遅延したりすれば、

新規参入や新規事業展開が困難となる。また、当該設備のうち必要となる機能等だけ

に限定した接続ができない場合には、更なるコスト負担を強いられることとなる。さ

らに、当該設備への接続が一部の電気通信事業者にしか行われない場合には、電気通

信事業者間の公正な競争条件を確保できないこととなる。 

（注１） 例えば、市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者が保有

する固定系の加入者回線網がこれに当たる。ここにいう加入者回線網とは、

加入者から最も近い交換機（以下「端末系交換等設備」という。）、加入者と

端末系交換等設備を連結する電気通信回線（以下「端末回線」という。）、端

末系交換等設備からの電気通信回線を集線する交換機（以下「中継系交換等

設備」という。）、端末系交換等設備と中継系交換等設備の間を連結する電気

通信回線等から構成されるネットワークをいう。また、ここでいう電気通信

回線には、メタル回線のほか、光ファイバ回線等を含むものとする。 

（注２） 加入者回線網への接続に係る行為のほかに、加入者回線網の共用に係る行

為があるが、これらについては接続に係る行為の考え方が準用される。 

 

(2)  このような状況の下、例えば、不可欠設備を有する電気通信事業者が、他の電気

通信事業者に対し、その保有する加入者回線網の接続（注３）やコロケーション（注

４）の取引を拒絶し、又はそれらの取引の条件若しくは実施について自己又は自己の

関係事業者（注５）に比べて不利な取扱いをすることは、他の電気通信事業者等の新

規参入を阻害し、円滑な事業活動を困難にさせるもの（注６）であり、これにより市

場における競争が実質的に制限される場合には、私的独占に該当し、独占禁止法第３

条の規定に違反することとなる。市場における競争が実質的に制限されるまでには至

らない場合であっても、上記のような行為により、公正な競争を阻害するおそれがあ

る場合には不公正な取引方法に該当し、独占禁止法第１９条の規定に違反することと

なる（注７）。 

また、移動体通信サービス事業者の保有する電気通信設備については、投資等を

行うことにより同種の設備を新たに構築することが現実的に困難なものと一概に認

められるものではない。しかしながら、移動体通信サービスを行う際には市場にお

いて相対的に高いシェアを有する移動体通信サービス事業者との接続が不可欠と認

められる場合があること、電波の割当て枠に限りがあることから同サービス市場へ

の参入が行われにくいという現状等を踏まえると、市場において相対的に高いシェ

アを有する移動体通信サービス事業者が、他の電気通信事業者との接続を拒否等す

ることは、上記と同様に独占禁止法上問題となる。 

（注３） 加入者回線網の接続には、その機能を細分化し、接続を受ける者にとって

必要なもの（例えば、通信を伝送する機能、通信の交換を行う機能等）のみ

を利用させる形態を含むものとする。 

（注４） コロケーションとは、加入者回線網の接続を受ける者に対して、接続を行

うために必要な装置を設置するために必要不可欠となる局舎スペース等を

提供することをいう。 
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（注５） 自己の関係事業者とは、自己との資本関係等を通じて一方が他方の経営方

針等の決定を支配しているか又はそれに対して重要な影響を与えている事

業者をいい、例えば、自己の子会社、自己を子会社とする親会社、当該親会

社の子会社などをいう。 

（注６） 不可欠設備を有する電気通信事業者が、接続の拒否行為等を行うことによ

り、他の電気通信事業者による新たな電気通信役務の提供を困難にさせるこ

とも含む。 

（注７） 具体的行為に対する独占禁止法の適用については、Ｉ、第２、２（３）を

参照。 

 

  ２ 電気通信事業法における接続制度等の趣旨と概要 

(1) 電気通信設備の接続制度 

 電気通信設備の接続の制度は、電気通信事業者間の交渉力の相違等に着目して、

優位な一方当事者によって他方当事者に著しく不利な協定が締結されたり、接続の

実質的な拒否がなされたりすることで、公正な競争及び利用者の利便を害すること

がないように、電気通信事業者間の円滑な接続を確保することを目的としている。

そして、制度の概要は以下のようになっている。 

 

 ア 電気通信事業者の接続義務等 

 電気通信事業者は、その電気通信回線設備について、電気通信役務の円滑な提

供に支障が生じるおそれがあるとき等一定の場合（注８）を除き、他の電気通信

事業者からの接続請求に応じる義務がある（電気通信事業法第３２条）。 

（注８） ① 電気通信役務の円滑な提供に支障が生じるおそれがあるとき 

         ② 当該接続が当該電気通信事業者の利益を不当に害するおそれが

あるとき 

         ③ 接続を請求した他の電気通信事業者が接続に関し負担すべき金

額の支払を怠り、又は怠るおそれがあるとき 

         ④ 接続に応ずるための電気通信回線設備の設置又は改修が技術的

又は経済的に著しく困難であるとき 

 

 イ 指定電気通信設備制度 

 不可欠性・独占性を有する、あるいは相対的に多数の加入者を収容しているこ

と等から、公正な競争及び利用者利益の確保の観点から特別の接続規制が必要な

電気通信設備については、電気通信事業法に基づき、総務大臣が指定を行う。総

務大臣が指定を行う電気通信設備には、第一種指定電気通信設備と第二種指定電

気通信設備がある。 

 まず、第一種指定電気通信設備とは、固定系端末回線を相当な規模で有する地

域ネットワーク設備であり、他の電気通信事業者の事業展開上不可欠で独占性を

有しているため、公平かつ透明で円滑・迅速な接続を確保する観点から、これを

設置する電気通信事業者は、接続約款の作成・認可・公表、アンバンドル（ネッ

トワーク機能の細分化）した形での接続、接続会計の整理・公表、特定の機能に

関する接続料についてのＬＲＩＣ（長期増分費用）方式による算定等が義務付け

られている。 

  次に、第二種指定電気通信設備とは、移動体通信用設備のうち相対的に多数の

加入者を収容しているものであり、移動体通信市場が電波の有限性のために参入

者が限られる寡占的市場であることから、それを設置する電気通信事業者は、接

続約款の作成・届出・公表等が義務付けられている。 
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 ウ 接続の協定 

        第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者は、認可を受けた接続約款

によらなければ、他の電気通信事業者との間において、第一種指定電気通信設備

との接続に関する協定を締結し、又は変更してはならない（電気通信事業法第３

３条第９項）。 

         第二種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者は、届け出た接続約款によ

らなければ、他の電気通信事業者との間において、第二種指定電気通信設備との

接続に関する協定を締結し、又は変更してはならない（電気通信事業法第３４条

第４項）。 

 

(2) 電気通信設備の共用制度 

 電気通信設備の共用に関する協定については、当事者間の協議により締結するこ

ととしている。 

 第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者が行う当該第一種指定電気

通信設備の共用に関する協定については、不当な差別的取扱いを防止するなど、第

一種指定電気通信設備の適正かつ円滑な利用を確保する観点から、あらかじめ総務

大臣に届け出なければならない。（電気通信事業法第３７条第１項）。 

 

    (3) 接続等に関する命令 

 電気通信事業者が他の電気通信事業者に対し当該他の電気通信事業者が設置す

る電気通信回線設備と当該電気通信事業者の電気通信設備との接続に関する協定

の締結を申し入れたにもかかわらず当該他の電気通信事業者がその協議に応じず、

又は当該協議が調わなかった場合で、当該協定の締結を申し入れた電気通信事業者

から申立てがあったときは、原則として、協議の開始又は再開の命令が発動される

（電気通信事業法第３５条第１項）。 

 また、上記以外の場合においても、電気通信事業者間において、その一方が電気

通信設備の接続、共用又は卸電気通信役務の提供に関する協定又は契約の締結を申

し入れたにもかかわらず他の一方がその協議に応じず、又は当該協議が調わなかっ

た場合で、当該一方の電気通信事業者から申立てがあった場合において、その接続、

共用又は卸電気通信役務の提供が公共の利益を増進するために特に必要であり、か

つ、適切であると認められるときは、協議の開始又は再開の命令が発動される（電

気通信事業法第３５条第２項、第３８条第１項及び第３９条第１項において準用す

る第３８条第１項）。 

 

３ 独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為 

   (1)  独占禁止法上問題となる行為 

ア  加入者回線網との接続に係る行為 

市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者が行う以下の行為は、

独占禁止法上問題となる。 

①  自己若しくは自己の関係事業者の提供する電気通信役務と競合する電気通信

役務を現に提供し、又は提供しようとする他の電気通信事業者（以下「競争事

業者」という。）に対して、その保有する加入者回線網との接続を拒否すること、

又は接続に関連する費用を高く設定し、接続に当たって必要となる情報（注９）

を十分に開示せず、若しくは接続手続（注１０）を遅延させるなど実質的に接

続を拒否していると認められる行為を行うことにより、競争事業者の電気通信

役務市場への新規参入を阻止し、又はその事業活動を困難にさせること（私的

独占、取引拒絶等）（注１１）。 
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（注９） 接続に当たって必要となる情報は、加入者回線網の設置場所、その空

き状況（現状において接続不能であっても接続可能となる時期が明らか

な場合はその時期を含む。）等の接続を行う前提として必要となる情報

を含む。 

（注１０） 接続手続は、接続に当たって必要となる情報の開示請求への対応を

含む。 

（注１１） 電気通信事業法の規定により拒否することができる事由に該当する

と認められる場合には問題とならない。 

 

②  競争事業者に対して接続を行う場合に、接続に関連する費用、接続に当たっ

て必要な情報の開示の程度、接続手続の期間、優先接続（マイライン）等にお

ける登録作業等について、競争事業者を自己又は自己の関係事業者に比べて不

利にさせるような取扱いをすることにより、競争事業者の電気通信役務市場へ

の新規参入を阻止し、又はその事業活動を困難にさせること（私的独占、差別

取扱い等）。 

 

イ コロケーションに係る行為 

   市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者が行う以下の行為は、

独占禁止法上問題となる。 

①  競争事業者に対して、コロケーションを拒否すること、又はコロケーション

に関連する費用を高く設定し、コロケーションに当たって必要となる情報（注１

２）を十分に開示せず、若しくはコロケーション手続（注１３）を遅延させるな

ど実質的にコロケーションを拒否していると認められる行為を行うことにより、

競争事業者の電気通信役務市場への新規参入を阻止し、又はその事業活動を困難

にさせること（私的独占、取引拒絶等）（注１４）。 

（注１２） コロケーションに当たって必要となる情報は、交換機等を設置して

いる局舎等の名称・所在地、その空き状況（現状においてコロケーシ

ョンが不能であってもコロケーションが可能となる時期が明らかな場

合はその時期を含む。）等のコロケーションを行う前提として必要とな

る情報を含む。 

（注１３） コロケーション手続は、コロケーションに当たって必要となる情報

の開示請求への対応を含む。 

（注１４） 電気通信事業法の規定により拒否することができる事由に該当する

と認められる場合には問題とならない。 

 

②  競争事業者に対してコロケーションを行う場合に、コロケーションに関連す

る費用、コロケーションに当たって必要な情報の開示の程度、コロケーション手

続の期間等について、競争事業者を自己又は自己の関係事業者に比べて不利にさ

せるような取扱いをすることにより、競争事業者の電気通信役務市場への新規参

入を阻止し、又はその事業活動を困難にさせること（私的独占、差別取扱い等）。 

③ 競争事業者に対して、コロケーションに併せて、接続に必要な装置の設置工

事･保守に関する契約を自己又は自己の指定した設置工事･保守事業者と締結さ

せるなどの不利益を与えることにより、競争事業者の電気通信役務市場への新規

参入を阻止し、又はその事業活動を困難にさせること（優越的地位の濫用等）（注

１５）。 

  （注１５） 設置工事･保守事業者について、電気通信設備等に支障が生じないよ

うにする観点からの必要最低限の限定を加える場合には問題とならな

い。 
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     ウ  接続等の際に得た競争事業者やその取引相手に関する情報の利用に係る行為 

 接続等を行う電気通信事業者は、接続等を受けようとする競争事業者から、電

気通信設備に接続する地域（需要者に関する情報)、想定される通信量（需要規模

に関する情報)等に関する情報の提供を受けることとなる。このため、接続等を行

う電気通信事業者は、接続等を受けようとする競争事業者との接続交渉の過程に

おいて、当該競争事業者やその顧客に関する情報を知り得る立場にある。市場に

おいて相対的に高いシェアを有する電気通信事業者が、そのような立場を利用し

て行う以下の行為は、独占禁止法上問題となる。 

○ 競争事業者との接続等に関する業務を通じて得た当該競争事業者やその顧客

に関する情報を、自己や自己の関係事業者の事業活動に利用することにより、

競争事業者の新規参入を阻止し、又はその事業活動を困難にさせること（私的

独占、取引妨害等）（注１６）。 

  （注１６） 競争事業者や顧客に関する情報を、自己の接続関連業務（例えば、

利用の逼迫状況を改善する観点からネットワーク設計を行う業務）に

利用する場合には問題とならない。 

 

    (2) 電気通信事業法上問題となる行為 

 ア  業務改善命令の対象となる行為 

    第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者の例えば以下のような行為

は、電気通信設備の接続又は共用についての特定の電気通信事業者に対する不当

な差別的取扱いその他これらの業務に関する不当な運営に該当し、これにより他

の電気通信事業者の業務の適正な実施に支障が生じているため、公共の利益が著

しく阻害されるおそれがあると認めるときは、業務改善命令が発動される（電気

通信事業法第２９条第１項第１１号）。 

 

(ｱ) 接続又は共用に関する不当な差別的取扱い 

  （例） 

①  自己の関係事業者のみを優遇した接続又は共用に関する協定を締結するな

ど、接続又は共用に関して特定の電気通信事業者のみを特別に優遇すること。 

② 他の電気通信事業者との接続・共用に係る工事を行う際に、自己の関係事

業者に対して同種の接続・共用に係る工事を行う場合に比べ、工事を遅延さ

せること。 

 

(ｲ) 接続又は共用の業務における不当な運営 

a 情報開示手続に関する事項 

（例） 

① 他の電気通信事業者からの接続の手続及び費用負担その他の接続の請求

に際して必要な情報に関する情報開示の請求（注１７）に対して、接続約

款所定の手続や様式、標準的期間によらずに業務を行うこと。 

（注１７） 具体的には、端末系伝送路設備の敷設概況等に関する情報開示

請求、伝送路設備の敷設状況・線路条件等に関する情報開示請求、

通信用建物の概況・詳細状況に関する情報開示請求、接続に必要

な装置を設置することが可能な場所に関する情報開示請求等があ

げられる。 

 

② 管理部門が有する情報のうち接続事業者が利用可能な情報と同一でない

ものを活用して、利用部門が営業を行うこと。 

 



 資料－52

b 接続請求手続に関する事項 

（例）  

① 接続の請求に対して、当該請求に即応ができない旨の回答を、当該請求

に係る非現用の電気通信設備がなく、かつ、経済的・技術的に著しく増設が

困難であること、その他の合理的な理由を付すことなく行うこと。 

② 接続請求に係る非現用の電気通信設備がないために当該請求に即応でき

ない旨の回答に関する確認のための施設への立入りを認めないこと。 

③ 第一種指定電気通信設備との接続により他の電気通信事業者がどのよう

なサービスを提供するかについて制限を加えること。 

④ その他、接続の請求に対して、接続約款所定の手続や様式、標準的期間

によらずに業務を行うこと。 

 

 c コロケーションの手続に関する事項 

・コロケーションの拒否及び差別的取扱い 

① 他の電気通信事業者において接続に必要と考える設備について、当該他

事業者の判断を基本としてコロケーション対象設備として受け入れること

を拒むこと。 

② コロケーションの条件において自己又は自己の関係事業者と他の電気通

信事業者との同等性を確保しないこと。 

 

・コロケーションに関する工事 

① 他の電気通信事業者がコロケーションに関して自ら行う工事や保守につ

いて、これを認めず、工事業者の選択に制限を加え、又は自らの工事や保

守の場合よりも厳しい安全性の基準を課すこと。 

② 他の電気通信事業者がコロケーションに関して自ら行う工事や保守につ

いて有償で立会いを行う場合を必要最小限の場合に限定せずに行うこと。 

③ 他の電気通信事業者と競合関係にある業者に対して当該他事業者に関す

る工事等を発注する場合に、当該他事業者との合意なしに行うこと。 

④ 他の電気通信事業者と競合関係にある業者に対して当該他事業者に関す

る工事等を発注する場合に、当該競合関係業者において知り得た情報を目

的外に使用することを禁止する措置を施す等の公正競争条件確保のための

配慮を行わずに行うこと。 

⑤ 他の電気通信事業者のコロケーション設備について工事や保守を請け負

う場合に他の電気通信事業者が負担することとなる工事費又は保守費につ

いて、低廉な料金設定に資する適正な算定方法によらずこれを設定し、他

の電気通信事業者との協議において十分な情報の開示を行わず、又は適正

な按分等を行わないことで他の電気通信事業者の間で不公平を生ぜしめる

こと。 

⑥ 他の電気通信事業者がコロケーションに関して自ら行う工事や保守に対

して、立会いの費用負担を当該他事業者に求める場合に、必要最小限の場

合に限定した立会いを前提とした費用算定をせず、作業内容に比べて不相

応に高額な額の負担を求め、又は費用の具体的な内容と個別の料金金額の

明示を行わずに費用負担を求めること。 

⑦ コロケーションが可能と回答し、その後工事を行う場合に、早急に工事

費用の概算を提示しないこと。 
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・理由付記、立入り等 

○ 他の電気通信事業者からコロケーションに係る工事や保守を受託する場

合に、当該他事業者の立会いを認めず、立会いの時間帯を制限し、当該立

会いに対する立会いを当該他事業者の合意を得ずに行い、又は当該他事業

者が立ち会った際の工事業者に対する工事や保守の円滑な実施に必要な助

言等をすることを禁止すること。 

 

・その他 

○ その他コロケーションの請求、コロケーションに係る通信建物への立入

りの請求、他事業者自らがコロケーションに関して行う工事や保守、他の

電気通信事業者から受託して行うコロケーションに係る工事や保守に関す

る業務等について、接続約款所定の手続や様式、標準的期間によらずに業

務を行うこと。 

 

  d その他の事項 

 （例） 

① 実際の接続に当たり、認可を受け、又は届け出た接続約款等に従った技

術的条件、接続料を適用しないこと。 

② 第一種指定電気通信設備に自己の電気通信設備を接続することとした場

合の条件に比して、他の電気通信事業者に対して不利な条件により第一種

指定電気通信設備の接続を行うこと。 

③ 新たな網機能について、電気通信事業法に定める手続に従って技術的条

件を決定したなどの合理的な理由なく、著しく接続が困難であり、又は接

続するために著しい費用を要するような技術的条件を採用すること。 

④ 他の電気通信事業者の利用者料金を利用者に請求し、又は回収する場合

に、これに関して当該他事業者が負担すべき金額を、能率的な経営の下に

おける適正な原価に照らして公正妥当ではないものとすること、又は自己

若しくは自己の関係事業者が負担すべき金額に比して不利なものとするこ

と。 

⑤ 利用者が他の電気通信事業者のサービス提供を受けるために行うＩＳＤ

Ｎから電話への移行の手続や、回線名義人の問い合わせの対応に際し、自

社の営業等を行うこと、また当該対応の中で得られた情報を自社の営業等

に利用すること。 

⑥ 利用者が他の電気通信事業者のサービス提供を受けるために行う申込み

に関して必ずしも不可欠でない（注１８）にもかかわらず、回線名義人の

住所その他の情報の提供を他の電気通信事業者や他の電気通信事業者のサ

ービスの利用者に対して求めること。 

（注１８） 優先接続（マイライン）及びＤＳＬサービスについては、回線

名義人の住所の記載は不可欠とは考えられない。 

 

⑦ 優先接続（マイライン）等における電気通信事業者の登録作業において、

自己又は自己の関係事業者を選択した利用者を、その他の電気通信事業者

を選択した利用者と比較して優先的に登録すること。 

⑧ 共用に関して入手した情報を、他サービスの営業等本来の目的以外の目

的のために自社内の他部門や自己の関連会社等に提供すること。 

⑨ ブラウザフォンサービスの提供のために設置するアクセスポイントの番

号取得のためのダウンロードセンタにおいて、自己のアクセスポイント番

号と同一の条件で、競争事業者がブラウザフォンサービス提供のために設
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置するアクセスポイントの番号を他事業者からの請求に応じて速やかに付

与できるように措置しないこと。 

⑩ 自己のブラウザフォンサービスにおいて用いられる端末からアクセスで

きるアクセスポイントを競争事業者が設置し、その端末を用いて、当該ブ

ラウザフォンサービスと同等のサービスを提供することができるのに十分

な技術条件を開示しないこと。 

⑪ 回線切替工事及び支障移設等（回線障害発生時を含む。）の際に、重要通

信の確保の場合を除き、自己又は自己の関係事業者の作業を優先すること。 

 その他、電気通信事業者が、電気通信設備の接続又は共用について特定の電気

通信事業者に対し不当な差別的取扱いを行いその他接続又は共用について不当な

運営を行っていることにより他の電気通信事業者の業務の適正な実施に支障が生

じているため、公共の利益が著しく阻害されるおそれがあると認めるときは、業

務改善命令の対象となる（電気通信事業法第２９条第１項第１０号）。 

 

 イ 接続約款の変更認可申請命令の対象となる場合 

  第一種指定電気通信設備との接続に係る接続約款について、例えば以下のよう

な場合において、公共の利益の増進に支障があると認めるときは、当該接続約款

の変更認可申請命令が発動される（電気通信事業法第３３条第６項）。 

（例） 

① 第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者が接続約款に記載されて

いない機能を用いて新たなサービスを開始する以前、あるいはほぼ同時期に、

当該機能に係る接続条件を接続約款に規定していない場合。 

② 標準的接続箇所における技術的条件の設定及び変更が、新たな技術動向に対

応して早期かつ柔軟に行われない場合。 

③ 保守区分ごとに接続料を設定する等他の電気通信事業者の要望を可能な限り

踏まえた柔軟な接続料の設定を行わない場合。 

④ 接続約款に定める機能と同機能を利用したサービスを提供する場合において、

利用者毎に料金を設定する場合を含め、当該サービスの利用者料金から営業に

係る費用を差し引いたものと比較して、当該機能に係る接続料を合理的な理由

なく高く設定している場合（ただし、公衆電話サービス及び番号案内サービス

については、現状ではこれに当たらない。）。 

 

ウ 接続約款変更命令の対象となる場合 

 第一種指定電気通信設備との接続に係る接続約款のうち届出とされているもの

又は第二種指定電気通信設備との接続に係る接続約款について、以下のような場合

において、公共の利益の増進に支障があると認めるときは、当該接続約款の変更命

令が発動される（電気通信事業法第３３条第８項、第３４条第３項）。 

（例） 

① 接続約款において、能率的経営の下での適正原価に適正利潤を加えたもの（適

正な減価償却費、施設保全費等のコストに、適正な自己資本利益等を加えたも

のとして算定するもの）を超える接続料を設定している場合。 

② 接続約款において、一般に接続が見込まれない箇所や形態のみでの接続しか

認めない、接続に必要な装置等の通信用建物内への設置及び保守（設置場所、

保守内容、設置及び保守のための他の電気通信事業者の通信用建物内への立入

り等）について必要な範囲を超える制限を課す等、他の電気通信事業者に対し

不当な条件を付している場合。 

③ 接続約款において、特定の電気通信事業者に対して、それ以外の電気通信事

業者の条件と比較して不利な取扱いをしている場合。 
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④ 接続約款において、他の電気通信事業者との責任に関する事項が適正かつ明

確に定められていない場合。 

⑤ 接続約款において、利用者料金の設定事業者の別が適正かつ明確に定められ

ていない場合。 

 

 エ  市場支配的な電気通信事業者に対する禁止行為 

 市場支配的な電気通信事業者が行う以下の行為については、行為の停止・変更

命令が発動される（電気通信事業法第３０条第４項及び第３１条第３項）ほか、

公共の利益を阻害すると認められるときは、同法第９条の電気通信事業の登録及

び同法第１１７条第１項の認定の取消事由となり得る（同法第１４条第１項第１

号及び第１２６条第１項第３号）。 

       （例） 

① 他の電気通信事業者との接続の業務に関して知り得た当該他事業者又はその

利用者に関する情報（注１９）を、当該情報の本来の利用目的を超えて（注２

０）社内の他部門又は自己の関係事業者等へ提供すること（電気通信事業法第

３０条第３項第１号）。 

（注１９） ｢他の電気通信事業者の電気通信設備との接続の業務に関して知り

得た当該他事業者又はその利用者に関する情報」とは、例えば、以下

のような情報をいう。 

(ⅰ) 他の電気通信事業者のサービス開始時期、サービス内容、サー

ビスエリア 

(ⅱ) 他の電気通信事業者のサービスの利用者の分布状況、変動状況 

(ⅲ) 他の電気通信事業者の接続相手である市場支配的な電気通信事

業者のネットワークを流れる、当該他事業者のサービス又は利用

者に係る通信量（通話先電話番号、呼数、通話時間、売上高等ト

ラフィックに関するすべての情報）及びその変化動向 

(ⅳ) 接続で用いる技術的基準（インタフェース、電気信号の処理方

式等） 

(ⅴ) 優先接続における他の電気通信事業者の利用者の登録内容（市

内、県内市外、県外、国際の各市場ごとに事業者を選択） 

（注２０） ｢当該情報の本来の利用目的を超え｣た利用とは、例えば、当該情報

を以下のような目的に利用することをいう。 

(ⅰ) 他の電気通信事業者の経営状況の把握 

(ⅱ) 他の電気通信事業者に対抗したサービスの提供 

(ⅲ) 他の電気通信事業者の特定のサービスエリアを狙い撃ちにした

営業活動 

(ⅳ) 他の電気通信事業者の利用者を自己又は自己の関係事業者にく

ら替えさせ、又は他の電気通信事業者への契約変更を阻止する等

のために利用すること 

 

② 優先接続（マイライン）等における電気通信事業者の登録作業において、自

己又は自己の関係事業者を選択した利用者を、その他の電気通信事業者を選択

した利用者と比較して優先的に登録すること（電気通信事業法第３０条第３項

第２号）。 

③ 市場支配的な電気通信事業者のうち、第一種指定電気通信設備を設置する電

気通信事業者が、接続に必要な装置等を設置するための通信用建物（例．交換

機等を設置している局舎等）の空き場所の有無、当該通信用建物の名称、所在

地、空き設備がある場合の接続の即応、即応できない場合であっても対応可能
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であればその時期、接続を行おうとする設備の敷設状況、敷設計画、接続可能

となる時期等に関する情報の他の電気通信事業者への提供について、特定関係

事業者（注２１）に提供している情報に比べて量を少なくし、質を落とし、あ

るいは提供時期を遅らせること（電気通信事業法第３１条第２項第１号）。 

（注２１） 「特定関係事業者」とは、第一種指定電気通信設備を設置する電気

通信事業者の子会社、当該電気通信事業者を子会社とする親法人、当

該親法人の子会社（当該電気通信事業者を除く。）に該当する電気通

信事業者であって、総務大臣が指定するものをいう（電気通信事業法

第３１条第１項）。 

 

④ 市場支配的な電気通信事業者のうち、第一種指定電気通信設備を設置する電

気通信事業者が、接続に必要な装置等の設置や保守の工事、接続に必要なコロ

ケーション、電柱・管路等の貸与等について、特定関係事業者と比較して、他

の電気通信事業者を不利に取り扱うこと（電気通信事業法第３１条第２項第１

号）。 
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第２  電柱・管路等の貸与に関連する分野 

  １  独占禁止法における考え方 

(1)  電気通信役務市場においては、自ら電気通信回線を設置して参入しようとする、

又は電気通信回線の拡充を予定している電気通信事業者（以下「インフラベースの

事業者」という。）にとって、公道や私有地に電気通信回線を添架するための電柱を

設置したり、地下に電気通信回線を通すための管路等を埋設することは、経済的で

ないのみならず、道路法、河川法等に基づく占有許可等の規制上必ずしも容易では

ない場合が多い。そのため、インフラベースの事業者は、自ら電気通信回線を設置

するために必要不可欠と認められる電柱・管路等を保有する事業者（注２２）から、

その貸与を受けないと新規参入又は電気通信回線の拡充が困難な場合がある。 

 （注２２） 例えば、電力会社、電気通信事業者、鉄道事業者等の公益事業者等がこ

れに当たる。 

   

(2) このような場合において、例えば、電柱・管路等を保有する公益事業者等が、電

柱・管路等の貸与の取引を拒絶し、又はそれらの取引の条件若しくは実施について

自己又は自己の関係事業者に比べて不利な取扱いをすることは、インフラベースの

事業者等の新規参入を阻害し、その事業活動を困難にさせることも少なくなく、こ

れにより市場における競争が実質的に制限される場合には、私的独占に該当し、独

占禁止法第３条の規定に違反することとなる。また、市場における競争が実質的に

制限されるまでには至らない場合であっても、上記のような行為により、公正な競

争を阻害するおそれがある場合には不公正な取引方法に該当し、独占禁止法第１９

条の規定に違反することとなる（注２３）。 

  （注２３） 具体的行為に対する独占禁止法の適用については、Ｉ、第２、２（３）

を参照。 

 

 ２ 電気通信事業法における認可・裁定制度の趣旨と概要 

(1)  認定電気通信事業者（電気通信事業法第１２０条第１項に規定する認定電気通信

事業者をいう。以下同じ。）は、認定電気通信事業の用に供する線路及び空中線（主

として一の構内（これに準ずる区域内を含む。）又は建物内（以下この項において「構

内等」という。）にいる者の通信の用に供するため当該構内等に設置する線路及び空

中線については、公衆の通行し、又は集合する構内等に設置するものに限る。）並び

にこれらの附属設備（以下「線路」と総称する。）を設置するため、他人の電柱・管

路等を利用することが必要かつ適当であるときは、総務大臣の認可を受けて、その

電柱・管路等の所有者（所有権以外の権原に基づきその設備を使用する者があると

きは、その者及び所有者。以下「設備保有者」という。）に対し、その電柱・管路等

の使用権の設定に関する協議を求めることができる（電気通信事業法第１２８条第

１項）。 

 

(2)  この協議認可は、電柱・管路等の使用について当事者間の合意が得られないとき

に、電気通信事業の円滑な遂行という公益上の必要性と使用権の設定を求められる

者の受忍限度とを比較衡量し、使用権の設定を予定した上で具体的な使用条件につ

いての当事者間の協議を開始させるものである。 

 

(3)  さらに、この協議が不調又は不能の場合は、電気通信事業の公益性にかんがみ、

電柱・管路等の使用の実効性を担保するために、裁定制度が設けられており、認定

電気通信事業者は、当該電柱・管路等の使用について総務大臣の裁定を申請するこ

とができる（同法第１２９条第１項）。 
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(4) そもそも電気通信事業者は、基本的には私法上の契約によって電柱・管路等の使

用権を確保すべきであるが、設備保有者の拒否にあって線路の設置の迂回を余儀な

くされるような事態になれば、公益的性格を有する認定電気通信事業の遂行に著し

い支障を来すこととなるため、最終的手段としてこのような使用権が付与され、ま

た、その実効性を担保するために認可・裁定の制度が設けられているものである。 

 

(5)  総務省は、この認可・裁定の運用基準として機能するものとして、平成１３年４

月に、「公益事業者の電柱・管路等使用に関するガイドライン」（以下「ガイドライ

ン」という。）を策定している。（なお、以下には、ガイドラインのうち主要な規定

を掲げるが、このほか、設備保有者において電気通信事業法上問題となる行為と公

正な競争の促進又は利用者保護の観点から望ましい行為の詳細等については、ガイ

ドラインを参照のこと。） 

 

 ３  独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となり得る行為  

   (1)  独占禁止法上問題となる行為 

      ア  電柱・管路等の貸与に係る行為 

電柱・管路等を保有する事業者が行う以下の行為は、独占禁止法上問題となる。 

①  インフラベースの事業者に対して、電柱・管路等の貸与を拒否すること（注

２４）、又は電柱・管路等の貸与に関連する費用を高く設定し（注２５）、イン

フラベースの事業者が電柱・管路等の貸与を受けるに当たって必要となる情報

（注２６）を十分に開示せず、若しくは電柱・管路等の貸与手続（注２７）を

遅延させるなど実質的に拒否していると認められる行為を行うことにより、当

該インフラベースの事業者の電気通信役務市場への新規参入を阻止し、又はそ

の事業活動を困難にさせること（私的独占、取引拒絶等）（注２８）。 

（注２４） 自動更新条項を規定している貸与契約において、ガイドラインに記

載された貸与拒否事由が生じたことにより契約更新を拒否すること

自体は問題とならない。ただし、正当な理由なく十分な予告期間を設

けずに契約更新を拒否することにより、インフラベースの事業者の事

業活動を困難にさせることは問題となる。 

（注２５） 必要性が認められない電柱・管路等の移設・改修工事を行うことを

貸与の条件とする行為や、当該工事の必要性が認められるとしても、

合理的な理由なく、移設・改修に関連する費用を高く設定する行為を

含む。 

（注２６） 電柱・管路等の貸与を受けようとする事業者が必要とする情報は、

電柱・管路等の設置場所、その空き状況（現状において貸与不能であ

っても貸与可能となる時期が明らかな場合はその時期を含む。）等の

貸与を受ける前提として必要となる情報を含む。 

（注２７） 電柱・管路等の貸与手続は、インフラベースの事業者が電柱・管路

等の貸与を受けるに当たって必要となる情報の開示請求への対応を

含む。 

（注２８） ガイドラインに記載された拒否事由に該当すると認められる場合に

は問題とならない。 

 

②  インフラベースの事業者に対して電柱・管路等の貸与を行う場合に、貸与に

関連する費用、貸与を受けようとする事業者が必要とする情報の開示の程度、

貸与手続の期間等について、当該インフラベースの事業者を自己又は自己の関

係事業者に比べて不利にさせるような取扱いをする（注２９）ことにより、当

該インフラベースの事業者の電気通信役務市場への新規参入を阻止し、又はそ
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の事業活動を困難にさせること（私的独占、差別取扱い等）（注３０）。 

（注２９） 自己の関係事業者に対しては、電柱・管路等の設置工事を共同で行

うことにより自己の関係事業者の設置費用の軽減を図る一方、インフ

ラベースの事業者に対しては、設置工事を共同で行うことを拒否する

ことで自己の関係事業者に比べて高額の設置費用を負担することを

余儀なくさせる行為を含む。 

（注３０） 電気通信事業の用に供する場合と電気通信事業以外の事業の用に供

する場合において認められる合理的なコスト差等を反映して取扱い

に差異が生じる場合には問題とならない。 

 

イ 電柱・管路等の貸与と他のサービスの抱き合わせ等に係る行為  

電柱・管路等を保有する事業者が行う以下の行為は、独占禁止法上問題となる。 

   ○  電柱・管路等の貸与に併せて、自己が既に設置した光ファイバ（幹線部分）

が存在する区間について、インフラベースの事業者の希望がないにもかかわら

ず、それを不当に利用させること（私的独占、抱き合わせ販売等）（注３１）。 

（注３１） 当該インフラベースの事業者の事業活動を困難にさせるおそれがな

いと認められる場合には不当な行為に該当しない。 

 

ウ 電柱・管路等の貸与の際に得た自己又は自己の関係事業者と競争関係にあるイ

ンフラベースの事業者やその取引相手に関する情報の利用に係る行為 

電柱・管路等を保有する事業者は、自己又は自己の関係事業者と競争関係にあ

るインフラベースの事業者に電柱・管路等を貸与する際の手続等を通じて、その

参入時期、参入区域、参入の態様等の重要な営業情報を知り得る立場にある。そ

のような立場を利用して、電柱・管路等を保有する事業者が行う以下の行為は、

独占禁止法上問題となる。 

    ○  電柱・管路等の貸与に関する業務を通じて得た当該インフラベースの事業者

やその顧客に関する情報を、自己や自己の関係事業者の事業活動に利用するこ

とにより、当該インフラベースの事業者の新規参入を阻止し、又はその事業活

動を困難にさせること（私的独占、取引妨害等）（注３２）。 

  （注３２） インフラベースの事業者やその顧客に関する情報を、自己の貸与関

連業務（例えば、利用の逼迫状況を改善する観点から電柱・管路等の

増設・改修を行う業務）に利用する場合には問題とならない。 

 

エ  一束化及び支線の共用に係る行為 

電柱を保有する事業者から既にその貸与を受けている電気通信事業者が行う以

下の行為は、独占禁止法上問題となる。 

○  インフラベースの事業者から一束化（注３３）又は支線の共用（以下「一束

化等」という。）のための調整の要請を受けた場合において、一束化等を拒否し、

又は一束化等に関連する費用を高く設定し、若しくは一束化等の手続を遅延さ

せる行為を行うことにより、一束化等を前提とした電柱の貸与契約の成立を不

当に妨害すること（私的独占、取引妨害等）（注３４）。 

（注３３） 一束化とは、電気通信事業者等がその伝送路設備を先行敷設者（電

気通信事業者、有線テレビジョン放送施設者その他の者であって既に

電柱に有線電気通信設備を設置しているものをいう。）が既に電柱に設

置している有線電気通信設備と束ねて設置することをいう。 

（注３４） ガイドラインに記載された拒否事由に該当すると認められる場合に

は問題とならない。 
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(2) 電気通信事業法上問題となり得る行為 

電気通信事業分野における公正な競争をより積極的に促進していく観点からは、

以下のような行為は、不適当である。 

 

ア 正当な理由なく貸与を拒否する行為 

電気通信事業分野における公正な競争をより積極的に促進していく観点からは、

設備保有者は、電気通信事業者から設備の提供の申込みがあったときは、自らの

事業又は有線電気通信設備令（昭和２８年政令第１３１号）その他の設備に関す

る法令等の規定（以下「設備関係法令等」という。）及び道路法（昭和２７年法律

第１８０号）その他の公物管理に関する法令等の規定（以下「公物管理関係法令

等」という。）に支障がない限り、設備を提供することが求められる。 

   このため、総務省は、認定電気通信事業者から、電気通信事業法第１２８条第

１項の規定に基づく認可の申請を受けた場合は、次に掲げる場合（ガイドライン

第３条「貸与拒否事由」）を除いては、認可するものとしている。 

① 使用を希望する区間に現に空きが無い場合。 

② 設備保有者が５年（法令に基づきこれより長い期間に係る設備計画（最新の

需要想定等を勘案した上で修正された設備計画がある場合は当該計画。以下同

じ。）を作成している場合は当該期間。以下同じ。）以内にその設備をすべて使

用する予定であり、その使用の予定の事業年度が設備計画において明示されて

いる場合。 

③ 設備保有者の設備に大幅な改修又は移転の計画があり、その改修又は移転の

予定の事業年度が５年以内の期間に係る設備計画において明示されている場合。 

④ 電柱にあっては設備保有者がその地中化を計画しており、その地中化の予定

の事業年度が５年以内の期間に係る設備計画において明示されている場合。 

⑤ 電気通信事業者が設置しようとする伝送路設備が設備保有者の技術基準に適

合しない場合又は技術基準に明確な定めがない場合であって、当該伝送路設備

を設置することにより設備保有者による建設若しくは保守に困難を生じさせ、

又は生じさせるおそれが強い場合。 

⑥ 電気通信事業者の責に帰すべき理由により過去に費用負担・使用期間その他

の使用条件についての契約が現に履行されなかったことがある場合、又は重大

な不履行若しくは救済不能の不履行が発生するおそれが強い場合。 

⑦ 電気通信事業者が行おうとする伝送路設備の設置が設備関係法令等の条件を

満足しない場合や、当該設備の使用が公物管理関係法令等の規定の適用を受け

るものにあっては、電気通信事業者又は設備保有者が受ける道路占用許可その

他の公物の占用等の許可（変更の許可を含む。）の取得若しくは占用許可等の条

件の変更に困難がある場合、又はそのおそれが強い場合。 

⑧ ⑥に定めるもののほか、電気通信事業者の責に帰すべき理由により過去に守

秘義務、目的外使用の禁止その他契約に定める事項が履行されなかったことが

ある場合、又は重大な不履行若しくは救済不能の不履行が発生するおそれが強

い場合。 

⑨ その他設備保有者の行う公益事業の遂行に支障のある場合、又はそのおそれ

が強い場合。 

 

ただし、以上の規定にかかわらず、一束化（注３５）又は支線の共用（注３６）

の場合には、一定の場合を除き、原則として認可するものとしている。 

なお、一束化又は腕金類の設置（注３７）に関し、電柱保有者による電柱の提

供の可否の判断にあたっては、当該一束化又は腕金類の設置がガイドライン第３

条第１項第５号の貸与拒否事由に該当するものでない限り、同項第１号の「現に
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空きがない場合」に該当しないものと解されている。 

（注３５） メッセンジャーワイヤーその他一束化を行うために使用することが

できる設備（設備保有者に該当する公益事業者が保有する電柱に設置

されるものに限る。以下「一束化設備」という。）を所有する者（所有

権以外の権原に基づきその一束化設備を使用する者があるときは、そ

の者及び所有者。以下「一束化設備保有者」という。）が、認定電気通

信事業者に一束化設備を提供する場合については、総務省は、認定電

気通信事業者から、電気通信事業法第１２８条第１項の規定に基づく

認可の申請を受けた場合は、以上の規定にかかわらず、次に掲げる場

合（ガイドライン第１４条「一束化」）を除いては、原則として認可す

るものとしている。 

① 一束化設備が設置されている電柱を保有する設備保有者（以下「電

柱保有者」という。）が、認定電気通信事業者に対するガイドライン

第２条の規定に基づく回答において、一束化を要する旨を示してい

ない場合 

② 一束化を行うことにより、電柱保有者の技術基準に適合しないこ

ととなる場合 

③ 一束化を行うことにより、一束化設備保有者による建設若しくは

保守に困難を生じさせ、又は生じさせるおそれが強い場合 

④ 認定電気通信事業者の責に帰すべき理由により過去にガイドライ

ン第１４条第７項に規定する取決めが現に履行されなかったことが

ある場合、又は重大な不履行若しくは救済不能の不履行が発生する

おそれが強い場合 

（注３６） 支線（設備保有者に該当する公益事業者が保有する電柱に設置され

るものに限る。）を所有する者（所有権以外の権原に基づきその支線を

使用する者があるときは、その者及び所有者。以下「支線保有者」と

いう。）が、認定電気通信事業者と当該支線を共用する場合については、

総務省は、認定電気通信事業者から、電気通信事業法第１２８条第１

項の規定に基づく認可の申請を受けた場合は、次に掲げる場合を除き、

原則として認可するものとしている。 

① 支線の共用を行うことにより、電柱保有者の技術基準に適合しな

いこととなる場合 

② 支線の共用を行うことにより根かせが支線の引張荷重に耐えられ

なくなる場合（当該支線について改修工事を行うことにより引張荷

重に耐えられることとなる場合を除く。）等、支線保有者による建設

若しくは保守に困難を生じさせ、又は生じさせるおそれが強い場合 

③ 事業者の責に帰すべき理由により過去に第３項に規定する取決め

が現に履行されなかったことがある場合、又は重大な不履行若しく

は救済不能の不履行が発生するおそれが強い場合。 

④ 事業者が行おうとする支線の共用が設備関係法令等の条件を満足

しない場合や、当該支線の共用が公物管理関係法令等の規定の適用

を受けるものにあっては、事業者又は支線保有者が受ける道路占用

許可その他の公物の占用等の許可（変更の許可を含む。）の取得若し

くは占用許可等の条件の変更に困難がある場合、又はそのおそれが

強い場合 

 （注３７） 腕金類の設置とは、伝送路設備を設置するために電柱に突き出し金

物などの腕金類を設置することであり、事業者が設置する場合と設備

保有者が設置する場合がある。 
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イ 適正でない提供条件により貸与する行為 

電気通信事業分野における公正な競争をより積極的に促進していく観点からは、

設備保有者は、認定電気通信事業者に設備を提供するに当たっては、公平かつ公

正な条件で提供することが求められ（公正性の原則）、また、資本関係その他の理

由により差別的な取扱いをしないことが求められる（無差別性の原則）。 

 このため、総務省は、電気通信事業法第１３２条第１項の規定に基づく裁定を

する場合において、設備保有者の提示する提供条件が次に掲げる基準（ガイドラ

イン第４条「貸与期間」、第６条「貸与の対価」）を満たしていないときは、当該

基準に照らし、判断するものとしている。 

① 使用期間 

 原則として５年間（設備保有者が、自己による使用等の予定があることを理

由として、認定電気通信事業者の要望に応じない場合においては、その使用等

の予定の事業年度が５年以内の期間に係る設備計画に明示されていることを要

するものとする。）。 

② 貸与の対価 

原価（原則として、減価償却費及び保守運営費に、他人資本費用、自己資本

費用及び利益対応税の合計額を加えて算定。）に基づく適正な設備使用料（注３

８）。 

（注３８） 実際の算定に当たっては、ガイドライン別表に掲げる式のいずれ

かによる方法その他公正妥当な方法により算定。 
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第３  電気通信役務の提供に関連する分野 

  １  独占禁止法における考え方 

(1)  電気通信事業分野のようなネットワーク型産業においては、加入者の多いネット

ワークほど、その利用機会が多くなりネットワーク自体の価値が高まることから、

新規加入者による電気通信事業者の選択は既存加入者の多いネットワークに集中

する傾向が強いと指摘されている。 

  また、顧客が加入先の電気通信事業者を変更する際に、これまでと同じ電話番号

を変更後の電気通信事業者においても引き続き使用できない場合には、顧客が加入

先を変更することをためらうことも生じ得る。 

     このような電気通信事業分野の特徴を踏まえると、例えば、相対的に高い加入者

シェアを有する電気通信事業者が、自己の加入者相互間の電気通信役務料金を他の

電気通信事業者の加入者への電気通信役務料金より安く設定する等、取引の相手方

により差別的な取引条件を設定することは、顧客を囲い込む効果を生じさせるもの

である。 

  

(2)  このような状況の下、例えば、電気通信事業者が、地域若しくは相手方により差

別的な電気通信役務料金を設定すること、又は相手方が他の電気通信事業者と取引

しないことを条件として、当該相手方に電気通信役務を提供することにより、市場

における競争が実質的に制限される場合には、私的独占に該当し、独占禁止法第３

条の規定に違反することとなる。市場における競争が実質的に制限されるまでには

至らない場合であっても、上記のような行為により、公正な競争を阻害するおそれ

がある場合には不公正な取引方法に該当し、独占禁止法第１９条の規定に違反する

こととなる（注３９）。 

（注３９） 具体的行為に対する独占禁止法の適用については、Ｉ、第２、２（３）

を参照。 

 

  ２  電気通信事業法における料金その他の提供条件に関する制度の趣旨と概要 

(1)  基礎的電気通信役務に関する制度 

 国民生活に不可欠であるためあまねく日本全国に提供が確保されるべき基礎的電

気通信役務については、その極めて高い公共性から、当該役務の料金その他の提供

条件に関して契約約款の作成・届出及び当該約款に基づく役務の提供を義務づけて

いるところである。また、公正な競争の確保及び利用者利益の保護の観点から、届

け出られた契約約款が、 

(ｱ) 料金の額の算出方法が適正かつ明確に定められていないとき、 

(ｲ) 電気通信事業者及びその利用者の責任に関する事項並びに電気通信設備の設

置の工事その他の工事に関する費用の負担の方法が適正かつ明確に定められてい

ないとき、 

(ｳ) 電気通信回線設備の使用の態様を不当に制限するものであるとき、 

(ｴ) 特定の者に対し不当な差別的取扱いをするものであるとき、 

(ｵ) 重要通信に関する事項について適切に配慮されているものでないとき、 

(ｶ) 他の電気通信事業者との間に不当な競争を引き起こすものであり、その他社会

的経済的事情に照らして著しく不適当であるため、利用者の利益を阻害するもの

であるとき、 

は、契約約款変更命令を発動できることとされている。（電気通信事業法第１９条第

２項） 
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(2) 指定電気通信役務に関する制度 

 次に、指定電気通信役務については、これに代わるべき電気通信役務が他の電気

通信事業者によって十分に提供されないことその他の事情を勘案して適正な料金そ

の他の提供条件に基づく提供を保障する観点から、当該役務の料金その他の提供条

件に関して保障契約約款の作成・届出を義務づけるとともに、別段の合意がある場

合を除き、当該保障契約約款に定める料金その他の提供条件による役務の提供を拒

んではならないこととされている。また、公正な競争の確保及び利用者利益の保護

の観点から、届け出られた保障契約約款が、 

(ｱ) 料金の額の算出方法が適正かつ明確に定められていないとき、 

(ｲ) 電気通信事業者及びその利用者の責任に関する事項並びに電気通信設備の設

置の工事その他の工事に関する費用の負担の方法が適正かつ明確に定められて

いないとき、 

(ｳ) 電気通信回線設備の使用の態様を不当に制限するものであるとき、 

(ｴ) 特定の者に対し不当な差別的取扱いをするものであるとき、 

(ｵ) 重要通信に関する事項について適切に配慮されているものでないとき、 

(ｶ) 他の電気通信事業者との間に不当な競争を引き起こすものであり、その他社会

的経済的事情に照らして著しく不適当であるため、利用者の利益を阻害するも

のであるとき、 

は、保障契約約款変更命令を発動できることとされている。（電気通信事業法第２０

条第３項） 

 また、指定電気通信役務のうち、その内容、利用者の範囲等からみて利用者の利

益に及ぼす影響が大きいものに関する料金については、プライスキャップ制（上限

価格制）が適用されており、料金の料金指数が基準料金指数を超える場合には認可

が必要となる。（同法第２１条第２項） 

 

(3) 基礎的電気通信役務及び指定電気通信役務以外の電気通信役務に関する制度 

 基礎的電気通信役務及び指定電気通信役務以外の電気通信役務については、契約

約款によらずにその提供の相手方と提供条件について取決めを行い、契約を締結し

た上で、電気通信役務を提供することが可能である。 

 ただし、当該契約については、 

(ｱ) 電気通信事業者の業務の方法に関し通信の秘密の確保に支障があるとき、 
(ｲ) 特定の者に対し不当な差別的取扱いを行っているとき、 
(ｳ) 重要通信に関する事項について適切に配慮していないとき、 
(ｴ) 料金の額の算出方法が適正かつ明確でないため、利用者の利益を阻害している

とき、 
(ｵ) 提供条件が、電気通信事業者との間に不当な競争を引き起こすものであり、そ

の他社会的経済的事情に照らして著しく不適当であるため、利用者の利益を阻

害しているとき、 
(ｶ) 提供条件において、電気通信事業者及びその利用者の責任に関する事項並びに

電気通信設備の設置の工事その他の工事に関する費用の負担の方法が適正かつ

明確でないため、利用者の利益を阻害しているとき、 
(ｷ) 提供条件が電気通信回線設備の使用の態様を不当に制限するものであるとき、 
(ｸ) 事故により電気通信役務の提供に支障が生じている場合に電気通信事業者が

その支障を除去するために必要な修理その他の措置を速やかに行わないとき、 
(ｹ) (ｱ)から(ｸ)までに掲げたもののほか、電気通信事業者の事業の運営が適正かつ合

理的でないため、電気通信の健全な発達又は国民の利便の確保に支障が生ずる

おそれがあるとき、 
は、業務改善命令を発動できることとされている。（電気通信事業法第２９条第１
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項） 
３  独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為 

  (1) 電気通信役務の料金その他の提供条件の設定等に係る行為 

ア  独占禁止法上問題となる行為 

 市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者が行う以下の行為は、

独占禁止法上問題となる。 

① 競争事業者が新規参入（事業の拡充を含む。以下同じ。）した地域についてのみ、

例えば、自己の設定する接続料金を下回るような電気通信役務料金を設定するこ

とにより、競争事業者の事業活動を困難にさせること（私的独占、差別対価等）（注

４０）。 

（注４０） 期間や提供地域を限定して行われる試験サービスについては、直ちに

独占禁止法上問題がないと認められるものではなく、当該電気通信事業

者にとっての試験サービスの必要性、実施期間、対象範囲、料金体系、

競争事業者が同様のサービスを提供可能か否か、当該試験サービスが競

争状況に与える影響等を総合的に考慮して判断される（(1)ア及び(2)ア

において同じ）。 

 

② 自己の提供する電気通信役務の料金について、競争事業者のネットワークを利用

する電気通信役務料金に比べて自己又は自己の関係事業者のネットワークを利用

する電気通信役務料金を低く設定することにより、競争事業者の事業活動を困難

にさせること（私的独占、差別対価等）（注４１）。 

（注４１） 競争事業者に支払うべき接続料金等合理的と認められるコスト差を反

映して通話料金に格差が生じる場合には問題とならない。 

 

③  その提供に要する費用（注４２）を著しく下回る料金で電気通信役務を提供する

ことにより、競争事業者の新規参入を阻止し、又はその事業活動を困難にさせる

こと（私的独占、不当廉売等）。 

（注４２） 例えば、電気通信事業者は、自己の関係事業者に販売促進活動等の営

業活動を著しく低い価格で委託したり、又は自己の関係事業者から特定

の電気通信役務を著しく低い価格で卸し受けたりすることにより、自己

の関係事業者から実質的な内部補助を受けることが可能となる。電気通

信事業者が、このような内部補助を受けること等により、作為的に自己

の提供する電気通信役務その他のサービスに要する費用を低くしてい

ると認められる場合には、その点を修正した上で当該費用を算定する。 

 

④  自己又は自己の関係事業者のみから電気通信役務の提供を受けることを条件と

して、不当に電気通信役務の料金を引き下げ、基本料金を割り引き、又は工事費

等を減免すること（私的独占、排他条件付取引等）（注４３）。 

（注４３） 競争事業者の取引機会を減少させるおそれがないと認められる場合に

は不当な行為に該当しない。 

 

⑤  競争事業者との接続の協定、事業の受委託又は卸電気通信役務の提供等に併せ

て、当該競争事業者の提供しようとする電気通信役務の料金、内容、提供条件（提

供開示時期、提供地域、提供先等を含む。）の設定に不当に関与すること（私的独

占、拘束条件付取引等）（注４４）。 

（注４４） 競争事業者の自主的な事業活動を困難にさせるおそれがないと認めら

れる場合には不当な行為に該当しない。 
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イ  電気通信事業法上問題となる行為 

 (ｱ) 基礎的電気通信役務又は指定電気通信役務を提供する電気通信事業者が設定

する基礎的電気通信役務又は指定電気通信役務に係る以下のような契約約款につ

いては、電気通信事業法に基づく契約約款変更命令が発動される（同法第１９条

第２項及び第２０条第３項）。 

 a 料金の額の算出方法が適正かつ明確に定められていないとき 

（例） 

①  基礎的電気通信役務において、料金を相対の協議で決める旨の規定を記載

した料金表を設定し、又は指定電気通信役務において、料金を相対のみで決

める旨の規定を記載した料金表を設定すること。 

②  その他料金額の算出方法が、定額、定率などにより適正かつ明確に示され

ていない料金を設定すること。 

 

  b 電気通信事業者及びその利用者の責任に関する事項並びに電気通信設備の設

置の工事その他の工事に関する費用の負担の方法が適正かつ明確に定められて

いないとき 

（例） 

①  利用停止、契約解除、損害賠償、料金返還に関する事項が適正かつ明確に

規定されていない契約約款。 

②  延滞利息について不当に高額な割合を設定している契約約款。 

③  消費者契約法（平成１２年法律第６１号）に反するような、電気通信事業

者に著しく有利で利用者に不利な規定のある契約約款。 

         

 c 電気通信回線設備の使用の態様を不当に制限するものであるとき 

（例） 

①  公専公接続の制限（電話等の電気通信役務を提供する電気通信事業者が、

電話役務契約約款において、契約者回線と専用回線とを相互に接続して通話

を行う場合には電気通信回線の接続の請求を承諾しない旨規定して接続を制

限するもの）のある契約約款。 

②  利用者の責に帰すべき事由に基づくなどの合理的な理由なく、利用停止な

ど利用を制限している契約約款。 

 

 d 特定の者に対し不当な差別的取扱いをするものであるとき 

（例） 

①  利用期間、回線の設置場所、通話形態等の制約がない単純なボリューム割

引型の回線群割引につき、同一名義による回線群に対する割引を認めるにも

かかわらず、異名義による回線群に対する割引を認めないもの。 

②  取引先や子会社等特定の利用者のみを対象とした割引料金。 

③ 割引率に長期契約割引相当分を含むものとしているにもかかわらず、契約

約款によらず一律に割り引くような合理性のない料金を設定すること。 

④ 相互接続通話の利用者に対して、利用停止、契約解除、延滞利息、支払期

限などについて不当に差別的取扱いをしている契約約款。 

⑤ 役務の提供を受けようとする者の責に帰すべき事由に基づくなどの合理的

な理由なく特定の者には役務を提供しない旨を規定している契約約款。 
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 e 重要通信に関する事項について適切に配慮されているものでないとき 

（例） 

○ 重要通信の確保の規定やそのため一般通話の規制を行うことがある旨の規

定を設けていない契約約款。 

 

 f 他の電気通信事業者との間に不当な競争を引き起こすものであり、その他社

会的経済的事情に照らして著しく不適当であるため、利用者の利益を阻害する

ものであるとき 

（例） 

① 競争事業者が存在する業務区域について、コストが著しく異なるなどの合

理的な理由なく他の地域に比べて低い料金、割引料金その他有利な提供条件

を設けている契約約款。 

② 市場支配的な電気通信事業者が、他の電気通信事業者の接続料が著しく高

いなどの合理的な理由なく、自己以外の電気通信事業者のネットワークを利

用した通話について、自己のネットワークのみを利用した通話と比較して高

い料金を設定し、又は割引サービスの対象としないこと。 

③ 独占的分野から競争分野への内部相互補助により不当な競争を引き起こす

料金を設定すること。 

④ 競争事業者を排除又は弱体化させるために適正なコストを著しく下回る料

金を設定すること。 

⑤ 競争事業者のサービスを利用しないことを条件とする割引を設定すること。 

⑥ 利用期間、回線の設置場所、通話形態等の制約がない単純なボリューム割

引型の回線群割引につき、同一名義による回線群に対する割引を認めている

にもかかわらず、異名義による回線群に対する割引を認めていないため、他

の電気通信事業者による再販が禁じられているもの。 

⑦ 利用者の範囲が限定されているなどの合理的な理由なく選択料金を廃止し、

不当に利用者の選択の幅を狭めるような料金を設定すること。 

⑧ 第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者が、優先接続における

自己への固定優先接続（マイラインプラス）の登録者のみに対して、基本料、

工事費等端末回線に係る料金の割引又は減免を行うこと。 

⑨ 第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者が、自己の割引サービ

ス等の利用者のみに対して、基本料、工事費等端末回線に係る料金の割引又

は減免を行うこと。 

⑩ 自己の提供するサービスの提供条件（利用停止、契約解除、延滞利息等）

について、自己の関係事業者のサービスの利用の有無を要件とする契約約款。 

⑪ 基礎的電気通信役務又は指定電気通信役務とあわせてこれらの役務以外の

電気通信役務又は電気通信役務以外の役務を提供する際に、当該電気通信役

務の料金と当該これらの役務以外の電気通信役務又は電気通信役務以外の役

務の料金とを区分せずに設定すること。 

⑫ 優先接続における未登録者の扱いについて、利用者の意思にかかわらず「一

般優先接続」（注４５）ではなく、「固定優先接続」（注４６）の登録をしたも

のとみなすこととしている契約約款。 

（注４５） ００ＸＹを回せば他の電気通信事業者に接続する方式。通称「マ

イライン」。 

（注４６） ００ＸＹを回しても他の電気通信事業者に接続せず、登録した電

気通信事業者のみに接続する方式。通称「マイラインプラス」。 
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⑬ 契約約款において、その電気通信事業者との契約を解除し他の電気通信事

業者に移行しようとする場合に、移行禁止期間を設けるなど事実上解約を制

限する条項を設定すること（ただし、最低利用期間内に解約となる場合の違

約金等についてはこれに当たらない。）。 

⑭ 社会的経済的事情に照らして、最低契約期間が不当に長期の契約約款。 

⑮ 新規の申込みは停止するが、当分の間サービス提供を継続する、又は代替

サービスを提供するなど既存利用者の利便を確保するための措置を講じるこ

となくサービスを廃止し、利用者の利便性を著しく低下させるような契約約

款。 

 

(ｲ)  市場支配的な電気通信事業者が行う以下の行為については、行為の停止・変更

命令が発動される（電気通信事業法第３０条第４項）ほか、公共の利益を阻害す

ると認められるときは、同法第９条の電気通信事業の登録及び同法第１１７条第

１項の認定の取消事由となり得る（同法第１４条第１項第１号及び第１２６条第

１項第３号）。 

（例） 

①  自己の関係事業者とそれ以外の電気通信事業者の接続料に著しい格差があ

るなどの合理的な理由なく、自己の関係事業者以外の電気通信事業者のネッ

トワークを利用した通話については、自己の関係事業者のネットワークを利

用した通話と比較して高い料金を設定し、又は割引サービス等の対象としな

いこと（電気通信事業法第３０条第３項第２号）。 

② 他の電気通信事業者（注４７）との間での接続、業務受委託、サービス提

供等に当たり、当該他事業者が提供する電気通信役務の内容、開始時期、提

供区域、提供先、料金等を制限すること（電気通信事業法第３０条第３項第

３号）。 

（注４７） 電気通信事業法第１６４条第１項各号に掲げる電気通信事業（い

わゆる適用除外電気通信事業）を営むものを含む。 

 

③ ブラウザフォンサービスにおいてポータルサイトを開設している場合、利

用者が自己又は自己の関係事業者の開設するポータルサイトを選択する際の

条件に比べて、他の電気通信事業者の開設するポータルサイトを選択する際

の条件を、例えばボタン操作数を当該他事業者の意思に反して同等としない

等、不公平なものとすること（電気通信事業法第３０条第３項第２号）。 

 

(ｳ)  電気通信事業者が設定する以下のような料金その他の提供条件については業

務改善命令が発動される。（電気通信事業法第２９条第１項第２号から第７号ま

で） 

a 料金の額の算出方法が適正かつ明確に定められていないとき 

（例） 

①  「時価」や「当社が毎月末に請求する額」など社会通念上利用者にとって

料金額が予見可能でないと認められるような料金を設定すること。 

② その他料金額の算出方法が、定額、定率などにより適正かつ明確に示され

ていない料金を設定すること。 

 

  なお、例えば、「月額料金は、毎月最終日１７時の東京外国為替市場の円相場

（１米ドルを日本円に換算した額）に当該月の通信時間を乗じた額」と定める場

合や「年額料金は、昨年度Ａ社に対して支払った年額料金の○割引の額（昨年度

Ａ社のサービスを利用した場合）」と定める場合などは、一般的には本号に該当し
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ないと考えられる。 

b 電気通信事業者及びその利用者の責任に関する事項並びに電気通信設備の設

置の工事その他の工事に関する費用の負担の方法が適正かつ明確に定められて

いないとき 

（例） 

①  利用停止、契約解除、損害賠償、料金返還に関する事項が適正かつ明確に

規定されていない契約。 

② 延滞利息について不当に高額な割合を設定している契約。 

③ 消費者契約法に反するような、電気通信事業者に著しく有利で利用者に不

利な規定のある契約。 

 

  なお、例えば一定期間内に申し込んだ利用者に対して、回線工事費その他の工

事費を無料とする場合は、一般的には本号に該当しないと考えられる。 

 

c 電気通信回線設備の使用の態様を不当に制限するものであるとき 

（例） 

①  公専公接続の制限（電話等の電気通信役務を提供する電気通信事業者が、

電話役務を提供する契約において、契約者回線と専用回線とを相互に接続し

て通話を行う場合には電気通信回線の接続の請求を承諾しない旨規定して接

続を制限するもの）のある契約。 

② 利用者の責に帰すべき事由に基づくなどの合理的な理由なく、利用停止な

ど利用を制限している契約。 

 

d 特定の者に対し不当な差別的取扱いをするものであるとき 

（例） 

①  固定発→携帯着通話料金と携帯発→固定着通話料金について、著しい料金

格差が存在し、相当期間経過後も当該格差が縮小又は解消しないこと。 

② 契約回線数その他の利用条件が同一であるにもかかわらず、取引先や子会

社等であることを理由として、特定の利用者に対し他の利用者と比較して著

しく低い料金を設定すること。 

③ 相互接続通話の利用者に対して、利用停止、契約解除、延滞利息、支払期

限などについて不当に差別的取扱いをしていること。 

④ 役務の提供を受けようとする者の責に帰すべき事由に基づくなどの合理的

な理由なく特定の者には役務を提供しないこと。 

 

e 重要通信に関する事項について適切に配慮されているものでないとき 

（例） 

○ 重要通信の確保のために一般通信の規制を行うことが想定される電気通信

役務について、その旨の規定を設けていない契約。 

 

f 他の電気通信事業者との間に不当な競争を引き起こすものであり、その他社会

的経済的事情に照らして著しく不適当であるため、利用者の利益を阻害するもの

であるとき 

（例） 

①  競争事業者が存在する業務区域において、コストが著しく異なるなどの合

理的な理由なく、他の区域に比べて低い料金、割引料金など当該競争事業者

との間に不当な競争を引き起こし利用者利益を阻害するような有利な提供条

件を設定すること。 
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② 市場支配的な電気通信事業者が、他の電気通信事業者の接続料が著しく高

いなど合理的な理由なく、自己以外の電気通信事業者のネットワークを利用

した通話について、自己のネットワークのみを利用した通話と比較して高い

料金を設定し、又は割引サービス等の対象としないこと。 

③ 独占的分野から競争分野への内部相互補助により不当な競争を引き起こす

料金を設定すること。 

④ 競争事業者を排除又は弱体化させるために適正なコストを著しく下回る料

金を設定すること。 

⑤ 競争事業者のサービスを利用しないことを条件とする割引を設定すること。 

⑥ 利用者の範囲が限定されているなどの合理的な理由なく選択料金を廃止し、

不当に利用者の選択の幅を狭めるような料金を設定すること。 

⑦ 第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者が、優先接続における

自己への固定優先接続（マイラインプラス）の登録者のみに対して、基本料、

工事費等端末回線に係る料金の割引又は減免を行うこと。 

⑧ 第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者が、自己の割引サービ

ス等の利用者のみに対して、基本料、工事費等端末回線に係る料金の割引又

は減免を行うこと。 

⑨ 自己の提供するサービスの提供条件（利用停止、契約解除、延滞利息等）

について、自己の関係事業者のサービスの利用の有無を要件とする契約。 

⑩ 電気通信役務とあわせて電気通信役務以外の役務を提供する際に、当該電

気通信役務の料金と当該電気通信役務以外の料金とを区分せずに設定するこ

とにより、他の電気通信事業者との間における不当な競争を引き起こすこと。 

⑪ 契約において、優先接続における未登録者の扱いについて、利用者の意思

にかかわらず「一般優先接続」ではなく、「固定優先接続」の登録をしたもの

とみなすこと。 

⑫ 契約において、当該電気通信事業者との契約を解除し他の電気通信事業者

に移行しようとする場合に、移行禁止期間を設けるなど事実上解約を制限す

る条項を設定すること（ただし、最低利用期間内に解約となる場合の違約金

等についてはこれに当たらない。）。 

⑬ 社会的経済的事情に照らして、最低契約期間が不当に長期の契約。 

⑭ 新規の申込みは停止するが、当分の間サービス提供を継続する、又は代替

サービスを提供するなど既存利用者の利便を確保するための措置を講じるこ

となくサービスを廃止し、利用者の利便性を著しく低下させるような契約。 

 

 なお、例えば、長期契約による割引、ボリュームディスカウント、一定期間の

無料キャンペーン、複数のサービスのセット割引等のサービスを提供しており、

これによって他の事業者の事業活動が特段困難になっているとは認められないよ

うな場合には、一般的には本号に該当しないと考えられる。 

  

(ｴ) 電気通信事業者が以下のような適正かつ合理的でない事業運営を行っている

ことにより、電気通信の健全な発達又は国民の利便の確保に支障が生ずるおそ

れがあると認めるときは、業務改善命令が発動される。（電気通信事業法第２９

条第１項第１２号） 

(例) 

電気通信事業者がそのサービス提供に必要な事業資金を調達するために虚

偽のネットワーク構成等を説明してサービス提供しているとき。 

 



 資料－71

(2)  セット提供に係る行為 

 ア  独占禁止法上問題となる行為 

      市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者が行う以下の行為は、

独占禁止法上問題となる。 

○  自己の電気通信役務と併せて自己又は自己の関係事業者の商品・サービスの提供

を受けると当該他の商品の価格・サービスの料金が割安となる方法でセット提供す

る場合において、その提供に要する費用を著しく下回る水準に料金を設定すること

により、競争関係にある他の商品・サービスの事業者の事業活動を困難にさせるこ

と（私的独占、不当廉売等）。 

  イ  電気通信事業法上問題となる行為 

    市場支配的な電気通信事業者が行う以下の行為については、行為の停止・変更命

令が発動される（電気通信事業法第３０条第４項）ほか、公共の利益を阻害すると

認められるときは、同法第９条の電気通信事業の登録及び同法第１１７条第１項の

認定の取消事由となり得る（同法第１４条第１項第１号及び第１２６条第１項第３

号）。 

（例） 

○  自己の関係事業者のサービスを排他的に組み合わせた割引サービスの提供を行

うこと（電気通信事業法第３０条第３項第２号）。 

 

  (3)  顧客と他の電気通信事業者との取引の妨害等に係る行為 

ア  独占禁止法上問題となる行為 

     市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者が行う以下の行為は、

独占禁止法上問題となる。 

 ① 顧客等に対して、電気通信役務の品質面等に関する不当な情報提供を行い、又

は必要事項を十分に説明しないことなどにより、競争事業者と当該顧客等との契

約の締結を不当に妨害すること（私的独占、取引妨害等）。 

 ②  回線切替工事を必要とする電気通信役務について、自己との既存契約を解約し

競争事業者と契約を締結しようとする顧客の回線切替工事を遅延させ、又は遅延

を示唆することにより、競争事業者と当該顧客との契約の締結を不当に妨害する

こと（私的独占、取引妨害等）。 

 ③  顧客が自己との電気通信役務の提供契約を解約する場合において、当該顧客に

対して、高額の違約金の支払を請求し、又は他の電気通信事業者への移行禁止期

間を設けることにより、競争事業者と当該顧客との契約の締結を不当に妨害する

こと（私的独占、取引妨害等）。 

④  工事又は機器の取替え等が必要な電気通信役務について、当該工事等の費用を

自己又は自己の関係事業者の顧客に係るものに比べて競争事業者の顧客に係るも

のを不利なものとすることにより、競争事業者とその顧客の取引を不当に妨害す

ること（私的独占、取引妨害等）。 

 

イ  電気通信事業法上問題となる行為 

    電気通信事業者が以下のような適正かつ合理的でない事業運営を行っていること

により、電気通信の健全な発達又は国民の利便の確保に支障が生ずるおそれがある

と認めるときは、電気通信事業法に基づき、業務改善命令が発動される（同法第２

９条第１項第１２号）。 

    （例） 

① 利用者等に対して、電気通信役務の料金、品質面等に関して不当な情報提供を

行い、又は必要事項を十分にかつ正確に説明しないこと等により、利用者等と他

の電気通信事業者との契約締結を妨害し、締結済の契約を解除させ、又は自己の
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提供するサービスの契約へ誘導すること。 

②  利用者に対して、他の電気通信事業者との契約を行った場合、自己のサービス

品質を低下させる旨の示唆を行い、他の電気通信事業者との契約締結を妨害する

こと。 

③  天災、事変その他の非常事態発生時における事実上の優遇措置の実施を理由に、

利用者等と他の電気通信事業者との取引について、契約の成立の阻止、契約の不

履行の誘引その他の方法により、その取引を不当に妨害すること。 

④  回線切替工事等を必要とする電気通信役務について、自己又は自己の関係事業

者との既存契約を解約し他の電気通信事業者と契約を締結しようとする利用者の

回線切替工事等を意図的に遅延させるなど不利な取扱いを行い、又はこうした不

利な取扱いを示唆することにより、他の電気通信事業者と利用者との契約締結を

妨害すること。 

⑤  ＤＳＬサービスを電話との重畳により行う場合に、電話加入とＤＳＬ利用申込

名義が異なるという理由のみで、利用申込者への利用申込みの補正などを求める

ことなく申込みに応じないこと。 

⑥  利用者の同意を得ずに優先登録先の電気通信事業者を変更すること（いわゆる

スラミング）。 

⑦  利用者の同意を得ずに付加サービス契約を締結したり、利用がないにもかかわ

らず不当に高い料金請求を行うこと（いわゆるクラミング）。 

⑧ 電気通信事業者の固定系端末回線と接続してＤＳＬサービス等を提供する他の

電気通信事業者が、利用者からの契約解約の申出があったにもかかわらず、速や

かに当該電気通信事業者に対して設備撤去工事等の申込みを行わず、利用者の解

約を遅延させること。 

 

  (4)  自己の関係事業者との業務の受委託等に係る行為 

ア  独占禁止法上問題となる行為 

加入者回線網を保有する電気通信事業者は、既存の電気通信役務に係る顧客との

契約関係を活用することで他の電気通信事業者に比べて有利に営業販売活動等を展

開し得る地位にある。このような状況において、市場において相対的に高いシェア

を有する電気通信事業者が行う以下の行為は、独占禁止法上問題となる。 

○  自己の関係事業者に対しては電気通信役務に関する契約の媒介、取次ぎ又は代

理、その他の業務の受託等（業務の支援行為を含む。）を行う一方、競争事業者に

対しては、その受託等を不当に拒否し、又は高い料金を設定するなど不当に差別

的に取り扱うこと（私的独占、取引拒絶等）（注４８）。 

（注４８） 競争事業者の事業活動を困難にさせるおそれがないと認められる場合

には不当な行為に該当しない。  

  

イ  電気通信事業法上問題となる行為 

(ｱ) 電気通信事業者が以下のような適正かつ合理的でない事業運営を行っているこ

とにより、電気通信の健全な発達又は国民の利便の確保に支障が生ずるおそれが

あると認めるときは、電気通信事業法に基づき、業務改善命令が発動される（電

気通信事業法第２９条第１項第１２号）。 

（例） 

○ 自己の関係事業者の業務委託等についてのみ有利な取扱いをすること。 

 

(ｲ)  市場支配的な電気通信事業者が行う以下の行為については、行為の停止・変更

命令が発動される（電気通信事業法第３０条第４項及び第３１条第３項）ほか、

公共の利益を阻害すると認められるときは、同法第９条の電気通信事業の登録及
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び同法第１１７条第１項の認定の取消事由となり得る（同法第１４条第１項第１

号及び第１２６条第１項第３号）。 

（例） 

①  利用者に料金明細書等を送付する際、自己の関係事業者の商品案内、申込書

等を同封するなど当該電気通信事業者と一体となった排他的な業務を行うこと

（電気通信事業法第３０条第３項第２号）。 

② 自己の関係事業者に対して、料金その他業務の受委託に係る提供条件につい

て有利な取扱いを行うこと（電気通信事業法第３０条第３項第２号）。 

③ 自己の提供する基本料に関して、自己の関係事業者が提供する割引サービス

を再販する電気通信事業者のみに利用者に対する請求代行を認めること（電気

通信事業法第３０条第３項第２号）。 

④ 第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者が、料金回収業務や商品

販売業務の受託について、コスト、業務内容、販売数量等の条件が同様である

にもかかわらず、特定関係事業者から徴収する手数料に比べて他の電気通信事

業者から徴収する手数料を高く設定すること（電気通信事業法第３１条第２項

第２号）。 

    

  (5)  卸電気通信役務の料金の設定等に係る行為 

ア  独占禁止法上問題となる行為 

     事業者がどの事業者に対して卸電気通信役務を提供するかは、基本的には事業者

の取引先選択の自由の問題である。事業者が、料金、品質、サービス等の要因を考

慮して、独自の判断によって、ある事業者と取引しないこととしても、基本的には

独占禁止法上問題となるものではない。しかしながら、事業者が単独で行う取引拒

絶であっても、独占禁止法上違法な行為の実効を確保するための手段として取引を

拒絶する場合には違法となり、また、競争事業者を市場から排除するなどの独占禁

止法上不当な目的を達成するための手段として取引を拒絶する場合には独占禁止法

上問題となる。 

  市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者が行う以下の行為は、

独占禁止法上問題となる。 

①   卸電気通信役務に関連する費用を高く設定し（注４９）、卸電気通信役務の提供

を受けるに当たって必要となる情報を十分に開示せず、若しくは卸電気通信役務

の提供を受けるための手続を遅延させること等、又は費用、提供する情報、卸電

気通信役務の提供を受けるまでの期間等について自己の関係事業者に比べて不利

にさせるような取扱いをすることにより、競争事業者の顧客向け電気通信役務（以

下「小売サービス」という。）市場への新規参入を阻止し、又はその事業活動を困

難にさせること（私的独占、差別取扱い等）。 

（注４９) 電気通信回線等に係る既存投資額を償却し得るような料金水準である

場合には問題とならない。 

 

②   小売サービスを提供する電気通信事業者に対して、卸電気通信役務の提供を行

う場合に、他の電気通信事業者から卸電気通信役務の提供を受けないことを条件

とし、又は他の電気通信事業者から卸電気通信役務の提供を受けた場合には自己

が提供する卸電気通信役務の料金を高く引き上げることなどにより、当該他の電

気通信事業者の卸電気通信役務市場への新規参入を阻止し、又はその事業活動を

困難にさせること（私的独占、排他条件付取引等）。 

③   卸電気通信役務の提供を行う電気通信事業者は、卸電気通信役務の提供を受け

ようとする競争事業者から、小売サービスを提供する地域（需要者に関する情報）、

想定される通信量（需要規模に関する情報）等に関する情報の提供を受けること
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となる。このため、卸電気通信役務の提供を行う電気通信事業者は、卸電気通信

役務の提供を受けようとする競争事業者との交渉の過程において、当該競争事業

者やその顧客に関する情報を知り得る立場にある。 

  そのような立場を利用して、競争事業者との卸電気通信役務の提供に関する業

務を通じて得た当該競争事業者やその顧客に関する情報を、自己や自己の関係事

業者の事業活動に利用することにより、競争事業者の新規参入を阻止し、又はそ

の事業活動を困難にさせること（私的独占、取引妨害等）（注５０）。 

（注５０） 競争事業者や顧客に関する情報を、自己の回線の設置業務（例えば、

利用の逼迫状況を改善する観点からネットワーク設計を行う業務）に利

用する場合には問題とならない。 

 

イ   電気通信事業法上問題となる行為 

 (ｱ)  電気通信事業者が以下のような行為を行っていることにより、他の電気通信事

業者の業務の適正な実施に支障が生じているため、公共の利益が著しく阻害され

るおそれがあると認めるときは、電気通信事業法に基づく業務改善命令が発動さ

れる（同法第２９条第１項第１０号）。 

（例） 

① 卸電気通信役務の契約において、当事者の責任に関する事項や料金の算出

方法等が適正かつ明確に定められていないこと。 

② 自己の関係事業者等に対する料金に比べて高い料金で卸電気通信役務を提

供するなど、特定の電気通信事業者を不利に取り扱うこと。 

③ 卸電気通信役務の料金に関して、利用者に対する料金よりも高い料金を設

定すること。 

④ 卸電気通信役務の提供の申込みに対して、不要な資料の提出を要求し、若

しくは速やかに回答できるにもかかわらず、いたずらに回答を遅延させるこ

と。 

⑤ 卸電気通信役務の提供に関して入手した情報を自己の営業目的に利用する

こと。 

     

       (ｲ) 市場支配的な電気通信事業者が行う以下の行為については、行為の停止・変

更命令が発動される（電気通信事業法第３０条第４項）ほか、公共の利益を阻害

すると認められるときは、同法第９条の電気通信事業の登録及び同法第１１７条

第１項の認定の取消事由となり得る（同法第１４条第１項第１号及び第１２６条

第１項第３号）。 

（例） 

○  卸電気通信役務の提供について、自己の関係事業者に対して、他の電気通

信事業者と比べて低い料金や有利な条件で提供すること（電気通信事業法第

３０条第３項第２号）。 
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第４ コンテンツの提供に関連する分野 

 １ 独占禁止法における考え方 

(1)  電気通信事業者は、移動体通信端末又は固定通信端末（以下「簡易端末」という。）

のディスプレイ等を利用し、音楽の配信、タウン情報、銀行との取引等の各種オン

ラインサービス（以下「コンテンツ」という。）を利用できるシステム（以下「簡易

端末情報サービスシステム」という。）を管理・運用している場合がある。 

   簡易端末情報サービスシステムを管理・運用している電気通信事業者（以下「シ

ステム運用事業者」という。）は、その管理・運用の適切性等を確保する観点から、

簡易端末の簡単なキー操作によってアクセスすることができるメニュー（以下「メ

ニューリスト」という。）を設定し、一定の基準（以下「掲載基準」という。）の下

に、コンテンツを掲載していることが一般的である。また、メニューリストに掲載

されたコンテンツの提供に係る料金については、電気通信役務料金とともにシステ

ム運用事業者による代行回収が行われる仕組みとなっている。 

     簡易端末情報サービスシステムについては、顧客はメニューリストに掲載されて

いないコンテンツに比べて、メニューリストに掲載されているコンテンツにアクセ

スする傾向が強いと指摘されており、コンテンツを提供する事業者（以下「コンテ

ンツプロバイダー」という。）にとっては、自己が提供するコンテンツがメニューリ

ストに掲載されることが、他のコンテンツプロバイダーとの競争上重要であると考

えられる。 

    他方、それぞれの簡易端末情報サービスシステム間に互換性がないため、顧客は

他の簡易端末情報サービスシステムのメニューリストに掲載されているコンテンツ

にはアクセスできない現状を踏まえると、システム運用事業者にとっては、優良な

コンテンツをどれだけ自己の簡易端末情報サービスシステムのメニューリストに掲

載できるかが、他のシステム運用事業者との競争上重要であると考えられる。 

 

(2)  このような状況の下、例えば、システム運用事業者が、コンテンツプロバイダー

と他のシステム運用事業者との取引を制限する（注５１）条件を付けて、当該コン

テンツプロバイダーと取引することにより、市場における競争が実質的に制限され

る場合には、私的独占に該当し、独占禁止法第３条の規定に違反することとなる。

市場における競争が実質的に制限されるまでには至らない場合であっても、上記の

ような行為により、公正な競争を阻害するおそれがある場合には不公正な取引方法

に該当し、独占禁止法第１９条の規定に違反することとなる（注５２）。 

（注５１） システム運用事業者は、自己のメニューリストへのコンテンツの掲載基

準を独自に定めているところ、掲載基準が公開されていなかったり、公開

されていても明確性に欠ける場合がある。このような場合、システム運用

事業者による掲載基準の恣意的運用が行われ、他のシステム運用事業者と

の取引を制限することとなりやすい。 

（注５２） 具体的行為に対する独占禁止法の適用については、Ｉ、第２、２（３）

を参照。 

 

  ２  電気通信事業法における禁止行為、停止・変更命令等 

  市場支配的な電気通信事業者がシステム運用事業者として簡易端末情報サービスシ

ステムを管理・運用している場合において、当該電気通信事業者が、コンテンツプロ

バイダーの業務について不当に規律し、又は干渉をすることは、電気通信事業法上の

禁止行為に該当し（同法第３０条第３項第３号）、総務大臣の停止又は変更命令の対象

となる（同条第４項）ほか、公共の利益を阻害すると認められるときは、同法第９条

の電気通信事業の登録及び同法第１１７条第１項の認定の取消事由となり得る（同法

第１４条第１項第１号及び第１２６条第１項第３号）。 
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  ３ 独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為 

 市場において相対的に高いシェアを有するシステム運用事業者が、以下のような行

為により、競争事業者の取引の機会を減少させ、又はコンテンツ提供市場における価

格競争を阻害するおそれを生じさせることは、独占禁止法上問題となる（私的独占、

排他条件付取引、拘束条件付取引等）。 

また、市場支配的な電気通信事業者が、以下の行為を行うことにより、コンテンツプ

ロバイダーの業務について不当に規律し、又は干渉すると認められるときは、電気通

信事業法第３０条第３項第３号の禁止行為に該当し、総務大臣による停止又は変更命

令が発動される（同条第４項）ほか、公共の利益を阻害すると認められるときは、同

法第９条の電気通信事業の登録及び同法第１１７条第１項の認定の取消事由となり得

る（同法第１４条第１項第１号及び第１２６条第１項第３号）。 

①  競争事業者のメニューリストへ新たにコンテンツを掲載しようとするコンテンツ

プロバイダーに対して、自己のメニューリストへのコンテンツの掲載若しくは料金回

収代行サービスを中止し、又は既に競争事業者のメニューリストにコンテンツを掲載

しているコンテンツプロバイダーに対して、自己のメニューリストへの掲載若しくは

料金回収代行サービスを拒否（注５３）すること（注５４）。 

（注５３） 不適切なコンテンツが流れることを防止する観点から、メニューリスト

に掲載すべきコンテンツプロバイダーの選択基準を明確にした上で、公正

に実施する場合には問題とならない。 

（注５４） 要望するカテゴリへの掲載を不当に拒否する場合又はサイトのツリー構

造の最下層近辺への配置により不当に不利益を与える場合も問題となる。 

 

② 自己のメニューリストへ既にコンテンツを掲載している又は新たにコンテンツを

掲載しようとするコンテンツプロバイダーに対して、競争事業者のメニューリスト

へのコンテンツの掲載を禁止する、又は競争事業者のメニューリストに対応する記

述言語によるコンテンツの作成を禁止すること。 

③ コンテンツをメニューリストに掲載させる条件として、コンテンツプロバイダー

と顧客との間におけるコンテンツ提供に係る料金の設定に関与する（注５５）こと。 

（注５５） 高額請求による利用者とコンテンツプロバイダーとのトラブルを回避す

るため、一定額以上となるようなコンテンツ料金を承諾しないことについ

ては、当該一定額が料金を不当に制限するものではない限り、問題となら

ない。 

 



 資料－77

第５ 電気通信設備の製造・販売に関連する分野 

 １ 独占禁止法における考え方 

(1)  技術革新の進展が著しく、それに基づく新たなサービスの展開が活発である電気

通信事業分野においては、電気通信事業者が、電気通信設備の製造に当たっていわ

ゆる事実上の標準と認められる特許等を有している場合があり、そのような特許等

のライセンス契約を締結しないと、電気通信設備の製造販売活動が困難となるおそ

れがある。 

 

(2)   このような場合において、例えば、電気通信事業者が、電気通信設備の製造業者

（以下「設備メーカー」という。）に対して、特許等のライセンス契約の締結に併せ

て他の商品・サービスを自己又は自己の指定する事業者から購入させること、又は

特許等のライセンス契約を締結している設備メーカーとその取引の相手方との取引

その他設備メーカーの事業活動を拘束する条件を付けて当該設備メーカーと取引を

することにより、市場における競争が実質的に制限される場合には、私的独占に該

当し、独占禁止法第３条の規定に違反することとなる。市場における競争が実質的

に制限されるまでには至らない場合であっても、上記のような行為により、公正な

競争を阻害するおそれがある場合には不公正な取引方法に該当し、独占禁止法第 

１９条の規定に違反することとなる（注５６）。 

     なお、一般に、特許・ノウハウライセンス契約に関する独占禁止法における考え

方については、「特許・ノウハウライセンス契約に関する独占禁止法上の指針」(平

成１１年７月３０日公正取引委員会)に基づいて判断される。 

（注５６） 具体的行為に対する独占禁止法の適用については、Ｉ、第２、２（３）

を参照。 

 

 ２ 電気通信事業法における禁止行為、停止・変更命令等 

 市場支配的な電気通信事業者が、設備メーカー又は販売業者に対し、その業務につ

いて不当に規律し、又は干渉をすることは、電気通信事業法上の禁止行為に該当し（同

法第３０条第３項第３号）、総務大臣の停止又は変更命令の対象となる（同条第４項）

ほか、公共の利益を阻害すると認められるときは、同法第９条の電気通信事業の登録及

び同法第１１７条第１項の認定の取消事由となり得る（同法第１４条第１項第１号及び

第１２６条第１項第３号）。 

 

  ３ 独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為 

 電気通信事業者が以下のような行為により、他の事業者の事業活動を困難にさせ、

競争事業者の電気通信役務市場への新規参入を阻止し、若しくはその事業活動を困難

にさせ、又は端末設備の価格競争を阻害するおそれを生じさせることは、独占禁止法

上問題となる（私的独占、抱き合わせ販売等、再販売価格の拘束、拘束条件付取引等）。 

 また、市場支配的な電気通信事業者が、以下の行為を行うことにより、設備メーカ

ー又は端末設備の販売業者の業務について不当に規律し、又は干渉すると認められる

（注５７）ときには、電気通信事業法第３０条第３項第３号の禁止行為に該当し、総

務大臣による停止又は変更命令が発動される（同条第４項）ほか、公共の利益を阻害

すると認められるときは、同法第９条の電気通信事業の登録及び同法第１１７条第１

項の認定の取消事由となり得る（同法第１４条第１項第１号及び第１２６条第１項第

３号）。 

（注５７） ただし、販売業者の選定に当たって、利用者利益の確保の観点等から一定

のサービス水準を満足することを条件とする場合や、下記④において、販売

業者が専売を希望する場合には、電気通信事業法上問題とならない。 
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① 設備メーカーと電気通信設備を製造するために不可欠な特許等のライセンス契約

を締結するのに併せて、合理的な理由なく、自己又は自己の指定する事業者から設

備メーカーが必要とする商品・サービスを購入させること。 

② 電気通信設備を製造するために不可欠な特許等について、設備メーカーと締結し

ているライセンス契約又は共同開発契約において、自己の特許等の技術を利用した

電気通信設備を競争事業者に販売する際には別契約により許諾を要する旨の条件を

付している場合に、合理的な理由なく、設備メーカーからの許諾要請を認めず、若

しくは許諾に係る手続を遅延させるなど実質的に許諾請求を拒否していると認めら

れる行為を行い、競争事業者に当該特許等の技術を利用した電気通信設備を販売す

る時期等を制限すること。 

③ 端末設備（注５８）の販売業者に対して、自ら定めた端末設備の標準価格、参考

価格等を遵守させ、又は販売業者が店頭、広告等において表示する価格を拘束する

こと。 

（注５８） 端末設備とは、例えば、電話機（固定、移動体）、ファクシミリ機等を

いう。 

 

④ 端末設備の販売業者に対して、他の電気通信事業者の端末設備を取り扱わせず、

自ら指定した端末設備のみを販売させ、又は自ら定めた販売地域等を遵守させるこ

と。 
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【再掲】 市場支配的な電気通信事業者に対する非対称規制（禁止行為） 

  電気通信事業法上の市場支配的な電気通信事業者に対する非対称規制の対象となる

行為については、前述の第１から第５までの各分野において、同法上問題となる行為

として記載されているが、電気通信事業者等の便宜を考慮し、その趣旨及び概要と併

せて、対象となる行為について当該規制の根拠条文ごとにまとめ直し、再掲すること

とする。 

 

  １ 制度の趣旨及び概要 

 電気通信事業法においては、公正競争促進の措置として、市場支配的な電気通信事

業者をあらかじめ特定して一定の行為規制を通常の電気通信事業者とは非対称的に課

す非対称規制制度を整備している。 

 具体的には、市場支配的な電気通信事業者に対して、次に掲げる①から③までの行

為をあらかじめ禁止するとともに（同法第３０条第３項）、これに違反する行為に対し

ては、速やかに除去し得るよう行為の停止・変更命令制度が設けられている（同法第

３０条第４項）。 

（市場支配的な電気通信事業者の禁止行為） 

① 接続の業務に関して知り得た情報の目的外利用・提供。 

② 電気通信業務についての特定の電気通信事業者に対する不当に優先的な取扱い・

利益付与又は不当に不利な取扱い・不利益付与。 

③ 他の電気通信事業者（注１）、電気通信設備の製造業者・販売業者の業務に対する

不当な規律・干渉。 

 また、市場支配的な電気通信事業者は、内部相互補助の抑止・監視及び業務運営の

透明性確保の観点から、会計整理義務及び電気通信役務に関する収支状況等の会計情

報の公表義務が課されている（電気通信事業法第３０条第５項）。 

（注１） コンテンツプロバイダーなど、電気通信事業法第１６４条第１項各号に掲げ

る電気通信事業（いわゆる適用除外電気通信事業）を営むものを含む。 

 

 第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者は、その第一種指定電気通信設

備のボトルネック性（他の電気通信事業者の事業展開にとっての不可欠性、独占性）

から、特に大きな市場支配力を有しており、それを背景として特定関係事業者（注２）

に比べて他の電気通信事業者に不当に不利な取扱いをした場合、電気通信事業者間の

公正な競争及び電気通信の健全な発達に及ぼす弊害は大きい。 

  （注２） 「特定関係事業者」とは、第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業

者の子会社、当該電気通信事業者を子会社とする親法人会社、当該親法人会

社の子会社（当該電気通信事業者を除く。）に該当する電気通信事業者であっ

て、総務大臣が指定するものをいう（電気通信事業法第３１条第１項）。 

 

 そのため、電気通信事業法は、第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者

が、特定の業務において、特定関係事業者に比べて他の電気通信事業者に対し不利な

取扱いを行うことを原則として禁止している（注３）（同法第３１条第２項：ファイア

ウォール規制）。 

  （注３） 「ただし、総務省令で定めるやむを得ない理由があるときは、この限りでは

ない」（電気通信事業法第３１条第２項ただし書）とされており、具体的には、

以下の理由がある場合には、やむを得ない理由があるものとされる。 

(1) 他の電気通信事業者が負担すべき金額の支払い、使用期間その他の使用

条件、守秘義務、目的外使用の禁止その他の契約に定める事項を履行せず、

又は履行しないおそれがあること（電気通信事業法施行規則（昭和６０年

郵政省令第２５号）第２２条の６）。 
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(2) 東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社については、当分

の間、 

① 日本電信電話株式会社法の一部を改正する法律（平成９年法律第９８

号）附則第５条第６項の承継計画に記載された同法附則第３条第２項第

４号及び第６号に掲げる事項のうち、以下の事項を実施するものである

こと（電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令（平成１３年総務

省令第１４８号）附則第２項）。 

 ア 特定関係事業者が提供する音声伝送役務の契約者に係る契約者情報

の追加及び更新に係る業務の受託 

 イ 特定関係事業者の設備の監視及び制御に係る業務の受託 

 

２ 電気通信事業法上問題となる行為 

 市場支配的な電気通信事業者が行う以下の行為は、電気通信事業法上の禁止行為に

該当し、このような行為を行った場合は、行為の停止・変更命令が発動される（同法

第３０条第４項及び第３１条第３項）ほか、公共の利益を阻害すると認められるとき

は、同法第９条の電気通信事業の登録及び同法第１１７条第１項の認定の取消事由と

なり得る（同法第１４条第１項第１号及び第１２６条第１項第３号）。 

 

(1) 接続の業務に関して知り得た情報の目的外利用・提供（電気通信事業法第３０条

第３項第１号） 

○ 他の電気通信事業者との接続の業務に関して知り得た情報を、当該情報の本来

の利用目的を超えて社内の他部門又は自己の関係事業者等へ提供するような行為

（第１の３(2)エ①）。 

 

(2) 電気通信業務についての特定の電気通信事業者に対する不当に優先的な取扱

い・利益付与又は不当に不利な取扱い・不利益付与（電気通信事業法第３０条第３

項第２号） 

（例） 

① 優先接続（マイライン）等における利用者登録作業についての不公平な取扱い

（第１の３(2)エ②）。 

② 自己の関係事業者のネットワークを利用した通話のみについての割引サービス

等の設定（第３の３(1)イ(ｲ)①）。 

③ 自己の関係事業者のサービスを排他的に組み合わせた割引サービスの提供（第

３の３(2)イ）。 

④ 自己の関係事業者と一体となった排他的な業務（第３の３(4)イ(ｲ)①）。 

⑤ 自己の関係事業者に対する料金等の提供条件についての有利な取扱い（第３の

３(4)イ(ｲ)②）。 

⑥ 特定の電気通信事業者のみに対して基本料請求代行を認めること（第３の３(4)

イ③）。 

⑦ 自己の関係事業者に対する卸電気通信役務の提供に関する有利な取扱い（第３

の３(6)イ(ｲ)）。 

⑧ ブラウザフォンサービスにおける不公平なポータルサービス利用条件の設定等

（第３の３(1)イ(ｲ)③）。 

 

(3) 他の電気通信事業者、電気通信設備の製造業者・販売業者の業務に対する不当な

規律・干渉（電気通信事業法第３０条第３項第３号） 
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   （例） 

ア 他の電気通信事業者の提供する電気通信役務の内容等の制限（第３の３(1)イ

(ｲ)②）。 

イ コンテンツプロバイダーに対する不当な規律・干渉（第４の３①～③）。 

ウ 電気通信設備の製造業者・販売業者の業務に対する不当な規律・干渉（第５の

３①～④）。 

 

(4) 市場支配的な電気通信事業者のうち第一種指定電気通信設備を設置する電気通

信事業者が、第一種指定電気通信設備との接続に必要な電気通信設備の設置・保守、

土地・建物等の利用又は情報の提供について、特定関係事業者に比して他の電気通

信事業者を不利に取り扱う行為（電気通信事業法第３１条第２項第１号） 

（例） 

ア 接続に必要となる情報の提供に関する不公平な取扱い（第１の３(2)エ③）。 

イ 接続に必要な装置等の設置・保守工事、コロケーション、電柱・管路等の貸

与に関する不公平な取扱い（第１の３(2)エ④）。 

 

(5) 市場支配的な電気通信事業者のうち第一種指定電気通信設備を設置する電気通

信事業者が、電気通信役務の提供に関する契約の媒介、取次ぎ又は代理その他他の

電気通信事業者からの業務の受託について、特定関係事業者に比して他の電気通信

事業者を不利に取り扱う行為（電気通信事業法第３１条第２項第２号） 

（例） 

 ○  料金回収業務等に係る手数料の不公平な設定（第３の３(4)イ(ｲ)④）。 
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Ⅲ 競争を一層促進する観点から事業者が採ることが望ましい行為 

 
１ 接続担当部門と他部門・自己の関係事業者との情報遮断等 

 市場支配的な電気通信事業者は、接続の業務に関して知り得た情報を目的外に利用・

提供することが禁止されており、このため、自己の接続担当部門と営業部門等や自己の

関係事業者との間において、接続の業務に関して知り得た他の電気通信事業者及びその

利用者に関する情報を遮断しなければならない。 

 こうした情報を確実に遮断するため、例えば、接続担当部門と営業部門等を別フロア

ーに配置するなど物理的に隔絶するとともに、接続担当部門と営業部門等の間の人事交

流に当たって、両部門の情報遮断を確保するための措置を講ずることが望ましい。 

  また、情報遮断の具体的な実施に当たっては、その実施状況を外部から検証できるよ

う、例えば、社内においてマニュアルを作成し、的確に実施するとともに、その実施状

況を公表することが望ましい。 

 

２ ファイアウォール措置及びその実施状況の公表 

 第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者は、ファイアウォール（注１）の

遵守のために講じた措置及びその実施状況について総務大臣に対し報告する義務を課

せられることとなるが（電気通信事業法第３１条第４項）、ファイアウォールの遵守の

徹底を図る観点からは、報告した内容について公表することが望ましい。 

（注１） ここでいう「ファイアウォール」とは、第一種指定電気通信設備を設置する

電気通信事業者とその特定関係事業者との間における、一定の業務においての

電気通信事業者を特定関係事業者に比べて不利に取り扱う行為の禁止措置（電

気通信事業法第３１条第２項）を指す。 

 

３ 加入者回線網の開放の徹底 

 加入者回線網を保有する市場支配的な電気通信事業者は、競争を一層促進する観点か

ら、他の電気通信事業者との接続・コロケーションの実施状況を事後的に公表すること

が望ましい。        

 具体的には、自己の関係事業者を優遇していないことが検証できるよう、接続・コロ

ケーションを実施した相手方を自己の関係事業者とそれ以外に区分した上で、申込件数、

実績、手続に要した期間、拒否した件数・拒否した場合の理由などの実施状況を定期的

に取りまとめ、公表することが望ましい。 

 

４  電柱・管路等の貸与関係 

 (1)  電柱・管路等の貸与担当部門と他部門・自己の関係事業者との情報遮断等 

  電柱・管路等を保有する事業者は、競争を一層促進する観点から、その貸与担当部

門と自己の営業部門・自己の関係事業者との間において、貸与手続を通じて知り得た

インフラベースの事業者の情報を遮断する措置を講じるとともに、情報遮断の具体的

な実施については、企業秘密の保持等に配慮した上で、その実施状況を外部から検証

できる方法を採用することが望ましい。 

 

 (2)  電柱・管路等の貸与申込手続の公表等 

設備保有者は、競争を一層促進する観点から、以下のように、設備の提供に係る貸

与申込手続等をあらかじめ公開する（透明性）等の取組を積極的に推進することが望

ましい。 
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（例） 

①  貸与申込手続等に関する標準実施要領の作成及び公表（ガイドライン第１３条） 

設備保有者は、ガイドラインに準拠した設備の使用に関する標準実施要領を作成

し、設備の提供に関する次の事項をあらかじめインターネット上のホームページで

公表することが望ましい。 

ア 提供を受けるための申込み窓口及びその連絡先 

イ 提供を受けるための手続（設備の提供に伴う事前調査（以下「調査」という。）

の申込みから使用までの標準的な手続（設備使用料及びその算出根拠の通知に関

するものを含む。）） 

ウ 申込書、通知書その他必要な書類の標準的な様式及び添付すべき書類の種類 

エ 提供が拒否できる事由 

オ 標準的な設備使用料及びその算出根拠 

カ 調査の申込みから提供の可否の回答までの標準的期間（標準的な調査回答期間） 

キ 提供に関して行う調査に係る費用の算定方法 

ク 調査の申込みから設備の使用開始までの標準的期間 

②  情報開示（ガイドライン第１２条） 

 設備保有者は、電気通信事業者から設備の使用可能状況について照会があったと

きは、可能な限り、当該区間の使用可能状況について当該電気通信事業者への回答

を行うことが望ましい。 

③  資料の提供等（ガイドライン附則第２条） 

ガイドラインは、毎年４月１日に、設備使用の進展の程度等について検討を加え、

その結果に基づいて見直しを行うものとしているところ、当該見直しに当たり、設

備保有者は、資料の提供等必要な協力を行うことが望ましい。 

 

 (3)  電柱・管路等の貸与状況の公表 

 電柱・管路等を保有する事業者は、競争を一層促進する観点から、インフラベー

スの事業者への電柱・管路等の貸与の実施状況を事後的に公表することが望ましい。 

 具体的には、自己の関係事業者を優遇していないことが検証できるよう、貸与先

を自己の関係事業者とそれ以外に区分した上で、申込件数、貸与実績、貸与手続に要

した期間、貸与を拒否した件数・拒否した場合の理由などの実施状況を定期的に取り

まとめ公表することが望ましい。 

   

５ 卸電気通信役務市場の活性化 

  卸電気通信役務に関する提供条件の透明性・公平性を確保し、競争を一層促進する観

点から、電気通信事業者は、できるだけ卸電気通信役務の料金その他の提供条件につい

て、標準的な提供条件のメニューを作成・公表することが望ましい。 

 

６ 違反防止マニュアルの作成 

 市場支配的な電気通信事業者は、競争を一層促進する観点から、社内において独占禁

止法及び電気通信事業法遵守マニュアルを作成し、社内研修の充実等を図ることにより、

的確に実施することが望ましい。 

 また、こうしたマニュアルについては、自社の営業員等だけでなく販売代理店におい

ても遵守徹底を図ることが重要である。 
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Ⅳ 報告・相談、意見申出等への対応体制 

 

第１ 違反行為の報告・相談、競争の促進に関する各種苦情・意見申出等 

 独占禁止法においては、何人も同法の規定に違反する事実があると思料するときは、

公正取引委員会にその事実を報告し、適当な措置を採るべきことを求めることができ

る旨規定されている（独占禁止法第４５条）。 

 公正取引委員会は、IT 関連分野及び公益事業分野における公正かつ自由な競争を確

保するため、同分野における独占禁止法違反について、効率的かつ迅速に情報収集し、

事件処理を行うこととしている。 

 また、公正取引委員会は、法運用の透明性の向上を図るとともに事業者等の自らの

行為への法適用に関する予見可能性を高めるとの観点から、事業者等が行おうとする

具体的な行為に関し相談に応じており、当該行為が公正取引委員会所管法令の規定に

抵触するか否かに関する事業者等からの照会に対し、回答する手続（事業者等の活動

に係る事前相談制度）を整備している（注１）。 

（注１） 事前相談制度は、事業者や事業者団体が行おうとする具体的な行為が、公正

取引委員会が所管する法律（独占禁止法、下請法及び景品表示法）の規定に照

らして問題がないかどうかの相談に応じ、原則として、事前相談申出書を受領

してから３０日以内に書面により回答するものである（「事業者等の活動に係

る事前相談制度」平成１３年１０月１日公正取引委員会を参照）。 

 

 電気通信事業法においては、電気通信事業者の電気通信役務に関する料金その他の

提供条件等に関し苦情その他の意見のある者は、総務大臣に対し意見の申出をするこ

とができる旨規定されている（同法第１７２条）。 

 また、電気通信事業者間の電気通信設備の接続等に係る契約・協定の締結に関する

争いについては、電気通信事業紛争処理委員会のあっせん又は仲裁を求めることがで

きる旨規定されている（同法第１５４条～第１５９条）。 

 さらに、電気通信事業分野における公正な競争の確保に関して今後も増加する傾向

にある電気通信事業者から寄せられる各種の苦情や意見申出について、総合通信基盤

局における処理体制を強化し、対外的な責任窓口を明確化する観点から、総合通信基

盤局総務課に公正競争推進室が設置されている。公正競争推進室は、同法１７２条の

規定に基づく電気通信事業者からの意見申出の受付や電気通信事業分野における公正

競争の促進に関して電気通信事業者間で発生する各種紛争等に係る相談等の業務を一

元的に行っている。 

 このほか、総務省においても、電気通信事業者等が行おうとする具体的な行為に関

し、当該行為が電気通信事業法等の総務省所管法令の規定に抵触するか否かについて、

照会を受け、それに対して回答する手続（法令適用事前確認手続（ノーアクションレ

ター制度））を整備している（注２）。 

（注２） 法令適用事前審査確認手続は、事業者等が実現しようとする自己の事業活動

に係る具体的行為に関し、当該行為が総務省所管法令の対象となるかどうかを

あらかじめ総務省に確認する手続である（総務省法令適用事前確認手続規則

（平成１３年総務省訓令第１９７号））。 

 

 総務省では、事業者等が実現しようとする自己の事業活動に係る具体的行為が、電

気通信事業法、電波法等総務省所管法令に基づく申請に対する処分又は届出等行政機

関に対し一定の事項を通知する行為の根拠を定める条項で当該条項に違反する行為が

罰則の対象となるもの及び不利益処分の根拠を定める条項の適用対象となるか否かの

照会に対し、原則として、受け付けた日から 30 日以内に書面により回答することとし

ている。 
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 公正取引委員会及び総務省は、上記の独占禁止法及び電気通信事業法の規定を運用

していくとともに、本指針に示されている考え方や問題となる行為等に関する相談を

受け付けることとしている（窓口については下表参照（略））。 

 

第２ 公正取引委員会と総務省の連携 

 独占禁止法と電気通信事業法の運用に当たっては、公正取引委員会及び総務省は、同

一の行為に対して独占禁止法と電気通信事業法が適用され得ることにかんがみ、両法の

運用について最大限の整合を図り、両法の適用関係をめぐる事業者の無用の混乱や過大

な負担を生じさせないようにする観点から、下記のような連絡・情報交換を行うことと

する。 

 

１  公正取引委員会及び総務省は、それぞれに寄せられた相談及び総務省に寄せられた

電気通信事業法第１７２条に基づく意見申出について、電気通信事業法上問題となる

可能性があると公正取引委員会が判断した場合、独占禁止法上問題となる可能性があ

ると総務省が判断した場合などにおいて、相互に、相談者又は意見申出者の希望を踏

まえ、連絡することとする。 

 

２  公正取引委員会及び総務省は、独占禁止法及び電気通信事業法の運用に当たって、

必要に応じ、それぞれの処理についての情報交換等を行うこととする。 

 

３  公正取引委員会及び総務省は、１及び２の連絡・情報交換のための窓口を相互に設

置することとする。 
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○ＭＶＮＯに係る電気通信事業法及び電波法の適用関係に関するガイドライン（平成 14

年6月11日）（平成19年2月13日改正、平成20年5月19日改正） 

 

 

１ ガイドラインの目的等 

 

(１) ガイドラインの目的 

 

電気通信事業分野においては、携帯電話をはじめとする移動通信市場が近年急速に発展し、従来

に比べて多様かつ低廉なサービスが利用可能となってきている。 

 

本ガイドラインは、移動通信分野において更なる競争促進を図り、一層多様かつ低廉なサービス

の提供による利用者利益の実現を図るため、また、電波の公平かつ能率的な利用を確保するため、

移動通信事業者(ＭＮＯ:Mobile Network Operator)の無線ネットワークを活用して多様なサービス

を提供するＭＶＮＯ（Mobile Virtual Network Operator）の参入を促す観点から策定したもので

ある。 

 

具体的には、ＭＶＮＯが事業展開を図る上で関連する電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号。

以下「事業法」という。）及び電波法（昭和２５年法律第１３１号）の適用関係について明確化を

図り、競争の枠組みの透明化を図ることを目的とするものであり、本ガイドラインにより新たな規

制の導入を企図するものではない。 

 

 

(２) ガイドラインの対象とするＭＶＮＯ等の事業範囲 

 

移動通信市場においては、様々な技術革新や創意工夫により、よりきめ細かく利用者ニーズに対

応した多様なビジネスモデルが登場してきており、ＭＶＮＯと呼ばれる事業形態も多様化している。

このため、現時点において、ＭＶＮＯとして想定されるビジネスモデル（サービス提供形態）を網

羅的に列挙し、ＭＶＮＯの事業範囲を定義することは困難である。 

 

そこで、本ガイドラインにおいては、ＭＮＯ、ＭＶＮＯ及びＭＶＮＥを次のように便宜的に定義

(working definition)し、用いることとする（今後、ＭＶＮＯの事業範囲等の変化に伴い、当該定

義については必要に応じて見直すこともあり得る）。 

 

なお、次の定義に必ずしも該当しないＭＶＮＯであっても、本ガイドラインにおいて記述する事

業法及び電波法の適用が否定されるものではない。 

 

１）ＭＮＯ 
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ＭＮＯとは、電気通信役務としての移動通信サービス（以下単に「移動通信サービス」という。）

を提供する電気通信事業を営む者であって、当該移動通信サービスに係る無線局を自ら開設（開

設された無線局に係る免許人等の地位の承継を含む。以下同じ。）又は運用している者と定義す

る。 

 

２）ＭＶＮＯ 

 

ＭＶＮＯとは、 

① ＭＮＯの提供する移動通信サービスを利用して、又はＭＮＯと接続して、移動通信サービス

を提供する電気通信事業者であって、 

② 当該移動通信サービスに係る無線局を自ら開設しておらず、かつ、運用をしていない者 

と定義する1。 

 

３）ＭＶＮＥ 

 

ＭＶＮＥ（Mobile Virtual Network Enabler）とは、ＭＶＮＯとの契約に基づき当該ＭＶＮＯ

の事業の構築を支援する事業を営む者（当該事業に係る無線局を自ら開設・運用している者を除

く。）と定義する。ＭＶＮＥは今後のＭＶＮＯの多様なビジネス展開において重要な役割を果た

すと考えられるが、現時点ではそのビジネスモデルが必ずしも確定しているものではないことに

かんがみ、ここでは、当面、次の２つの形態を想定する。 

① ＭＶＮＯの課金システムの構築・運用、ＭＶＮＯの代理人として行うＭＮＯとの交渉や端末

調達、ＭＶＮＯに対するコンサルティング業務などを行う場合であって、自らが電気通信役務

を提供しない場合 

② 自ら事業用電気通信設備を設置し、一又は複数のＭＶＮＯに卸電気通信役務を提供する等の

場合 

なお、上記②の場合は電気通信事業に該当し、事業法に定める所定の手続が求められるなど事

業法の適用を受ける。 

 

【本ガイドラインにおいて想定しているＭＶＮＯの例、ＭＮＯ及びＭＶＮＥとの関係の例（いずれ

もイメージ図）】 

                         
1 例えば、無線局の免許人等が他者に当該無線局の運用を行わせることを可能とする「無線局の運用の特例」制度

（電波法第５章第４節）を活用して、ＭＶＮＯとしてサービスを提供してきた電気通信事業者が当該無線局の運用を

行う場合には、当該電気通信事業者は、本ガイドラインの定義に照らせばＭＮＯに該当することとなる。 

しかしながら、このような場合であっても、当該電気通信事業者は、当該免許人等の開設した無線局に依存して移

動通信サービスを提供することになるため、本ガイドラインでは、このような場合における無線局の免許人等とその

無線局の運用を行う電気通信事業者との間の関係を、ＭＮＯとＭＶＮＯとの間の関係と同様のものとみなして取り扱

う。 

本特例制度は、ＰＨＳの小電力（１０ｍＷ以下）の基地局等の無線局について他者に運用させることを可能とする制

度として、「放送法等の一部を改正する法律」（平成１９年法律第１３６号）により創設され、平成２０年４月１日から施

行。また、本特例制度を拡充するため、フェムトセル方式の超小型基地局等について他者に復旧や移設のための

運用を行わせることを可能とする制度を盛り込んだ「電波法の一部を改正する法律案」が第１６９回国会に提出され

ている。 
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⇒ 最終ページ図１のとおり。 

 

 

２ 電気通信事業法に係る事項 

 

(１) ＭＶＮＯの事業形態及び事業開始に必要な手続 

 

ＭＶＮＯは、当該事業を営もうとする場合、事業法及び電気通信事業法施行規則（以下「事業法

施行規則」という。）に基づき、総務大臣の登録を受けるか、当該事業を営もうとする旨を総務大

臣に届け出なければならない 2（事業法第９条及び第１６条第１項、事業法施行規則第４条及び第

９条第１項）。また、事業法に基づき既に登録又は届出を行っている電気通信事業者が新たにＭＶ

ＮＯとして事業を営むことにより、 提供する電気通信役務に変更が生じた場合、遅滞なく、当該

変更を総務大臣に報告しなければならない（事業法施行規則第１０条第１項）。 

 

 

(２) ＭＶＮＯとＭＮＯとの間の関係 

 

ＭＶＮＯとＭＮＯとの関係について、ＭＮＯからＭＶＮＯに対する卸電気通信役務の提供、又は

ＭＮＯとＭＶＮＯとの間の接続という形態のいずれを採用するかは、一義的には当事者間の協議に

よる。 

 

【本ガイドラインにおいて想定しているＭＶＮＯの例（卸電気通信役務の提供による場合、事業者

間接続による場合のイメージ図）】 

⇒ 最終ページ図２のとおり。 

 

１）卸電気通信役務の提供による場合 

 

ＭＶＮＯが、ＭＮＯから電気通信役務の提供を受け、当該電気通信役務を用いて自ら利用者に

対して電気通信役務を提供する場合、ＭＶＮＯは電気通信事業者であることから、ＭＮＯがＭＶ

ＮＯに提供する電気通信役務は、卸電気通信役務に該当する（事業法第２９条第１項第１０号）。 

 

電気通信事業者は、電気通信役務の提供について不当な差別的取扱いをしてはならない（事業

法第６条）。そのため、ＭＮＯは、ＭＶＮＯから他の一般利用者や他のＭＶＮＯに提供している

サービスと同一のサービスの提供の申込みがあったときは、合理的な理由がない限り、これを拒

んではならない。ただし、ＭＮＯは、他の一般利用者や他のＭＶＮＯに提供していない条件での

サービスを提供することまでは義務づけられていない。 

 

                         
2 その設置する電気通信回線設備が電気通信事業法施行規則第３条第１項各号のいずれにも該当するものである

場合には、事業法第１６条第１項の届出が必要な事業となり、それ以外の場合には事業法第９条の登録が必要な事

業となる。ＭＶＮＯとして提供する移動通信サービスのための電気通信回線設備を設置していなくとも、他のサービ

スのために電気通信回線設備を設置していれば、その電気通信回線設備に応じた手続が必要となる。 



資料－89 

 

ＭＮＯがＭＶＮＯに卸電気通信役務を提供する場合、ＭＮＯがあらかじめ設定した提供条件を

定める契約約款に基づく契約により提供する形態と、ＭＶＮＯとの間で個別に合意した提供条件

に基づく契約により提供する形態が想定される。いずれの場合であっても事業法上必要となる行

政手続はない。 

 

ＭＶＮＯが事業計画を策定する上で必要となる卸電気通信役務の提供条件等について、ＭＶＮ

Ｏの新規参入に際しての予見可能性を高める観点から、ＭＮＯにおいて、卸電気通信役務に関す

る標準プラン（標準的なケースを想定した卸電気通信役務の料金その他の提供条件）を策定する

等の情報開示を行うことが望ましい。なお、ＭＮＯ及びＭＶＮＯは、当該標準プランの内容にか

かわらず、協議当事者双方の間で個別に合意した提供条件に基づいて、卸電気通信役務契約の締

結を行うことを妨げられない。 

 

また、ＭＮＯが卸電気通信役務の提供に際し、ＭＶＮＯに対して不当な差別的取扱いその他不

当な運営を行っている場合には、総務大臣による業務改善命令の対象となる場合がある 3,4（事

業法第２９条第１項第１０号）。 

 

２）事業者間接続による場合 

 

 ア 事業法第３２条に基づく一般的規律 

 

 （ア）基本的な考え方 

 

ＭＶＮＯは、その電気通信設備をＭＮＯ及び固定通信事業者を含む複数の事業者（以下

「ＭＮＯ等」という。）の電気通信回線設備 5と接続して電気通信役務を提供することが可

                         
3 総務大臣は、ＭＮＯが卸電気通信役務の提供について特定の電気通信事業者に対し不当な差別的取扱いを行

いその他卸電気通信役務の提供の業務に関し不当な運営を行っていることにより他の電気通信事業者の業務の適

正な実施に支障が生じているため、公共の利益が著しく阻害されるおそれがあると認めるときは、当該ＭＮＯに対し、

利用者の利益又は公共の利益を確保するために必要な限度において、業務の方法の改善その他の措置をとるべ

きことを命ずることができる（事業法第２９条第１項第１０号）。 

  総務大臣による当該是正措置の対象となる具体的な行為の例については、公正取引委員会・総務省「電気通信

事業分野における競争の促進に関する指針」（以下「共同ガイドライン」という。） 

（http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/pdf/kyoso_soku_1412.pdf）に記載されており、以下のような行為がこれに該当

する。 

 （例） 

・ ＭＶＮＯとの卸電気通信役務の契約において、ＭＮＯとＭＶＮＯの責任に関する事項やＭＶＮＯに対する料金の

算出方法等を適正かつ明確に定めていないこと。 

・ 自己と関係の深いＭＶＮＯに対する料金と比べて高い料金で卸電気通信役務を提供するなど、特定のＭＶＮＯ

を不利に取り扱うこと。 

・ ＭＶＮＯに提供する卸電気通信役務の料金に関して、一般利用者に提供する卸電気通信役務と同様の役務の

料金よりも高い料金を設定すること。 
4 また、市場支配的なＭＮＯ（事業法第３０条第１項の規定による総務大臣の指定を受けたものをいう。以下同じ。）は、

その電気通信業務について、特定の電気通信事業者に対し、不当に優先的な取扱いをし、若しくは利益を与え、

又は不当に不利な取扱いをし、若しくは不利益を与えることが禁止されており、総務大臣は、これに違反する行為

があると認めるときは、当該行為の停止又は変更を命ずることができる（事業法第３０条第３項及び第４項）。 
5 電気通信回線設備とは、「送信の場所と受信の場所との間を接続する伝送路設備及びこれと一体として設置される
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能である。この場合、ＭＮＯ等は、ＭＶＮＯからその電気通信設備をＭＮＯ等の電気通信

回線設備に接続すべき旨の請求を受けたときは、次の①～④に掲げる場合を除き、これに

応じなければならない（事業法第３２条）。なお、具体的な接続形態、接続に当たってＭＶ

ＮＯが取得する情報6その他の接続条件については、まずはＭＶＮＯにおいて提示すべきも

のであり、ＭＮＯはこれを踏まえて接続の請求に応じる必要がある。 

① 電気通信役務の円滑な提供に支障が生ずるおそれがあるとき（事業法第３２条第１号） 

（例） 

・ＭＮＯがＭＶＮＯの接続の申込みに応じることにより、当該ＭＶＮＯのシステムが当

該ＭＮＯのＨＬＲ等のシステムを損傷するおそれがあると認められる合理的な理由が

存在する場合 

・ＭＮＯがＭＶＮＯへ課金情報を提供する際に、当該ＭＮＯの利用者の個人情報等が当

該ＭＶＮＯから外部に流出するおそれがあると認められる合理的な理由が存在する場

合 

・ＭＮＯがＭＶＮＯの接続の申込みに応じる結果、当該ＭＮＯにおける周波数の不足等7

により当該ＭＮＯの利用者 8への電気通信役務の円滑な提供に支障を来すおそれがあ

ると認められる合理的な理由が存在する場合9 

② 接続が当該電気通信事業者の利益を不当に害するおそれがあるとき（事業法第３２条

第２号） 

（例） 

                                                                             
交換設備並びにこれらの附属設備」（事業法第９条）を指す。 

ここで「伝送路設備」とは、隔地者間で電気的な手段により情報の伝達を行う設備であり、例えば、光ファイバやメ

タルケーブルなどの線路設備が挙げられる。 

当該伝送路設備と一体として設置される「交換設備」は、端末設備からの接続要求に応じて着信端末設備までの

接続経路の設定を行う設備であり、例えば、交換機や端末位置登録等の機能を持つ設備が挙げられる。 

また、「附属設備」は、伝送路設備及び交換設備が有効に機能するために必要な独立設備であり、例えば、通信

電力装置や課金装置が挙げられる。 
6 接続形態及び接続に当たってＭＶＮＯが取得する情報として想定されるものには、例えば、次のものがある。 

① 接続形態の例 

・ＯＳＩ参照モデルの各レイヤープロトコルによる接続（例えば、ＭＶＮＯが自らのネットワークにおいて利用者を認

証しＩＰアドレスを割り振るためには、レイヤー２接続が必要な場合がある。なお、他の接続形態により相当の機能

が実現可能な場合も考えられるが、接続するレイヤーにより提供できる機能は厳密には異なるため、個々の事案

に応じて判断する必要がある。） 

・ＭＶＮＯに代わってＭＶＮＥがＭＮＯと接続し、ＭＶＮＯは両者から電気通信役務提供を受ける形態（この場合、

ＭＶＮＥは電気通信事業者となる。） 

② 接続に当たってＭＶＮＯが取得する情報の例 

・地理的な位置情報やエリア情報の配信等に必要な位置情報 

・主にＨＬＲ（Home Location Register：端末位置登録等の機能を持つ設備）などに管理される情報であって、加入

者の移動体端末を捕捉するために必要な加入者移動管理情報 

・主にＣＤＲ（Call Detail Record：通話明細情報）などに管理される情報であって、課金を行うために必要な通信記

録等の情報 

・ＭＶＮＯが障害情報など利用者へのサポートを行うために必要な基地局やネットワーク等の障害情報や通信サ

ービスに関するその他の障害情報 
7 周波数の不足等が生じるか否かは、ＭＶＮＯが希望する接続形態・サービス内容やＭＮＯの事業の状況等により

異なるため、具体的な事案ごとに判断することとなる。 
8 当該ＭＮＯが周波数を使用させているＭＶＮＯの利用者を含む。 
9 総務大臣の認定を受けた特定基地局の開設計画においてＭＶＮＯによる無線設備の利用を促進する計画を有す

るＭＮＯは、当該認定を受けた開設計画に従いＭＶＮＯに対して無線設備を利用させることが必要である。 
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・ＭＮＯがＭＶＮＯの接続の申込みに応じる結果、自己の電気通信回線設備の保持が経

営上困難となるなど経営に著しい支障が生ずると認められる合理的な理由が存在する

場合 

③ 接続に関し負担すべき金額の支払いを怠り、又は怠るおそれがあるとき（事業法第３

２条第３号、事業法施行規則第２３条第１号） 

④ 接続に応ずるための電気通信回線設備の設置又は改修が技術的又は経済的に著しく困

難であるとき（事業法第３２条第３号、事業法施行規則第２３条第２号） 

（例） 

・ＭＶＮＯが申し込んだ接続形態を実現するためにＭＮＯ側において要するシステム改

修等の程度が著しく過大であり、当該システム改修に要する費用の回収が見込めない

と認められる合理的な理由が存在する場合 

 

なお、接続に関し当事者が取得し、若しくは負担すべき金額（以下「接続料等」という。）

又は接続条件その他協定の細目の内容については、まずは、ＭＶＮＯとＭＮＯとの間の協

議に委ねられるのが原則であり、接続料等又は接続条件その他協定の細目の内容に含まれ

る両当事者のそれぞれのサービス提供条件については、一方の当事者によって独自に自由

に決定されるべきものではない10。 

 

（イ）利用者料金の設定権の帰属について 

 

ＭＶＮＯがＭＮＯと接続して利用者にサービスを提供する場合、電気通信役務に関する

料金（以下「利用者料金」という。）については、ＭＶＮＯが利用者料金を設定する（エン

ドエンド料金）形態、ＭＶＮＯ及びＭＮＯが分担して各々利用者料金を設定する（ぶつ切

り料金）形態のいずれも可能であり、まずはＭＶＮＯが提示する利用者料金の設定方法を

基に両当事者間で協議が行われることが求められる11。 

 

（ウ）接続料の課金方式について 

 

ＭＶＮＯがＭＮＯと接続して利用者にサービスを提供する場合、ＭＮＯが接続に関し取

得すべき金額（以下「接続料」という。）の課金方式については、従量制課金のほか、回線

容量単位（帯域幅）の課金方式を採用することも可能であり、まずはＭＶＮＯが提示する

接続料の課金方式を基に、両当事者間で協議が行われることが求められる12。 

 

 イ 第二種指定電気通信設備を設置するＭＮＯの接続に係る規律 

 

                         
10 「電気通信事業法第３５条第３項の規定に基づく日本通信株式会社からの申請に係る裁定」（平成１９年１１月３０日

総務省）P.１ 裁定事項１について（接続に当たり、ドコモの電気通信役務提供区間に係る電気通信役務は、エンド

ユーザー（利用者）に対して自社が提供する役務であるから、その内容、運用等については、ドコモが独自に決め

ることができるという主張は合理的か。）（http://www.soumu.go.jp/s-news/2007/pdf/071130_13_bs.pdf）を参照。 
11 「電気通信事業法第３５条第３項の規定に基づく日本通信株式会社からの申請に係る裁定」（平成１９年１１月３０日総務省）P.２ 

裁定事項２について（利用者料金の設定はぶつ切り料金かエンドエンド料金か） 

（http://www.soumu.go.jp/s-news/2007/pdf/071130_13_bs.pdf）を参照。 
12 「電気通信事業法第３５条第３項の規定に基づく日本通信株式会社からの申請に係る裁定」（平成１９年１１月３０日総務省）P.３ 

裁定事項３について（接続料金の課金方式は帯域幅課金とすべきか）

（http://www.soumu.go.jp/s-news/2007/pdf/071130_13_bs.pdf）を参照。 
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第二種指定電気通信設備を設置するＭＮＯは、上述の事業法第３２条に基づく一般的規律

に加え、接続料及び接続条件について接続約款を定め、その実施前に総務大臣に届け出る（こ

れを変更するときも同様）（事業法第３４条第２項）とともに、当該接続約款を公表 13する義

務を負う（同条第５項）。また、ＭＮＯの定める接続約款が次の①～⑥に掲げるときに該当す

ると認められるときは、総務大臣は、当該接続約款の変更の命令をすることができる（事業

法第３４条第３項）。 

 

① 第二種指定電気通信設備を設置するＭＮＯ及びこれとその電気通信設備を接続するＭＶ

ＮＯの責任に関する事項が適正かつ明確に定められていないとき（同項第１号） 

② ＭＶＮＯの電気通信設備との接続箇所における技術的条件が適正かつ明確に定められて

いないとき（同項第２号） 

③ 電気通信役務に係る料金を定める電気通信事業者の別が適正かつ明確に定められていな

いとき（同項第３号） 

④ 第二種指定電気通信設備を設置するＭＮＯが取得すべき金額が能率的な経営の下におけ

る適正な原価に適正な利潤を加えたものを超えるものであるとき14（同項第４号） 

⑤ ＭＶＮＯに対し不当な条件を付すものであるとき（同項第５号） 

⑥ 特定の電気通信事業者に対し不当な差別的取扱いをするものであるとき（同項第６号） 

 

なお、ＭＮＯが接続に際し、ＭＶＮＯに対して不当な差別的取扱いその他不当な運営を行

っている場合には、総務大臣による業務改善命令の対象となる場合がある。 

 

 

(３) ＭＮＯにおけるコンタクトポイントの明確化 

 

電気通信役務の円滑な提供を確保する等の観点から、ＭＮＯにおいて、卸電気通信役務の提供又

は接続のいかんを問わず一元的な窓口（コンタクトポイント）を設け、これを対外的に明らかにす

るととともに、一般的な事務処理手続（申請手続・書式・標準処理期間）を公表する等、ＭＶＮＯ

との協議を適正かつ円滑に行う体制を整備することが望ましい15。 

                         
13 接続約款の公表は、その実施の日から、営業所その他の事業所において閲覧に供するとともに、インターネットを

利用することにより、これを行わなければならない（事業法施行規則第２３条の８）。 
14 第二種指定電気通信設備を設置するＭＮＯとの接続にあっては、当該 MNO の接続料が「能率的経営の下にお

ける適正な原価に適正な利潤を加えたもの」（適正な減価償却費、施設保全費等のコストに、適正な自己資本利益

等を加えたものとして算出するもの）を超えない水準であることが求められる。これに抵触すると認められるときは、

接続約款の変更命令の対象となる（事業法第３４条第３項第４号）。 

なお、これに抵触する相当の蓋然性が認められる場合、行政において変更命令の対象となるか否かを判断するこ

ととなるが、その際には、法令上予定されている聴聞手続（事業法第１６１条）に加え、ＭＮＯから必要な事項を報告

させるなど（事業法第１６６条第１項）により審査する。 
15 ＭＶＮＯがＭＮＯとの間で卸電気通信役務の提供又は接続に係る協議を行う際、例えば、ＭＮＯが次の行為を行う

ことにより、ＭＶＮＯの業務の適正な実施に支障が生じているため、公共の利益が著しく阻害されるおそれがあると

認められるときは、総務大臣による業務改善命令の対象となる（事業法第２９条第１項第１０号及び共同ガイドライン

（脚注３参照）を参照）。 

（例） 

・ ＭＶＮＯに対して、合理的な理由なく、あえて社内の複数の部署と個別的かつ煩雑な協議を強いること。 
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(４) ＭＶＮＯの事業計画等に係る聴取範囲の明確化 

 

１）基本的考え方 

 

ＭＮＯが卸電気通信役務契約の提供又は接続に関してＭＶＮＯとの間で協議を行うに当たっ

ては、当該卸電気通信役務の提供又は接続に係る業務を適確に実施するため、ＭＮＯにおいて、

ＭＶＮＯからその事業計画等に係る事項を含めて情報を聴取する必要が生じる。しかしながら、

事業計画等の内容が競合する事業者に開示されることは、当該事業計画等を展開する事業者の競

争上の地位を危うくすることになりかねない点に留意する必要がある16。 

 

卸電気通信役務の提供又は接続に関し、ＭＮＯにおいてＭＶＮＯから一般的に聴取に理由があ

ると考えられる事項と一般的に聴取に理由がないと考えられる事項を例示すると、次のとおりと

なる。 

 

 

一般的に聴取に理由があると考えられる事項 一般的に聴取に理由がないと考えられる事

項 

・ ＭＮＯの電気通信回線設備との接続の調査

のために必要となる一般的事項（接続の概

要、接続を希望する時期、相互接続点の設置

場所、相互接続点ごとの予想トラフィック、

接続の技術的条件、電気通信設備の建設に係

・ ＭＶＮＯが設定する予定の利用者料金の

水準や料金体系 

・ ＭＶＮＯの想定する具体的顧客名や当該

個別顧客の需要形態 

・ ＭＶＮＯが提供するサービスの原価 

                                                                             
・ ＭＶＮＯに対して、合理的な理由なく、卸電気通信役務契約の締結に関する協議を行うよう求め、接続協定の締

結に関する協議を行わないこと。 

・ ＭＶＮＯに対して、不要な資料の提出を要求し、又は速やかに回答できるにもかかわらず、いたずらに回答を遅

延すること。 

・ 卸電気通信役務の提供又は接続に係るＭＶＮＯとの協議に際し入手した情報を自己又は自己の関係事業者等

の営業目的に利用すること。 
16 ＭＮＯにおいて、当該卸電気通信役務の提供又は接続の業務を適確に遂行するという目的を超えて、ＭＶＮＯか

ら事業計画に係る事項の情報開示を求め、これに応じることを当該契約や協定の締結条件とし、又は役務提供の条

件とすることは当該業務の不当な運営に該当し、総務大臣による業務改善命令の対象となることがある（事業法第２９

条第１項第１０号）。 

また、ＭＶＮＯがこれに応じないことを理由として、ＭＮＯにおいて当該卸電気通信役務契約や接続協定の締結に

係る協議に応じない場合、総務大臣による協議開始（再開）命令の対象となることがある（事業法第３５条第１項及び

第２項並びに第３９条において準用する第３８条）。 

例えば、ＭＮＯが次の行為を行っていることにより、ＭＶＮＯの業務の適正な実施に支障が生じているため、公共の

利益が著しく阻害されるおそれがあると認められるときは、総務大臣による業務改善命令の対象となり、また、ＭＮＯ

が協議に応じず又は当該協議が調わなかった場合で、ＭＶＮＯから申立てがあったときには総務大臣による協議開

始（再開）命令の対象となる。 

（例） 

・ ＭＮＯに対して、ＭＶＮＯが接続を求めて行う協議において、接続の業務の遂行に必要な限度を超えて、ＭＶＮ

Ｏの想定する具体的顧客名やその個別の需要パターン、付加価値を創造する固有のビジネスモデル等を聴取

し、ＭＶＮＯがこれに応じない場合に当該協議の進展を妨げること。 
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る事項、接続端末種別、接続形態等） 

・ ＭＮＯが卸電気通信役務を提供するために

必要となる一般的事項（サービス提供地域、

サービス提供時期、音声・データ別トラフィ

ック量、端末種別、ネットワーク・システム

等の改修に必要な事項等） 

・ ＭＶＮＯが移動通信サービスと一体とし

て提供しようと企図する付加価値サービ

ス部分に係る事業計画 

・ ＭＶＮＯが計画する販売チャネルや端末

を自主調達する場合の調達先 

・ ＭＮＯによる疎通制御機能の開発・実施に必

要な事項（開発・実施や聴取の合理的な必要

性が明示された場合） 

 

ただし、ＭＶＮＯが企図する事業形態は多種多様であることから、ＭＮＯに要望する卸電気通

信役務の提供又は接続の形態もまた多種多様であることが想定される点に留意する必要がある。 

 

このため、ＭＶＮＯの個別の要望によっては、聴取することが必要な情報もあると考えられる

が、そのような情報を聴取する場合には、ＭＮＯにおいて、その聴取の合理的な必要性をＭＶＮ

Ｏに対して明示することが求められる17。 

 

２）市場支配的なＭＮＯに係る規律 

 

事業法第３０条に規定する禁止行為等に係る規律が適用される市場支配的なＭＮＯは、次の行

為を行ったときは、行為の停止又は変更命令の対象となるほか、公共の利益を阻害すると認めら

れるときは、事業法第９条の電気通信事業の登録及び同法第１１７条第１項の認定の取消対象と

なる（事業法第３０条第４項、第１４条第１項及び第１２６条第１項第３号）。 

・ ＭＶＮＯの電気通信設備との接続の業務に関して知り得た当該ＭＶＮＯ及びその利用者に

関する情報を当該接続の業務の用に供する目的以外の目的のために利用し、又は提供する

こと（事業法第３０条第３項第１号）。 

・ その電気通信業務について、特定のＭＶＮＯに対し、不当に優先的な取扱いをし、若しく

は利益を与え、又は不当に不利な取扱いをし、若しくは不利益を与えること（事業法第３

０条第３項第２号）。  

・ ＭＶＮＯに対し、その業務について、不当に規律をし、又は干渉をすること（事業法第３

０条第３項第３号）。 

 

 

(５) ネットワークの輻輳対策 

 

                         
17 なお、卸電気通信役務の提供又は接続に係るＭＶＮＯとの協議に関して入手した情報を自己又は自己の関係事

業者等の営業目的に利用することにより、ＭＶＮＯの業務の適正な実施に支障が生じているため、公共の利益が著

しく阻害されるおそれがあると認められるときは、総務大臣による業務改善命令の対象となる（共同ガイドライン（脚

注３参照）を参照）。同様に、ＭＶＮＯが当該協議に関してＭＮＯから入手した情報を自己又は自己の関係事業者

等において目的外に利用する場合についても業務改善命令の対象となり得る。 
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移動する多数の利用者が共同で利用する基地局等から構成される無線ネットワークを維持し、電

気通信役務の円滑な提供を確保するためには、周波数の使用に制約がある基地局への負荷やネット

ワークの制御について十分な配慮が必要となる。 

 

このため、疎通制御機能の開発等ネットワークの輻輳対策について、電気通信の健全な発達等を

図る観点から、ＭＶＮＯとＭＮＯとの間で十分な協議が行われることが求められる。 

 

なお、当該ネットワークの輻輳対策については、ＭＶＮＯ及びＭＮＯのネットワークの円滑な運

用及び利用者保護の観点から、ＭＮＯは、ＭＶＮＯに対して必要な情報を提供することが求められ

る。 

 

また、疎通制御を実施するに当たっては、協議当事者双方にとって合理的と認められる適切な方

法・基準に基づいて実施し、ＭＮＯにおいて特定の者に対し不当な差別的取扱いが行われないこと

が求められる（事業法第２９条第１項第２号）。 

 

 

(６) 法制上の解釈に関する相談 

 

総務省においては、法令適用事前確認手続の運用に加え、ＭＶＮＯ事業を実施するに当たって関

連法令の解釈に疑義がある場合等については、ＭＶＮＯ及びＭＮＯからの事前の一般的な相談に応

じ、提供された具体的な情報を前提とした法令の適用可能性を回答することとしている。 

 

この点、ＭＶＮＯ及びＭＮＯ間で協議を行うに当たり、その過程で知り得た事項について守秘義

務を課すことを内容とする契約の締結は、基本的には当事者間の合意に基づくものであり、その有

効性は一般の民事規律に委ねられるが、一方当事者が、守秘義務契約の内容として行政に対する相

談や問い合わせを行わない旨の条件を付し、これを拒否した相手方との協議を行わず、又は遅延さ

せる行為は、一般に正当性を有するものとは認められず、協議開始（再開）命令の対象となること

がある（事業法第３５条第１項及び第２項並びに第３９条において準用する第３８条）。 

 

 

(７) 意見申出制度 

 

ＭＮＯとＭＶＮＯとの間における卸電気通信役務の提供又は接続に関して、ＭＮＯ（又はＭＶＮ

Ｏ）の業務の方法に苦情その他意見のあるＭＶＮＯ（又はＭＮＯ）は、総務大臣に対し、理由を記

載した文書を提出して意見の申出をすることができる（事業法第１７２条第１項）。 

総務大臣は、提出された意見等を誠実に処理し、処理の結果を申出者に通知する（事業法第１７

２条第２項）。具体的には、「電気通信事業分野における意見申出制度の運用に係るガイドライン」

（０７年１２月）18に基づき、意見申出書の内容について調査を行い、法令に沿って所要の措置（事

業法第２９条に基づく業務改善命令等）を講じる。 

                         
18 http://www.soumu.go.jp/s-news/2007/pdf/021221_7_bs1.pdf 
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(８) 協議が調わなかった場合の手続 

 

１）総務大臣による協議命令・裁定 

 

電気通信事業者であるＭＶＮＯがＭＮＯに対して卸電気通信役務に関する契約又は接続に関

する協定の締結を申し入れたにもかかわらず当該ＭＮＯがその協議に応じず、又は当該協議が調

わなかった場合には、当該ＭＶＮＯは、総務大臣による協議の開始（再開）の命令を申し立てる

ことができる（事業法第３５条第１項及び第３９条において準用する第３８条）。 

 

また、卸電気通信役務に関し料金・提供の条件その他契約の細目について当事者間の協議が調

わない場合又は接続に関し料金・接続条件その他協定の細目について当事者間の協議が調わない

場合、当該ＭＶＮＯは、総務大臣の裁定を申請することができる（事業法第３５条第３項及び第

４項並びに第３９条において準用する第３８条）。 

 

２）電気通信事業紛争処理委員会によるあっせん・仲裁 

 

ＭＶＮＯがＭＮＯに対して卸電気通信役務に関する契約の締結若しくは接続を申し入れたに

もかかわらず当該ＭＮＯがその協議に応じず、又は当該協議が調わない場合の他、卸電気通信役

務に関し料金・提供の条件その他契約の細目について当事者間の協議が調わない場合、又は接続

に関し接続料等又は接続条件その他協定の細目について当事者間の協議が調わない場合、当該Ｍ

ＶＮＯは、電気通信事業紛争処理委員会に対し、あっせんを申請することができる（事業法第１

５６条第２項において準用する第１５４条）。 

 

また、卸電気通信役務に関し、料金・提供の条件その他契約の細目について当事者間の協議が

調わない場合、又は接続に関し接続料等又は接続条件その他協定の細目について当事者間の協議

が調わない場合、ＭＶＮＯ及びＭＮＯは、双方で合意の上で、電気通信事業紛争処理委員会に対

し、仲裁を申請することができる（事業法第１５６条第２項において準用する第１５５条）。 

なお、上記の手続の詳細については、電気通信事業紛争処理委員会「電気通信事業紛争処理マ

ニュアル 紛争処理の制度と実務」19を参照。 

 

 

(９) ＭＶＮＯによる端末の調達 

 

ＭＶＮＯは、自ら端末を調達し、ＭＮＯのネットワークにおける当該端末の適切な運用を求める

ことができる。この場合、当該端末については、事業法及び電波法で定める技術基準20を満たす必

                         
19 http://www.soumu.go.jp/hunso/guidance/pdf/manu.pdf 
20 事業法第６９条及び「端末設備等規則」（平成１６年総務省令第４４号）並びに電波法第３章で定める技術基準。な

お、ＭＶＮＯであっても当該技術基準に適合していることの認定等について求めることができる。詳細については、
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要がある（電波法に係る事項については、「３ 電波法に係る事項」を参照。）。 

 

また、電気通信事業者は、利用者から端末設備をその電気通信回線設備に接続すべき旨の請求を

受けたときは、その接続が事業法に定める技術基準に適合しない場合を除き、その請求を拒むこと

ができない（事業法第５２条）こととされており、ＭＶＮＯが利用者として、又は利用者に代わっ

て独自に調達した端末をＭＮＯのネットワークに接続する旨の請求を行った場合には、この規定の

適用を受けることとなる。 

 

なお、ＭＶＮＯの端末設備をＭＮＯのネットワークに接続する場合においては、事前確認試験等

が必要となる場合があるが、これらについては、ＭＶＮＯとＭＮＯとの間の協議によるべき事項で

ある。そうした事前確認試験等を実施する際に、ＭＮＯが故意に遅延行為を行ったり、不合理な費

用の請求を行ったりする場合には、不当な差別的取扱いに該当する可能性があり、事案によっては、

業務改善命令（事業法第２９条第１項第２号）の対象となる場合がある。 

 

 

(１０) 電気通信番号(電話番号)管理 

 

１）電話番号の利用 

 

移動通信サービスに関する電話番号について、総務大臣から指定を受けるためには、当該移動

通信サービスを自ら提供するための基地局の無線局免許を有することが必要とされており（電気

通信番号規則第９条第１項、第１５条第２項、別表第一及び別表第二）、当該無線局免許を持た

ないＭＶＮＯに対し、直接電話番号が指定されることはない21。 

 

このため、ＭＶＮＯがＭＮＯの電気通信回線設備に接続される携帯端末等を利用者に提供して

役務提供を行う場合であっても、事業法上の電話番号の指定を受ける対象はＭＮＯである。 

 

したがって、ＭＶＮＯがＭＮＯから卸電気通信役務の提供を受けサービスを提供する場合、Ｍ

ＶＮＯは、電気通信役務の提供元であるＭＮＯに付与された電話番号の枠内でサービスを提供す

ることになり、必要に応じて当該ＭＮＯとの間において締結される卸電気通信役務契約において

電話番号の利用についての取り決めを行うこととなる。当該番号のＭＮＯからＭＶＮＯへの受け

渡しの形態については、あくまでＭＶＮＯとＭＮＯとの間の協議によるべき事項である22。 

                                                                             
「端末機器に関する基準認証制度について」（http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/tanmatu/index.html）、「無線局

機器に関する基準認証制度」（http://www.tele.soumu.go.jp/j/equ/tech/index.htm）を参照。 
21 ただし、例えばＭＶＮＯが 2.5ＧＨｚ帯の周波数を使用する特定基地局の開設計画の認定を受けたＭＮＯと接続し

てＩＰ電話サービスを提供する場合には、電気通信番号規則第１０条第１項第２号の規定に基づき、同規則別表第

二の１２の項の要件を満たすことにより、ＭＶＮＯが直接０５０番号の指定を受けることが可能である。また、ＭＶＮＯ

が当該ＭＮＯと接続してＦＭＣサービスを提供する場合には、同規則第１０条第１項第１号の規定に基づき、同規則

別表第二の１１の項の要件を満たすことにより、ＭＶＮＯが直接０６０番号の指定を受けることが可能である。 
22 ＭＮＯが電気通信番号の指定を申請する際には、ＭＶＮＯの需要の見込みを自らの「電気通信番号を必要とする

根拠となる需要の見込み」に含めて申請することが認められる。ただし、総務大臣は、電気通信番号の有限性にか

んがみ、必要とする電気通信番号の数がその根拠となる需要の見込みから合理的なものであるか審査した上で、



資料－98 

 

 

また、ＭＶＮＯがＭＮＯと接続してサービスを提供する場合、ＭＶＮＯの利用者は、ＭＶＮＯ

からだけではなく、無線ネットワーク等ＭＮＯの役務提供区間において、ＭＮＯからも電気通信

役務の提供を受けることとなり、電話番号は当該電気通信役務の提供に合わせて利用者へ割り振

られることとなる。 

 

２）携帯電話の番号ポータビリティ 

 

ＭＶＮＯがＭＮＯから卸電気通信役務の提供を受けサービス23を提供する場合、携帯電話の電

話番号の指定を受けたＭＮＯは、ＭＶＮＯの利用者に係る電話番号について、以下の措置を講じ

なければならない（電気通信番号規則第２０条）。 

・ 当該ＭＮＯから卸電気通信役務の提供を受けサービスを提供するＭＶＮＯ（以下「卸先Ｍ

ＶＮＯ」という。）の利用者が、その電話番号を変更することなく、携帯電話サービスの提

供を受ける電気通信事業者を卸先ＭＶＮＯから他の電気通信事業者に変更できるようにす

るための措置（電気通信番号規則第２０条第１号）。 

・ 他の電気通信事業者のサービスの利用者が、その電話番号を変更することなく、携帯電話

サービスの提供を受ける電気通信事業者を卸先ＭＶＮＯに変更できるようにするための措

置（電気通信番号規則第２０条第２号）。 

・ 当該ＭＮＯ又は卸先ＭＶＮＯの利用者が、その電話番号を変更することなく、携帯電話サ

ービスの提供を受ける電気通信事業者を当該ＭＮＯと卸先ＭＶＮＯとの間及び卸先ＭＶＮ

Ｏ間で変更できるようにするための措置（電気通信番号規則第２０条第３号）。 

 

また、ＭＶＮＯがＭＮＯと接続してサービス23を提供する場合24には、接続相手のＭＮＯ以外

の電気通信事業者（ＭＮＯ及びＭＶＮＯ）から接続先のＭＶＮＯへ利用者が移行する際、引き続

き同じ電話番号を利用できるようにするための措置を、携帯電話の電話番号の指定を受けている

当該ＭＮＯが講じなければならない。なお、当該措置は上記の関係事業者間で相互（双方向）に

確保されることが求められる。 

 

上記のＭＶＮＯの利用者の番号ポータビリティに係るＭＮＯの措置の義務はルーティング変

更等システム上の措置を求めるものであり、受付等の手続については、ＭＮＯに対して制度上義

務付けるものではなく、まずは、ＭＮＯとＭＶＮＯとの間の協議によるべき事項である。 

 

なお、ＭＶＮＯがＭＮＯから卸電気通信役務の提供を受け、自ら利用者に対して電気通信役務

を提供する場合、ＭＶＮＯの利用者と直接契約を行うのはＭＶＮＯとなるため、ＭＶＮＯも、事

業開始時点から、ＭＮＯとの間の協議により決定された範囲内で、自らが電気通信役務を提供す

                                                                             
電気通信番号の指定を行うものである。 

このため、ＭＶＮＯは、ＭＮＯが電気通信番号の指定を申請するに当たっては、ＭＮＯに対し合理的な需要見込

みを提示することが必要である。 
23 衛星船舶電話サービス、衛星携帯電話サービス及びデータ通信専用サービスを除く。 
24 この場合、当該ＭＮＯの役務提供区間においては、利用者に対して当該ＭＮＯが電気通信役務の提供を行って

いる関係にある。 
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る利用者に対して、顧客情報の確認、本人確認等の番号ポータビリティ受付の対応など番号ポー

タビリティの実施において必要な措置を自ら実施することが一般的である。 

 

また、番号ポータビリティに係る利用者利便の観点から、利用者にとって簡便で利用しやすい

手続となるよう、両者の間で調整及びそれぞれで検討が行われることが望ましい。 

 

 

(１１) ＭＶＮＯと利用者との間の契約関係25 

 

ＭＶＮＯと利用者との間の契約について、事業法上特段の行政手続は要しない。 

 

なお、総務大臣は、次の場合、利用者の利益又は公共の利益を確保するために必要な限度におい

て、ＭＶＮＯに対し、業務の方法の改善その他の措置をとるべきことを命ずることができる（事業

法第２９条第１項）。 

 

① 業務の方法に関し、通信の秘密の確保に支障があると認めるとき 

② 特定の者に対し不当な差別的取扱いを行っているとき 

③ 重要通信に関する事項について適切に配慮していないとき 

④ 電気通信役務に関する料金についてその額の算出方法が適正かつ明確でないため、利用者の利

益を阻害しているとき 

⑤ 電気通信役務に関する料金その他の提供条件が他の電気通信事業者との間に不当な競争を引き

起こすものであり、その他社会的経済的事情に照らして著しく不適当なものであるため、利用者

の利益を阻害しているとき 

⑥ 電気通信役務に関する提供条件において、電気通信事業者及びその利用者の責任に関する事項

並びに電気通信設備の設置の工事その他の工事に関する費用の負担の方法が適正かつ明確でな

いため、利用者の利益を阻害しているとき 

⑦ 事故により電気通信役務の提供に支障が生じている場合にその支障を除去するために必要な

修理その他の措置を速やかに行わないとき 

⑧ その他事業の運営が適切かつ合理的でないため、電気通信の健全な発達又は国民の利便の確保

に支障が生ずるおそれがあるとき 

 

なお、これら総務大臣による是正措置の対象となる具体的な行為の例については、共同ガイドラ

イン（脚注３参照）を参照。 

 

                         
25 利用者との間の契約関係は、卸電気通信役務の場合、ＭＶＮＯが契約当事者として電気通信役務の提供に係る

契約履行責任を負い（このため、ＭＮＯとＭＶＮＯとの間の民事契約事項として、ＭＮＯの瑕疵により利用者に損害

が発生した場合における損害賠償の分担関係等を整理することが必要になると考えられる）、事業者間接続の場合

は、ＭＶＮＯとＭＮＯがそれぞれの役務提供区間について電気通信役務の提供に係る契約履行責任を負うこととな

る（接続協定においては、利用者対応は原則として料金設定事業者が行うこととするのが一般的である）。 

なお、ＭＶＮＥ（電気通信事業者である場合に限る。）についても、利用者との間に契約関係が発生する場合があ

る。 
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また、ＭＶＮＯが提供する電気通信サービスの利用者の氏名、住所等は個人情報であり、通信記

録等は通信の秘密に関わるものであることから、ＭＶＮＯがこれらの情報を取り扱う際は、個人情

報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）に基づき、個人情報を適切に取り扱うとともに、

通信の秘密（事業法第４条）を侵害しないようにする必要がある。 

 

さらに、ＭＶＮＯは、電気通信事業者として「電気通信事業における個人情報の保護に関するガ

イドライン」（平成１６年総務省告示第６９５号）が適用される。ＭＶＮＯがＭＮＯの課金システ

ムや位置情報登録システム機能を用いて、電気通信サービス等を提供するに当たって、ＭＶＮＯが

利用者の個人情報をＭＮＯに第三者提供する場合は、原則として、本人の同意を取ることが必要で

ある（同ガイドライン第１５条）。 

 

この場合において、ＭＶＮＯは、電気通信サービスの提供に関する契約約款において、当該個人

情報の第三者提供に関する規定を定め、当該契約約款に基づき電気通信サービス提供契約を締結し

ている場合、本人の同意があるものと解される26。 

 

また、ＭＮＯはＭＶＮＯから提供を受けた個人情報を適切に取り扱う必要がある。 

 

この他、利用者に直接音声通話サービスを提供するＭＶＮＯは、音声通話サービスに関して利用

者との間で契約を締結するに当たっては、携帯音声通信事業者による契約者等の本人確認等及び携

帯音声通信役務の不正な利用の防止に関する法律（平成１７年法律第３１号）に基づき、携帯音声

通信事業者として、契約者等の本人確認や本人確認記録の作成等を自ら行わなければならない。 

 

なお、ＭＶＮＯとＭＮＯとの間で卸電気通信役務提供契約が締結される場合、当該契約に基づき

ＭＶＮＯに提供される電気通信役務は、携帯音声通信事業者による契約者等の本人確認等及び携帯

音声通信役務の不正な利用の防止に関する法律施行規則（平成１７年総務省令第１６７号）第２条

ただし書 27において、同法の適用を受ける携帯音声通信役務から除外されているため、ＭＮＯは、

当該契約の締結に際して、ＭＶＮＯに対して本人確認等を行う必要はない。 

 

 

(１２) 提供条件の説明及び苦情等の処理 

 

ＭＶＮＯ及び当該ＭＶＮＯに係る契約の締結の媒介等を業として行う者は、次に掲げる一般消費

                         
26 「電気通信事業における個人情報保護に関するガイドラインの解説」 

（http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/d_syohi/pdf/051018_2.pdf）参照 
27 「法第２条第２項の総務省令で定める電気通信役務は、電気通信役務の提供を受けようとする者と電気通信事業

者（電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第２条第５号に規定する電気通信事業者をいう。以下この条において

同じ。）との間の契約に基づき提供される電気通信役務であって、無線設備規則（昭和２５年電波監理委員会規則

第１８号）第３条第１号に規定する携帯無線通信を行う移動する無線局の無線設備と接続される伝送路設備を用い

る電気通信役務とする。ただし、電気通信事業者と、当該電気通信事業者の提供する携帯音声通信に係る電気通

信役務を利用して携帯音声通信に係る電気通信役務を提供する電気通信事業者であって当該電気通信役務に係

る無線局を自ら開設していない者との間の契約に基づき当該者に対し提供されるものを除く。」（携帯音声通信事業

者による契約者等の本人確認等及び携帯音声通信役務の不正な利用の防止に関する法律施行規則第２条） 
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者向けの移動通信サービスの提供に関する契約の締結等をしようとするときは、その料金その他の

提供条件の概要についてその者に説明しなければならない（事業法第２６条）28 

① 携帯電話及び携帯電話端末からのインターネット接続のサービス 

② ＰＨＳ及びＰＨＳ端末からのインターネット接続のサービス 

③ ①及び②を除くインターネット接続サービス 

 

また、ＭＶＮＯは、当該電気通信役務の利用者からの苦情及び問い合わせについては、適切かつ

迅速にこれを処理しなければならない（事業法第２７条）28。この場合、ＭＶＮＯに寄せられた苦

情及び問い合わせが、ＭＮＯの提供する電気通信役務に関する内容である場合には、ＭＮＯはＭＶ

ＮＯと協力して対応する必要がある。 

 

なお、総務大臣は、事業法第２６条及び第２７条の規定に違反したときは、利用者の利益を確保

するために必要な限度において、業務の方法の改善その他の措置をとるべきことを命ずることがで

きる（事業法第２９条第２項）28。 

 

 

(１３) その他 

 

ＭＶＮＯは、事業開始の手続をした後は、必要に応じて又は定期的に次の行政手続が必要となる。 

 

① 業務協定の認可の申請 

ＭＶＮＯの提供する役務の中で外国との間の通信を行うための電気通信設備を他人の通信の用

に供するサービス（すなわち自ら国際間のネットワークを構築して提供する国際電話サービス）を

提供する場合には、外国法人等との間で締結、変更若しくは廃止する協定又は契約について、総務

大臣の認可が必要となる（事業法第４０条）。 

 

② 通信量等の報告 

上記①の業務協定の認可が必要となるＭＶＮＯ及び国際間のネットワークをインターネットを

ベースに構築して国際電話サービスを提供するＭＶＮＯ並びにＭＮＯと接続して音声の移動通信

サービスを提供するＭＶＮＯ（自ら料金を定める場合に限る。）は、毎四半期ごとに当該国際電話

サービスの通信量等を総務大臣に報告しなければならない（電気通信事業報告規則第２条第３項及

び第５条）。 

 

③ 事業開始の届出内容の変更の届出等 

電気通信事業者は、事業開始の届出内容の変更時にはその旨を総務大臣に届け出なければならな

い。具体的には、氏名又は名称及び住所並びに法人についてはその代表者の氏名の変更にあっては

変更後遅滞なく、業務区域の変更にあっては事前に届け出ることを要する。また、事業開始の届出

                         
28 詳細は、「電気通信事業法の消費者保護ルールに関するガイドライン」

（http://www.soumu.go.jp/s-news/2004/pdf/040305_6_b1.pdf）を参照。 
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の際の添付書類のうち提供する電気通信役務の種類に変更があった場合には報告を要する（事業法

第１６条第２項及び第３項、事業法施行規則第９条及び第１０条）。 

 

電気通信事業者の電気通信事業の全部の譲渡しがあったとき、又は電気通信事業者について合併、

分割若しくは相続があったときは、所定の者が電気通信事業者としての地位を承継するが、その場

合遅滞なくその旨を総務大臣に届け出なければならない（事業法第１７条、事業法施行規則第１１

条）。 

 

電気通信事業者は、電気通信事業の全部又は一部を休止し、又は廃止したときは、遅滞なくその

旨を総務大臣に届け出なければならない（事業法第１８条第１項）。なお、この場合には、休廃止

の日までに適切な期間を確保して、その旨を利用者に対して周知させなければならない（事業法第

１８条第３項）28。また、合併以外の理由により解散したときは清算人が届け出る必要がある（事

業法第１８条第２項）。 

 

 

３ 電波法に係る事項 

 

(１) 事業開始の際に必要な手続 

 

ＭＶＮＯは、その事業に用いる無線局（基地局、陸上移動中継局及び陸上移動局（以下「端末」

という。）をいう。以下同じ。）を自ら開設しない（１（２）の定義）ことから、無線局免許の申請

等の手続を採る必要はない。 

 

無線局の運用の特例制度を活用して、本ガイドラインにおいてＭＶＮＯとみなされる者（以下「み

なしＭＶＮＯ」という（脚注１参照）。）が無線局の運用を行う場合には、ＭＮＯは、みなしＭＶＮ

Ｏに対し、あらかじめ、当該無線局の適正な運用の方法等を説明しなければならない（電波法施行

規則第４１条の２の３第１項において準用する同規則第４１条の２）。また、ＭＮＯは、遅滞なく、

みなしＭＶＮＯの氏名又は名称、みなしＭＶＮＯによる運用の期間等を総務大臣に届け出なければ

ならない（電波法第７０条の８第２項において準用する同法第７０条の７第２項）。 

 

 

(２) ＭＶＮＯとＭＮＯの関係 

 

ＭＮＯが基地局、陸上移動中継局及び端末を自ら運用する場合には、ＭＮＯは、その運用に係る

責任を有する 29。当該運用の責任を担保することが不可能な無線局の開設・運用は認められない。 

 

ＭＮＯが無線局の運用を行う場合には、ＭＶＮＯの利用者が用いる端末が何らかの不具合により

他の無線システムに有害な混信を与えた場合、その混信の除去を行う責務はＭＮＯに課せられる。

この混信の除去について、ＭＶＮＯはＭＮＯに対し、両当事者間で締結された契約の範囲内で協力

                         
29 ＭＮＯは、ＭＶＮＯの移動通信サービスの提供に係る無線局の運用についても、その責任を有することになる。 
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する必要がある30。 

 

みなしＭＶＮＯが無線局の運用を行う場合には、みなしＭＶＮＯがその運用責任を有する。ＭＮ

Ｏは、みなしＭＶＮＯに対し、必要かつ適切な監督を行わなければならない（電波法第７０条の８

第２項において準用する同法第７０条の７第３項）。 

 

この場合において、当該無線局について不適正な運用が行われた場合、その運用に関する直接的

な責任は、実際にその運用を行ったみなしＭＶＮＯが負うこととなり、運用停止命令等は、みなし

ＭＶＮＯに対して行われることになる。また、ＭＮＯがみなしＭＶＮＯに対して必要かつ適切な監

督を行っていなかった場合には、ＭＮＯは監督責任を負うことになり、その結果、ＭＮＯが有する

無線局免許等が取り消されることもあり得る。 

 

この他、ＭＶＮＯは、ＭＮＯに対して実際に運用する端末台数についての情報も提供する必要が

ある。 

 

 

４ ローミングに係る事項（電気通信事業法及び電波法関連） 

 

(１) 国内ローミング 

 

電気通信事業者の利用者がその電気通信事業者の業務区域31に属さない区域で、他の電気通信事

業者から電気通信役務の提供を受ける、いわゆるローミングサービスは、ローミング元事業者及び

ローミング先事業者の間で業務提携を行うこととなるが、当該業務提携の中で卸電気通信役務の提

供又は接続を伴うこととなる。 

 

この際、上記卸電気通信役務の提供及び接続については、事業法上のそれぞれの規律に服するこ

とになる。また、ローミングサービスの提供を受ける利用者は、ローミング元事業者及びローミン

グ先事業者と個別に契約を締結することとなるが、これらの電気通信事業者の何れかが①特定の者

に対して不当な差別的取扱いを行っているとき、②電気通信役務に関する料金についてその額の算

出方法が適正かつ明確でないため、利用者の利益を阻害しているとき、③電気通信役務に関する料

金その他の提供条件が他の電気通信事業者との間に不当な競争を引き起こすものであり、その他社

会的事情に照らして著しく不適当であるため、利用者の利益を阻害しているときは、その電気通信

事業者が業務改善命令の対象となる場合がある（事業法第２９条第１項各号）。 

 

 

(２) 国際ローミング 

 

                         
30 例えば、ＨＬＲを、ＭＶＮＯが独自に持つこともあり得るが、その場合でも、ＭＶＮＯは、無線局の運用に必要な情報

（例：ＨＬＲに格納されている端末の位置登録情報）を契約の範囲内でＭＮＯの求めに応じて提供することが求めら

れる。 
31 利用者（電気通信事業者を除く。）との電気通信設備の接続に係る業務区域 
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ＭＶＮＯの利用者が提供を受ける国際ローミングサービスについては、ＭＮＯと外国事業者等と

の間で締結されるローミング協定に基づくものである場合には、ＭＶＮＯにおいて、特段の行政手

続を要しない。 

 

ＭＶＮＯが外国の端末である無線局を国内に持ち込ませてサービスを提供する場合、当該ＭＶＮ

Ｏとの間で卸電気通信役務又は接続に関する協定を締結するＭＮＯは、国内で当該端末を運用する

ための許可を得ることが必要である。当該許可の条件は次のとおりである（電波法第１０３条の５）。 

① 当該端末が、ＭＮＯの基地局又は陸上移動中継局と通信を行うものであること。 

② 当該端末が、ＭＮＯの基地局又は陸上移動中継局からの電波を受けることにより初めて電波を

発射できるものであること。 

③ 当該端末の技術基準が国内の技術基準に適合していることが証明されていること。 

 

なお、国内のＭＶＮＯがその端末を国外に持ち出させる場合、これに適用される国内規制は存在

しないが、ローミング先の国における持ち込み端末に対する規制の対象になることに留意する必要

がある。 

 

 

５ 開設計画においてＭＶＮＯによる無線設備の利用を促進する計画を有するＭＮＯについて 

 

 

 (１) 電波法第２７条の１３の規定に基づき総務大臣の認定を受けた開設計画の遂行について 

 

特定基地局の開設指針において、他の電気通信事業者による無線設備の利用を促進する計画を有

することが認定の要件とされている場合32、開設計画の認定を受けたＭＮＯは、開設計画における

他の電気通信事業者による無線設備の利用を促進する計画に従って無線設備の利用の促進を図ら

なければならない。 

 

ＭＮＯが、他の電気通信事業者による無線設備の利用を促進する計画を履行していない場合 33、

これは当該ＭＮＯの基地局などの無線局の免許及び再免許の拒否事由となり得る（無線局（放送局

を除く。）の開設の根本的基準（昭和２５年電波監理委員会規則第１２号）第３条）34。 

 

                         
32 2.5GHz 帯の周波数を使用する特定基地局の開設に関する指針（平成 19 年総務省告示第 457 号）においては、

「本開設指針が対象とする特定基地局による電気通信役務の多様化と電波の有効利用の促進に資するため、本開

設指針に基づく開設計画の認定を受けていない電気通信事業者による無線設備の利用を促進するための計画を

有すること」を開設計画の認定の要件として定めている。 
33 2.5GHz 帯の周波数を使用する特定基地局の開設に関する指針においては、開設計画の認定を受けた者は、毎

年度の四半期ごとに、開設計画に基づく事業の進捗の状況を示す書類を総務大臣に提出するものと規定されてお

り、ＭＶＮＯへの説明会の開催や標準プランの策定その他のＭＶＮＯによる無線設備の利用を促進するための計

画の進捗状況も当該報告の対象となる。 
34 当該根本的基準第３条第７号において、「その局が法第二十七条の十二第一項に規定する特定基地局であると

きは、その局に係る開設指針の規定に基づくものであること。」が電気通信業務用無線局の開設に当たっての免許

の要件として規定されている。 
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(２) 電気通信事業法第９条の電気通信事業の登録等に付された条件の履行 

 

ＭＮＯは、事業法第９条の電気通信事業の登録又は同法第１３条に基づく変更登録の際に付され

た条件（事業法第１６３条）を履行しなければならない35。 

 

ＭＮＯが、当該条件を履行しない場合、事案に応じ、総務大臣による業務改善命令の対象となる

ことがある（事業法第２９条第１項）。 

 

また、ＭＮＯが上記の条件を履行せず、公共の利益を阻害すると認められるときは、事業法第９

条の電気通信事業の登録の取消事由となり得る（事業法第１４条第１号）。 

 

 

６ 見直し 

 

本ガイドラインは、現時点で想定されるＭＶＮＯのビジネスモデルを前提として策定したものであ

り、今後のビジネスモデルの登場などを踏まえ、必要に応じて、その内容を見直していくこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         
35 2.5ＧＨｚ帯の周波数を使用する特定基地局の開設に関する計画について認定を受けた者に係る事業法第９条の

電気通信事業の登録又は同法第１３条に基づく変更登録に関し、①登録申請の添付書類として、電波法第２７条の

１３に基づく特定基地局の開設計画において「電気通信事業の健全な発達と円滑な運営への寄与に関する事項」と

して記載した内容を添付すること、②当該記載内容を履行すること及び他の電気通信事業者への開放状況を報告

することを条件として付すこととしている。 
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図 ２ 
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○電気通信事業分野における事業者間接続等に係る債権保全措置に 

関するガイドライン（平成 18 年 12 月 22 日） 
 

１  本ガイドラインの目的 

 

電気通信事業者が経営破綻等により接続料等の債務を履行することが困難となった場

合に、当該事業者と接続等を行っている接続事業者等が当該事業者に対する債権を回収

できなくなる事例が発生している。 

接続事業者等は、債務の履行が確保されない場合、損失の拡大を防ぐため接続等を停

止することが考えられるが、接続事業者等がこうした手段を採った場合、相手先事業者

はサービスの提供を継続することが困難となり、利用者の利益が阻害されるおそれがあ

り、そのため接続事業者等が接続停止等を躊躇すれば、結果として接続事業者等の損失

が拡大することとなる。 

他方、事業者間で相互接続協定を締結する場合等において、相手先事業者が債務の支

払いを怠るおそれがあるときは、例えば預託金の提供を受けるなどの債権保全措置を講

じることにより当該リスクを回避することが可能であるが、預託金等の水準如何によっ

ては新規参入阻害や接続拒否等の競争阻害要因となることが懸念される。 

こうした事情を踏まえ、電気通信事業の適正かつ合理的な運営を確保するとともに電

気通信事業者間の公正な競争を確保する観点から、電気通信事業者が債権保全措置を講

じる際の指針として、本ガイドラインを策定する。 

なお、事業者間接続等において債権保全措置を講じるかどうか、またどのような債権

保全措置を講じるかについては、基本的には当事者間の協議に委ねられるべきものであ

るが、当事者間の協議が調わないなど問題が生じた場合には、個々の事案に応じ、電気

通信事業法（以下「事業法」という。）の規定が適用されることとなる。 

本ガイドラインは、電気通信事業者が講じる債権保全措置に関連する以下の事業法の

規定について、その解釈の参考となるものである。 

① 電気通信事業者に対する業務の改善命令（事業法第２９条第１項関連） 

② 第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者が申請した接続約款の変更認

可（事業法第３３条第４項関連） 

③ 第二種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者が届け出た接続約款の変更命

令（事業法第３４条第３項関連） 

④ 電気通信事業者の電気通信設備との接続に関して当事者が取得し、若しくは負担

する金額又は接続条件その他の細目に関する裁定等1（事業法第３５条関連） 

⑤ 電気通信事業者間の設備の共用に関して当事者が取得し、若しくは負担する金額

又は共用の条件その他の細目に関する裁定等（事業法第３８条関連） 

⑥ 卸電気通信役務の提供に関して当事者が取得し、若しくは負担する金額又は提供

の条件その他の細目に関する裁定等（事業法第３９条関連） 

 

ちなみに、本ガイドラインは事業者間取引に係るものであり、電気通信役務を利用者に

提供する際の指針については「電気通信事業法の消費者保護ルールに関するガイドライ

ン」（平成１６年３月）によるものとする。 

 

 

 

 

 

                                                  
1 総務大臣による裁定のほか、電気通信事業者間の接続協定の締結に関して、一方当事者が協議に応じず、又

は両当事者間で協議が調わなかった場合における協議の開始又は再開に係る命令もこれに含まれる（⑤及び⑥

も同様）。 
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２  債権保全の具体的施策 

 

債権保全の具体的施策については、以下のとおり、債権保全の方式、預託金の預入れ

等の要否を判断するに当たって考慮すべき事項、預託金等の水準等についての考え方を

示すこととする。 

なお、本ガイドラインにおける便宜上の定義として、預託金とは、債務の履行がなさ

れない場合に債務の弁済に充てることができるよう、あらかじめ担保として供される金

銭を指すものとする。 

 

(1)  債権保全の方式 

 

債権保全の方式としては、預託金のほか、金融機関、関連会社等からの債務保証、

前払い、当事者双方の債権を相殺する方式等が考えられる。なお、これらはあくまで

例示であって、同等の合理性を有するその他の方式を排除するものではない。また、

どのような方式によるかは、基本的に当事者間の協議に委ねられる。 

 

(2)  預託金の預入れ等の要否を判断するに当たって考慮すべき事項 

 

１）預託金の預入れ等は、基本的に事業者間の協議において任意に求めることができ

る。しかし、相手先事業者が債務の支払いを怠るおそれがない場合に預託金の預入

れ等を求め、相手先事業者が預託金の預入れ等に応じないことをもって接続等を行

わないことは、当該相手先事業者に対する不当な差別的取扱いに該当するおそれが

あるものと考えられる（事業法第２９条第１項関連）。 

２）預託金の預入れ等の要否は、債務の支払いを怠り、又は怠るおそれの有無により

判断することとなるが、その有無については、客観的な指標に基づいて判断するこ

とが適当と考えられる。具体的な指標としては次のものが考えられるが、これらは

あくまで例示であって、同等の合理性を有するその他の指標を排除するものではな

い（かっこ内は、各指標において債務の支払いを怠るおそれがあると判断される場

合の一例）。 

ア 過去の支払実績（過去一定期間において支払遅延があった場合等） 

イ 信用評価機関、格付け機関等第三者による評価（債務不履行に陥るおそれが極

めて高いと評価される場合等） 

ウ 財務状況（現に債務超過に陥っている場合等） 

なお、こうした指標は、預託金の預入れ等の根拠となるものであることから、あ

らかじめ当事者間でその内容を可能な限り明確にしておくことが望ましい。 

３）相手先事業者との協議において預託金の預入れ等を求める場合には、相手先事業

者に対し、債務の支払いを怠るおそれがあると判断する合理的な根拠を示すことが

適当である。また、預託金の預入れ等を求められた事業者は、債務の履行を怠るお

それはなく預託金の預入れ等は不要と考える場合等には、その合理的な根拠を示す

など必要な情報提供を行うものとする。 

 

(3)  預託金等の水準 

 

預託金等の水準については、競争阻害の要因とならないよう債権の保全に必要かつ

最小限のものとすべきと考えられる。例えば、従量制の接続料の場合であれば、債務

の不履行が明らかになってから接続を停止するまでの間に発生することが想定され

る合理的な範囲内の金額とすることが考えられるが、その内訳は事業者間の取引内容、

支払い方法等によって異なるものである。 

なお、例えば前払い方式を取り決めている場合や、当事者双方の債権の相殺が可能

な場合においては、預託金等の水準を定めるに当たって、当該取決め等も考慮するこ

とが望ましい。 
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(4)  その他 

 

１）債権保全措置は債務の履行を確保するために必要最小限のものとすべきと考えら

れる。このため、一定の事由により債務の支払いを怠るおそれがあると判断し、預

託金の提供等を受けた場合において、その後、当該事由が解消されたと判断される

ときは、提供を受けた預託金等を返還するものとすることが望ましい。 

なお、預託金等の返還に関する取決めは、あらかじめ当事者間で明確にしておく

ことが望ましい。 

２）債権保全の必要性に関する当事者間の協議中における接続、工事の実施等につい

ては、個々の事案によって状況が異なることから、一律に考え方を示すことは困難

である。しかし、例えば、既に接続等を行っている事業者が新たな機能追加等を申

し入れた場合において、当該事業者が預託金の預入れ等に応じないことをもって、

現行の接続の停止等をすることは、不当な差別的取扱いに該当するおそれがあると

考えられる（事業法第２９条第１項関連）。 

 

３  その他 

 

事業者間の協議が調わなかった場合等における紛争解決の手段としては、総務大臣に

よる裁定等（上記１④～⑥を参照）のほか、電気通信事業紛争処理委員会によるあっせ

ん又は仲裁の申請をすることができる（事業法第１５４条～第１５７条関連）。 
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